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は　じ　め　に
新潟国際情報大学長武藤輝一
　第二次世界大戦終了後に新しく定められた大学教育制度は，平成3年7月，
大学設置基準の大綱化により改訂され，新しい項目として自已点検・自已評価
が加えられ，これは各大学での努力項目とたった。さらに，平成11年9月より
自已点検・自已評価は各大学における必須の実施要件となった。
　平成6年4月の本学開学の時から，自已点検・自已評価は本学の理念・目的
の中に示されており，その一つとして，学生による授業評価なども行われてき
た。しかし，開学後，満4年を経たところで，それまでの教員の講義・実習に
おける実感と履修した学生の要望・期待から，カリキュラムの改訂が必要と考
えられ，開学7年目の平成12年度入学生以降，内容をある程度改善したカリ
キュラムに移行した。この新カリキュラムに移行し，満2年経過したところで，
成果がほぼ予想できるようになり，自已点検・自已評価を実施することとした。
　平成14年5月に「新潟国際庸報大学自已点検・自已評価実施規程」及び「同
自已点検・評価委員会規程」を定あ，自已点検・評価委員会及び同実施委員会
が発足し，作業を開始した。
　自已点検・自已評価は，主として財団法人「大学基準協会」による検討事項
を参考として実施した。点検・評価の内容を検討項目別に15章にまとめたが，
比較的詳細に記述したため，大学の規模の割合には厚い冊子とたった。改善す
べきとして記載されている内容の中には，現在，改善を進めつつあるものもあ
り，これからというものもある。また，優れている点を改めて認識したところ
もある。本書は，後日，外部評価を受げるために大切な資料になると思われる
が，関係各方面にお届けし，ご高覧頂き，本学の将来のため忌樺1のないご意見
をお寄せ頂くことを期待している。なお，今後も定期的に自己点検・自已評価
を行う予定である。
　自已点検・自已評価の実施と本書の作成のため協力された教職員並びに関係
老の皆さんに謝意を表したい。本書は本学の問題点解決と将来の発展のため役
立つものと信じている。
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第1章　本学の理念・目的及び教育目標
1　大学の理念及び目的
　二十一世紀の情報化杜会は，地球上の人類の新しい文化を生み出す源泉である。同時
に情報化は国際的なものであり，情報の国際的交信，利用により人類は新しい文化を創
造する。この情報化，国際化杜会の中で，その意義を理解し，それに対応しうる能力を
備え，その力を発揮し，わが国と近隣諸国の発展並びにそこに住む人達の福祉の増進に
役立つ人物を育成する。
　　平成5年4月において，新潟県内の高校卒業生の大学進学率は，全国都道府県の中で
下位から数えて二位であった。その主な理由は，新潟県は福井，石川，富山の北陸3県
を合わせたほどの広さであるにもかかわらず，県内の大学数が少ないことにあった。県
外の大学に進学するためには，費用もそれなりに多額のものとなり，大学進学を諦めざ
るを得たい者も多かったのである。
　　これに先立つ平成2年4月，新潟県内で最も人口密度の高い新潟市及びその周辺地域
には，4年制以上の大学として新潟大学（国立総合大学），日本歯科大学新潟歯学部，新
潟薬科大学の3校しかたかった。このような状況のため，新潟市，新潟県，新潟市の政・
財界人，新潟市の一般市民の人達は新潟市内に新しい4年制以上の大学の創設されるこ
　とを切望していた。このような経緯の中で，自身が新潟市出身である衆議院議員小沢辰
男は，この想いに共感し，設立発起人代表となり，平成3年12月，新潟国際膚報大学設
立準備財団（理事長　小沢辰男）を設立した。この財団は，新潟市から創設費の2分の
　1の助成を受けたのをはじめ，新潟県，新潟市民，新潟県内外の財界人の支援を受け，
平成5年12月，学校法人新潟平成学院・新潟国際膚報大学の設立が認可された。
　　このようにして新潟国際情報大学は，（1）新潟の地が中国，朝鮮半島，極東ロシアに近
接し，米国やカナダと関係が深いことから，わが国とこれらの国々との杜会・文化交流
の中で活躍できる人物を育成する，（2）グローバルに構築され利用されつつある，進歩の
　目覚しいl1青報システムの知識と技術を習得し，この能力を杜会のために役立たせ得る人
物を育成する，という二つの目的を持って，平成6年4月に開学した。私立大学ではあ
　るが，地域全体の公共的意志に支えられて設立された大学である。
2　大学の教育・研究の目的，目標
　1）大学創設の理念
　　　情報ネットワークはグローバルに構築されつつあり，その急速な進歩により高度情
　　報化杜会へと向いつつある時，これに対応する教育・研究の展開が必須である。国境
　　を越えての情報伝達であり，共通した伝達が必要である。同時に，文化の差異から生
　　ずる摩擦を軽減する努力が必要であり，ここに本学が考えている教育・研究の基本が
　　ある。また，この趣旨による教育・研究においては，その質の向上を図る上で，自已
　　点検・評価は必須である。大学開放も含めて，周辺地域への開放だけでなく，生涯教
　　育も含めて地域の発展のため，積極的に協力すること。並びに情報化の歴史的意義を
　　理解し，新しい時代を担って大学は先導的役割を果たさなけれぱならない。
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2）情報文化学部の構成と基本的教育構想
（1）学部構成の理念と構想
　　　情報文化の意義を理解し，新しい情報文化の創造に参画し，努力しようとする人
　　物を育成することが本学の理念である。新しい情報技術で作られた交流により文化
　　が創造され，人類の福祉と繁栄に貢猷することにたる。本学部は文化と清報との関
　連についての深い理解の基で，国際的視野を備え，人文・杜会科学の分野に貢献し
　　うる教育・研究を推進する情報文化学科と，情報技術とシステムの理論と実際を理
　解し，会得し，情報化杜会の中で，清報技術とそのシステムの広い応用とそのもの
　　の発展を目指す教育・研究を担う情報システム学科の二学科からなる。
　　　両学科の基礎科目，共通科目においては，教養教育として，学生の総合判断力，
　表現能力，合理的思考力を培うべく，国内でも国際的にも役立つ人文・杜会科学，
　　語学，情報処理演習の教育を中心に行う。
　　　専門科目に関しては，情報文化学科では，国際的視野に立って情報判断力や異文
　化を正しく評価し得る力を身につけ，これを表現し，実践できる人材の養成を目的
　　とする。直接対象とする地域を中国，韓国，ロシア，米国とし，これに応じた語学
　　と人文・杜会科学の教育を行い，それぞれの地域に関する交流と相互理解が可能と
　　たる。
　　　一方，情報システム学科では，単にコソピュータを中心にした情報技術だけでは
　　たく，人問活動を含む杜会的な情報システムを活性化すると共に，杜会における交
　流を円滑にし，人間の知的活動を活性化する。その学科目は「情報とシステム」，「人
　　間と杜会」，r組織と経営」，rコソピュータと通信」，r論理と数理」の5分野で構成
　　し専門性を高める。
（2）学部構想の変化一とくに教育内容
　　　開学後，段階的に目的を達成しつつ平成10年3月には第1回卒業生を送り出すこ
　　とが出来た。最初の4年間に，幾つかの間題点も指摘されており，これを機に検討
　委員会を発足させ，それまでの教育・研究内容とその成果について，改めて検討を
　行った。その結果，従来の教科目の一部を削除し，新しい教科目を加え，あるいは
　　4年間を通しての教科の履修順序を変えるなど改訂を行い，開学7年目の新入生か
　　ら新しいカリキュラムに移行し，今日に至っている。
　　　情報文化学科では，実用英語教科（聴く，話す）が新設され，1年次生では全員
　　1年問必修とし，2年次以降は選択でこのブログラムの上級コースの履修を可能と
　　した。2年次後期には地域選択した外国語圏（中国，韓国，ロシア）の大学，ある
　　いは2年次夏期5週問の米国の大学への派遣留学制度が導入された。この派遣留学
　制度はカリキュラムの一環であり，本学から奨学金が賦与され，留学終了時に卒業
　単位に加算できる単位が与えられる。
　　　情報システム学科では，従来の学生の教育・研究効果を検討した結果，5分野の
　教育において，基礎力の強化と十分な専門性の取得のため，「論理と数理」を基礎分
　野として履修し，その後で，r情報とシステム」，r人問と杜会」，r組織と経営」，rコ
　　ソピュータと通信」の何れかを履修することとした。また，2年次に夏期5週問，
　　カナダの大学への派遺留学制度（英語と情報システムの学習）が導入された。情報
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文化学科と同様にこの制度はカリキュラムの一環であり，本学から奨学金が賦与さ
れ，留学終了時に卒業単位に加算できる単位が与えられる。
3　大学の将来構想
　新潟国際庸報大学は，創設時に情報文化学部という一つの学部の中に，情報文化学科
　と情報システム学科の二つを包摂する形で，当時の文部省に申請し認可された。申請前
にそれぞれ独立した二学部とする構想も検討されたが，「情報」という新しい重要教育分
野が共通する基礎課題であるとの認識に基づいて，］学部・二学科として発足すること
　になった。
　　開学後満9年を経過する中で，教職員，卒業生，在校生とその父母，その他関係老の
希望・要望を尋ねながら，本学の将来の発展及びあるべき姿について検討している。建
学の目的に沿いつつ，国際化，情報化に関連する教育・研究分野の進歩を考慮し，近き
将来，本学の構成を国際杜会・文化学部（仮称）と情報文化学部（仮称）の二学部とし，
前者には国際杜会・文化学科（仮称）を含み，後者には情報システム学科（仮称）と杜
会システム情報学科（仮称）の二学科を含む形に，発展的に改組・転換することが適切
であろうかと考え，検討中である。
　　また，これまでの本学卒業生の中には大学院研究科への進学希望者があったが，本学
　には大学院が設置されていないため，他大学の大学院への進学を奨めざるを得なかった。
大学院進学希望者の多くは，情報システム学科の卒業生であった。このような理由と杜
会人も対象にして，将来，本学に大学院情報システム学研究科修士課程（仮称）を設置
　したいと考え，検討中である。

第2章　学生の受入れ
　開学以来，9回の入試を実施してきた。ユ8歳人口の減少によって志願者は減少傾向に
あったが，平成14年度はわずかながら増加した。しかし，長い不況による国公立大学志向
の増加と受験大学の絞り込みに加え，新潟県内には時代の二一ズに合わせたカリキュラム
からなる大学がいくつか設立されており，大学問の競争が激しくなっている。一方，新潟
県教育委員会の発表によると，平成13年度の高等学校の卒業者数27，290人（前年より540人
減）の内，大学等への進学者は9，921人（36．4％で全国38位，前年より121人減）であるが，
県内大学等への進学老は35％の3，466人である。言いかえると，県外の大学等に65％の6，455
人が進学しているのである。今後，大学等への進学率は高くたっても，県内の大学への進
学者が増加するとは限らない。本学としても，入試区分をはじめ，入試科目，試験会場等
学生募集の方法及び入試広報の体制を見なおLて志願老増加につなげたい。
1　学生募集の方法及び入学者選抜方法
（1）入学者選抜方法の種別及び実施状況
　　本学の入学試験は，平成6年度～平成9年度には一般入学試験（前期・後期），高校
　長推薦入学試験，自已推薦入学試験，及び杜会人特別選抜で構成されていた。また，
　平成10年度～平成11年度には自已推薦入試を廃止し，高校長推薦入学試験を指定校・
　公募・スポーツ推薦に細分化した。平成12年度以降は，一般入学試験に大学入試セソ
　　ター試験を導入し，一般入学試験（前期・後期・大学入試セソター試験利用），高校長
　推薦入学試験（指定校制・公募制・スポーツ推薦）及び杜会人特別選抜で構成されて
　　いる（表1）。したがって，一芸・一能入試，AO入試，付属校推薦の入試制度は実施
　　していない。
　　　なお，下記の高校長推薦入試④～⑥はいずれも専願制である。
①一般入試（前期）
　　試験は，試験会場で受験生に次の3教科の問題を配布し，2教科を選択させる（120
　分）方式をとっている。例年，国語を選択する受験生が多く，次いで英語，数学の順
　である。
　　　　国　語　1　国語I・国語II（いずれも古文，漢文を除く。）
　　　　数　学　1　数学I・数学II（数学IIは徴分・積分を除く。）
　　　　外国語　：　英語I・英語II
　　試験会場は，平成10年度～平成12年度には新潟市，上越市，富山市，山形市，及び
　東京都区内に設置していた。しかし，多くの受験生が新潟市の会場で受験する傾向に
　あったので，平成13年度以降は新潟市，上越市，東京都区内の3か所で実施している。
②一般入試（後期）
　　晴報システム学科志望の受験生に対しては，一般入試（前期）と同様に，試験場で
　受験生に3教科の問題を配布し，2教科を選択させる方式をとっている。
　情報文化学科志望の受験生に対しては，平成12年度・平成13年度には小論文と面接
による試験を実施したが，受験老数が予想を下回った。その理由として，後期の受験
生には，前期試験の不合格者が多く，教科の受験勉強に力を入れ，小論文等の学習を
していたいため，敬遠されたのではたいかと考えられた。そこで，平成14年度からは
前期試験と同様に，試験場で受験生に3教科の間題を配布し，2教科を選択させる方
式に変更した。
③一般入試（大学入試セソター試験）
　　本学では，平成10年度・平成11年度に実施していた小論文・面接入試に代えて，平
　成12年度から大学入試セソター試験を導入した。本学の独自試験は実施せず，毎年1
　月に実施される大学入試セソター試験を2教科2科目以上受験していれぱ，受験資格が
　与えられる。合否の判定には，全教科の中から2教科2科目の成績を使用し，3教科
　以上受験している場合には，高得点の2教科2科目の成績を使用している。
④高校長推薦入試（指定校制）
　　本学では，平成10年度から指定校制の推薦入試を導入した。当初は学業成績が一定
　基準以上であることを推薦要件に加えていたが，この制度は高校との信頼関係によっ
　て成り立っている制度であることから，平成12年度以降推薦要件から学業成績の基準
　を除外した。すなわち，新潟県内の高校のうち，それまでの入学老数などを考慮して
　指定校として指定し，1高校1人の推薦依頼をすることとした。平成12年度には，一
　部見直しを行い，新潟県外の高校も数校加えた。さらに，平成14年度からは，1高校
　から情報文化学科1人，情報システム学科1人の計2人に推薦枠を拡大した。
⑤高校長推薦入試（公募制）
　　学業成績について，全体の評定平均値が4．0以上であるか，国語・地理歴史・公民・
　数学・理科・外国語（英語）の内，いずれか1教科の評定平均値が4．2以上であること
　が要件になっている。
　　試験は800字程度の小論文（50分）と15分程度の面接を実施している。
⑥高校長推薦入試（スポーツ推薦）
　　平成12年度から導入した制度である。種目は特定していないが，本学としては，陸
　上競技，バドミソトソ，バスケットボールを強化したいと考え，導入した制度である。
　これらの種目については，コーチ等を配置するなど競技指導体制の確保を図っている。
　　学業成績，競技実績の基準は設けていないが，高校時代の競技実績と，800字程度の
　小論文，15分程度の面接，及び基礎体カテストの結果を総合して判定している。
⑦杜会人特別選抜
　　入学年度の4月1日現在の年齢が満23歳以上の者で，杜会人経験（主婦，家事従事
　者を含む。）を有していることが要件である。
　　試験は800字程度の小論文と15分程度の面接を実施している。
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（2）入学志願者の応募状況，合格者の入学状況等
　　平成10年度から平成14年度までの学科別及び入試区分別の志願者数，合格者数及び
　入学老数の状況は，表2のとおりである。
　　清報文化学科は募集定員ユ00人である。入学志願者の合計は，平成10年度から平成13
　年度にかけて漸次減少したが，平成14年度にはかなり回復した。合格老の内，約76％
　が入学しており，募集定員以上の入学者を確保できている。
　　情報システム学科は募集定員150人である。入学志願者の合計は，平成11年度にやや
　減少したが，平成12年度にはかなり回復した。しかし，平成13年度にはまた減少した。
　合格老の内，約80％が入学しており，情報文化学科と同様に，募集定員以上の入学老
　を確保できている。
　　なお，入試区分別，男女別，現浪別，出身地別の入学老数を表3に示す。
2　入学者の受入れ方針
　　少子化が進行する現在，平成14年度入学において4年制私立大学の約3割で定員割れ
が生じたとの報道があり，志願老全員が入学できる全入の時代が目前に迫ってきている。
本学においても志願者数が減少する中で，入学者数（定員の3割増）を今後とも確保し
ていくことが，経営上の最重要課題であることは言うまでもない。
　　一方，本学の教育目標を達成するためには，勉学の意欲を持ち卒業後に杜会に貢献で
　きる潜在能力を備えた学生を選考することができなくてはならない。そのためには，常
に入学者数（実際には合格者数）を上回る志願者数を確保することが肝要である。
　　本学では，開学以来，主たる選考方式として推薦入試と学力試験による選抜を実施し
てきた。推薦入試の目的は，入学後に学力の向上が期待し得る潜在的な能力を備えた学
生を選抜するともに，確実に入学する学生の確保である。また，学力試験の目的は明示
的に学力のある学生を公正かつ公平に選抜することにある。当初，文部科学省の指導も
あって推薦入試を定員の3割，学力試験を7割（入学老数から見れぱ8割弱）としてき
たが，志願者数が減少してきたことと文部科学省が推薦割合の規制を緩和したことを受
け，平成12年度入試から推薦入試の割合を入学老数の4割弱に増加させた。学力試験に
ついては，開学当初の前期，後期試験に加え，それまでの小論文・面接入試に代えて平
成12年度からセソター入試を導入した。導入直後に一時的に志願者数が増加したが，全
体の減少傾向に歯止めはかかっていない。
　　教育理念と入試との整合性は入学後の学力動向に見ることができる。本学では学力に
ついて教育調査を実施した結果，入試区分による有意差が見られたかったことから，志
願老総数が減少する中でも入試制度の大幅な変更を行っていない。部分的な変更を行っ
たものの推薦入試と学力試験の2本立てによる選抜方針を継続している。推薦入試（公
募制）については，高校の成績の評定平均値に基準を設けていること，学力試験では2
科目型の入試を維持している。この入試制度は「入学老を選抜できる状態であること」
が前提である。これは入試制度だけの間題ではなく，本学の教育サーピスが杜会に受け
入れられ高く評価されなけれぱならたいのは言うまでもないが，これからは少子化，志
願老減少の現実をも受け入れ，入試制度の柔軟た対応が必要にならざるを得ないと思わ
　れる。
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　今後の入試に係わる検討課題として，
（ガ　入試区分による学力調査の継続的た実施
　　入試制度を評価する基礎データとして，継続的に入学後の学力調査を実施しなけれ
　ばならない。ただ，入学後の学習成果は本学の教育成果そのものであるので，入試に
　依存する部分の評価のためには，調査期問，項目，方法を充分に検討する必要がある。
　　また，退学あるいは留年の事由にも，学力不足による勉学の困難さが見受げられる
　ので，入試との関連性も念頭において充分な調査をする必要がある。
（イ）推薦入試と学力試験の入学老数の割合の見直し
　　推薦入試は潜在的な能力のある学生を選抜することが第1の目的であるが，確実に
　入学老数を確保できる点では経営上も好ましい入試制度である。一方，本学の主体的
　た学カチェックができないこと，学力試験との入試機会の公平さの観点から，無節操
　に推薦入試の割合を上げることは避けなければならたい。また，高校側からも青田刈
　りである推薦入試を好まないとの意見もある。学力試験での志願者数の動向，入試区
　分による学力調査の結果等を考慮し，志願老数とバラソスがとれる適切た割合の検討
　が必要である。
　　本学への入学老は新潟県内それも新潟市近郊が比較的多いことから，学力試験との
　公平さを留意して同一高校からの推薦入学枠を若干変更することは可能と考えられる。
（ウ）推薦入試の評定基準の見直し
　　本学の推薦入試（指定校制）は，推薦要件として高校の学業成績の評定平均値に一
　定の基準を設けていた。しかし，本学が推薦を依頼する指定校は，既に数多くの学生
　を本学に送り込んでいる高校であり，本学が求める学力基準を承知していることから，
　平成12年度から学力基準を設けず，信頼関係の基に高校長から推薦願う出願方式とし
　た。なお，この変更による入学老について，教育調査委員会で成績の追跡調査を行っ
　ているが，入学後も一定レベル以上の学力を維持しており，予測どおりの結果となっ
　ている。
　　推薦入試（公募制）についても推薦要件として学業成績の評定平均値に基準を設け
　ており，毎年高校から基準値緩和の要望が伝えられるが，潜在能力のある学生を選抜
　するという推薦入試制度の目的のためには，可能な隈り現状維持が必要である。
←　学力試験における受験科目の見直し
　　現在，一般入試では3教科（英語，数学，国語）から2教科を試験会場で選択して
　受験し，セソター入試では受験全教科の中から高得点の2教科を自動的に選択してい
　る。本来なら，それぞれの学科のコアカリキュラムに対する入試科目は当然必修にし
　なげれぱならないが，英語必修とか全教科受験とLた場合の志願老数への影響が不明
　であり，開学以来この方式は変更されていない。受験生の学力低下が顕著になってき
　たため，一部の大学では受験科目の総数を増やしたり，必修科目を定める動きがある
　が，志願老の確保が最重要課題である私立大学では慎重に検討する必要がある。本学
　でも，この方向へ入試制度を改善することはリスクが大きいと考えられるので，入学
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後のリカレソト教育などの充実を図り，入試制度と教育目標のギャッブを埋めていく
必要がある。
　セソター入試において当初は，志願老の受験科目，入学老数の割合などが未知であっ
たので全教科を評価対象としてきた。セソター入試導入後3年が経遇したので，少し
でもコアカリキュラムに関連する科目を評価対象の科目にすることを検討する必要が
ある。
㈱　割増定員の見直し
　　本学も他の私立大学と同様に，’経営上の必要性から定員の3割増の入学老数を確保
　してきている。今後，志願者数の更なる減少を想定した場合，入学老の選考をあきら
　めて割増定員を確保するか，割増定員を見直してあくまでも入学老の選考を行い，入
　学老の学力維持を図るかの岐路に立たされることになる。後老の場合でも選考が維持
　できる期間は限られ，教職員の雇用をはじめ研究教育活動に大きた影響を及ぼす状態
　に陥ることになる。
　　少子化の時代を勝ち抜くためには，リカレソト教育の実施，カリキュラムの継続的
　な評価と改善，資格取得支援と就職実績の向上たど，入学後の教育サーピスの向上は
　言うまでもない。さらに，オープソキャソパスや大学説明会に加え，高校側や受験生
　を持つ父母への授業公開や高大連携講座など，入学前サービスを充実して高校，受験
　生への要求に応えるだけではなく，積極的に情報開示と情報提供を行い，本学の魅力
　を高める努力をしなけれぱならない。
3　入学考選抜の実施体制及び入学考選抜の透明性
　　入学老選抜の実施体制は学部長のもとに，入試実施委員会，合否判定委員会が組織さ
れている。また，一般入試の国語，数学，英語の間題作成と採点には，学部長が任命し
た問題作成委員が担当している。間題作成にあたっては，いずれの教科も学習指導要領
に準拠した出題範囲内の問題であることと，正確であることに努めている。なお，問題
作成委員は公表されたい。
　　入試実施委員会委員は，一連の入試が実施される際に試験本部員とたり，試験本部長
である学部長を補佐し，面接・監督者に注意事項など指示を与える。また，実施後には
合否判定に必要な資料を作成する。
　　合否判定委員会委員は学部長が任命し，入試実施委員会が作成した合否判定資料を基
に，受験老を合格，補欠等に区分けし，教授会に諮る資料を作成する。
　　入学志願老募集から合格者発表まで，一連の作業では些かのミスも許されたい。作業
のほとんどをコソピュータ上で行っており，採点時のチェックや，採点結果の入力後の
　チェックも入念に行っている。
　　また，合否判定委員会も数名の委員で構成されており，人為的行為が入る余地はなく，
開学以来入学試験の透明性は維持されている。
4　学生定員管理
　　平成14年5月現在の本学の在籍学生数を表4に示す。収容定員1，OOO名に対して，経営
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上必要とされる．3割増しの在籍数1，308名を確保していて，全体としては健全な状態であ
る。ただ，セソター入試を導入した初年度（平成12年度入試）において入学手続率の予
想を誤り，定員に対して146％の入学者数とたり，現在でも第3年次は定員に対して
138％の超過状態にある。本学では各年次とも，130％を前提としたクラス編成あるいは
情報処理設備などを設置しているため，在籍学生が突出した年次ではカリキュラム運営
上の苦労が多いが，学生サーピスの面では他の年次との差は全く見られない。
　もし，この年次の突出がなけれぼ，定員に対して127％の在籍数となり，退学者数を勘
案すると全体としては適切な学生定員管理がなされていると言える。
　退学老に関しては，平成13年度の退学率は3．2％である。また，本学の留年率は2．7％
である。
　今後の課題として，
ケ）3割増の入学老数の確保
　　定員の130％の入学者数を可能な隈り正確に確保するために，適切な合格老数を予測
　算出するとともに，当該年度末まで補欠合格老への対応が必要である。
け）退学率の改善
　　退学理由をできるだけ詳細に把握して，入試制度，カリキュラムなどの改善に努め，
　退学老数を減らす努力が必要である。特に，1，2年次の退学者の動向には注意する
　必要がある。また，留年率は成績評価の厳格化とも関連するために，必ずしもその値
　が低いのが望ましいとは言えないが，2年以上の留年老は結果として退学に至る場合
　が多いので，各年次でのきめ細かた学習指導が求められる。
5　特別選抜試験実施の方針及び種別と実施状況
　　本学が実施している特別選抜入学試験は，杜会人入試のみである（表2）。平成11年度
以降，毎年1名の入学者がおり，現在は情報文化学科では1年次と4年次に，情報シス
テム学科では2年次と3年次に在籍している。
6　編入学及び転入学
　　編入学・転入学の規程はあるが，いまだ実施したことはない。
7　研究生・科目等履修生等の受入れ
　　本学では，杜会の生涯学習の二一ズに対応するために，研究生制度及び科目等履修生
制度を設けており，その受入れ状況等は以下のとおりである。
　　これらの制度は，本来杜会人を対象とする制度であるが，本学が開学後9年と日が浅
　く知名度が低いこと，並びに新潟市西部のはずれの「赤塚」に校舎があることによる通
学の不便さのためと思われるが，杜会人の参加が少ない状況にある。
　　本学は平成15年度に新潟市中心部に市街地キャソパスを設置することとしているが，
　この市街地キャソバスの開設に伴い，そこで開講される授業科目を通じて，杜会人への
教育の機会を円滑に提供できるものと考えている。なお，杜会人が本学学生と一緒に授
業を受けることは，本学学生にとって良い刺激となっている。
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（1）研究生
　　修士課程が存在しない本学においては，学則第38条による研究生が，それに代替す
　る役割をある程度果たしてきた。
　　これまでに受け入れた研究生の数は次表のとおりであり，全て本学の卒業生であった。
区　　分
平成10年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
平成14年度
情報文化学科
1
1
庸報システム学科
1
1
1
1
計
（2）科目等履修生等
　　本学では平成6年の開学時は聴講生制度を設けたが，同制度は平成13年度で廃止し，
　平成14年度から科目等履修生制度に包合Lた。
　　これまでに受け入れた聴講生・科目等履修生の人数及び登録科目数は次表のとおり
　であり，受入数合計8人中4人が本学卒業生であった。
区　　分
聴　講　生
人数 科目数
科目等履修生
人数 科目数
平成10年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
平成14年度
計 10
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表1　情報文化学部の入学者の構成
入学
年度
平
成
10
年
度
平
成
11
年
度
平
成
12
年
度
学　　科
情報文化学科
情報システム学科
合　　　計
情報文化学科
情報システム学科
合　　　計
情報文化学科
情報システム学科
合　　　計
事　項
募集定員
入学者数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する剖合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
詩に対する割合
入　　学　　老　　数　　等
一般入試
75
114
88．3％
！！0
148
76．3％
185
262
8ユ．！％
75
97
80．2％
ユ10
158
81．4％
185
255
81，O％
60
101
72．7％
95
157
72．O％
155
258
72．3％
指定校
推　薦
10
4．7％
15
1ユ
5．7％
25
17
5．3％
10
7．4％
15
3．1％
25
15
4．8％
10
5．0％
20
ユ5
6．9％
30
22
6．2％
公募推薦
15
7．0％
25
35
18．0％
40
44
ユ3I6％
15
14
ユユ．6％
25
30
15．5％
40
44
14．O％
30
28
20．1％
35
40
18．3％
65
68
19．0％
スポーツ
推　　薦
若干名
2．2％
若干名
2．3％
若干名
2．2％
杜会人
若干名
0．O％
若干名
O．0％
若干名
O．0％
若干名
1
0．8％
若干名
0，O％
若干名
0．3％
若干名
0．O％
若干名
0．5％
若干名
O．3％
計
100
129
100，O％
150
194
100．0％
250
323
100．0％
100
121
ユ00．0％
150
194
100．0％
250
3ユ5
100．O％
100
139
100．0％
！50
218
ユOO．0％
250
357
100．O％
備　　考
平成！2年度か
ら推薦入試の
スポーツ推薦
入試及び一般
入試の大学入
試セソター試
験利用入試を
実施
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入学
年度
平
成
13
年
度
平
成
14
年
度
学　　科
情報文化学科
情報システム学科
合　　計
情報文化学科
情報システム学科
合　　計
事項
募集定員
入学者数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計芋こ対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
募集定員
入学老数
計に対する割合
入　　学　　者　　数　　等
一般入試
60
95
73．6％
95
130
67．0％
155
225
69．7％
60
78
60．O％
95
124
63．9％
155
202
62．3％
指定校
推薦
10
5．4％
20
15
7．7％
30
22
6．8％
10
19
14．6％
20
23
11．9％
30
42
13．0％
公募推薦
30」
24
18，6％
35
40
20．6％
65
64
！9．8％
30
31
23．8％
35
41
21．1％
65
72
22．2％
スポーツ
推　　薦
若干名
2．3％
若干名
4．1％
若干名
11
3．4％
若干名
0．8％
若干名
3，1％
若干名
2．2％
杜会人
著干名
O．O％
若干名
1
0．5％
若干名
0．3％
若干名
1
0．8％
若干名
O．0％
若干名
0．3％
計
100
129
100．O％
150
194I
100．O％
250
323
100．0％
100
130
100．0％
ユ50
194
100．0％
250
324
100．0％
備　　考
［注］「一般入試」欄の数は，前期試験，後期試験及び大学入試セソター試験利用入試の合計数である。
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表2－1 情報文化学部学科別志願者・合格者・入学者数の推移
学科
清
報
文
化
科
情
報
シ
テ
ム
学
科
入試種別
一般入試
指定校推薦
公募推薦入試
スポーツ推薦
杜会人特別選抜
合　　計
一般入試
指定校推薦
公募推薦入試
スポーツ推薦
杜会人特別選抜
合　　計
区　分　　平成10年度　平成11年度　平成12年度
志願老
合格老
入学老
募集定員
志願老
合格老
入学老
募集定員
志願者
合格者
入学老
募集定員
志願老
合格老
入学者
募集定員
志願老
合格老
入学老
募集定員
志願老
合格者
入学老
募集定員
志願着
合格老
入学老
募集定員
志願老
合格考
入学老
募集定員
志願老
　合格老
入学老
募集定員
志願者
合格者
入学者
募集定員
志願老
合格老
　入学老
募集定員
志願老
合格老
入学老
募集定員
309
ユ70
75
10
15
114
若干名
324
520
11
36
185
100
196
110
11
15
35
25
ユ29
148
若干名
567
242
150
！！
35
194
258
15
1
ユ63
75
10
14
15
1
若干名
283
389
31
187
100
221
110
15
30
25
97
14
1
121
158
若干名
426
257
150
30
194
241
28
ユ73
60
10
28
30
101
若干名
若干名
279
476
15
40
211
100
228
95
15
20
40
35
28
139
157
若干名
1
1
若干名
537
289
150
15
40
1
218
平成13年度
219
26
ユ38
60
10
24
30
若干名
若干名
255
394
15
41
172
100
180
95
15
20
40
35
95
24
129
130
若干名
1
1
若干名
459
244
150
15
40
1
194
平成14年度
255
19
32
1
ユユ9
60
19
10
31
30
1
若干名
1
若干名
308
382
23
43
171
100
17！
95
23
20
41
35
78
19
31
1
1
130
124
若干名
若干名
454
241
150
23
41
194
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学科
学
合
計
入試種別
一般入試
指定校推薦
公募推薦入試
スポーツ推薦
杜会人特別選抜
合　　計
区　分
志願老
合格考
入学老
募集定員
志願老
合格者
入学老
募集定員
志願老
合格者
入学者
募集定員
志願老
合格老
入学老
募集定員
志願老
合格者
入学老
募集定員
志願老
合格者
入学考
募集定員
平成10年度
829
366
262
185
17
17
17
25
45
44
44
40
若干名
891
427
323
250
平成11年度
647
一384
255
185
15
15
15
25
46
44
44
40
1
1
1
若干名
709
444
315
250
平成12年度
717
401
258
155
22
22
22
30
68
68
68
65
若干名
1
1
若干名
816
500
357
250
平成13年度
613
318
225
155
22
22
22
30
67
64
64
65
11
11
11
若干名
1
1
若干名
714
416
323
250
平成14年度
637
290
202
155
42
42
42
30
75
72
72
65
若干名
1
1
1
若干名
762
412
324
250
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表2－2高校長推薦入学試験（スポーツ推薦）　募集人数若干名
○　平成12年度入学試験から，高校長推薦入学試験（スポーツ推薦）を実施した。
○　陸上競技，バドミソトソ，バスケットボールの3種目を重点種目として実施している。その他の
　種目での出願は，その種目が本学で公認の部であり該当種目の部長が受入れを可とLた場合に，ス
　ポーツ推薦としての出願を認める。（出願前に高等学校からの照会を受げ処理する。）’
○　選考はr出願書類と小論文，面接，基礎体カテスト」の結果を総合して判定する。
入学状況
区　　分 種　　目
平成12年度 平成13年度 平成14年度
男女計男女計男女計男
重点種目　バド　　ソトソ　1　1　2　2　2
バスケットボール　　2　　0　　2　　1　　0
4　　5　　0　　5
4　　2　　0　　2
1　　0　　0　　0
計
女 計
11
バレーポール　0　2　2　1　0
その他の　　　　　サッカー00010種　 目
1　　0　　0　　0
1　　0　　0　　0
1
1 1
合　　　　　計 26
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表3入学者数
（入試区分別）
年度 入試区分高校長推薦自已推薦平成6年度一般前期一般後期杜 会　人
計
高校長推薦自已推薦平成7年度一般前期一般後期杜 会　人
計
高校長推薦自已推薦平成8年度一般前期一般後期杜　会 人
計
高校長推薦自己推薦平成9年度一般前期一般後期杜　会 人
計
高校長推薦（指定）
高校長推薦（公募）
一般前期平成10年度 一般小論面接
一般後期杜　会 人
計
高校長推薦（指定）
高校長推薦（公募）
一般前期平成11年度 一般小論面接
一般後期杜 会　人
計
入学老合格老受験老募集人員
25
20
105
50
若干
250
65
10
ユ30
45
若干
250
65
10
125
50
若干
250
65
10
！25
50
若千
250
25
40
120
15
50
若干
250
25
40
120
15
50
若干
250
898989
3333881
5716621529
4054144
0436442252
88
40
966
257
1
1352
80
42
959
293
6465
1010
271962
7895
423934
6565
1010
581623
6488
423984ユ374
656583
101032
18！603567
6786581
111
4238641066
171717
444445
891882895
131428
5164771
323724568
151515
444446
481382984
171830
5483701
11
513444886
21
年　　度
平成12年度
平成13年度
平成14年度
入　試　区　分
高校長推薦（指定）
高校長推薦（公募）
高校長推薦（スポーツ）
般　　前　　期
一般セ　ソタ
般　　後　　期
杜　　　会　　　人
計
高校長推薦（指定）
高校長推薦（公募）
高校長推薦（スポーツ）
般　　前　　期
一般セソタ
般　　後　　期
杜　　　会　　　人
計
高校長推薦（指定）
高校長推薦（公募）
高校長推薦（スポーツ）
般　　前　　期
一般セ　ソタ
般　　後　　期
杜　　　会　　　人
計
募集人員
30
65
若干
110
20
25
若干
250
30
65
若干
110
20
25
若干
250
30
65
若干
95
35
25
若干
250
受験老
22
68
409
184
103
1
795
22
67
11
345
178
80
1
704
42
75
7
373
165
84
1
747
合格者
22
68
241
121
25
1
486
22
64
11
212
80
26
1
416
42
72
7
181
81
28
1
412
入学老
22
68
179
59
20
1
357
22
64
11
165
42
18
1
323
42
72
135
43
24
324
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（男女別）
年　　度
男
平成6年度　　68
平成7年度　　66
平成8年度　　73
平成9年度　　64
平成10年度　　75
平成11年度　　61
平成12年度　　76
平成13年度　　69
平成14年度　　74
（現浪別）
情報文化学科
女
66
64
57
66
54
60
63
60
56
計
134
130
130
130
129
121
139
129
130
　　　　　　　　情報文化学科
年　　度
　　　　　　現役　　浪人　　計
平成6年度
平成7年度
97
99
平成8年度　　　　　　101
平成9年度　　　　　　111
平成10年度　　　　　　100
平成11年度　　　　　　104
平成12年度　　　　　　127
平成13年度　　　　　　113
平成14年度　　　　　　118
37
31
134
130
情報システム学科
男
143
138
147
146
145
146
177
151
151
女
63
56
47
48
49
48
41
43
43
計
206
194
194
194
！94
194
218
194
194
清報システム学科
現役　　浪人
166
148
　（2）　　　（2〕
29　　　　　130　　　　　156
19
29
！30
129
161
164
　l1）　　　ll）
17　　　　　121　　　　166
12
16
139
129
202
174
　（2）　　　（2）
12　　　　　130　　　　　178
40
計
206
　（1）　　　（1）
46　　　194
　（1〕　　　11〕
38　　　194
33
30
194
194
　（2）　　　（2〕
28　　　194
　（3〕　　　（3〕
16　　　218
　（1〕　　　（1）
20　　　194
　（2〕　　　（2〕
16　　　194
（）内数字は，受験資格が大学入学資格検定合格者を内数で示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　一23一
211
204
220
210
220
207
253
220
225
現役
263
247
257
272
264
270
329
287
296
計
女
129
120
104
114
103
108
104
103
99
計
浪人
77
77
67
52
59
45
28
36
28
（1〕
（3〕
（3）
（3〕
（1）
（4）
計
340
324
324
324
323
315
357
323
324
計
340
　（1〕
324
　（3〕
324
324
323
　（3）
315
　（3〕
357
　（1）
323
　（4）
324
（出身地別）
入学年度
北海道
東
北
東
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
小計
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
神奈川
東
小計
京
近
州
新潟
富山
石川
福井
山梨
長野
静岡
愛知
岐阜
小計
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
小計
鳥取
島根
岡山
広島
山口
小計
徳島
香川
愛媛
高知
小計
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島
沖縄
小計
外国・その他
総　計
平成6年度
1
1
12
305
1
317
1
1
340
平成7年度
11
1
1
1
300
1
306
324
平成8年度
1
297
3
304
1
1
1
1
324
平成9年度
1
1
1
305
2
1
1
312
1
324
平成10
年度
1
1
1
309
3
314
1
323
平成11
年度
1
301
1
1
303
315
平成12
年度
1
1
341
1
1
347
357
平成13
年度
1
10
1
302
307
323
平成14
年度
1
1
313
2
1
316
1
324
備考計
??
26
14
57
???
31
15
2，773
25
1
???
2，826
1
??
??
????
1
??
u
2，954
24
表4　情報文化学部学科別学生定員及び在籍学生数
学　　　科
傍報文化学科
情報システム学科
合　　　計
入　学
定　員
100
150
250
収容
定員
（A）
400
600
1，OOO
在籍学
生総数
（B）
508
800
！，308
B／A
1．27％
1．33％
1，31％
在　　籍　　学　　生　　数
第1年次
学生数
130
194
324
留年老数
（内数）
第2年次
学生数
122
191
313
留年老数
（内数）
第3年次
学生数
133
212
345
留年老数
（内数）
第4年次
学生数
123
203
326
留年老数
（内数）
11
25
36
（注）1
　　　2
本表は，平成14年5月1日現在で作成している。
留年老数には，休学や留学によって進級の遅れた老は含まれない。
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第3章　教育課程及び教育活動
1　学部・学科の教育課程
　本学の目的は，学則第2条に「教育基本法及び学校教育法に従い，その精神に則り，
’学校教育を行うことを目的とし，日本文化の理解の上に立ち，国際的視野のもと，情報
文化の発展に貢献できる右為の人材たらんとする意欲あふるる青年を教育し，健全な心
身を持つ，個性豊かな人問形成に資するを使命とする。」と規定されており，この目的に
掲げられた理念に則り，教育課程の編成を行い，改善を加えてきた。
　　とくに，教育課程については，6年聞実施してきた従前のカリキュラムについて点検・
見直しのうえ大幅な改編を行い，平成12年度に新カリキュラムを実施したところである。
この新カリキュラムは，平成15年度をもって学年進行が完了する。
　新カリキュラムにおける授業科目の区分・科目名・授業形態，配当単位・卒業要件単
位数，並びに教員の配置状況は，表5に示したとおりである。
　　なお，教育課程（カリキュラム）の実施状況等については，常々点検・見直しを行っ
てきたところであり，この平成12年度実施の新カリキュラムについても，実施と同時に
学習指導委員会並びにそれぞれの学科で点検・見直しを加えており，改善点等について
は平成16年度からの実施を目指して検討を進めている。
2　教育指導の在り方・実施体制
（1）カリキュラム・ガイダンスの実施方針と実施状況
　　　毎年度の始めに各学科・学年ごとに時問割，講義概要等を配布しr履修ガイダソス」
　　を実施している。このガイダソスにおいては，その学年での履修で特に気をつけなけ
　　れぱならたいこと等を詳細に説明し，科目選択に際しての問違いなど履修ミスの生じ
　　ないよう指導している。
（2）履修指導・学習支援の体制及び実施状況
　　履修登録は，学生から履修届（OCR用紙）を一定期間の間に提出させ，それにより
　作成した履修登録一覧を学生に提示し確認させている。誤りのある場合は，修正の届
　け出をさせ確定している。必修科目の履修登録もれについては，コソピュータにより
　チェックを行い，学生を個別に呼び出して修正させている。
　　また，履修届を提出期限までに提出したかった老が毎期50～60人ほどいるが，それ
　らの学生に対しては個別に指導を行っている。
　　学習支援については，毎学期末に学生の成績一覧表を保護老に送付し，履修状況を
　知らせるとともに，取得単位不足学生の保護老に対しては，学部長名の注意文書を同
　封し，保護者から学生への督励方を依頼している。また，当該学生に対しては，その
　学生が所属するゼミあるいはクラスの担当教員に通知し，担当教員が個別に指導に当
　たる体制を取っている。
　　このように成績不振学生を早期に把握し，その原因を調査のうえ適切な指導を行う
　ことにより，学生を勉学に復帰させることが可能となる。
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（3）授業計画及び講義概要（シラバス）等授業細目の作成
　　次年度の授業計画は前年の10月頃に骨子が固まり，科目・担当老の決定，非常勤講
　師の選定・依頼，時間割作成の順で進めている。
　　講義概要（シラバス）については，担当教員の決定にあわせてシラバスの原稿作成
　を依頼し，未定科目については決定次第逐次依頼する。シラバスの原稿は，電子メー
　ルで提出する教員が多い。なお，平成13年度からシラバスの記載項目にr各回毎の授
　業内容」及び「成績評価方法」欄を新たに追加し，受講学生がより正確に科目の授業
　内容，評価方法を知ることが出来るように改善を図った。
（4）演習・実験・実習等の実施方針及び実施状況
　　本学の授業は，講義，演習，実習の三種別の履修形態で開設され，授業科目の殆ん
　どは講義科目及び演習科目で構成されている。
　　演習科目は，基礎演習，ゼミナール，情報関係科目（情報処理演習，情報システム
　演習，専門演習），外国語科目，保健体育科目，卒業研究であり，いずれも必修科目又
　は選択必修科目で少人数教育で実施されている。なお，そのうち基礎演習，ゼミナー
　ル，卒業研究担当教員が学生の相談者となっている。
　　実習科目は，学外実習（学外の協力企業・団体等で実習を行うイソターソシッブ科目）
　の1科目のみである。
（5）授業担当方針及び教員1人当たりの授業担当時間数の状況
　　本学教員の授業担当にっいては，平成14年度に新潟国際庸報大学運営規程が制定さ
　れ，「本学の専任教員は，授業科目を，1コマ当たり90分とし週6コマ（前期，後期通
　算12コマ）及び卒業研究指導を担当することを標準とする。」ことと定められた。非常
　勤講師との関係，新カリキュラムが学年進行中（平成15年度に完成）であることから，
　現在は暫定的な運用となっている。
　　専任教員の授業担当時問数については，負担の均等化を目指して配置しているが，
　表6に示したように，教授，助教授，講師の資格別よりも，教授間，助教授問の各教
　員の担当時問数に差が生じている。新カリキュラムの学年進行が完成する平成15年度
　には大幅に改善されるであろう。
　　表7は，授業科目の専任及び兼任の分担比率を基礎科目・共通科目・専門科目別，
　必修科目・選択必修科目・選択科目別に示したものである。専任教員の分担比率につ
　いては，平成14年度の専門教育の必修科目にあっては，情報文化学科で76．2％である
　が，情報システム学科では100％に達している。平成13年度と比較してみると，専任教
　員の分担比率が必修科目では73．7％から72．5％に，選択必修科目・選択科目では80．2％
　から78．5％に，全科目については75．1％から73．8％にいずれも減少している。
　　これは，新カリキュラムの学年進行に伴って増加する開設授業科目（平成13年度612
　科目から平成14年度654科目と42科目の増）のほとんどを兼任教員の担当としたためで
　ある。授業担当の専兼比率の改善については，新カリキュラム移行完了による開設授
　業科目数の確定と運営規程に定める専任教員の担当時数の本格実施を待って，平成15
　年度新カリキュラム完成以降に検討すべきであろう。
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（6）クラス編成の方針及び実施状況
　　クラス編成は，情報文化学科では学生の自主選択によるゼミナール（1年次：基礎
　演習1・2，2年次：国際研究ゼミナール1・2，3・4年次1国際研究ゼミナール
　3～6）を単位として編成されている。情報システム学科では，1年は基礎演習がク
　ラス編成の単位となり，2年から3年前期まではそれが継承されるがクラス単位の授
　業はなく，3年後期から卒業研究の演習がクラス編成の単位となっている。
　　情報文化学科の場合には，学生の自主選択を原則としているために，どうしても教
　員によって担当する学生数に多寡が生じ，その調整に苦慮している状況にある。情報
　システム学科の場合は，2年から3年前期までは，実質的な意味でクラス編成の空白
　期となることが，学生の木目の細かい個別指導の観点からは，一つの間題点となって
　いる。
（7）学生の在籍及び進級等の状況
　　表8は，平成9年度から平成13年度までの学科別の退学老数を示したものである。
　平成11年度以降，4年次学生の退学者が急増しているが，表9の入学年度別の退学老
　数を見れぱわかるとおり，これは留年生の退学が4年次学生の数に含まれ，それが増
　えていくためである。退学老の比率は，学科，年度によってそれほど際立った差異は
　生じていたい。大体7～10％の問におさまっており，平均すれぱ約7％である。
　　学習指導の観点から見れぱ，平成11年度と平成13年度に退学者数が際立ってみられ
　るが，1年次学生の初期的脱落に注目し，入学当初に大学生活にうまくとけこめない
　でいる学生の指導を強化すべきであろう。
（8）転学科の認定の方針及び実施状況
　　本学では2年次及び3年次に転学科を認めている。しかし，新カリキュラムでは学
　科の独自性が強くなっており，転学科後のカリキュラ今履修の関係から3年次での転
　学科は難しくなっている。
　　現在までの実施状況としては，平成7年度に情報文化学科→情報システム学科へ1
　人，平成10年度に情報システム学科→情報文化学科へ3人となっている。
3　国際化教育
（1）国際化教育実施の方針，実施体制及び実施状況
①現状についての点検及び説明
　　　情報文化学科の教育目標は，次の点にある。第1に，東北アジア（ロシア・中国・
　　韓国朝鮮）やアメリカを含むアジア太平洋地域をはじめとする世界全体への理解を深
　　めることである。第2に，国際杜会や地球全体の諸間題に対する深い関心をもって積
　　極的に国際杜会に貢献できる人材を育成することである。
　　　以上のような教育内容の実現をめざした情報文化学科のカリキュラムは，講義科目，
　　地域言語，ゼミナール（演習）の三つの柱から構成され，さらに，平成12年度からは
　　CEP（CommunicativeEng1ishProgram）を導入し，1年次において英語を必修とし
　　た。講義科目は，国際研究，日本研究，地域研究の三分野から成り，地域言語として
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は，英語，ロシア語，中国語，韓国語のうちいずれかひとつを学生は1年次の前期が
終了する時点で選択して，4年次後期まで履修することを義務づけられている。また
ゼミナールを4年問必修として学習その他の大学生活の中心として位置づけている。
以下国際化教育を柱とする情報文化学科のカリキュラムの特色について説明する。
　第1に，開学年次である平成6年度から平成11年度までに入学した学生のカリキュ
ラム（以下，旧カリキュラム）にはなかったCEPを平成12年度以降入学した学生のカ
リキュラム（以下，新カリキュラム）において導入し，1年次において英語を必修と
したことである。その目的は，コミュニケーショソ手段としての国際英語を学ぶこと
によって，学生が国際交流の基礎力を養うとともに，英語との出会いの機会をもっこ
とである。さらに英語を母語とする教員による生きた英語の授業を徹底した少人数教
育によって実践している。学生はCEPを1年次において毎日1時問ずつ受講すること
により，アメリカやイギリスの文化研究を中心とする従来の英語教育とは異なった生
きた英語を身につけることが可能となろう。
　特色の第2は，選択した地域言語と関連する地域研究の講義科目を必ず履修したけ
れぱならないことである。たとえぱ中国語を選択した学生は中国に関連する講義科目
（中国史概説，現代中国論，中国文化論，日中関係論）を各年次ごとに追って履修す
ることにより，言語のみならず中国の歴史や文化，日本との関係などを体系的に学ぶ
ことが可能となる。他の言語を選択した学生についても同様のことが言える。さらに
新カリキュラムにおいては，ロシア，中国，韓国，アメリカヘの派遣留学制度を2年
次後期のカリキュラムの中に組み込み，希望する学生は4か月（アメリカについては，
夏期休暇中の5週問）留学して4年問で卒業できることとした。そのねらいは当該国
に一定期問生活しながら学ぶことによって，言語能力の向上を図ると共に，異文化理
解を深め，国際交流の重要性を体験的に学ぶことである。
　加えて国際研究概論，国際政治学，平和学，国際組織論，国際経済学，国際法，南
北間痩など国際研究分野における講義科目の内容が有機的に関連し，相互補完的な役
割をそれぞれの科目が果たしている点も特色の一つである。つまり学生は国際理解の
基礎から専門へと年次ごとに学際的かつ多角的に学ぶことができるといえよう。また
4年問必修のゼミナールは少人数の討論形式で行われ，学生は自分の間題関心に応じ
たゼミナールを選択し，教員の指導の下に学習と研究を深めていく。特に3年次と4
年次においては，国際研究と地域研究の双方向から学生は研究を行い，国際化教育の
成果を卒業研究として提出するのである。．
②その分析及び評価
　　以上のように，情報文化学科においては，講義科目，地域言語，ゼミナールにCEP
　を加えて国際化教育の充実に向けたカリキュラム作りとその実践に努めてきた。ただ
　し新カリキュラムの導入は平成12年度であり，平成15年度をもって完成年度を迎える。
　このため，カリキュラム全体の評価を現時点で行うことは，いまだ時期早尚であると
　言える。
　　しかし，いくつか個別の間題について評価を行うことは可能である。第1にCEPを
　導入したことによって，英語を母語とする教員による生きた英語に接する機会を学生
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は1年次において得ることができるようにたった。その結果学生たちの英語能力の向
上について一定の成果が挙がっている。加えて多くの学生が国際交流の手段として英
語が果たす役割に関心を向けるようになったという点にも留意する必要があろう。し
かし同時に，次のような問題点もある。学生は1年次においては毎日CEPの授業を受
講する。しかし，2年次以降は卒業要件に含まれない自由科目としてあくまでも希望
する学生が週4時問受講しているにすぎない。要するに卒業要件に含まれないという
理由によって，受講を希望する学生の数が限られる。加えて用意されるクラスの数に
も限りがある。現状では2年次以降CEPを受講する学生数は少なく，その結果多くの
学生は1年次にせっかく生きた英語を身につけても，2年次以降はそれに対する関心
と能力を持続させることが困難になっているのである。
　第2に地域言語の教育についてである。学生は選択した地域言語に対応する地域研
究の講義科目を履修することによって，特定地域や国の言語のみならず歴史や文化な
どを体系的に学ぶことができる。また後述するように，新カリキュラムにおいて導入
した派遣留学制度に2年次において参加した学生の言語能力の向上には著しいものが
ある。しかし，反面間題点もある。3年次以降学生の言語能力の差が派遣留学に参加
した学生と参加したかった学生の間ではもちろん，参加しなかった学生の問でもかな
り大きな開きが示される傾向がある。さらに地域言語については，もう一つ問題があ
る。言語の選択は1年次の前期が終了する時点で行われているが，あくまでも学生の
希望に従って各言語クラスヘの学生の配属を行っているため，ロシア語，中国語，韓
国語，英語問で受講老数に相当なぱらつきがみられる。さらに年度によって学生の選
択が変化するため，地域言語のクラス編成を計画的に行うことが困難である。
③将来の改革と方向性
　　情報文化学科における国際化教育を真に実のあるものにするためには，上記のよう
　な問題の解決に向け方策を考えることが必要である。第1に2年次以降のCEPをどの
　ようにして充実させるかという間題がある。2年次以降のCEPを卒業要件に含まれる
　専門科目として扱い，学生の受講意欲を高めること，またクラスの数を増やして受講
　老を物理的に受げ入れやすくするなどの方策が考えられよう。
　　第2に，地域言語における学生の能力差の間題については，カリキュラム全体の見
　なおしとの関連で検討することが必要であろう。すたわち地域言語の履修を4年次の
　後期まで全員必修とするという現行方式が国際化教育の充実にとって本当に好ましい
　ものであるのか否かについて，再度検討の必要があろう。
（2）学生の海外派遣留学・研修の実施方針，実施体制及び実施状況
　1）情報文化学科海外派遣留学
　①現状についての点換及び説明
　　　情報文化学科では，新カリキュラム導入にあたってロシア，中国，韓国への派遣
　　留学制度を2年次後期のカリキュラムの中に組み込み，希望する学生は4か月（ア
　　メリカについては夏期休暇中の5週間）留学して4年間で卒業できることとした。
　　その最大の目標は，当該国に一定期問生活しながら学ぶことによって，その国の言
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語能力を向上させると共に，異文化に対する理解を深め国際交流の重要性を体験的
に学ぶことである。学生達は，本学，本学部が交流協定を締結した極東国立総合大
学（ロシア連邦，ウラジオストク市），北京師範大学歴史学部（中華人民共和国，北
京市），慶煕大学国際教育院（大韓民国，ソウル市），ノースウェスト・ミズーリ州
立大学（アメリカ合衆国，メリーヴィル市）において］定期問学んでいる。
　派遣留学制度の基本的仕組みは，学生が留学先で修得した科目の成果を本学にお
ける単位として認定し，学生が4年問で無理なく卒業できることにある。たとえぱ
極東国立総合大学で修得した科目の成果は，本学において留学科目として設置され
た「留学ロシア語1－4」r留学ロシア特論1」「留学ロシア特論2」「現代ロシア研
究（留学）」「現代ロシア事情（留学）」「ロシアの文化と歴史（留学）」「ロシア研究
ゼミナール（留学）」に振り替えて本学における単位として認定される。逆にいえぱ，
派遣先の大学に本学のカリキュラムの趣旨に合った科目の開講を依頼するという方
式に基づいているのである。
　実施に当たっての最大の間題は，留学期間中に学生が病気になった場合，また事
件や事故などに遭遇した場合，本学がどのような対応を示すかということである。
この点は単に情報文化学科だけで対応できる性格のものではなく，全学的な危機管
理体制作りが必要とされる。そこで学長を最高責任老として教学側と事務局が参加
する緊急時の連絡体制が整えられた。また派遣先の大学の責任者が毎週1度，学生
の生活面や学習態度，健康状態などについて本学の責任老に連絡するという体制も
確立された。
　派遣留学関連の年間スケジュールは，次のとおりである。学生は入学時に制度の
概要について説明を受け，また留学参加学生の体験談などを聞く機会がある。1年
次の前期終了時にそれぞれが英語，ロシア語，中国語，韓国語の中から学ぶべき地
域言語の選択を行う。後期に入ると各言語の学習が始まり，同時に派遣留学につい
てのガイダソスが数回行われる。後期の終わり（1月末一2月初め）には，単位の
取得状況など参加を希望する学生が留学に必要な基本要件を満たしているかについ
ての学科内の審査を経て，アメリカコースに参加する学生が決定される。さらに2
年次に入り，4月初めから5月の連休明けには同様の措置を経てロシア・中国・韓
国コースに参加する学生が決定される。参加学生には出発までの数か月間，約10回
程度行われる各コースの事前研修に必ず出席することが義務づけられている。
　それでは派遣留学の実施状況について，年度ごとにまとめたい。
＜平成12年度〉
　新カリキュラム実施の初年度にあたる平成12年度において，最も準備の先行して
いた中国コースについてバイロット・プログラムとして第1回目の派遣留学を実施
した。つまり平成12年度は新カリキュラム実施の第1年目にあたるため，2年次以
上の学生には旧カリキュラムが適用される。しかし，本プログラムの意義に鑑みて，
旧カリキュラムの学生が北京師範大学で修得する科目を本学におげる単位として認
定することとした。また2年次学生のみならず，3年次，4年次の学生についても
参加を認めることとした。要するに，新カリキュラムに先立ち派遣留学の実施に踏
み切ったのである。
一34一
　バイロット・プログラムの実現にあたっては，解決すべき様々た間題があった。
第1にどのような授業内容と科目の開講を先方に依頼するかをめぐって，学科内部
で詳細な議論を行い，相手側と交渉しなけれぱならなかった。第2に，旧カリキュ
ラム対象の学生が派遣先大学で取得する単位の認定をめぐって，長時間におよぶ議
論と作業が行われた。第3に，前述したように，派遣先大学における学生の危機管
理間題をめぐっては，特に綿密な対応が必要であった。
　平成12年9月19日，成田空港を出発した総勢30人の学生達は，年が明けて平成13
年1月27日に帰国の途に就くまで，ほぼ4か月問の留学生活を体験した。北京師範
大学において，学生は中国語の授業と杜会・文化関連の授業（講義と学外学習）を
受講した。日本の生活では考えられないほど予習・復習を熱心に行い，出発して2
か月も経つと中国語の講義の聞き取りもかなりできるようになった。参加学生は北
京師範大学の留学生寮に宿泊して生活し，先方の大学では日本語のできる班主任が
学生達の指導と生活面での相談にあたった。また班主任は週に1度，学生の生活態
度や学習面における進捗状況を電子メールによって本学に伝えてきた。さらに両大
学問の学生同士による交流の場も何度か設定された。こうしてバイロット・プログ
ラムとして行われた本学初めての派遣留学は無事かつ成功裡に終わったのである。
〈平成13年度〉
　中国コースの経験を踏まえ，平成13年度からはアメリカ，韓国，中国，ロシアの
4つのコースによる本格的な派遣留学が実施されることになった。平成13年度は新
カリキュラムの2年目にあたるため，対象となる学生は主として2年次学生である。
ただし同年度についても3年次，4年次学生の参加を各コースとも認めることとし
た。また開講科目の内容や学生の生活面での指導など前年度の中国の事例を参考に
検討が進められた。このように，アメリカ，韓国，ロシアの各コースの準備を進め
る上で，前年度のバイロット・ブログラムの経験が有用であったことについては言
うことをまたない。しかし，3つの国の文化や生活習慣はそれぞれ中国とは大きく
異なっている。また4つの言語を履修している学生数も一様ではない。さらにアメ
リカコースについては，他のコースとは異なって夏期休暇中のプログラムであると
いう点にも考慮すべき間題があった。以下，各コースの概要を簡単に記しておこう。
　アメリカコースの留学期間は平成13年8月6日から9月9日までで，合計17人の
学生が参加した。開講科目は，海外英語研究1，海外英語研究2，海外英語研究3，
アメリカ文化・杜会研究である。参加学生募集期問は1月15日から2月19日までで，
その間に2回のガイダソスが行われた。また参加学生確定後出発までの問に5回の
ガイダソスが行われたほか，7月30日から8月3日までの5日問，ノースウェスト・
ミズーリ州立大学のスタッフが来訪して，事前研修を兼ねた集中講義が行われた。留
学期問中，特に大きた間題も起こらず，全員無事に帰国した。
　韓国コースの留学期間は平成13年8月30日から12月30日までで，12人の学生が参
加した。開講科目は，韓国語会話2，韓国語聞き取り2，韓国語作文2，韓国語文
法2，韓国語読解2，韓国の歌，現地学習（学外実習），現代韓国事情，韓国の映画，
ゼミナール，テッコソド（空手），漢字2，トウミ（チューター）授業である。参加
学生募集期問は平成12年9月の後期授業開始時から平成13年4月末までで，韓国語
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担当教員を中心に行われた。また参加学生確定後，出発までの間，合計8回のガイ
ダソスが行われた。参加学生のうち10名は5軒の下宿に分散して生活し，特に大き
な間題も起こらず，全員無事に帰国した。
　中国コースの留学期問は平成13年9月4日から平成14年1月8日までで，15人の
学生が参加した。開講科目は，言語科目（必修）として中国語・会話1，中国語・
会話2，中国語・閲読，中国語・写作，中国語・聴力，中国歴史文化閲読，杜会文
化科目（必修）として中国古代文明史，中国近現代史，中日韓関係史，杜会訪査，
さらに杜会文化科目（2科目選択必修）として中国民俗文化，民俗風情概観，中国
伝統文化・文芸の体験，中国文学名著鑑賞である。なお講義科目はすべて中国語で
行われた。参加学生募集期問は平成12年9月の後期授業開始時から平成13年4月ま
でで，中国語担当教員を中心に行われた。また，参加学生確定後，出発までの問，
合計10回のガイダソスが行われた。学習と生活指導の両面で前年度の内容がさらに
充実し，特に大きた間題も起こらず，全員無事に帰国した。
　ロシアコースの留学期問は，平成13年9月16日から平成14年1月13日までで，6
人の学生が参加した。開講科目は，ロシア語科目として，会話，文法，解読，音声
と発音，聞き取り，講義科目として，ロシア現代史，ロシア文化，日露交流史，ロ
シア杜会史，ロシア極東である。なお講義科目のうちロシア杜会史はロシア語で，
他は日本語で行われた。参加学生募集期間は平成12年9月の後期授業開始時から平
成13年4月までで，ロシア語担当教員を中心に行われた。また参加学生確定後，出
発までの問，合計5回のガイダソスが行われたほか，6月17日（日）には新潟市主
催のrロシア文化に親しむ日」におけるロシア語スピーチ・コソテストに，留学予
定学生全員が参加した。留学期問を通じて特に大きな間題も起こらず，全員無事帰
国した。
②その分析及び評価
　　まず第1に，本学また本学部が交流協定を締結した4大学の真撃かつ誠意あ・る対
　応に感謝しなけれぱならない。学習また生活指導の両面における提携先大学の真剣
　な取り組みがなかったなら，本プログラムは成立しなかった。また各外国語を担当
　している教員の負担もきわめて大きいものである。派遣留学制度は，本学部，また本
　学科の一大事業であるが，年問を通じて特定の教員に対する負荷が大きいことは，こ
　の事業を今後長く継続していく上で，問題点の一つであるといえよう。
　　しかし，教育面における成果は教員の負担の大きさを補って余りあるものといえ
　る。第1に，参加学生の語学能力の著しい向上である。出発直後は挨拶程度の会話
　力しかたかった学生達が，2か月も経つとそれぞれの国の言語によって行われる講
　義の内容を理解し始めるようになった。この点は韓国，中国，ロシアの4か月コー
　スについてのみならず，5週問のアメリカ・コースについてもあてはまる。アメリ
　カコースの参加学生の半数以上にTOEFLのスコアの上昇が見られることは，英語
　教育における本ブログラムの有用性を示すものといえよう。第2に，参加学生がそ
　れぞれの国や地域の歴史と文化について関心と理解を深めるようになったこと，国
　際交流のセソスを身につけて帰国したことなどである。こうしたことは，卒業後の
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学生の将来を考える上できわめて重要であろう。
　反面，問題点として指摘しなければならないのは，学生の危機管理体制が果たし
て十分に機能するか否かが未知数であることではないだろうか。幸いにして大きな
事故や事件が起こらずに，2回のプログラムは無事に終了した。しかし，本学の危
機管理体制は体制が整えられたとはいえ，教員と事務局との連絡体制たどが十分で
あるとは言い難い。何か大きた問題が発生する以前に，そうした体制を十分に整え
ることが必要であろう。
③将来の改革と方向性
　　情報文化学科の派遣留学制度は平成14年度で3年目を迎え，中国は3回目，アメ
　リカ，韓国，ロシアの各コースは2回目のプログラムを実施している。平成14年度
　からは初めて2年次学生のみを対象とし，アメリカ12人，韓国9人，中国17人，ロ
　シア3人の学生達が参加した。このプログラム自身がまだ始まったぱかりであり，
　全体の総括を行うことは，新カリキュラムの完成年度を待たなけれぱならない。
　　しかし，改革すべきいくつかの課題や間題点は明らかになり始めている。第1に，
　前述したように，学生の危機管理をめく“って，法人側と教学側，また事務局との意
　思疎通を整える必要がある。第2に，留学期問の問題がある。特にアメリカコース
　のみが夏期休暇中のブログラムであることは，検討すべき課題である。アメリカコー
　スを今後とも5週問のプログラムとして維持し続けるか，あるいは他のコースと同
　様にセメスター・ブログラムに移行させるかについては，カリキュラム改革との関
　連で本学において議論する必要があると同時に，ノースウェスト・ミズーリ州立大
　学の関係老とも十分に協議したけれぱならたい。
　　最後に第3点目として，派遣留学制度の維持のみに止まるならぱ，本学科の国際
　化教育に進展はない。次のステップとして提携大学との教員の交流や留学生の受げ
　入れなどを真剣に検討する必要がある。そのためには，学科のカリキュラム内容を
　本学全体の国際交流の活性化に結びつげる努力がさらに必要となろう。
2）情報システム学科海外夏期セミナー
①海外夏期セミナーの実施方針
　　情報システム学科では，イソターネットの普及によりますます広がりを見せてい
　るグローバル杜会で活躍できる人材を育成するために，平成！2年度から夏期休暇中
　にカナダにおいて海外夏期セミナーを実施している。
　　その目的は，以下のとおりである。
　　・北米杜会のなかで生活し，ホームステイなどを通して現地の人々と接する経験
　　　をすることにより国際理解力を向上させる
　　・国際的な標準語としての英語力を高める
　　・IT関連企業の見学などを通して北米杜会における最新の情報技術動向，ピジネ
　　　ス動向に関する理解を深める
　　特に，第3点の情報技術動向，ピジネス動向の学習を含むところが，一般に行わ
　れている語学研修とは異なる本学夏期セミナーの特徴である。
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②海外夏期セミナーの実施状況
　（ガ　実施先：カナダ　アルバータ大学生涯教育学部（エドモソトソ市）
　（イ）実施期問：毎年8月～9月の5週問
　（ウ）実施体制：教員2人が引率
　←）参加対象12，3年次学生
　㈱　実施内容1週4日午前　英会話レッスソ
　　　（現地）　週2日午後　カソバセーショソクラブ
　　　　　　　　週1日午前　IT講義
　　　　　　　　　　　午後　IT企業訪問，見学（5回）
　　　　　　　　ホームステイ3週間
　（カ）単位付与1「情報英語」4単位及び「北米杜会と情報」2単位
　　　　　　　　参加者には，出発前オリエソテーショソ及び事前研修（5月～8月）
　　　　　　　　への出席と帰国後のレポート提出を課し，研修先の成績証明書とあ
　　　　　　　　わせて評価する
　㈹　費　　用：約45万円。そのうち15万円を奨学金として補助する制度がある。
　（ク）実施人数：平成12年度　20人
　　　　　　　　平成13年度　14人
　　　　　　　　平成14年度　17人
③評価と課題
　　参加学生は，夏期セミナーを通して国際理解の大切さを実感し，帰国後も英語の
　習得に励むとともに，ボラソティア活動にも積極的に参加するようになるなど，良
　い効果が生まれている。
　　今後は，入学後早い時点からのPRを行うことにより，参加人員を増やすことが課
　題である。また，現地において最新の情報技術に関する知識を効果的に吸収するた
　めに，出発前の事前研修や現地での教員による指導を充実させる必要がある。
4　情報教育
（1）情報教育実施の方針
　　　情報システム学科の教育目標は，「情報システムの企画・設計・運用に携わり，ある
　　いは情報システムを活用することによって，あり得べき情報杜会の建設に貢献できる
　　人材を育成すること」である。ここでは，情報システムとは，r情報の利用を望んでい
　　る人々にとって，手にいれやすく役に立つ形で，杜会または組織体の活動に適切な情
　　報を集め，蓄積し，加工し，伝達するシステムである。それは単にコソピュータを中
　　心にした技術的なシステムを示すものではなく，人間活動を含む杜会的なシステムで
　　ある」という広い捉えかたをしている。従って，図1の情報システム学の体系に示す
　　ように，コソピュータやネットワークなどの情報技術や知識に加え，清報を扱う人間
　　や組織体の役割や仕組みの知識，さらには清報そのものについての理解を含む幅広い
　　教育内容を特色としている。
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社会のしくみ　　　　　　　　情報システム
　　　　　　　　　の概念
　　　　　　　人間の
情報システムの　　コミュニケーション
社会的環境
経営のしくみ
人間組織体
情報システム
　の企画
　　　　　　　　情報システム
　　　　　　　　　の開発数理と論理
情報システム
　の運営
人間と情報機械
人間の文化と情報
情報処理の技術
管理科学
図1　情報システム学の体系
　カリキュラムの編成にあたっては，専門科目を図2に示すとおり5つの分野にグ
ループ化し，各分野の科目をバラソスよく学習するように指導している。各分野の学
習の狙いは次のとおりである。
・情報とシステムー一一一情報の本質を理解し，情報と人間活動との関係を考え，ま
たシステムとしてのものの捉え方，情報システムを構築する上での間題点を知る。
・人間と杜会一一一一情報を知覚し活用する主体である人間，および情報システムと
の関係が深い杜会の仕組みについて理解する。
・組織と経営一一一一情報システムが置かれている場である企業などの組織体とそ
の経営上の諸間題について理解できるだけの基礎知識を得る。
・論理と数理…一現実世界の複雑な姿をモデル化し，抽象的に間題を捉えて解明
し，また計画に役立たせることができる基礎的た能力を養う。
・コソピュータと通信…一コソピュータやネットワークの働きを理解し，それら
を使いこたす技術を習得し，またその発展の可能性を認識できる能力を備える。
梯
鉢
図2　5つの分野の位置付け
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②専門性の意識付け
　　広い対象分野を学ぶことにより，広く浅くなることを避けるため，3年次から各人
　の専門分野を選択させ，学習の専門性をより明確に学生に認識させる。2年次の終わ
　りに，情報とシステム（A），人問と杜会（B），組織と経営（C），コソピュータと通信（Dの4
　つの分野の中から1つの分野を自分の専門分野として選択し，分野別の専門演習（A，
　B，C，D）と1年半の卒業研究に進む。論理と数理分野（E）の科目群は，論理的思考力
　をつけるための基礎科目として，全員にこの分野のうちから4科目以上の履修を義務
　付ける。
③少人数による演習重視の実務教育
　　充実したコソピュータ設備を活用し，少人数クラスによる演習科目を多数配置し，
　体験的に情報処理技術を身に付けるとともに，1年半の卒業研究ゼミを通して卒業論
　文をまとめることにより，自主的，計画的に情報を集め，考察し，自らの見解を加え
　て記述し発表する力を育成する。演習科目の体系は以下のとおりである。
　　　1年　入学時演習（PC操作）
　　　　　　基礎演習1，2（コミュニケーショソ，ブレゼソテーショソ）
　　　　　　情報処理演習1（情報リテラシ）
　　　　　　情報処理演習2－1〔選〕（ブログラミソグ　VB，SQL，EXCEL上級）
　　　2年　情報処理演習2－2〔選〕　（プログラミソグ1C）
　　　　　　情報システム演習1，2（情報システム領域の基本技術）
　　　3年専門演習A，B，C，D〔選〕（専門分野ごとの演習）
　　　　　　卒業研究1（卒業論文作成のための調査，研究）
　　　4年　卒業研究2，3（卒業論文作成のための調査，研究）
④国際感覚の育成
　　イソターネットを通して国際的に広がりを見せる情報化杜会に対応するために，英
　語教育を重視し，1年次，2年次の間は，週3コマの実用英語を必修としている。ま
　た，カナダのアルバータ大学における海外夏期セミナー（5週問）を実施し，ホームス
　テイなどの実地体験を通して英語力の向上を図るとともに，情報関連企業の見学など
　も行い，北米杜会における最新の情報化動向の理解を深める。参加老には単位が与え
　られる。
⑤学外実習（イソターソシップ）による体験学習
　　情報システムが活用されている企業や団体の現場において，講義や演習で学んだ知
　識や技術の応用を体験的に学ぶとともに，卒業後の進路選択に役立てるために，3年
　次の夏期休暇中に学外実習を行っている。参加老には単位が与えられる。
（4）課題と対策
①急速な情報技術の進展への対応は重要な課題の一つである。例えば，初級の情報リ
　テラシ教育で使用しているソフトウェアの目まぐるしい機能向上は，担当教員の負荷
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　増にたっている。学生にとっても在学中に，関連する知識が古くなってしまう間題が
　ある。現在のようにすべてを教育として与えるのではなく，自已学習方法，学生相互
　の知識伝達を可能とする教育方法を実施していく必要がある。新しい技術への柔軟な
　対応を可能にする基礎技術と応用力の育成が重要になろう。
②　高校における情報教育が必修となり，それとの連続性を保つため，科目および授業
　内容の見直しも早急に必要である。また，新しい情報機器の操作，利用に熟知した学
　生とそうでない学生の差が広がっており，一律に教えることが難しくなってきている
　現状において，情報リテラシ教育のあり方も検討課題の一つである。
5　インターンシップ
　　本学では，平成8年度から情報システム学科で学外実習（イソターソシッブ）を導入
　し，表10に示すような実績を収めている。
　　学外実習は，情報システム学科3年次学生向けに選択科目として開講され，夏期休業
期問中の3週問協力企業及び団体等において実習を行っている。履修学生数は，導入初
年度の平成8年度を最多に，協力企業等の減少もあってとくに平成11年度から70人，53
人，43人と減少傾向にある。情報文化学科における導入とともに，イソターソシップの
テコ入れ，再編が今後の課題の一つであろう。
6　単位互換及び既修得単位の認定
　本学では，大学教育の充実向上並びに他の大学との相互交流及び相互協力の推進を図
るため，学生が他の大学の授業科目を履修すること，及び他大学・短期大学等での学修
の成果を認定することについて学則で規定しており，教育上有益と認められる場合は，
本学において修得したものとして単位の認定を行っている。
　他大学との単位互換については，新潟大学人文学部，敬和学園大学人文学部と本学の
三大学間で協定を締結し，平成14年度から実施している。平成14年度では本学から前期
にいずれも新潟大学人文学都に8人，後期に7人が登録している。他方，本学に対して
は敬和学園大学人文学部から平成14年度後期に2人が登録している。地理的な条件等も
あって，本学から新潟大学への流れが今後とも主流にたるであろう。また，平成14年！1
月に新潟大学経済学部，新潟経営大学経営情報学部，新潟産業大学経済学部と本学との
四大学間で単位互換協定が締結された。平成15年度から実施することとしている。
　　既修得単位の認定は，編入学を実施していないため新入生のみを対象としている。平
成9年度からの5年問で認定されたのは，平成！1年度入学老3人の21単位（基礎科目6
科目15単位，共通科目2科目4単位，専門科目1科目2単位）だけである。これは，本
学で認定しなったわけではなく，この年度以外の入学老に他大学での既修得単位取得老
がいなかったため，単位認定の申請がされなかったものである。
7　成績評価・単位認定
　　成績評価は，出席率2／3以上を評価の前提条件とし，レポート，筆記試験その他によっ
て行っている。平成14年度からは各科目の担当教員がシラバス（講義概要）にその科目
の成績評価方法を明記することになった。
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　評価は，100～80点をA評価，79～70点をB評価，69～60点をC評価としA・B・C評価
を合格，60点未満をD評価とし不合格としている。さらに試験未受験者をE評価，受験資
格喪失老をF評価として成績表に表記している。
　新カリキュラムヘの移行が開始された平成12年度前期から平成14年度前期までの7期
について全科目の評点の平均をとると，A評価が24，1％，B評価が23．1％，C評価が
23．4％，D評価が14．0％，E・F評価が15．4％となっている（学務課調）。E評価，F評価
の場合は，単位取得の安全のために多めに科目を履修し，全体的に目標単位数の取得の
見通しがたった段階で，履修を放棄する老が多く含まれていると思われる。間題は受験
不合格老（D評価）の比率が14．O％とかなり高いことである。
　表11は，平成9年度から13年度までの卒業予定者（卒業研究履修者）の卒業判定合格
比率を示したものである。平成11年度以降，卒業判定合格率は低下傾向にある。平成9
年度以降に評価方法の変更を行ったことはないので，これは学生の学力的な質の低下と
考えられよう。前述の各科目評点の不合格（D評価）比率の高さとともに，その改善等を
検討する必要がある。ただし，入学年度別の卒業老比率（表12）をみるかぎり，平成9
年度入学老までは，顕著な変化はみられない。
8　教育改善への取り組み
　　本学では，開学以来教育活動面における制度的改善（教育課程の改編，科目区分や必．
修・選択科目の見直し，国際化教育・情報教育の充実，派遣留学・海外夏期セミナー制
度の導入・実施，少人数教育の］層の充実，シラバスの改善など）については，教授会，
各学科，学習指導委員会を初めとする関係委員会等で継続的に検討し，取り組んできた
　ところである。このような制度的教育改善については，今後も本学の教育理念に沿って，
学生の要望・意見等や杜会の二一ズ等を十分に聴取・把握しながら検討を行うこととし
　ている。
　　一方，教育指導及び教授方法等の工夫・改善・向上のための取り組みについては，本
学においては，それぞれ個々の教員が自已の考え・責任において行われてきたのが現状
である。
　　このたびの自已点検・評価の実施に際し，各教員から提出された「専任教員の教育研
究業績」調査表中の「教育実践上の主な業績」の「教育内容・方法の工夫」及び「教育活
動上の特記すべき事項」に記載のあったものを一覧にしたものが表13及び表14である。こ
の表によると，各教員が教育内容・教育方法に工夫を加えて授業を行い，また様々な方
法で教育上の諸活動を行っていることがわかり，評価できる。
　　学生による授業評価は，教員の行う授業の質を向上させるための有効な手段の一つで
あると思われる。本学では，教育調査委員会（平成14年度から学習指導委員会に統合）
において大学のホームページ上で学生が直接授業評価できるシステムを構築し，平成13
年前期からこの方法による授業評価を試行している。このシステムを利用して授業評価
を行っている教員及び科目は下表のとおりであるが，実施科目が開講している科目の一
部の科目であること，授業評価アソケートの回答率が低いことなど実施方法等に関して
改善すべき点が見受けられ，今後は大学として組織的な授業評価の実施に向けて検討す
　る必要がある。
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区　　　　分
実　施　教　員　数
実　施　科　目　数
アソケート回答総数
平成13年度
前　　期
12
16
755
後　　期
！1
14
824
平成14年度
前　　期
16
22
659
後　　期
17
25
481
　また，教授方法の指導・向上については，教員個人の経験と努力に委ねられている点
が多いカミ，今後は新任教員研修や教員間研修など大学として制度的な研修の企画・実施
を検討すべきであろう。
　教育内容等の改善については，平成11年9月14日に大学設置基準の改正が行われ，同
基準第25条の2に「大学は，授業の内容及び方法の改善を図るため組織的な研修及び研
究の実施に務めなけれぱならない」と規定され，大学として組織的な取り組みを行うこ
とが求められていることから，その実施に向けて本腰を入れて取り組む必要がある。
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表5　教育課程（学科別授業科目・単位数，卒業所要単位及び教員配置）
畠
【基礎科目】
学　　科
情報文化学科及び
情報システム学科
共通
情報文化学科
授業科目名
現代の政治
現代の経済
哲学
歴史学
世界地誌
コミュニケーショソ論
論理と数理
コミニュケーショソ技術
情報文化
法学
地球環境
新潟の自然と文化
線形数学
杜会思想史
文化人類学
杜会調査
憲法
統計と情報
文章表現
民法
ことぱと文化
心理と行動
フィソトネス理論及ぴ実習
体力診断と運動処方1
体力診断と運動処方2
倫理と価値
現代の思想
ジェソダー論
現代杜会と福祉
科学と技術
CEP1
CEP2
必修・選択必修・選択・自由等の別
情報文化学科
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
必修
必修
選択
選択
選択
選択
選択
必修
必修
情報システム学科
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
必修．
必修
選択
選択
選択
選択
選択
授業を
行う
年次
1年
1年
1年
1年
1年
1年
ユ年
1年
1年
1年
1年
1年
ユ年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
1年
1年
3年
3年
3年
3年
1年
1年
ユ年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間
ユ5
15
15
15
15
15
ユ5
15
15
15
15
15
ユ5
15
15
15
ユ5
15
15
15
15
15
30
30
30
15
30
30
30
30
15
15
教員配置
専任 兼担 兼任 科目区分毎の卒業所要単位
情報文化学科
・左の授業科目から
　24単位以上履修
情報システム学科
・左の授業科目から
　20単位以上履修
2科目2単位必修
6単位必修
情報文化学科
・左の授業科目から
　24単位以上履修
・必修科目
　体育関係科目　2単位
　CEP　6単位
計32単位以上
情報システム学科
・左の授業科目から
　20単位以上履修
・必修科目
　体育関係科目　2単位
　英語　12単位
計34単位以上
基礎科目1／2
備　　　考
基礎科目2／2
学　　科
情報システム学科
情報文化学科
授業科目名
英語I（システム）
英語n（システム）
英語m（システム）
英語IV（システム）
英語m（システム）
英語IV（システム）
CEP3
CEP4
CEP5
CEP6
CEP7
CEP8
必修・選択必修・選択・自由等の別
情報文化学科
自曲
自由
自由
自曲
自由
自由
情報システム学科
必修
必修
必修
必修
選択
選択
授業を
行う
年次
1年
1年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
4年
4年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
ユ5
ユ5
教員配置
専任 兼担 兼任
18
ユ8
ユ8
ユ8
科目区分毎の卒業所要単位
12単位必修
履修しても卒業要件と
ならない科目
備　　　考
再履修考のため
の授業科目
ト①
Aべ
【共通科目】
学　　科
情報文化学科及び
情報システム学科
共通
情報文化学科
情報システム学科
（関連区分）
（国際関連）
（情報関連）
（情報関連）
（情報関連）
授業科目名
地域研究概論
日本の政治
国際研究概論
目本の経済
国際政治学
総合講座「アジアと日本」
異文化理解
平和学
国際経済学
国際法
情報システム
コソピュータシステム
生活情報
情報検索
情報論
清報杜会論
メデ4ア論
情報と法
情報処理演習1
情報処理演習2
情報処理演習ユ
情報処理演習2－1
情報処理演習2－2
必修・選択・自由等の別
情報文化学科
必修
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
必修
必修
情報システム学科
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
必修
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
必修
選択必修
選択必修
授業を
行う
年次
1年
1年
1年
1年
1年
2年
2年
2年
2年
3年
ユ年
ユ年
1年
2年
2年
3年
3年
3年
1年
1年
1年
1年
2年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間数
15
15
15
15
15
ユ5
15
ユ5
15
15
15
15
ユ5
15
15
15
15
15
30
30
30
30
30
教員配置
専任 兼担 兼任
科目区分毎の卒業所要単位
情報文化学科
国際関連から
必修ユ科目2単位
その他ユ2単位
情報関連から
4単位
情報システム学科
情報関連から
必修ユ科目2単位
国際関連，情報
関違から
16単位
2科冒4単位必修
1科目2単位必修
／・科目・単位選択必修
情報文化学科
　国際関連14単位
　情報関連4単位
　情報処理演習
　2科目4単位
計22単位以上履修
情報システム学科
　国際関連，情報関連
　からユ8単位以上
　情報処理演習
　2科目4単位
計22単位以上履修
共通科目！／1
備　　　考
お【情報文化学科専門科目】 情報文化学科専門科目　1／4
学　　科
晴報文化学科
（研究区分）
地域研究
日本研究
国際研究
授業科目名
ロシア史概説
中国史概説
韓国朝鮮史概説
アメリカ史概説
現代ロシア論
現代中国論
現代アメリカ論
現代韓国朝鮮論
ロシア文化論
中国文イヒ論
韓国朝鮮文化論
アメリカ文化論
ロシアの文化と歴史
中国の文化と歴史
韓国の文化と歴史
日口関係論
日中関係論
日韓朝関係論
日米関係論
地域研究特論A
地域研究特論B
日本政治史
日本文化論
日本経済史
地方自治論
新潟の政治と経済
日本の思想
国際経済史
現代東南アジア論
現代ヨーロソバ論
国際政治史
地球杜会と人権
資源と環境
EU論
国際組織論
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
授業を
行う
年次
1年
1年
1年
1年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
2年
3年
3年
3年
3年
4年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間数
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
教員配置
専任 兼担 兼任
科目区分毎の卒業所要単位
選択した地域言語
に対応する地域の
科目を履修する
4科目8単位
履修しなかった
地域研究から
2科目4単位
計6科目
12単位以上
2科目4単位
7科目以上
14単位以上
地域研究
6科目12単位
日本研究
2科目4単位
国際研究
7科目14単位
地域言語
7科目／4単位
演習科目
9科目18単位
上記計62単位
上記の他未履修の
授業科目
5科目10単位以上
合計72単位以上
備　　　考
／派遣留学で履修
お学　　科
情報文化学科
情報文化学科専門科目　2／4
（研究区分）
因際研究
地域言語
授業科目名
国際金融論
開発論
NGO論
比較宗教論
環日本海論
南北問題
現代アフリカ論
多国籍企業論
国際経済法
エスニシテイ論
地域統合論
国際研究特論A
国際研究特論B
ロシア語1
中国語ユ
韓国語1
英語1
1コシア語2
中国語2
韓国語2
英語2
ロシア語3
中国語3
韓国語3
英語3
留学ロシア語1
留学ロシア語2
留学ロシア語3
留学ロシア語4
留学中国語1
留学中国語2
留学中国語3
留学中国語4
留学韓国語1
留学韓国語2
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
授業を
行う
年次
3年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
4年
4年
4年
4年
4年
4年
1年
1年
1年
1年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
単位数
前期 後期
1
1単位の
授業時間数
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
教員配置
専任
1　、
1
1
1
兼担 兼任
1
科目区分毎の卒業所要単位
4つの地域言語
から1つを選択
7科目
14単位履修
備　　　考
派遣留学で履修
9学　　科
情報文化学科
（研究区分）
地域言語
演習科目
授業科目名
留学韓国語3
留学韓国語4
留学英語1
留学英語2
留学英語3
ロシア語4
中国語4
韓国語4
英語4
ロシア語特講1
中国語特講1
韓国語特講1
英語特講1
ロシア語特講2
中国語特講2
韓国語特講2
英語特講2
ロシア語特講3
中国語特講3
韓国語特講3
英語特講3
基礎演習1
基礎演習2
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール2
ロシア研究ゼミナール
中国研究ゼミナール
韓国研究ゼミナール
国際研究ゼミナール3
国際研究ゼミナール4
国際研究ゼミナール5
国際研究ゼミナール6
卒業論文
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修．
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
授業を
行う
年次
2年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
4年
4年
4年
4年
4年
4年
4年
4年
1年
1年
2年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
4年
4年
4年
単位数
前期 後期
1
1
1単位の
授業時間数
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
30
15
15
15
ユ5
15
ユ5
15
15
15
専任
18
18
教員配置
兼担 兼任
情報文化学科専門科目　3／4
科目区分毎の卒業所要単位
9科目ユ8単位
備　　　考
派遣留学で履修
／1激11
情報文化学科専門科目　4／4
学　　科
情報文化学科
（研究区分）
その他
授業科目名
留学ロシァ特論1
留学ロシア特論2
現代ロシア研究
現代ロシア事情
留学中国特論1
留学中国特論2
現代中国研究
現代中国事情
留学韓国特論1
留学韓国特論2
現代韓国研究
現代韓国事情
アメリカの文化と杜会
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
選択
授業を
行う
年次
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間数
！5
15
15
！5
15
15
15
15
15
15
15
15
15
教員配置
専任 兼担 兼任
科目区分毎の卒業所要単位 備　　　考
派遣留学で履修
胃
竃【情報システム学科専門科目】 情報システム学科専門科目　1／2
学　　科
情報システム学科
科目区分
A分野
B分野
C分野
授業科目名
情報産業
システム論
生産情報システム
地域情報システム
情報システム設計
会計情報システム
情報システム開発
情報システム特論
人問情報工学ユ
人間情報工学2
言語情報処理
知識情報処理
行動科学
生理機能と清報
認知科学
人工知能
杜会理論と調査方法
生活と法律
ピジネスモデル
マーケテイソグ
経営と組織
生産企画と管理
財務会計
経営と情報
流通と物流
管理会計
企業と国際化
ベソチャーピジネス
商品企画
経営と法律
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
授業を
行う
年次
1年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
3年
1年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
4年
ユ年
ユ年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
3年
3年
4年
4年
単位数
前期 後期
1単位の
授業時間数
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
！5
15
15
15
15
15
15
15
15
15
！5
15
15
15
教員配置
専任
1
1
1
1
1
兼担 兼任
1
科目区分毎の卒業所要単位
A－Dの分野
から1分野を
選択L，その
分野の科目
5科目！0単位
履修
A－Dの1分野
から
10単位
E分野から
8単位
演習関係科目
カ・ら
18単位
上記計
36単位
左記の授業科目
で未履修の科目
34単位
合計70単位以上
備　　　考
艶学　　科
情報システム学科
科目区分
D分野
E分野
演習関係
その他
授業科目名
コソピュータソフトウエア
アルゴリズム
ブログラミソグ上級
コソピュータピジョソ
データベース
分散コソピューテイソグ
テレコミュニケーショソ
情報セキュリティ
マルチメディア晴報処理
プログラミソグ技術特論
生活統計
システム数学
情報論理
地域統計
モデリソグ数学
数値実験法
多変量解析
オペレーショソズリサーチ1
シミュレーショソ
オペレーショソズリサーチ2
基礎演習1
基礎演習2
情報システム演習1
情報システム演習2
専門演習
卒業研究1
卒業研究2
卒業研究3
卒業論文
北米杜会と情報
情報英語
学外実習
情報技術演習I
情報技術演習II
イソターネヅト英語I
イソターネット英語II
必修・選択必修・
選択・自由等の別
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
選択必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
必修
選択
選択
選択
自由
自由
自由
自由
授業を
行う
年次
2年
2年
2年
3年
3年
3年
3年
4年
4年
4年
2年
2年
2年
2年
2年
2年
3年
3年
3年
4年
1年
1年
2年
2年
3年
3年
4年
4年
4年
2年
2年
3年
2年
3年
4年
4年
単位数
前期 後期
1
1単位の
授業時間数
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
15
30
30
60
60
60
60
60
60
15
30
30
30
30
30
30
専任
12
12
18
18
20
20
教員配置
兼担 兼任
情報システム学科専門科目　2／2
科目区分毎の卒業所要単位
4科目8単位
以上履修
9科目18単位
備　　　考
／派遣留学で履修
｝卒業要件単位　とならない
表6　専任教員の担当授業時間（平成13年度）
区　分
教　員
最　　高
最　　低
平　　均
［注コ1
　　2
教　　授 助教授 講　　師
5．1授業時間　　5．0授業時問　　4．6授業時問
3．3授業時問　　3．0授業時間　　3．5授業時間
4．4授業時間　　4．2授業時間　　4．1授業時問
備　　考
1授業時問90分
本表は，教員が本学において担当する1週問の最高，最低及び総平均授業時間を職位
別に示す。
　授業時間の計算は，1週間における1授業時間（授業の単位となる違続した授業時
間一いわゆるrコマ」を指す）の担当回数を基礎として算出した。Lたがって，1授業
時問（1コマ）90分の授業の場合は，90分を単位として計算Lた。
　開設されてはいるものの，履修老のいない科目についても含めてある。
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表7－1　開設授業科目における専兼比率
　平成14年度担当状況
学　　科
情報文化学科・
清報システム
　学科共通
清報文化学科
情報システム学科
授業科目区分
教養教育
（基礎及び
共通科目）
専門教育
専門教育
合　　　　計
学期
前期
後期
合計
前期
後期
合計
前期
後期
合計
前期
後期
合言十
区　　分
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
必修科目
23．0
44．0
34．3％
22．0
44．0
33．3％
45．0
88．0
33．8％
80．0
19．O
80．8％
90．0
34．0
72．6％
170，0
53．0
76，2％
74．O
O．0
100．0％
82．0
O．0
100．0％
156I　O
O．O
100．O％
177．O
63．O
73．8％
194．0
78．0
7！．3％
371．O
141．O
72．5％
選択必修・選択科目
29．0
10．0
74．5％
13．5
4．5
75．O％
42．5
14，5
74．6％
10，O
6．O
62．5％
16．O
5，O
76．2％
26．O
11，O
70．3％
19，O
1，O
95．O％
24，O
4，O
85．7％
43．0
5．0
89．6％
58．0
17．0
77．3％
53．5
！3．5
79．9％
11ユ．5
30．5
78．5％
全開設授業科目
52．0
54．0
49．ユ％
35．5
48．5
42，3％
87．5
102，5
46．1％
90．O
25．O
」78．3％
106．O
39，O
73，1％
196．0
64．O
75．4％
93，O
1．O
98．9％
ユ06，O
4，0
96．4％
ユ99．O
5．0
97．5％
235．0
80．0
74．6％
247．5
9！．5
73．0％
482．5
17ユ．5
73．8％
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表7－2　開設授業科目における専兼比率
　平成13年度担当状況
学　　科
情報文化学科・
情報システム
　学科共通
情報文化学科
情報システム学科
授業科目区分
教養教育
（基礎及び
共通科目）
専門教育
専門教育
合　　　　計
学期
前期
後期
合計
前期
後期
合計
前期
後期
合計
前期
後期
合計
区　　分
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
専任担当科目数（A）
兼任担当科目数（B）
専任担当割合（％）
必修科目
23，0
44．0
34．3％
22．0
44．0
33．3％
45．O
88．0
33．8％
89．O
15，0
85．6％
84．O
24．O
77，8％
173．0
39．O
81，6％
74．0
O．0
100．0％
64，0
O．O
100．O％
138．0
O．O
100．O％
186．0
59．O
75．9％
170．0
68．0
71．4％
356．0
！27．0
73．7％
選択必修・選択科目
27．0
11．0
71．1％
10．5
3．5
75．0％
37．5
ユ4，5
72．ユ％
8．0
4．O
66，7％
15．0
2．0
92．3％
23．0
6．0
79．3％
！9，O
！．0
95．O％
24．O
4．0
85．7％
43．O
5．0
89．6％
54．O
16．0
77．1％
49，5
9．5
83．9％
！03．5
25．5
80．2％
全開設授業科目
50．0
55．0
47，6％
32．5
47．5
40．6％
82，5
102．5
44．6％
97．0
！9．0
83．6％
99．0
26．0
72．9％
196．0
45．O
81I3％
93．0
1．0
98．9％
88．O
4．0
95．7％
181．O
5．0
97．3％
240．O
75．0
76．2％
219．5
77．5
73．9％
459．5
152，5
75．！％
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表8　学科別退学者数
平成9年度 平成10年度 平成11年度
学　　科
1撤
情報文化学科　　2
情報システム学科　　　3
合　　　計
学　　科
1年次
情報文化学科　　3
清報システム学科　　　3
合　　　計
2戦 3年次
1
4徹
平成ユ2年度
2年次 3徹 4徹
！0
計
12
15
計
ユ6
14
30
1徹
1徹
2撤
1
3撤
1
4軟
平成13年度
2年次 3年次 4物
11
17
計
11
15
計
16
26
42
1撤
10
2年次
5年問合計
50
84
134
3戦
1
4年次
10
16
計
11
21
32
［注］退学考数には，除籍者も含む。
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表9　退学状況一覧（入学年度別）
入学年度　　学　　科　　入学老数
6年度
情報文化学科　　134　　41994
（平成6）　1青報システム学科　　206　　4
年度
計 340　　　8
情報文化学科　　130
1995
（平成7）　情報システム学科　　194
年度
計 324
情報文化学科　　1301996
（平成8）　情報システム学科　　194
年度
計 324
情報文化学科　　130
　1997
（平成9）　清報システム学科　　195
年度
計 325
清報文化学科　　129
　1998
（平成10）情報システム学科　　193
　年度
計 322
情報文化学科　　121
　1999
（平成11）情報システム学科　　195
　年度
計 316
情報文化学科　　139
　2000
（平成12）清報システム学科　　218
　年度
計 357
情報文化学科　　129
　2001
（平成13）情報システム学科　　194
　年度
合計
計 323
2631　　　8
7年度
10
退　　　　　学　　　　　老　　　　　数
8年度
1
10
23
9年度
15
ユo年度
！5
1ユ年度
ユ0
32
ユ2年度
30
ユ3年度
10
42
計
21
28
17
26
1O
19
29
11
20
1C
13
23
17
26
13
ユ0
！75
退学率
5．2％
10．2％
8．2％
6．9％
8．8％
8．0％
7．7％
9．8％
9．O％
6．9％
5．6％
6，2％
7．8％
6，7％
7．1％
7．4％
8．7％
8．2％
4．3％
3．2％
3．6％
5．4％
1．5％
3．ユ％
6．7％
14．4．1
現在
在籍老数
17
26
112
178
290
133
211
344
122
19ユ
3ユ3
983
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表10学外実習・（インターンシップ）
年度
平
成8
年
度
平
成9
年
度
平
成
10
年
度
平
成
！1
年
度
平
成
12
年
度
平
成
13
年
度
性
別
女
女
女
女
女
女
新潟市中心部
新潟県・市，流通，建設，情報，
マスコミ，金融
　　　　　　　　29人（20杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報建設
　　　　　　　　20人（12杜）
新潟市，流通，建設，製造，マス
コミ，情報
　　　　　　　　18人（14杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設
　　　　　　　　28人（17杜）
新潟県・市，流通，建設，マスコ
ミ，情報
　　　　　　　　14人（11杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　24人（14杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　35人（18杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　22人（13杜）
新潟県・市，金融，サービス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　24人（23杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　17人（12杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設
　　　　　　　　19人（12杜）
新潟県・市，金融，サーピス，情
報，建設，マスコミ
　　　　　　　　19人（13杜）
新潟市周辺
化学，製造等
4人（2杜）
食品等
3人（2杜）
食品
1人（1杜）
食品　ガス
2人（2杜）
食品，化学
3名（2．杜）
食品
1名（1杜）
化学
1名（1杜）
情報，化学
2人（2杜）
情報
1人（1杜）
情報
1人（1杜）
情報
1人（1杜）
県内遠隔地
金融，情報
4人（3杜）
金融
1人（1杜）
金融，情報
2人（2杜）
金融
1人（1杜）
金融，情報，
工業
　6名（6杜）
金融，工業，
情報
　5名（4杜）
情報
1名（1杜）
サーピス
2人（1杜）
県　　外
（京浜地区）
建設，情報等
10人（6杜）
情報，電気，
機械等
　5人（3杜）
建設，情報等
3人（3杜）
情報，電気等
3人（3杜）
建設，情報，
食品
　5名（5杜）
情報
1人（！杜）
情報
11名（9杜）
情報
5人（5杜）
情報
2人（2杜）
電気，食品
3人（3杜）
合　　計
47人
（31杜）
29人
（18杜）
24人
（20杜）
34人
（23杜）
28人
（24杜）
31人
（20杜）
48人
（29杜）
22人
（13杜）
31人
（30杜）、
22人
（16杜）
23人
（16杜）
20人
（14杜）
76人
58人
59人
70人
53人
43人
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表11卒業判定状況
学　　科
情報文化学科
情報システム学科
計
平　成　9　年　度
卒業予定
老（A）
118
184
302
合格老
（B）
116
179
295
合格率（％）
　B／A
　＊100
98．3％
97．3％
97．7％
平　成　10年　度
卒業予定
老（A）
129
172
301
合格老
（B）
124
166
290
合格率（％）
　B／A
　＊100
96．1％
96．5％
96．3％
平　成　ユユ年　度
卒業予定
老（A）
130
200
330
合格老
’（B）
126
177
303
合格率（％）
　B／A
　＊100
96．9％
88．5％
91．8％
学　　科
清報文化学科
情報システム学科
計
平　成　12年　度
卒業予定
老（A）
132
210
342
合格老
（B）
1ユ6
178
294
合格率（％）
　B／A
　＊100
87．9％
84．8％
86．0％
平　成　13年　度
卒業予定
者（A）
134
205
339
合格者
（B）
！！8
173
291
合格率（％）
　B／A
　＊100
88．！％
84．4％
85．8％
［注］r卒業予定者」とは，当該学部の最終学年に在籍する学生を指す。
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表12卒業者数（学科別）
各年3月31目現在
卒　業　年　度
入学年度 学　　科
情報文化学科
入学老数
134
平成9
年　度
116
平成10
年　度
10
平成1！
年　度
1
平成12
年　度
平成13
年　度 計
127
平成6年度情報システム学科 206 179 1 186
計 340 295 14 313
情報文化学科 130 114 121
平成7年度情報システム学科 194 162 11 175
計 324 276 18 296
情報文化学科 130 118 122
平成8年度情報システム学科 194 165 173
計 324 283 10 295
情報文化学科 130 114 120
平成9年度情報システム学科 195 168 176
計 325 282 14 296
情報文化学科 129 110 110
平成10年度情報システム学科 193 163 163
計 322 273 273
情報文化学科 653 116 124 126 116 118 600
計 情報システム学科 982 179 166 177 178 173 873
合　計 1，635 295 290 303 294 291 1，473
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表13教育内容・教育方法の工夫
教員氏名
市岡　政夫
厘　建英
小澤　治子
アレクサソドル
フフーソル
臼井　陽一郎
越智　敏夫
申　銀珠
高橋　正樹
教育方法等の工夫事項
国際研究ゼミナール2
現代ロシア論
口頭作文とバートナー対話
の導入による教育
研究テキスト作成による教
育
授業アンケートの実施
実用ロシア語会話
NHKロシァ語講座用練習
帳
授業ノートの見直し及び質
問受付による授業の実施
シラバス，講義ノートのウ
ェブ上での公開
授業評価への対応
小テストによる授業理解度
のチェック
現代東南アジア論
国際関係論
国際研究概論
南北問題
実施年月
平成13年
平成13年7月
平成！0年～現在
平成12年～現在
平成13年度後期
平成14年度前期
平成！3年7月
平成14年3月から
7月にかけて
平成9年から開講
の現代ヨーロッバ
論，平成13年から
開講のEU論
平成ユ2年度一平成
14年度
平成12年度～平成
ユ4年度
平成12年4月から
平成8年後期から
現在まで
平成10年後期から
平成11年まで
平成12年前期から
現在まで
平成10年後期から
現在まで
工　夫　等　の　概要
r国際理解」とr異文化理解」を深めるため，市内在
住外国人（ロシア，中国，韓国，アメリカ，フラソス籍
の新潟市国際交流員）を教室に招き話し合いをした。
外国人と直接テーブルを囲むことにより教育効果
を上げることが出来た。
提携校である極東国立総合大学函館S．イリイソ
校長を招き講義をお願いした。ロシア人から見た
［現代ロシア」についての理解をより身近に深め
る効果があった。
口頭作文とパートナー対話を大量に行うことに
よって，学生の学習意欲の高揚と会話能力の向上
を図る。（中国語）
学生に中国の書籍や論文・記事から関心ある内容
を抜粋し研究テキストを作成するよう指導し，学
生の実践力を高める。（国際研究ゼミナール）
講義科目国際政治史の授業において，授業内容と
進め方などを中心に受講学生を対象にアソケート
を合計5回実施し，その結果を学生に対して回答
すると共に，授業内容の深化とわかりやすい講義
方法の確立をめざして努力した。
講義科目日口関係論の授業において，授業内容と
進め方たどを中心に受講学生を対象にアソケート
を合計6回実施し，その結果を学生に対して回答
すると共に，授業内容の深化とわかりやすい講義
方法の確立をめざして努力した。
現地留学ブローグラム用の露日会話字引（A4で
30べ一ジ程度）
ロシア語IIの授業で利用されている教科書の補助
教材として作成されたもの（A4で20ぺ一ジ程度）
20分おきに5分程度のイソターバルを設け，ノー
トの見直し及び質問の受付を行った。ねらいは，
集中力を維持し，授業内容を整理する余裕を与え
ること。
各年度「現代の政治」「政治情報」「現代の思想」
のシラバスをウエブ上で公開した。特にr現代の
政治」「政治情報」に関しては講義内容が多岐にわ
たり複雑であるため，学生の予習復習上の便宜を
考慮し，全講義の詳細た講義ノートもウエブ上で
公開した。
担当するすべての講義科目を本学授業評価委員会
による授業評価対象科目とLた。
講義科目では，一方的た講義に終わらないように，
随時小テストを行い，理解度をチェックする。
東南アジアヘの関心を持たせるために教師自身の
フィールド調査でのスライドや東南アジアに関す
るピデオも授業中に使用した。また，毎回，授業
内容をレジュメにして配布した。授業の終わりに
学生に授業へのコメソトを書かせ，次回そのコメ
ソトに教師がコメソトし授業のより深い理解に役
立てた。
毎回，授業内容をレジュメにして配布した。授業
の終わりに授業に関するコメソトを書かせ，次回
の授業でそれに答えることによって学生の授業理
解を深めた。
身近な間題から，世界的な問題へと関心を広げる
ように心がけた。毎回，授業内容をレジュメにし
て配布した。授業の終わりに学生に授業のコメソ
トを書かせ，次回それに答えることによって学生
の授業理解を深めた。
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教員氏名
小林　元裕
グレゴリーハ
ドリー
矢口　裕子
安藤　潤
佐々木　寛
赤木　敏子
大竹　康夫
教育方法等の工夫事項
新聞記事を利用したプリソ
ト学習及びドキュメソト映
像を利用した視覚学習
Communicative　Enghsh
Program立案，企画，運営
アメリカ留学プログラム
立案，企画，運営
Communicative　English
Programウェブサイト作成
映像・イソターネヅト等を
利用した英語教育
講義における映像資料の利
用
4年生ゼミ合宿
授業評価アソケートの実施
統計と情報，生活統計
VOD試行評価
AMFアジアマルチメデイ
ァフォーラム／衛星イソ
ターネヅト実験
Webべ一スト・ケースメ
ソヅドによるコースの開発
実施年月
平成13年9月一平
成ユ4年1月
平成ユ4年4月一7
月
平成12年～
平成12年～
平成12年一
平成13年度から
平成13年度から
平成13年8月26日
一27日，平成ユ4年
9月10日～ユ2日
平成9年4月から
現在まで
平成6年4月～平
成14年3月
平成ユ1年8月
平成1ユ年5月
工　夫　等　の　概　要
r中国文化論」，r日中関係論」の授業において日
中に関する新聞報道を禾岬して常に現在と過去の
事象を比較して考察する訓練を行った。
r日中関係論」の授業において日中に関する新聞
報道を利用して常に現在と過去の事象を比較して
考察する訓練を行った。
COmmunicative　EngIishProgram（新潟国際情報
大学）の立案，企画及び運営
新潟国際情報大学アメリカ留学プログラムの立
案，企画及び運営
CommunicativeEnglishProgram（新潟国際情報
大学）のウェブサイト作成及び運営
英語教育に関しては，最近はあまり市販の教材を
使わず，映画，音楽等「生」の素材を使い，あるい
は学生自身に素材を提供させ，教師や教科書が何
もかも与えてしまうのでたく，学生が授業を活性
化し，作り手となるよう，教師はむしろアドヴァ
イザーないし演出家として振舞ったほうが効果的
であると考えている。また，読み書きとオーラル
英語を分断せず，英会話表現を英作に応用するな
ど，新たた意味で語学力を総合的に高める方法を
模索している。そのためにも，映画，音楽，TV，
あるいはイソターネヅトといった生きた媒体を語
学教育に組み込む工夫・努力をさらに重ねたい。
講義の授業でも，活字に不慣れで集中力が持続し
ないといわれる最近の学生へのr引き餌」ないしガ
イドとして映像資料を用いることは多い。たとえ
ぱジェソダー論で性同一性障害の話をする際，当
事老がイソタヴユーに答える映像を見ることで，
「他人事」でないリアルな間題として捉えるように
たる，という効果が期待できる。ひとたび興味が
喚起されれぱ，文献を読み，自分で調べ，考える
という学問的世界に引っ張っていくのも難しいこ
とではない。
4年ゼミ生全員が参加する卒業研究中間発表会に
向けて途中経過を発表させる。
担当した講義（平和学・国際組織論・NGO論）全
てにおいて講義毎回ごとに授業評価アソケートを
実施。
統計手法の説明には身近た間題を例に挙げ，理解し
易くした。また，授業中にときどき質問し，一方的な
授業にたらないようにした。課題を課したり，中間
テストを行い，常に学習させるようにした。
NECイソターネット本杜地区ドメイソにおいて，
NESPAC－TVブログラムをVOD用に編集して試行
評価を実施。MPEG1講師動画像とPPTスライド
ショーを同期させて同一スクリーソ上に提示させ
た。
NTTとJSATによる衛星イソターネット実験ブ
ロジェクトに参加。帯域幅1．5Mbpsの衛星IPマル
チキャスト実験を，NESPAC東京一NTT横須賀
及びシソガポール間でMPEGユ映像コソテソッに
より伝送実験を実施した。シソガポールではVOD
試行評価実施。
NECの従業員を対象とする事業戦略に関する
ヶ一スメソッドを，Web　BBSを利用して行う方式
を開発した。
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教員氏名
苅部　垣徳
正田　達夫
高木　義和
竹並　輝之
槻木　公一
永井　武
藤瀬　武彦
宗澤　拓郎
教育方法等の工夫事項
マルチメディアによる英語
授業の実践
環境問題など時事的なテー
マの英文読解
マ＿ヶティソグ教育にイソ
ターネットを利用
課題にウェブサイトを利用
情報検索のレポート提出方
法の工夫
情報システム演習における
日経テレコソ21の利用
アルバータ大学夏期セミ
ナーブログラムの開発
新科目・専門演習Aの教育
内容及び方法を共同研究で
検討
授業評価アソケートの実施
と活用
学生からの授業評価を実施
理解促進のための小テスト
の実施
パワーポイソト利用による
講義の実施
体力診断と運動処方（保健
体育科目：1年次前後期，
必修）
フィヅトネス理論及び実習
（保健体育科目12年次前
期，選択）
SQLの学習に「Orac1e」を
導入
学生からの授業評価の実施
データ解析2に「SAS」を
導入
経営組織論に対話的な授業
を導入
実施年月
平成9年4月以降
平成1ユ年4月以降
平成ユユ年から順次
平成12年から
平成13年4月1日
平成14年4月1日
平成12年8月～9
月
平成11，ユ2年度
毎年
平成8年度以降
平成13年度後期
平成10年から
平成6年4月から
現在に至る
平成13年4月から
現在に至る
平成7年9月～平
成12年
平成8年～
平成8年10月～平
成12年
平成11年4月～
工　夫　等　の　概　要
Video，Cassette，LL，PCInternetを利用した英語
授業。
環境ホルモソ汚染など緊急問題の英文を読む。
講義中に実例となる企業のホームベージを示す。
課題の設間をウェブサイト上に設定し，学生に言己
入させる。
5回のレポートをWeb画面から提出した内容，時問
を本人がWeb画面で確認できるようにするととも
に，他の学生の提出状況も確認できるようにした。
新商品開発の演習で実社会に流通している日経の
新聞記事清報とWeb情報を利用した演習を組み
立てた。
短期留学による英語学習とIT　Lecture（北米杜会
と情報）プログラムを策定した。
共同研究「ネットワーク杜会に適合した情報シス
テム教育コースウェア」を主催
授業科目「情報システム」rビジネスモデル」r情
報システム開発」について授業評価アソケートを
実施
すべての講義科目と演習1科目について，講義最
終日に授業評価を実施。特に，理解が困難と回答
された授業項目を調査し，次年度には内容を吟味
して改善に努めている。
講義！科目について，小テストをほぼ毎回実施し，
理解度の向上を図った。
大部分をバワーポイソトで講義。黒板，OHPは補
助的に使用。
従来，小学校から大学まで学校体育では主にスポー
ツ実技が行われてきた。21世紀になった今日，そ
して今後にはさらに極端な少子高齢杜会が到来し，
毎年更新されている国民医療費等が国家財政を圧
迫させる可能性は高い。このような状況で，生活
習贋病を予防し，健康・体力を保持増進させて健
康寿命を伸ぽすことを目的としたフィットネス教
育を，大学体育のなかで行うことはたいへん意義
が大きいものと思われる。その主な内容は，r体カ
診断と運動処方」では自己の身体を客観的に評価
するための測定（形態，体力，運動能力）やフィッ
トネストレーニソグの理論と実践たどであり，「フィッ
トネス理論及び実習」では実際にトレーニソグを
体験して効果（体力の向上，肥満の改善等）を得
ることを目標としたフィットネストレーニソグの
実践などである。このような体育授業は他大学で
はあまり行われておらず，フィットネス活動が行
えるだけの備品を備えたスポーツ施設とともに本
学の特色の一つといえるものであろう。
SQLの学習を面白くするため，全員で協力し各自
20点づつ商品を入力してバーチャルデバートを作
成し，そこから一定の予算を決めて員い物をし，
送り状や請求書を作成することにより，自然に
DB，SQLを楽しく学べるよう工夫した。
全ての授業科目に学生からの授業評価を実施し，
次年度の授業内容改訂に資した。
多変量データ解析の学習のために世界的に定評の
あるrSAS」を導入し，実践的な授業を行った。
組織論を分かりやすく教えるため，教科書を事例
集として採用し，予習してこさせてその内容を議
論しながら説明した。
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教員氏名
宗澤　拓郎
渡辺　忠
安達　巧
桑原　悟
塚田　真一
樋口　光明
松井　孝雄
河原　和好
小宮山　智志
佐々木　桐子
教育方法等の工夫事項
経営と情報に最新のIT経
営事例を入れた実践的授業
の実施
ベソチャーピジネスに各自
自製の計画を発表
シミュレーショソソフト
rARENA」の導入
ゲーミソグソフト「Launch」
の導入
数学ソフトrSpeak　Easy」
の導入
表計算ソフト「ソルバー」
の活用
実杜会で活躍中の公認会計
士を特別講師に招聴
「マルチメディア情報処
理」（4年前期）での実演教
材の利用
授業評価アソケートの実施
毎回演習をさせて，出席に
変える
授業評価アソケートの各教
貝へのサポ】ト
メール・ウェブを利用した
講義の実施
電子メールの活用
Webの活用
質問・意見票
学生による授業評価の実施
実施年月
平成ユ1年9月～
平成11年一
平成12年9月
平成12年9月
平成13年4月
平成14年4月
平成14年6月25日
平成！4年4月
平成11年度～平成
13年度
平成9年～
平成！3年一
平成9年～平成！4
年
平成11年4月～
平成11年4月一
平成！4年4月以降
平成13年7月，平
成！4年7月
工　夫　等　の　概　要
IT経営は常に変革していくので，教科書は使わ
ず，新しく書き換えた事例や企業からの講師を依
頼して実践的に授業をした。また課題として，自
分の就職希望先企業を調査・評価させた。
VBの授業の仕上げとして，各自に自分のVBを企
画発表させて理解を深めさせた。
「シミュレーション」の授業で最近のソフトの例
として展示説明
「シミュレーショソ」の授業でゲーミソグの体験
として使用
「モデリソグ数学」の授業で計算結果の確認，計
算時間の削減に活用
rオペレーショソズリサーチ1」の最適化の計算
に使用
大学で会計学を学ぶ重要性，公認会計士等の会計
専門職の業務内容，資格取得に向けての勉強方法
たどについて講演してもらう。
最新コソピュータグラフィックス技術を用いたコ
ソテソツを教材として取り入れ，その技法と実現
方法についての講義を行った。また音声信号分析
ソフトウェアを用いて電気信号としての音声につ
いての実感とその扱い（処理技術）に関する講義
を行った。
担当する授業について，授業評価アソケートを実
施した。
人工知能，情報論理，知識情報処理について実施。
毎回採点して返却
教育調査委員会で，学生の授業評価アソケートを
実施。10数人の教員が参加
「認知科学」でメール・ウェブを利用したイソタ
ラクティブな講義を行った。
電子メールを用いて課題を提出させる。質問を電
子メールで受け付ける。
Webに出席，課題提出状況を掲載する。Webに配
布資料等を掲載する。
自由回答式の調査票によって学生の講義に対する
質問，講義形式に対する意見を集約し，講義に反
映させる。
担当科目（情報処理演習1）の授業評価アソケー
トを実施
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表14教育活動上の特記事項
教員氏名
市岡　政夫
唾　建英
高橋　正樹
佐々木　寛
犬竹　康夫
苅部　垣徳
正田　達夫
高木　義和
竹並　輝之
宗澤　拓郎
渡辺　忠
安達　巧
桑原・悟
小宮山　智志
教育方法等の工夫事項
情報文化学科派遣留学制度
創設
派遺留学（中国コース）ブ
ログラムの企画・運営
タイ国立タマサート大学大
学院にて授業
タイ国立タマサート大学に
て授業
ゼミ合宿
東南アジア研修旅行
「卒業論文発表会」の設立
と運営
学生による情報型NGOの
設立及びコーディネート
e－Learningシステムの開
発と運用
英語カリキュラム作成及び
英語授業の編成
ピデオ，映画の利用
情報リテラシー教育の高度
化に対応する試行教育
JABEE（日本技術老認定機
構）による教育内容の外部
評価を試行受審することを
決定
新潟国際情報大学情報シス
テムの構築整備
普通教室へのパソコソの配
備及び増強
日本商工会議所主催の簿記
検定対策
新入生教育においての自己
分析の取り入れ
平成13年度海外夏期セミ
ナー及び派遺留学制度留学
報告書の編集
平成13年度紅翔祭海外夏期
セミナー発表
平成14年ワールドカヅプボ
ラソティア参加
実施年月
平成11年一平成12年
平成12年一平成14年
平成14年8月
平成！4年8月
毎年
平成！0年9月
平成13年11月
平成14年3月
平成10年一平成13年
6月
平成5年4月以降
平成7年から毎年
平成13年9月から1
月，平成14年7から
12月
平成14年度
平成5年8月～平成
8年3月
平成13年4月
平成14年4月
平成14年4月24日
一現在
平成13年4月～
平成13年2月
平成13年！0月27日・
28日
平成14年6月15日
教育活動事項の概要
ロシア・中国・韓国・アメリカの提携校に2年次後期に学
生を派遣し，語学科目及び講義科目を履修し単位を与える制
度を創設した。これまでさしたる事故もなく，予期以上の教
育効果を上げている。
国際交流協定校の中国・北京師範大学への学生留学派遣ブ
ログラムの立案・企画・運営・実施
タマサート大学大学院政治学専攻学生を対象にした英語に
よるシソポジウムに参加L，r日本の戦後政治と外交」につ
いて報告した。
タマサート大学教養学部日本語学科の学部学生と大学院学
生に，日本語でr小泉政権と日本政治」について議義をし
た。
毎年，ゼミ合宿により，寝食をともにしなカミら集中的な指
導をLた。
ゼミ学生を東南アジア旅行に引率することにより，学生の
東南アジア理解を一層深めた。
本学r卒業論文発表会」の新規設立と運営
学生による情報型NGO（新潟ボラソティア情報セソター）
の設立及びコーディネート
NECにおいてe・Leamingシステム（Cultiiva）の開発を推進
し，管理監督老対象の一斉教育に適用。
委員会の主査などにたり英語カリキュラムの作成や英語授
業の編成などをまとめた。
マーケティソグは実学であり，多くの企業の成功事例など
をビデオに録画L，講義の中で活用Lた。映画「スーパー
の女」も事例とLて上映した。
入学時に従来の情報リテラシー能力を既に修得Lている学
生に対L，さらに高度な情報リテラシー教育の内容を確定
するための試行教育を実施。
「Information　Systems」領域では初めて。審査用資料準
備。
新潟国際情報大学設立に先立ち情報システム機器の選定，
構築を行い，当時としては最高レベルのシステムを完成さ
せた。
普通教室ヘパソコソを配備する提案が受げ入れられた。（50
台）
更に30台のパソコソの増強が認められた。
日本商工会議所主催の簿記検定試験（1級一3級）対策を，
正規の時間外のエクステソショソ・プログラムとして実施。
合格に向けて無駄のない効果的プログラム。
Thomdikeの言うr杜会的知能」，D．Goldmanの言う「EQ
（情動指数）」に照らした自已分析を用いて，学力に加え，
実杜会での活躍のための力を学生自らカミ認識できるように
指導Lた。
留学参加学生と協力L，清報システム学科分担箇所の編集
を担当した。
学生と協力し，紅翔祭で留学成果の発表を行った。
学生とともにワールドカップボラソティアに参加した。
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第4章　研究活動及び研究体制
1　教員の研究業績
（1）教員の研究業績及び主要研究フ■一マ
　　1）情報文化学科
　①現状についての点検及び説明
　　　　清報文化学科におげる教員の研究業績及び主要研究テーマの特色は，その学際的
　　　性格にある。すなわち学科の教育の柱である国際研究と地域研究を中心に，きわめ
　　　て多様な研究が発表されてきた。また主として地域研究に携わる教員も国際研究の
　　　手法を用いて研究を行っていること，同時に，国際研究に携わる教員が地域研究を
　　　視野に入れて研究を行っていることも，重要な特色の一つとして挙げられよう。さ
　　　らに外国語教育にかかわる研究の発表，加えて外国人の専任教員による日本研究が
　　　充実していることなども，本学科の性格を反映するものである。
　　　　各教員の主要研究テーマは以下のとおりである。
　　　　日本と中国の政治思想の比較。日中関係の歴史。韓国人作家と日本人作家の比較
　　　研究。日本と朝鮮半島関係の歴史。ロシア外交と東アジア。環日本海研究と自治体
　　　の国際交流。日本の学校教育の歴史。現代アメリカ政治研究。現代アメリカ経済研
　　　究。アメリカ女性作家の研究。タイ政治研究。フィリピソ杜会研究。EUの政治経済
　　　研究。アフリカ研究。平和研究とNGO。国際法とテロリズム。地球環境間題。英語
　　　教育の手法。
②その分析及び評価
　　以上挙げたように，教員の研究テーマは「対象となる地域」と「分析の手法」の
　2点において多様性に富んでいるといえる。対象地域については，外国語教育の柱
　である中国，韓国，ロシア，アメリカが占める比重が大きいことは言うまでもない
　が，同時に東南アジア，ヨーロッパ，アフリカなどを対象とするスタッフがそろっ
　ていることも特色の一つである。この点は学生の国際理解を深める上で重要な点で
　あろう。また中国，韓国，ロシア，アメリカ研究に携わっている教員が原則として，
　地域言語の教育を担当している。これによって，学生は単に言語のみならず，特定
　の地域や国家の歴史や文化について深く学ぶことが可能になっていると言える。
　　特色の第2は，分析手法の多様性である。すなわち，政治学，経済学，法学，歴
　史学，杜会学，文学，地理学など既存の学問分野に基づく分析が行われているのみ
　ならず，国際研究の新しい理論や手法に基づき，研究が発表されている。関連して
　地球環境間題は自然科学の手法によって研究が発表されており，この点は環境問題
　が国際政治において重要な位置付けを占めつつある今日，杜会科学と自然科学を結
　びつける学際的手法の重要性を示すものである。
　　特色の第3は，前述したように外国人スタッフによる日本研究が充実しているこ
　とである。先に挙げた主要研究テーマのうち，日本と中国の政治思想の比較，韓国
　人作家と日本人作家の比較，また日本の学校教育の歴史は，それぞれ中国，韓国，
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ロシアの教員によるものである。このように日本人以外の目から見た日本研究が充
実していることは，本学科の特色の一つである。この点は，学生の異文化理解を充
実させるという点からも望ましいと言える。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　情報文化学科においては，引き続き対象地域と分析手法の多様性が維持されてい
　くことが必要である。また外国人専任教員による日本研究の充実は学科の重要な特
　色の一つではあるが，反面日本人スタッフによる日本研究が行われていないという
　間題もある。この点は今後の課題として検討する必要があろう。
2）情報システム学科
①　現状についての点検及び説明
　　情報システム学科では，幅広い専門分野をカバーする教員を集めている関係で，
　教員の研究分野は，自然科学，杜会科学から人文科学まで多岐にわたっている。情
　報システムを対象としている学科の性格上，学際的な研究や，異たる分野の教員と
　の共同研究が多いのが特徴である。
　　r情報とシステム」分野に関する主要な研究テーマは，情報システム教育のため
　のピジネスモデル，情報リテラシ教育の高度化研究，都市情報システム，地域情報
　化の調査研究，大学内情報サーピスシステムの開発，e一ラーニソグ，各種調査データ
　の統計解析たどである。
　　r人間と杜会」分野に関する主要な研究テーマは，人間情報工学，認知心理学，
　杜会調査データ分析，行動科学，運動生理学などである。
　　r組織と経営」分野に関する主要な研究テーマは，イソターネットを活用した経
　営モデル，イソターネット広告効果，生産・物流システムシミュレーショソ，研究
　開発マネージメソト，会計監査，連結会計制度などである。
　　rコソピュータと通信」分野に関する主要な研究テーマは，情報セキュリティ技
　術，オブジェクト指向分析・設計方法論，ネットワーキソグ，ファジー理論を用い
　た画像処理，光ファイバー伝送用デバイスなどである。
　　r論理と数理」分野に関する主要牟研究テーマは，多変量解析，オペレーショソ
　ズリサーチ，数理論理学，人工知能などである。
②その分析及び評価
　　研究テーマは，情報システムの開発に関するものと情報システムの活用に関する
　ものの2つに大別されている。
　　情報システムの開発に関する研究は，r情報とシステム」分野とrコソピュータと
　通信」分野にまたがるものが多く，情報システムの分析，設計技術は，先端的なコ
　ソピュータのハードウェア，ソフトウェアの基本技術が前提となっており，相互の
　情報交流が必須である。
　　情報システムの活用に関する研究は，r組織と経営」分野またはr人問と杜会」分
　野と「情報とシステム」分野にまたがるものが多く，企業や杜会における情報シス
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テムのあり方を論じた研究や，新しいピジネスモデルを評価した研究が中心である。
また，これらの研究には，コソピュータを使ったアソケート結果の統計的分析や，
シ干ユレーショソなどが必須であり，r論理と数理」分野の分析方法論が重要な役割
を担っている。
　以上から，本学科の多分野にまたがる教員構成が，教員相互間の情報交換を活発
にし，学際的な研究の促進に寄与しているということが出来る。その反面，各教員
の研究テーマは全て異なっているといっても良く，学内において同一分野内の研究
における切瑳琢磨の機会が少ないという問題が内在している。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　学内において同一分野内の研究における切瑳琢磨の機会が少ないことを補う方策
　としては，学会活動をさらに活発に行い，他大学における先端的研究の調査や他大
　学との共同研究を増やしていくことが必要である。
（2）研究成果の発表方法及び発表状況
　1）情報文化学科
　①現状についての点検及び説明
　　　研究成果の発表方法としては，著書及び学術論文，さらに学会たどでの口頭発表
　　がある。学術論文については，単独で執筆し，発表することが基本原則である。ま
　　た複数の研究者による著書（共著）においては，執筆箇所を明記して初めて研究業
　　績として認められる。
　　　発表状況については，以下のとおりである。この5年問に専任教員全員が著書（共
　　著を含む。）又は複数の学術論文を発表Lた。そのうち1冊以上の単著を刊行した老
　　は4人おり，5本以上の学術論文を発表した老が10人，10本以上の論文を発表した
　　者が3人であった。その他，学内，学外を含む複数の研究者による共同の翻訳書の
　　出版や所属学会における口頭発表たど発表の方法は多岐にわたり，発表状況は活発
　　である。
②その分析及び評価
　　全体として，専任教員全員が複数の著書（共著を含む。）又は学術論文を発表して
　おり，着実に研究成果を挙げていると言える。特に次の点に注目する必要があろう。
　第1に，この5年問に1冊以上の単著を刊行した教員4人のうち1人（教授）は平
　成10年12月，平成13年9月，平成14年9月と合計3冊の単著を発表した。このよう
　に積極的な研究姿勢を示している教員が本学科の教授陣の中に存在することは，本
　学科の研究と教育の充実にとって意義カミある。
　　第2に，助教授や講師など比較的年齢層の若い教員が積極的に研究に取り組み，
　複数の共著や学術論文を発表していることである。こうした研究成果を積み重ねる
　ことによって，博士の学位取得や単独の研究書の刊行が可能になることを考えると，
　近い将来多数の教員が研究成果を取りまとめて，その成果を世に間うことが期待で
　きる。
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　第3に，研究成果を発表する言語が多岐にわたっていることである。この点は，
外国籍の教員が4人いるという本学科の性格を考えれぼ，当然であろう。同時に日
本人教員の中からも比較的若い世代を中心に，英語など外国語により学会発表や論
文執筆を行う教員が最近増加しつつある。この点は，研究のグローバル化を図る意
味からも好ましい傾向である。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　特に30歳代から40歳代の比較的若い世代の教員が積極的に研究に取り組んでいる
　ことは，評価できる。しかし，教育と研究内容の充実，さらに大学内の様々な業務
　といういわぱ三足の草軽をはきこたしていくことは，並大低ではない。教員の研究
　成果の取り纏めを促進するためには，大学における仕事のあり方について，再検討
　の必要があろう。また制度として整えられ，施行が始まった教員の海外研究・研修
　を充実させていくことも重要であろう。
　　本学科教員の研究テーマは，地域研究，国際研究とも海外の大学や研究機関との
　交流が必要なものである。その点で研究と教育におげる国際交流にもっと努力する
　必要がある。そうした努力は教員総体としての研究の質を国際的に通用するレベル
　に引き上げるのみたらず，学生教育の内容充実にとっても有意義なことであろう。
2）情報システム学科
①現状についての点検及び説明
　　研究成果は，著書出版又は学会誌，学術雑誌，本学紀要，NUISレポートなどへの
　論文発表や国内外の学会での口頭発表で公表している。これらの件数の推移は以下
　のとおりである。
年　　度 　　　論　　　　　　　文　　　　　　　　　　　　　　　　　学会発表国　　際　　国　　内　　本学紀要
著　　書
平成11年度
平成12年度
平成13年度
1 14
7
1
　特に，平成13年度の国際学会での研究発表をとりあげて列記すると以下のとおり
である。
　“Optica1Gate　Integrating　a　Photodiode　and　an　E1ectroabsorption　Modu1ator”（近藤）
　“InterMediator　Agent　to　obtain　Condensed　Information　for　i－business”（宗沢）
　“An　Extension　of　Martin－Lof’s　Type　Theory　with　an　Evo1ution　Re1ation”（石井）
　“A　Proposal　for　a　Swap－type　Mutation　of　the　Genetic　A1gorithm　and　Its　App1ication　to
　Job　Shop　Schedu1ing　Prob1ems”（樋口）
　“A　Modu1e－Based　S1mu1at1on　Mode1mg　and　Management　for　Supp1y　Cha1n　Systems　on
　Dai1y　Commodities”（佐々木）
　平成13年度の著書3点は以下のとおりである。
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rイメージと認知」（松井）：共薯
r日常認知の心理学」（松井）：共著
「監査人としての公認会計士の責任一英米の先例に学ぶ対第三老責任明確化への方向
性一」（安達）：単著
②その分析及び評価
　　研究成果の発表は，着実に行われているが，研究論文は教員一人あたり年平均1
　件程度であり物足りない。複数の論文を発表している教員もいるが，発表O件の教
　員も存在する。
　　国際学会での研究発表が平成13年度に増加傾向であることは評価に値する。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　全教員が毎年少なくとも1件の研究発表を行うように研究活動にも力を入れるべ
　きである。さらに，国際学会において研究発表を行い，国際的にも評価される研究
　を増やすことが望まれる。
2　共同研究等
（1）共同研究の実施方針・受託研究等の受け入れ方針・実施体制及び実施状況
　　1）情報文化学科
　　①現状についての点検及び説明
　　　　情報文化学科の研究と教育におげる2つの大きな柱，地域研究と国際研究に関連
　　　するテーマについて，個々の教員の研究を充実させ発展させることを目的に学内の
　　　共同研究及び学外老との共同研究が行われてきた。本学開学の年度である平成6年
　　　度から平成14年度までにおいて，情報文化学科の教員を研究代表老として行われた
　　　学内共同研究のテーマは，以下のとおりである。
　　　　円高不況による新潟県内主要地場産地の影響とその対応。情報文化研究のための
　　　フォーラム開設。新潟における地方政治の研究。EUの新展開に見る「近代主権国家
　　　の再検討」。東アジアにおける近代化と国際関係の変容。東日本における山地の環境
　　　特性とクリテイカル・バウソダリーに関する研究。欧州国家統合の研究。東アジア
　　　における国民国家形成の思想と現実。東アジアにおける儒教杜会と近代化一中国と
　　　朝鮮の比較研究。東アジアにおける国民国家形成の文化と国際環境。「国際政治学批
　　　判」一国際政治理論における文化論的視座の重要性。21世紀の国際平和の諸条件に
　　　関する学際的研究一「軍事経済」・「国際世論」・「国際犯罪」を考える一。東アジアと
　　　アメリカー近代化と移民体験一。近代東アジアにおける思想と文学。
　　　　また学外との共同研究のうち，情報文化学科教員が関与して行われたもの（テー
　　　マと相手方機関）は，以下のとおりである。
　　　　カムチャッカ半島における氷河をとりまく水循環過程及びその変遷に関する研究
　　　（北海道大学低温科学研究所）。ロシアの対外政策（北海道大学スラブ研究セソ
　　　ター）。新潟における地方政治の研究（新潟日報）。市民政治の展開とその展望に関
　　　する理論的・実証的研究一現代民主主義理論の再構築（駿河台大学他）。北極域ツソ
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ドラ環境変動の研究（国立極地研究所）。東アジアの安全保障構想。
　以上の研究成果の一部は，本学情報文化学部紀要に学術論文として発表されてき
た。平成10年3月に第1号が発刊されて以来，平成14年3月の第5号までに紀要に
論文を発表した情報文化学科教員数は，それぞれ以下のとおりである。
　第1号（8人），第2号（6人），第3号（6人），第4号（2人），第5号（7人）
　また本学の公刊助成によって，平成7年度から平成15年度までの問に合計7件の
研究書が出版された。それらはすべて，情報文化学科教員による単著である。著書
の題目は以下のとおりである。
　部族と国家。日本近代思想家一福沢諭吉。Corne1ius　van　Bynkershoek。察元培
一東西文化の橋。自治体外交一新潟の実践・友好から協カヘ。ロシアの対外政策と
アジア太平洋一脱イデオロギーの検証。日本教育の成立史。
②その分析及び評価
　　上記のように，個々の教員のテーマに関連し，それぞれのテーマを発展させるた
　めの共同研究が活発に行われてきた。またその成果ぽ学術刊行物として出版された
　ほか，研究成果の一部が紀要に発表されている。共同研究のテーマとしては，東ア
　ジアの歴史や政治に関連した題目が特に多く，その他新潟やヨーロッパ統合を扱っ
　たものが目立っている。さらに最近では，国際政治について各教員の専門領域を生
　かした学際的研究が行われるようになったことも重要な点であろう。
　　ただし，共同研究の成果がどのように発表されているかについては，間題もある。
　確かに個々の教員は研究成果の一部を学術論文たどの形で明らかにしている。しか
　し，共同研究そのものの成果が公刊されていないことは，残念である。共同研究で
　ある以上，教員がそれぞれぱらぱらにその成果を発表するのではなく，共同研究と
　しての成果がまとまって発表されることが望’ましい。すなわち共同で執筆された研
　究書などが成果として刊行されることが必要であろう。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　既に述べたように，本学科においては，地域研究と国際研究にちなんだテーマに
　よる共同研究が活発に行われてきた。個々の教員については，その成果を十分発表
　していると言える。しかし，成果の発表方法としては，間題点もある。今後は共同
　研究の成果をまとまった研究書として出版していく努力が必要である。これについ
　ては，学内，学外の両方の研究について言えるが，特に学内の共同研究の成果を出
　版することは，本学の教育と研究の特色を外部に明らかにするためにも必要である。
　そのためには，現在単著に限定されている公刊助成を共同の研究書にも適用するな
　どの措置を考える必要があろう。
2）情報システム学科
①現状についての点検及び説明
　　情報システム学科の教員が民間企業，他大学の研究老等と共同で行う共同研究の
　件数は，表20のr共同研究実施状況の②学外共同研究」に示すとおり毎年1～3件
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である。
　学内の複数の教員で行う共同研究は，平成11年度5件，平成12年度5件，平成13
年度4件と定常的に行われている。
　研究費は各100万円程度で，異なる分野の教員が異なる視点から共通のテーマを研
究する場合と，同一分野の教員が，新しい教育カリキュラムを検討する場合などに
活用され，その成果が教育に活かされている。
　平成13年度の学内共同研究（情報システム学科教員が研究代表老のもの）4件の
テーマは以下のとおりである。
　rイソターネット・マーケティソグとWebサイトの双方向性」
　r新潟県における中小企業の情報化の現状と今後の指針」
　「地域情報化貢献のためのポータルサイトの実施と活用法の研究」
　「晴報リテラシ教育の高度化に対応する教育方法に関する研究」
　受託研究については，公式の受け入れ組織はなく，個々の教員が関係企業等にコ
ソサルティソグを行っている程度である。
②その分析及び評価
　　異なる分野の教員間での学内共同研究が活発に行われていることは評価できる。
　ただし，共同研究の成果が，個人の研究や学生教育に充分に活かされているとはい
　えないのが実情であろう。
　　先に述べたように，本学科の特色として同一分野の研究をしている教員数が少な
　い実情から，他大学の同一分野の教員との交流が重要になってくるが，それを推進
　する機会として，情報システム学科では私立大学情報教育協会が主催する“サイバー
　キャソパス・コソソーシアム”に参加している。本コソソーシアムは，同一分野に
　属する多くの大学の教員間で，教育用教材の共同開発，共同利用を可能にするため
　の研究を行っており，情報システム学科教員のうち12人が参加している。他大学の
　同一分野専攻の教員との交流を行う良い機会とたろう。
　　受託研究については，情報システムの企業での活用実態や導入の問題点を知る良
　いチャソスであり推進することが望ましいが，助手，大学院生，研究生がいない現
　状においてはブログラミソグなどの実作業を教員が自ら行う時問的余裕がなく拡大
　することが出来ないのが実情である。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　共同研究については，その成果に対する評価を強化し，成果を発表会等で公表す
　るシステムを確立する必要があろう。とくに学外との共同研究を推進することが重
　要である。
　　受託研究については，産学協同による地域貢献という意味と教員のリフレッシュ
　という意味で実現が望まれるが，実作業要員の確保と教員の時間的余裕が実現の鍵
　とたる。公式の受入組織が出来れば，地域に対するPR効果は大きいと思われる。
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3　学会等における活動状況
（1）学会への参加・活動状況及び学会の組織運當への参加状況
　　1）情報文化学科
　　①現状についての点検及び説明
　　　　専任教員はそれぞれ国際研究，地域研究の分野における学会に所属し，活動して
　　　いる。また複数の教員がこの5年間に学会で口頭による研究発表を行った。さらに
　　　研究テーマに関連する講演等を地域杜会の中で積極的に行っている教員が多いこと
　　　も，本学科における研究活動の特色の一つである。
　　　　また4人の教員が学会の役員として組織運営において重要た役割を果たしてい
　　　る。具体的に挙げると，中国日本史学会理事，中国杜会科学研究会幹事（教授），ロ
　　　シア東欧学会理事（教授），日本アフリカ学会評議員（教授），日本平和学会理事（講
　　　師），などである。
②その分析及び評価
　　各教員はそれぞれ異なった地域を研究対象にし，異なった手法によって分析を
　行っている。専任教員の所属学会が多様であることは，本学科の学際的性格をその
　まま表すものである。教員の学会への参加，また活動の状況は活発であり，また発
　表する学術論文と関連したテーマについて口頭の報告を行っている教員も多い。た
　だし，学会の組織運営に参加している教員数は，必ずしも多くはない。この点は，
　情報文化学科が比較的年代の若い教員層から構成されていることに起因すると思わ
　れる。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　専任教員の学会への参加と活動状況及び学会の組織運営への参加状況について
　は，特に大きな問題たたい。むろん学会の組織運営において重要な役割を果たすよ
　うな教員が今後増大していくことが望ましいが，この点は本学科の教員の年齢が上
　がっていくにつれて徐々に変化していくと思われる。
2）情報システム学科
①現状についての点検及び説明
　　情報システム学科教員の参加する学会は，教員の研究分野が広範囲なため，多岐
　にわたっている。最も多数の教員が参加する学会は，情報処理学会，電子情報通信
　学会であるが，応用統計学会，日本教育工学会，日本広告学会，応用物理学会，人
　工知能学会，日本運動生理学会，研究技術計画学会，日本OR学会，経営情報学会，
　日本会計研究学会，日本ソフトウェア科学会，日本心理学会，日本杜会情報学会，
　地理情報システム学会，日本人問工学会，日本杜会学会，日本生産管理学会，日本
　官能評価学会などにも所属している。
　　教員の中には，学会の理事，評議員，各種委員会委員，学会実行委員等を引き受
　けて活躍している老も多い。例をあげれぱ，日本官能評価学会理事，日本工学教育
　協会国際委員，応用物理学会学術講演会実行委員，日本広告学会評議員，情報処理
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学会r情報システムと杜会環境研究会」運営委員，情報処理学会代表会員，新潟県
体育学会理事，日本情報処理開発協会「ユーザ問題等検討委員会」委員長，日本計
算機統計学会評議員，日本認知科学学会常任運営委員，日本杜会情報学会評議員，
日本人問工学会評議員たどである。
　研究成果の発表は，本学紀要への発表を除けぱ，ほとんどが学会での口頭発表と
学会誌への発表である。平成13年度におけるその件数は，論文発表14件，口頭発表
8件である。
②その分析及び評価
　　研究発表に関しては，学会の場を充分活用しているといってよい。ただし，情報
　システムという学際的かつ広い領域を対象とする新しい学間に対する学会は現時点
　では存在しておらず，清報システムに関する研究発表は，既存の学会（例えぱ清報処
　理学会：コソピュータ中心）の中で行われているのが現状である。情報システムに関
　する研究発表をメイソとする“情報システム学会”等が設立されれぱ，本学教員の
　研究発表がやり易くなる。
　　学会の組織運営への参加については，かなり活発に参加しているといってよいが，
　ほとんどの学会が東京中心に活動しており，新潟という地理的条件から不利である
　ことは否めない。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　学会の組織運営において積極的に重要な役割を果たす本学教員が増加していくこ
　とが望ましい。本学が発起人となり“情報システム学会”を設立する可能性を探っ
　てみたい。
（2）本学における学会・研究会等の開催状況
　1）情報文化学科
　①現状についての点検及び説明
　　　本学においては，開学以来2回の学会の大会が開催された。第1回目は平成8年
　　に開催された情報処理学会であり，第2回目は平成9年の日本アフリカ学会である。
　　このうち情報文化学科の教員が中心になって開催されたのは，後者である。平成9
　　年5月31日及び6月1日の両日，日本アフリカ学会を主催老とする第34回日本アフ
　　リカ学会学術大会が本学において開催され，250人が参加した。本大会には当該学会
　　員のみならず，本学教員も多数参加し，当日の運営などに協力した。
　　　次に研究会活動の代表として挙げられるのは，国際シソポジウムr東北アジア歴
　　史像の共有を求めて」が開催されたことである。平成12年7月29日と30日の両日，
　　同シソポジウム実行委員会と本学を主催老として，上記のテーマによるシソポシウ
　　ムが開催された。2日間のうち，初日は新潟会館で，2日目は本学で開催され，100
　　人以上が参加した。同シソポジウムには，ロシア，中国，韓国などの研究老をはじ
　　め日本国内外の研究老が出席して，基調報告と活発な討論を行った。また情報文化
　　学科教員のうち合計5人の教員が実行委員会に参加して開催の準備とシソポジウム
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当日の運営に努力したほか，コメソテーター及びコーディネーターとして議論に加
わった。さらに県内の大学関係者も多数参加した。
②その分析及び評価
　　上記のように，情報文化学科教員が中心となって開催された全国規模の学会の研
　究大会は1件，学会に準ずるシソポジウムの開催が1件である。この数は本学が未
　だ開学以来10年を経ていないこと，1学部2学科の規模の小さい大学であることを
　考慮に入れても決して多いとはいえない。今後は学会の研究大会開催や国際シソポ
　ジウムなどの開催にもっと努力する必要がある。
　　しかし，開催された上記2件は，いずれも成功であったといえよう。第1に，学
　会やシソポジウムは内外の研究老が集う国際交流の重要な機会である。その意味で
　2件とも，本学が教育と研究において目指す国際化の方針を対外的にアピールする
　役割を果たしたといえる。第2に，本学学生にとっても内外の研究老の報告を直接
　聞くことのできる数少ないチャソスであった。すなわち学生に対する教育的効果と
　いう点からも，大きな役割を果たしたといえる。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　今後は学会の研究大会開催や国際シソポジウムたどの開催に向けもっと努力する
　必要があろう。なぜなら，こうした企画は本学の教育研究の基本方針を対外的にア
　ピールするためにも，教員の研究の質を向上させるためにも，さらには学生に対す
　る教育効果という点からも意義があるからである。
　　しかし，学会や国際シソポジウムなどを成功させるためには相当程度の労力と資
　金が必要であり，その問題が解決しなければ安易に開催を引き受けることは不可能
　である。そこで次の2点を検討すべきである。第1に，学会や国際シソポジウム開
　催のために学内の資金を利用すると同時に科学研究費補助金などを積極的に申請す
　ることである。第2に，海外から複数の研究者を招聴してシソポジウムなどを開催
　することは，かなりの準備期問を必要とし，容易ではない。しかし，国内外の研究
　者を1人招聴して行う研究会を年に2回程度開催することは，現教員数においても
　可能である。そうした研究会を積み重ねることによって，より規模の大きい学会や
　研究会の開催が可能になると思われる。
2）情報システム学科
①現状についての点検及び説明
　　本学における学会の開催は，平成8年に情報処理学会r第60回清報システム研究
　会」を産学からの参加老約100人により開催した。平成10年には，開学5周年記念講
　演会を日本アイ・ビー・エム杜長（当時）北城格太郎氏を招いて開催した。テーマ
　はre一ピジネスと企業経営」であり，約300人の参加があった。この後，本学での学
　会は開かれていない。
　　しかし，平成15年度には開学10周年記念事業の一環として，学術シソポジウムが
　計画されており，r電子自治体の展望と大学の役割」というテーマで，産官学からの
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参加老を集めてディスカッショソを行う予定である。また，平成15年度には，情報
処理学会「情報システムと杜会環境研究会」及び日本計算機統計学会を本学教員が
中心にたり新潟で開催することが決まっている。
②その分析及び評価
　　学会招噺こついては，以上に述べたように，しぱらく空白時期があったが，平成
　15年度は活発な活動が予定されている。特に新潟の産業界との結びつきを深める効
　果も期待できるので，情報システム関連の学会，研究会などを継続的に実施してい
　くことが望まれる。
③将来の改善及び改革に向けた方策
　　開学ユO周年記念事業をきっかけとして，シソポジウムまたは学会招賠を毎年継続
　的に実施し，研究活動の活性化と地域の活性化に貢献することを考えたい。
4　研究体制
（1）研究体制の整備及び研究費等の予算
　　　大学における教育の基盤となる研究活動をサポートする研究費として，個々の専任
　　教員及び特任教員には，個人研究費と個人研究旅費が支給される。これらの額は，職
　　位に関係なく一律研究費32万円（平成8年度以前は30万円）及び研究旅費20万円であ
　　る（表15及び表16）。
　　　また，複数の教員が共同で研究活動を行う場合は，学内共同研究費が別途支給され
　　る。予算額として約800万円（平成14年度予算）が計上されているが，そのうち約100
　　万円は出版助成に当てられ，700万円が共同研究活動のために，申請に基づき審査を経
　　て交付される（表17）。その他，学外からの資金として政府関連及び民問からの研究助
　　成金として約800万円を得ている（表18）。ただ，残念ながら科学研究費補助金に関し
　　ては平成8年度以降採択の実績はない（表19）。
　　　旅費としては，個人研究旅費以外に，国際会議での論文発表や研究調査のための海
　　外旅費補助金がある。国際会議での座長や論文発表には15万円，調査や会議出席には
　　10万円を上隈として旅費が補助される。ただし，予算枠内での支給のため，申請のす
　　べてが認められるわけではたい。教員の長期（半年から1年間）にわたる海外研修に
　　関しても別途旅費が支給される。（詳細については，r国際交流」で述べる。）
　　　本学の研究活動に対する支援体制については，他大学の比較データが乏しく評価が
　　難しいところではあるが，学内共同研究費や海外旅費補助などの制度があって一応評
　　価できる整備状況にあると考えられる。ただ，現在の経済状況や少子化の動向から，
　　本学独自の研究支援状況がより改善される見込みは厳しい状況にある。従って，科学
　　研究費補助金や受託研究費など外部からの研究助成金の確保を図っていかなけれぼた
　　らない。
　　　さらに，平等主義的画一的配分ではなく，教育や研究において優れた成果をあげた
　　教員へ研究費を傾斜配分するなどして，教育研究活動への活性化を推進していく必要
　　がある。
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（2）科学研究費補助金・その他研究助成金等外部資金の導入
①　現状についての点検及び説明
　　科学研究費補助金については，表19のとおり学部全体で平成7年度2件，平成8年
　度5件，平成9年度4件，平成10年度3件，平成11年度2件，平成12年度1件，平成
　13年度6件の申請を行ったが，採択されたのは平成7年度の1件（情報文化学科教員
　申請）のみであった。
　　その他学外からの研究費として，情報文化学科では平成13年度r高等教育研究改革
　推進経費」に1件申請し，採択された。研究題目はr新しい体験型市民教育の試み一地
　域ボラソテイアのための情報型NGOの設立・運営」で，助成金100万円の補助を受げた。
　　情報システム学科では，同様平成13年度r高等教育研究改革推進経費」に次の4件
　の研究課題が採択され，助成金合計550万円の補助を受けた。
　　・海外セミナーによるグローバルな情報システム構築能力の養成
　　・商用データベースと検索エソジソを活用したイソターネットによる情報検索教育
　　・地域情報化貢献のためのポータルサイトの実施と活用
　　・イソターネットを用いたマーケティソグ教育・ウエブ広告の評価
　　また，同年度にr教育・学習方法等の改善経費」に1件申請し，採択された。課題
　名は「情報リテラシー教育の高度化に対応する教育方法に関する研究」で，助成金80
　万円の補助を受げた。
②その分析及び評価並びに将来の改善に向けた方策
　　学外からの研究費を獲得しようとする試みが，一般に活発に行われなかったと思わ
　れる。特に科学研究費補助金については申請そのものの件数が少ない。その中で開学
　から2年目に1件の採択があったことは学部全体をみても好ましいことであったと言
　える。
　　またr高等教育研究改革推進経費」及びr教育・学習方法等の改善経費」において
　採択されたテーマは，本学の国際化教育並びに情報教育の実施に関し，高い教育効果
　が期待できるものである。
　　今後は学外からの研究費獲得に向けてもっと努力する必要がある。そのためには，
　科学研究費補助金をはじめ各種研究助成金等への応募・申請を積極的に行うべきであ
　る。
（3）研究誌等の刊行及び発行状況
　　研究活動を公表するために，大学全体としてはr新潟国際情報大学紀要」を刊行し
　ている。平成10年3月の第1号を刊行以来，毎年1回発刊し，学外の227個所へ配布し
　ている（表21）。
　　また，共同研究費の一部を研究成果の出版助成に充て，表22のとおり平成13年度ま
　でに7件が出版された。
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表15専任教員に配分される研究費
年　　度 総額（A）
平成6年度　　11，300，000
　総額（B）
（学科等の共同
研究費を除く）
6，300，000
専任教員数
　　（C）
21
教員1人当
たりの額①
　　（A／C）
538，095
教員1人当
たりの額②
　　（B／C）
300，000
備　考
平成7年度　　14，000，OOO9，000，000 30 466，666 300，000
平成8年度　　22，300，00012，300，000 41 543，902 300，000
平成9年度　　21，620，00013，120，000 41 527，317 320，O00
平成10年度　　20，300，00012，800，000 40 507，500 320，000
平成11年度　　2ユ，620，00013，120，000 41 527，317 320，000
平成12年度　　21，552，00012，480，000 39 552，615 320，000
平成13年度　　27，775，00012，480，000 39 712，179 320，000
合計ユ60，467，0009ユ，600，000292 4，375，59ユ2，500，000
［注コ1　研究費総額（A）は，学科等に支給される研究費も含めたすべての研究費の総額である。
　　2　研究費総額（B）は，教員個人が専らその研究の用に充てるために支給される経常的経費（い
　　　わゆる個人研究費）の総額である。
　　3　この表におげる研究費には旅費は含まれない。
表16専任教員の研究旅費（平成13年度）
区　　　分
国　外　留　学
長　期　　短　期
国内留学
長　　期
学会等出張旅費
国　外 国　内
備　　　　考
総額7ユ8，040 753，8375，9ユ2，606
支給件数 1 150
1人当たり　　　　　　　ユ8，4ユユ支　給　額 19，329 15ユ，605専任教員数　39人
［注］1　r1人当たりの支給額」は，総額を当該年度の専任教員数で割って算出した額である。
　　2　留学の「長期」は1年以上のものをいい，「短期」は1年未満のものをいう。
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奉17学内共同研究費
年　　度
平成6年度
平成7年度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成11年度
平成！2年度
平成13年度
総　　額
5，000，000
5，000，000
5，000，000
7，000，000
7，O00，000
7，000，000
7，272，000
7，195，000
利用件数
11
備　　　　考
［注］　この表でいう「学内共同研究費」とは，予算上措置されている研究費で，個人研究及
　　び共同研究を問わず，申請に基づき審査を経て交付される研究費を指す。
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表18教員研究費種別
研究費の内訳
研　究　費　総　額
学
学
外
経常研究費（教員当り
積算校費総額）
学内共同研究費
科学研究費補助金
政府若しくは政府関連
法人からの研究助成金
民間の研究助成財団等
からの研究助成金
奨学寄附金
受託研究費
共同研究費
そ　の　他
平成11年度
研究費（円）
21，620，000
13，120，000
7，000，OOO
1，000，000
500
研究費総額に
対する割合
　（％）
！00．O％
60．7％
32，4％
4．6％
2．3％
平成12年度
研究費（円）
21，552，OOO
12，480，OOO
7，272，OOO
！，000，000
800，OOO
研究費総額に
対する割合
　（％）
100．O％
57．9％
33．8％
4．6％
3．7％
平成13年度
研究費（円）
27，775，000
12，480，O00
7，195，000
7，300，OOO
800，OOO
研究費総額に
対する割合
　（％）
100．O％
44．9％
25．9％
26．3％
2．9％
表19科学研究費の採択状況
区　　　分
申請件数（A）
採択件数（B）
採択率（B／A・％）
平成7年度
1
50％
平成8年度
O％
平成9年度
O％
平成！0年度
O％
平成11年度
O％
平成12年度
O％
平成13年度
O％
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表20共同研究実施状況
①　学内共同研究
年度
10
研 究　　　　課　　　　題
新潟における情報システム状況調査
コソピュータにおげる中・露・コリア語入・出力環境整備
コソピュータネットワークにおけるコミュニケーショソの研究
新潟県内企業の新製品開発におげる研究とマーケティソグ
円高不況による新潟県内主要地場産地の影響とその対応
情報文化研究のためのフォーラムの開設
ネットワークを介した遠隔地コミュニケーショソが人問の認知に与える影響
学内LANを利用した就職情報検索のためのDBの構築
教育方法研究のためのフォーラム
酸素摂取及び血中乳酸値によるフィットネストレーニソグの運動強度及び効率の検討
新潟国際唐報大学卒業論文検索システムの構築
新潟における地方政治の研究
マルチメディア教材作成の方法論確率のための検索研究
ネットワークを介した遠隔地コミュニケーショソが人間の認知に与える影響
新潟国際盾報大学卒業論文検索システムの構築
TA工一ジェソトによる清報教育支援環境の研究
欧米における情報システム教育の調査
新潟県製造業の新製品開発実態調査結果の解析
重心動揺と重心移動によるVDT作業環境の評価
小・中・高等学校におげる清報教育の現状の把握
学内LANを利用した就職情報検索のためのDBの構築
EUの新展開に見るr近代主権国家」の再検討
東アジアにおける近代化と国際関係の変容
新潟におげる地方政治の研究（継続）
酸素摂取及び血中乳酸値によるフィットネストレーニソグの運動強度及び効率の検討（継続）
代表的新潟県地場産業群の他地域企業との競争力比較
東日本におげる山地の環境特性とクリティカノレ・バウソダリーに関する研究
新潟国際清報大学卒業論文検索システムの構築
新潟における地方政治の研究（継続）
酸素摂取及び血中乳酸値によるフィットネストレーニソグの運動強度及び効率の検討（継続）
小・中・高等学校におげる庸報教育の現状の把握（継続）
東アジアにおげる近代化と国際関係の変容（継続）
研究代表老
竹並　輝之
宗澤　拓郎
松井　孝雄
正田　達夫
池田　庄司
原口　武彦
松井　孝雄
永井　　武
竹並　輝之
藤瀬　武彦
高木　義和
高瀬　昭治
宗澤　拓郎
松井　孝雄
高木　義和
槻木　公一
竹並　輝之
宗澤　拓郎
大山　　毅
赤木　敏子
永井　　武
臼井陽一郎
市岡　政夫
高瀬　昭治
藤瀬　武彦
宗澤　拓郎
澤口　晋一
高木　義和
高瀬　昭治
藤瀬　武彦
赤木　敏子
市岡　政夫
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（続き）
年度 研　　　　究　　　　課
欧州国家統合過程の研究
題
代表的新潟県地場産業群の他地域企業との競争力比較（2年目）
リモートセソシソグによる地域情報分析に関する研究（継続）
東アジアにおける国民国家形成の思想と現実
研究代表老
臼井陽一郎
宗澤　拓郎
高木　義和
厘　　建英11
12
13
青年肥満老の皮下脂肪厚及び体脂肪率に及ぽす高酸素トレーニソグの効果（継続）
小・中高等学校における情報教育の現状把握並びに本大学におげる情報教育内容の検討
情報システムのためのピジネスモデル及び教育環境の研究（継続）
東アジアにおげる儒教杜会と近代化一中国と朝鮮の比較研究（継続）
イ：■ターネット・マーケティソグとWebサイトの双方向性
ぺ一パーレス化時代の情報教育システムの構築（1年目）
情報システム教育のためのピジネスモデル及び教育環境の研究
東アジアにおける国民国家形成の文化と国際環境
新潟県における中小企業の情報化の現状と今後の指針（1年目）
イソターネットの双方向通信による統計数学教育とその効果の研究
東アジアにおげる儒教杜会と近代化一中国と朝鮮の比較研究（継続）
イソターネット・マーケティソグとWebサイトの双方向性（2年目）
新潟県におげる中小企業の情報化の現状と今後の指針（2年目）
「国際政治学批判」一国際政治理論におげる文化論的視座の重層性一（1年目）
地域情報化貢献のためポータルサイトの実施と活用法の研究
情報リテラシー教育の高度化に対応する教育方法に関する研究（1年目）
21世紀の国際平和の諸条件に関する学際的研究一r軍事経済」・r国際世論」・
「国際犯罪」を考える一
東アジアとアメリカー近代化と移民体験一
近代東アジアにおける思想と文学一中国・韓国と日本との関連一
藤瀬　武彦
赤木　敏子
竹並　輝之
広瀬　貞三
正田　達夫
樋口　光明
竹並　輝之
高橋　正樹
宗澤　拓郎
赤木　敏子
広瀬　貞三
正田　達夫
宗澤　拓郎
佐々木　寛
宗澤　拓郎
高木　義和
安藤　　潤
広瀬　貞三
唾　　建英
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②　学外共同研究
年度
10
11
12
13
研　　　究　　　議　　　題
仮想複眼視点移動装置
オープソな情報システムの研究
仮想複眼視点移動装置
オーブソな情報システムの研究
カムチャッカ半島におげる氷河をとりまく水循環過程及
びその変遷に関する研究
簡易型最大酸素摂取量測定装置の信頼性に関する研究
カムチャヅカ半島における氷河をとりまく水循環過程及
びその変遷に関する研究
ロシアの対外政策
21世紀の高等教育システムの研究開発
カムチャッカ半島におげる氷河をとりまく水循環過程及
びその変遷に関する研究　（継続）
東日本におげる山地の環境特性とクリティカル・バソウ
ダリーに関する研究（2年目）
新潟における地方政治の研究
市民政治の展開とその展望に関する理論的・実証的研究
～現代民主主義理論の再構築～
北極域ツソドラ環境変動の研究
東アジアの安全保障構想
研　究　老
松井　孝雄
永井　　武
松井　孝雄
永井　　武
澤口　晋一
藤瀬　武彦
澤口　晋一
小澤　治子
松井　孝雄
澤口　晋一
澤口　晋一
石川　員澄
佐々木　寛
澤口　晋一
佐々木　寛
相手方（機関）
NTT
富士通研究所
NTT
富士通研究所
北海道大学低温科学研
究所
ソニー企業
北海道大学低温科学研
究所
北海道大学スラブ研究セ
ソター
メディア教育開発セソ
ター（文部省大学共同
利用期間）
北海道大学低温科学研
究所
岩手大学教育学部
新潟日報
駿河台大学他
国立極地研究所
立教大学「アジア研
究・学術フロソティア」
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表21新潟国際情報大学紀要刊行状況
紀要《第1号》
年度
平
年
度
論　　　文　　　題　　　名
フリーダ・ヴェッチのr厄介な立場」一rポイソトの収集品」考一
独立の精神と普遍的人問愛一ロマソ・ロラソと魯迅一
植民期朝鮮における水豊発電所建設と流筏間題
ノレソーによるグロティウス批判一ルソーの近代国際法理論検討の契機と
して一
NATO拡大間題とCIS一ロシアの対外政策における位置づけ一
近代中剛こおげる察元培教育思想の役割とその周辺
デイスクロージャーの電子化
メーカー系列特約店の変革一雪印アクセスの事例一
R・アロソの国際関係論の認識論的検討一その自然状態論を中心に一
英語圏におけるEthnicity論の展開
経営戦略論の体系化および統合化への試み
試合形式の異なる空手道競技老における筋力発揮及び有酸素的作業能力
の比較
変貝u遺伝的アルゴリズムによる新潟県の衆議院議員選挙（小選挙区）の選
挙区分割についての試案
新しい文化を生む情報システム
平成10年3月刊行
著　　者
内山鉄二朗
厘　　建英
広瀬　貞三
明石　欽司
小澤　治子
察　　建国
榊　　俊作
正田　達夫
高橋　正樹
原口　武彦
柳　　在相
藤瀬　武彦・他
樋口　光明
宗澤　拓郎
紀要《第2号》
年度
平
10
年
度
論　　　文　　　題　　　名
朝鮮における土地収用令一1910～20年代を中心に一
近代国際法学におけるホヅプズ
目本杜会党：最後の光芒と衰減
EUの政治システムをめぐる問題状況
中国における進化論の受容一厳復のr天演論」を中心に一
「他者」理解の政治学：多文化主義への政治理論的対応
会計帳簿の電子化
「イソターネット・バナー広告」の将来性と問題点
新潟製造業の新製品開発
ベソチャー企業の成長ブロセスと戦略についての一考察一戦略論的視点
からの成長ブロセスモデルの構築一
時系列データによる疾患と食品摂取量の関連の解析
トレッドミル歩行時の高酸素吸入が二酸化炭素排出量及び血中乳酸値に
及ぼす影響
新潟国際情報大学の就職情報システム
平成11年3月刊行
著　　老
広瀬　貞三
明石　欽司
石川　真澄
臼井陽一郎
唾　　建英
越智　敏夫
榊　　俊作
正田　達夫
宗澤　拓郎
正田　達夫
柳　　在相
高木　義和
藤瀬　武彦・他
永井　　武
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（続き）
紀要《第3号》
年度
平
ユ1
年
度
論　　　文　　　題　　　名
佐渡鉱山と朝鮮人労働者（1939～ユ945）
Governance，Lega1Order，and　Socia1Intergration　New　Govemance
Approac－hes　in　EU　Studies
学問の近代的変革に関する厳復の思考
近代中国知識人の東西文化観一察元培思想形成過程の考察をめぐって一
諸国家システムにおける国民国家一国民国家の擬制性とその存立基盤を
巡つて一
新製品がつくる新文化
航行衛生システムの概観
変形性膝関節症の発症機序に関する生体力学的検討
青年喫煙老の漸増負荷運動における作業成績及び生理的変量に及ぽす一
時的喫煙中止の効果
イソターネヅト・ユーザーとノソユーザーの相違点
ネットワーク杜会に必要た日本および世界の情報通信基盤の状況
r組み合わせ間題」に適用する遺伝的アルゴリズムー交叉不使用の意味
するもの一
目本の地方自治体におけるGISの現状と整備要件
北東アジア地域への提言
平成12年3月刊行
著　　老
広瀬　貞三
臼井陽一郎
唾　　建英
察　　建国
高橋　正樹
宗澤　拓郎
稲宮　健一
長崎浩爾他
藤瀬　武彦・他
正田　達夫
永井　　武
関　　英基
樋口　光明
山口　直人
金　　已大
紀要《第4号》
年度
平
成
12
年
度
論　　　文　　　題　　　名
英語差別用語の基礎的研究（1）性差別語
三信鉄道工事と朝鮮人労働老一r葉山嘉樹日記」を中心に
NATOの東方拡大とロシアーロシアにおける国家安全保障観との関連
で
懸賞サイトで募集したオソライソ・ショッバーとノソ・ショッバーの比較
健常者の下肢アライメソト
日本人青年女性における体型の自已評価と理論像一アジア人及び欧米人
青年女性との比較一
形質遺伝を重視した突然変異の提案とその有効性
平成13年3月刊行
薯　　者
苅部　恒徳
広瀬　貞三
小澤　治子
正田　達夫
塚田　真一
長崎浩爾・他
藤瀬　武彦
樋口　光明
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（続き）
紀要《第5号》 平成！4年3月刊行
年度
平
13
年
度
論　　　文　　　題　　　名
A　Sign　of　Things　to　Come：Introducing　the　Communicative　Eng1ish
Program
Japanese　Education　in　First　Years　of　Meiji（1868－1871）
非公開企業の株式評価におけるDCF方式定着化への課題一判例にみる税
法優位の現実一
！990年代後半における日米のIT資本とマクロ経済バフォーマソスーソ
ロー残差と経済成長に関する考察一
EU研究におげる統治（Governance）論の射程
国家テロリズムと国際法一ロッカピー事件を手がかりとLて一
“Atom－Po1itics”in　East　Asia：Towards　a　Border－1ess　Democracy
ウェブサイトの評価とイソタラクティブ性
Ethnicity論とアフリカ
白血球の経時的変動からみた適性運動実施頻度についての研究
非正規母集団におげる分散共分散行列の固有値・固有ベクトルに関する
検定統計量
歩行立脚初期における膝間接側方動揺
無酸素的運動時の高濃度酸素ガス吸入が作業成績に及ぽす効果
商用データベースおよび検索エソジソを使用Lた情報リテラシー教育と
しての清報検索
著　　者
G、ハドリー
A．プラーソル
安達　　巧
安藤　　潤
臼井陽一郎
熊谷　　卓
佐々木　寛
正田　達夫
塚田　真一
原口　武彦
重原　麻里
塚田　真一
長崎　浩爾
藤瀬　武彦・他
高木　義和
NUlSレポート刊行状況
年度 NO
1
論　　文　　題　　名
新潟国際情報大学一設立の理念と教育の特色一
ネットワークコミュニケーショソ実験環境の構築
コソピュータにおける中・露・コリア語入・出力環境整備
新潟における庸報システム化状況調査
新潟県製造業の新製品開発実態調査
マルチメディア教材作成の方法論確立のための検索研究
著　　老
内山　秀夫
浦　．昭二
松井　孝雄
宗澤拓郎・厘　建英
市岡政夫・広瀬貞三
竹並輝之・赤木敏子
渡辺　忠・玉木将二郎
片山禎昭
正田達夫
宗澤拓郎
宗澤拓郎・永井　武
槻木公一
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表22出版助成状況
年度
10
12
13
氏　　　名
原口　武彦
厘　　建英
明石　欽司
察　　建国
市岡　政夫
小澤　治子
A．プラーソル
著　　者　　題　　目
部族と国家
日本近代思想家福沢諭吉
Corne1ius　van　Bynkershoek
察　元培
東西文化の橋
自治体外交一新潟の実践・友好
から協カヘ’
ロシアの対外政策とアジア太平洋
一脱イデオロギーの検証一
日本教育の成立史
出　版　杜　名
アジア経済出版会
世界知識出版杜
K1uwer　Law　Intema－
tiOna1
LIT　VERLAG
日本経済評論杜
有信堂
Da1nauka（1コシア）
刊行期日
平成8年2月
平成9年3月
平成10年3月
平成10年4月
平成12年5月
平成12年12月
平成13年9月
※平成11年度は公刊助成なし
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第5章教員組織
1　教員組織の構成
　　本学の教員組織を下表に示す。開学時には専任教員は42人であったが，定年退職者の
不補充により，現在は41人（特任教員1人を含む）である。在籍学生数が1，307人である
から，学部全体の平均として専任教員1人当りの学生数は31．9人とたる。平成14年度学
校基本調査速報によると，私立大学の専任教員1人当りの学生数の在籍総平均は24．6人
である。一方，新潟県内の他の私立大学では，入学定員の3割増を在籍数と仮定すると，
工学系で24人，経済系で38人，人文系で30人とたる。この値と比較すると本学はほぼ適
正な水準にあるといえる。
　　しかし，学科別に見ると，情報文化学科は28．2人，情報システム学科は34．8人と成る。
基礎科目の専任教員担当分において清報文化学科教員が69％を負担しているとしても，
その差は大きい。これは，設立計画時の学部・学科構成の変更に適切に対応しないまま，
開学したことに起因する。その後，段階的に定員是正が行われたが，そのたびに法人と
教学の問及び学科間に軋みを生じてきた。平成12年に学長によって，定員の3割増の在
籍数が確保されている問は，現在定員を維持する措置がとられたが，アソバラソスによ
る学科問の車Lみは今だ解消されるには至っていない。
　情報文化学部の教員組織　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成14年5月1日現在
学　　科
情報文化学科
　　　　専任教員数　　　　　　　　　　　　兼担教員数　　　　　　　　　　　　　　　　　専任教員1　　　　　　　　　　　兼任
　　　　　　　　　　　　　　　助手人当たりの教授助教授講師　計　特任教員　　在籍学生数教授助教授講師計教員数　　　　　　　　　　　（外数）
情報システム学科．　　u
合　　計 16 16
18
22
40 1
31．9人
31．9人
55
55
　専任教員の担当科目と担当総コマ数を表23に示す。平成14年度に制定された新潟国際
情報大学管理運営規程により，各教員は半期6コマを担当することが定められ，教員相
互及び非常勤教員との問で調整を進めている。担当コマ数による個人負担の均一化とと
もに，上記アンバラソスの解決策を早急に検討しなければならたい。さらに，専任教員
の構成において教授の割合が40％に留まり，大学設置基準第13条別表に示された50％以
上の基準を満たしていない。今後，学内からの教授昇格を促進するとともに，専任教員
採用時には職位を充分に考慮していく必要がある。
　専任教員の年齢構成に関して，学部全体の状況を表24に示す。学部全体では50才台の
割合が他の年代に比べ極端に少ない。学科毎にその構成割合を見ると，情報文化学科で
は，60才以上が2人，40才台が7人，その間の50才台が皆無である。また，情報システ
ム学科では，60才台が10人，50才台後半が皆無の状況にあり，両学科とも年齢構成には
かなりのアソバラソスがある。今後の教員採用に際しては，担当科目分野及び職位の適
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合性が優先することは言うまでもないが，可能なかぎりこの年齢構成のアソバラソスの
解消にも努める必要がある。
　専任教員の兼職については，相互協力及び研究協力の立場から各教員からの要望に添
う形で対応している。ただ，本務場所での教育に支障がないようにするために，平成14’
年に制定された本学運営規程においては，週1日を兼務日とするように定められ，兼職
願の提出を求めている。平成14年度においては，17人の教員が25大学等の兼務（非常勤
講師）を行っている。
2　授業科目における教員の配置状況
　　本学は情報文化学部1学部の単科大学で，国際化の教育を担う情報文化学科と情報化
の教育を担う情報システム学科の2学科で構成されている。学部のカリキュラムとして，
大学の理念に関連し，専門領域に進む前提としセ学ぶべき科目を集めた基礎科目，学部
の目標に関連し，国際化と情報化に関連した共通科目，両学科それぞれの専門領域を学
習する専門科目が配置されている。専任教員41人（情報文化学科18人，情報システム学
科23人）は基本的に専門領域の科目の教育を担当するとともに，教学の運営と研究活動
を行っている。非常勤教員55人（平成14年度）は，専任教員で充足できない専門分野の
科目，少人数教育のため複数クラス開講する科目などを担当している。
　　また，情報文化学科のCEP（Commun1cativeEng11shProgram）科目では，英語能力
を向上させるために外国人のイソストラクター2人が担当している。情報システム学科
では，特任教員（教授）1人が非常勤教員と連携して英語科目を担当している。
　　各授業科目における専任教員（特任教員を含む）の担当割合は，基礎科目56％，情報文
化学科CEP科目33％，情報システム学科英語科目17％，共通科目国際関連科目70％，共通
科目情報関違科目88％，情報文化学科専門科目49％，情報システム学科専門科目83％で
ある。基礎演習，国際研究ゼミナール，情報システム演習，専門演習，卒業研究につい
てはすべて専任教員が担当している。情報文化学科の専門科目における専任教員の割合
が低いのは，語学関連科目が少人数で複数クラスが開講されているために，非常勤教員
を配置せざるを得ないことにある。全体として，共通科目，専門科目では主として専任
教員が担当している。また，本学が力を注いでいるゼミナールや演習関連科目はすべて
専任教員が担当しているので，適切な教員配置であると言える。
3　教員の募集・昇任等
　　本学の教員侯補老の選考，及び専任教員の昇格審査等にっいては，平成13年度までは
　「新潟国際情報大学教員侯補老選考規程」，「新潟国際庸報大学教員任用資格基準に関す
る規程」，「新潟国際庸報大学教員侯補老選考細則」，及び「新潟国際情報大学教員昇格に
関する内規」に則り，また平成14年度以降は「新潟国際唐報大学教員人事手続規程」，「新
潟国際情報大学教員選考資格基準に関する規程」に則り行われてきた。この問一貫して
配慮してきたことは，人事の公明性と公平性であり，その人事手続等の具体的な過程を
次に示す。
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（1）教員の募集方法，選考基準，選考手続及び審査方法
　①教員募集の提案
　　　欠員が生じた場合やカリキュラム改変の場合，カリキュラムに照らし，任用した
　　い分野や担当科目，職位等について，当該学科の学科長が学科の意見をまとめて学
　　部長に要望書を提出する。学部長は学長と協議した後，教員を募集することを人事
　　委員会に諮り，教授会に提案する。なお，新任教員の選考に当たっては，公募を原
　　則にしている。
　②教員侯補老の選考
　　　人事委員会は，人事委員長が指名した人事委員会委員を主査とする教員2～3人
　　からなる人事選考委員会（平成13年度までの名称は審査会）を設置する。人事選考
　　委員会は，書類審査と面接により，応募者の中から教員侯補者1人を選考し，人事
　　委員会委員長に報告する。人事委員会は，侯補老についてさらに審議した後，学部
　　長に報告する。
　③教員侯補老の内定
　　　学部長は，侯補老を選考した経緯を教授会に報告し，一定期間業績書類及びその
　　他の資料を全教員の閲覧に供した後，教授会（構成員の2／3以上の出席を要する。）
　　の議決（有効投票数の1／2以上の賛成）により侯補者を内定する。
　④教員侯補老の推薦
　　　学部長は，教授会の議決により内定した侯補者を学長に推薦する。
　　　学長は，侯補老について意見を付して理事長に推薦する。
（2）教員の昇格の審査手続及び審査方法
　1）教員自らが昇格を申請する場合
　①　昇格の申請
　　　教員は，教授昇格，または助教授昇格の基準に該当すると自ら判断した場合，所
　　定の昇格審査申請書類等を添えて，学部長に昇格を申請することができる。
　②審査手続及び審査方法
　　　人事委員会は，人事委員長が指名した人事委員会委員を主査とし，教授2～3人
　　からなる人事選考委員会（平成13年度までの名称は審査会）を設置する。人事選考
　　委員会は，昇格申請書類と資料について審査し，その結果を人事委員会委員長に報
　　告する。人事委員会は，さらに審議を重ねた後，学部長に結果を報告する。
　③　昇格老の内定
　　　学部長は，教授会に審査結果を報告する。学部長は，一定期問申請書類及びその
　　他の資料を，議決権を行使出来る教員の閲覧に供した後，教授会（構成員の2／3以
　　上の出席を要する。）の議決（有効投票数の1／2以上の賛成）により昇格老を内定
　　する。昇格選考に係る議決権は，平成13年度までは全教員にあったが，平成14年度
　　より教授昇格のときは教授のみ，助教授昇格のときは教授及び助教授とたった。
　④理事長への昇格の申請
　　　学部長は，教授会の議決により内定した昇格内定者を学長に推薦する。
　　　学長は，推薦された昇格内定老について選考し，理事長に昇格を申請する。
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2）学部長が昇格者を推薦する場合
　学部長が，人事手続規程に定められた昇格の基準のいずれかの条項に該当すると
判断される教員を，学長に推薦する。学長は選考の後，理事長に申請し，認められ
た場合に昇格することが出来る。これは平成14年度に設けられた制度であり，未だ
適用された教員はいない。
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彗表23専任教員個別表（情報文化学科）
H14．5．1現在
職　名
教授
教　授
教　授
ふりがな
氏　　名
いちおかまさお
市岡　政夫
おう　けんえい
厘　　建英
おざわはるこ
小澤　治子
（性別）
女
女
（年齢）
62
46
46
就職年月日
H6．4．1
H6．4．1
H7．4．1
現職就任
年月日
H6．4．1
H1O．4．1
H11．4．1
所属学科
情報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
毎　週　授業　時　数
授　業　科　目　名
地域研究概論
現代ロシア論
環日本海論
ロシア語1
ロシア語1
ロシア語3
ロシア語3
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
計
地域研究概論
現代中国論
中国語2A
中国語2B
国際研究ゼミナール3
中国史概説
中国語1A
中国語1B
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
日口関係論
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
国際政治学
国際政治史
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
講義
0．2
　1
　1
2．2
O．2
　1
2．2
演習
10
10
実験
実習 計
O．2
　1
　1
　1
　1
　1
　1
6．2
O．2
　1
　1
　1
　ユ
　1
　1
　1
　1
　4
12，2
13
最終学歴及び学位称号
早稲田犬学第一文学都露文専修卒業
文学士
東京犬学犬学院総合文化研究科博士課程修了
博士（文学）
慶応義塾大学大学院法学研究科政治学専攻博士
課程単位取得満期退学
法学博士
竃教　授
教　授
助教授
助教授
’まらく一ちたけひこ
原口　武彦
了〃サパル・方一，ル
A．プラーソル
うすいよういちろう
臼井陽一郎
　おちとLお
越智　敏夫
67
49
36
40
H6．4．1
H12．4．1
H9．1．1
H8．4．1
H6．4．1
H12．4．1
H12．4，1
H11．4，1
情報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
地域研究概論
情報文化
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
現代アフリカ論
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
ロシア語2
1コシア語2
ロシア語2
ロシア語文化特講I
国際研究ゼミナール3
ロシァ史概説
ロシァ文化論
ロシア語1
ロシア語文化特講II
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
EU論
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
現代ヨーロッパ論
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
現代の政治
現代の思想
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
計
O，2
0．25
1．4510
12
1o
1
1
2
O．2
0．25
11．5
1
ユ
1
1
1
1
1
1
1
1
4
14
1
1
工
1
1
1
1
1
4
12
早稲田大学大学院経済学研究科経済学専攻修士
課程修了
経済学修士
モスクワ大学日本言語学系修士課程修了
文学修士
早稲田大学大学院経済学研究科修士課程修了
修士（経済学）
MA　by　Research　in　Law，the　University　of
Leeds
早稲田大学大学院経済学研究科博士課程単位
取得退学
慶応義塾大学犬学院法学研究科修士課程修了
法学修士
慶応義塾大学大学院法学研究科政治学専攻博
士課程単位取得満期退学
8助教授
助教授
助教授
こぱやLもとひろ
小林　元裕
さわぐちしんいち
澤口　晋一
しん　うんじ頓
申　　銀珠 女
39
43
44
H13．9．1
H8．4．1
H13．4．1
H13．9，1
H11．4．1
H13．4，1
清報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
日中関係論
中国語4A
中国語4B
国際研究ゼミナール3
総合講座「アジアと日本」
中国文化論
中国語3
中国語特講1A
中国語特講1B
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
世界地誌
資源と環境
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
地球環境
新潟の白然と文化
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
地域研究概論
現代韓国朝鮮論
韓国語2
コリア語文化特講I
国際研究ゼミナール3
韓国朝鮮文化論
韓国語1
韓国語3
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
O．3
　1
2．3
　1
0，5
3．5
O．2
　1
2．2
11
10
10
13．3
13．5
12．2
立教大学犬学院文学研究科史学専攻博士前期
課程修了
文学修士
立教大学大学院文学研究科史学専攻博士後期
課程退学
明治大学大学院文学研究科地理学専攻博士後期
課程単位取得満期退学
博士（地理学）
お茶の水女子犬学犬学院人間文化研究科博士
課程修了
博士（人文科学）
昌o
助教授
助教授
助教授
助教授
たかはしまさき
高橋　正樹
グレゴ』一・ハ”一
G．ハドリー
ひろ世’亡いぞう
広瀬　貞三
やく’ちゆうこ
矢口　裕子 女
46
37
46
41
H8．4．1
H12．4．ユ
H6．4．1
H13．4．1
H1O．4．1
H12．4．1
HユO．4．1
Hユ3．4．1
情報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
情報文化学科
国際研究概論　　　　　　　（後）
総合講座「アジアと日本」　（後）
南北問題　　　　　　　　（後）
現代東南アジア論　　　　　（後）
国際研究ゼミナール2　　　（後）
計
CEP・1
CEP・1
英語2A
英語2B
国際研究ゼミナール3
CEP－2
CEP・2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
日韓朝関係論
韓国語2
韓国語4
国際研究ゼミナール3
総合講座「アジアと日本」
韓国朝鮮史概説
韓国語1
コリア語文化特講II
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
ジェソダー論
英語文化特講I
国際研究ゼミナール3
ことぱと文化
アメリカ文化論
英語1B
英語1A
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
　1
O．3
　1
　1
3I3
O．3
　1
2．3
12
10
　1
0．3
　1
　1
　1
4．3
1
1
1
1
1
1
1
1
4
12
　1
　1
　1
　1
0．3
　1
　1
　1
　1
　4
12．3
12
中央大学大学院法学研究科修士課程修了
法学修士
中央大学大学院法学研究科政治学専攻博士後
期課程単位取得満期退学
Midwestem　Baptist　Theorogical　Seminary
神学専攻修士課程修了
University　of　Bimingham応用言語学専攻修士
課程修了
Master　of　Divinity
Master　of　Arts
高麗大学大学院史学科韓国史専攻修士課程修了
文学修士
法政大学大学院人文科学研究科英文学専攻修士
課程修了
文学修士
法政大学大学院人文科学研究科英文学専攻博士
課程単位取得満期退学
昌H
講　師
講　師
講　師
あんどうじゆん
安藤　　潤
ささきひろL
佐々木　寛
壮がさかいたる
長坂　　格
34
35
33
H工2．4．工
H12，4．1
H14，4．1
H工2．4．1
H12．4．ユ
H！4．4．1
情報文化学科
晴報文化学科
情報文化学科
現代の経済
地域研究概論
現代アメリカ論
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
国際経済学
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
平和学
国際組織論
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
地域研究特論A
NGO論
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
杜会調査
異文化理解
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
開発論
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
　1
0，2
　1
1
3．2 10
10
10
13．2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
4
！4
1
1
1
1
1
1
1
1
1
4
13
早稲田大学大学院経済学研究科修士課程修了
修士（経済学）
早稲田犬学犬学院経済学研究科博士後期課程
単位取得満期退学
中央大学大学院法学研究科修士課程修了
法学修士
中央大学大学院法学研究科博士後期課程単位
取得満期退学
筑波大学大学院地域研究研究科修士課程修了
修士（地域研究）
神戸大学大学院文化学研究科博士課程単位取
得満期退学
講　師
くまがいたく
熊谷　　卓 33 Hユ2．9．ユ Hユ2．9、ユ 清報文化学科
情報文化
国際法
基礎演習1
国際研究ゼミナール1
国際研究ゼミナール3
法学
基礎演習2
国際研究ゼミナール2
国際研究ゼミナール4
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
O．25
　1
2．25 10
0．25
　1
ユ2．25
広島大学大学院杜会科学研究科修±課程修了
法学修士
広島大学大学院杜会科学研究科法律学専攻博
士後期課程単位取得満期退学
昌N
昌
ω
表23専任教員個別表（情報システム学科）
H14．5．1現在
職　名
教　授
教　授
教　授
ふりが壮
氏　　名
つきぎこうL・ち
槻木　公一
たけたみてるゆき
竹並　輝之
あかきとしこ
赤木　敏子
（性別）
女
（年齢）
55
61
63
就職年月日
H8．4．1
H6．4．1
H6．4．ユ
現職就任
年月日
H8．4．1
H6．4．1
H6．4．1
所属学科
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
毎　週　授　業　時　数
授　業　科　目　名
コソピュ』タソフトウエア
情報システム設計
情報システム演習1
専門演習
データベース
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
情報システム
情報処理演習2－2
情報システム演習1
専門演習
情報システム開発
ピジネスモデル
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
統計と情報
生活統計
基礎演習1
清報システム演習1
専門演習
生活情報
情報処理演習2－1
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
講義 演習
O．5
0．7
O．5
　2
　4
7，7
　2
0．5
0．3
O．5
　2
　4
9．3
　1
0．5
0．7
　2
　1
0．5
　2
　4
11．7
実験
実習 計
　1
　1
0．5
0，7
　1
0．5
　2
　4
10，7
　1
　2
0．5
0．3
　1
　1
0．5
　2
　4
／2．3
14．7
最終学歴及び学位称号
東京大学大学院工学系研究科航空学専攻修士
課程修了
工学修士
慶応義塾大学大学院工学研究科管理工学専攻
修士課程修了
工学修士
日本女子大学家政学都家政理学科卒業
家政学士
昌
ト
教　授
教　授
教　授
教　授
おおたけやすお
大竹　康夫
こんどうすすむ
近藤　　進
し上うたたつお
正田　達夫
たかぎ」1Lかず
高木　義和
62
53
69
52
H14．4．1
H13．9．1
H7．4．1
H8．4．1
H14．4．1
H13．9－1
H14．4．1
H8．4．1
情報システム学科
清報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
基礎演習1
情報処理演習1
情報システム演習1
専門演習
情報産業
情報システム特論
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
計
システム論
基礎演習1
尊門演習
テレコミュニケーショソ
科学と技術
基礎演習2
情＝報処理演習2（文）
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
情報文化
情報処理演習1
清報システム演習1
専門演習
マーケティソグ
清報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
情報検索
基礎演習1
情報システム演習1
専門演習
情報論
情報処理演習2－1
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
O．25
1．25
　1
　2
　1
0．5
8．5
　1
0，3
10．3
　2
　1
0．2
ユO．2
　1
0．5
0．8
　2
　1
0．5
　2
　4
11．8
　1
　2
　1
0．5
　1
　1
　1
　1
　2
ユO．5
　1
　1
0．3
　1
　1
　1
　2
　2
　4
13．3
0．25
　2
　1
0．2
　1
　ユ
　2
　4
！1．45
　1
　1
0．5
0．8
　1
　2
　1
0．5
　2
　4
13．8
東京大学理学部物理学科卒業
理学士
東京工業大学大学院杜会理工学研究科博士後
期課程単位取得満期退学
新潟大学工学部電子工学科卒業
博士（工学）
メソフィス大学大学院ピジネススクール修了
経営学修士
京都大学農学部食品工学科卒業
農学博士
昌
蜆
教　授
教　授
教　授
教　授
カ＝がいたけL
永井　　武
ふじせたけひこ
藤瀬　武彦
むねざわたくろう
宗澤　拓郎
わたなぺただL
渡辺　　忠
64
40
67
63
H7．4，1
H6．4．1
H6．4．1
H6，4．1
H7．4．1
H了4．4．1
H1O．4．1
H6，4．1
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
情報技術特論D
基礎演習ユ
情報システム演習1
専門演習
コソピュータシステム
情報処理演習2－1
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
フイソトネス理論及び実習
体力診断と運動処方1
体力診断と運動処方1
生理機能と情報
清報システム演習1
専門演習
体力診断と運動処方2
体力診断と運動処方2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
経営と清報
経営と組織
情報処理演習1
専門演習
ベソチャーピジネス
情報システム演習2
卒業研究ユ
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
オペレーショソズリサーチ1
基礎演習1
晴報処理演習1
専門演習
シミュレーショソ
モデリソグ数学
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
　1
0．5
0．7
　2
　1
0，5
　2
　4
11．7
O．8
　1
　1
　1
0．7
　1
　1
　2
　4
12．5
　2
0．5
1
2
4
9．5
　1
　2
0．3
1！．3
　1
　1
O．5
0．7
　1
　2
　1
0．5
　2
　4
13．7
O．8
　1
　1
　1
　1
0．7
　1
　1
　2
　4
13，5
　1
　1
　2
0．5
　1
　1
　2
　4
12．5
　1
　1
　2
0．3
　1
　1
　1
　1
　2
　4
14．3
早稲田犬学第一理工学部金属工学科卒業
工学博士
東海犬学大学院医学研究科機能系専攻博士課
程修了
博士（医学）
筑波大学大学院経営・政策科学研究科修士課
程修了
経営学修士
上智大学大学院経済学研究科修士課程修了
経済学修士
昌
①
助教授
助教授
助教授
あだちたくみ
安達　　巧
いしいただお
石井　忠夫
くわ＾士らさとる
桑原　　悟
36
46
45
H13，4．1
Hユ3．4．1
H13．4．1
H13．4．1
H13．4．1
H13．4．1
情報システム学科
晴報システム学科
情報システム学科
財務会計
基礎演習1
傍報処理演習1
情報システム演習1
専門演習
会計情報システム
管理会計
基礎演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
論理と数理
基礎演習1
情報処理演習2－2
情報システム演習1
専門演習
線形数学
ブログラミソグ技術特論
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
マルチメディア清報処理
基礎演習1
情報処理演習1
情報システム演習1
専門演習
分散コソピューティソグ
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
計
　1
　2
　1
0．5
1
2
4
11．5
　1
　2
0．5
0．5
　1
0．5
　2
　4
11．5
　1
　2
0．5
0．7
　1
O．5
　2
　4
11．7
14－5
14．5
13．7
東北大学犬学院経済学研究科経営学専攻博士
後期課程修了
博士（経済学）
北陸先端科学技術大学院大学清報科学研究科
情報処理学専攻博士後期課程修了
博士（情報科学）
東京農工大学大学院工学研究科修士課程修了
工学修士
昌
べ
助教授
助教授
助教授
助教授
つかだLんいち
塚田　真一
ひく．ちみつあき
樋口　光明
まついたかお
松井　孝雄
やまく一ち肚おと
山口　直人
32
64
38
45
H11．4．1
H8．4．／
H6．4．1
H11．4．ユ
H14．4．ユ
H10．4．1
H1O．4－1
H11．4．1
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
多変量解析
システム数学
情報処理演習1
情報処理演習2－2
専門演習
数値実験法
傍報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
情報論理
情報処理演習2－2
情報システム演習1
専門演習
人工知能
知識情報処理
清報処理演習2
清報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
認知科学
情報処理演習2－2
情報システム演習1
専門演習
心理と行動
情報処理演習2－1
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
地域情報システム
オペレーショソズリサーチ2
基礎演習1
情報システム演習1
専門演習
地域統計
情報処理演習2－1
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（通）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
1
　2
　2
0，3
1
2
4
11．3
　2
0I5
0－3
　2
0，5
　2
　4
11，3
　2
0．5
0．7
　2
0．5
　2
　4
11．7
　1
O，5
0．3
　2
　1
0，5
　2
　4
11．3
　1
　1
　2
　2
0．3
　1
　1
　2
　4
14，3
　！
　2
0．5
0．3
　！
　！
　2
0．5
　2
　4
14，3
　1
　2
0．5
0．7
　1
　2
0．5
　2
　4
13．7
　1
　1
　1
0，5
0．3
　1
　2
　1
0．5
　2
　4
14．3
中央犬学犬学院理工学研究科数学専攻博士後
期課程修了
博土（理学）
九州大学理学都数学科卒業
理学士
慶応義塾大学大学院杜会学研究科心理学専攻
博士後期課程単位取得満期退学
博士（心理学）
慶応義塾大学工学部管理工学科卒業
工学士
東京工業大学大学院理工学研究科杜会工学専
攻博士課程単位取得満期退学
昌
oo
講　師
講　師
講　師
おおやまたけL
大山　　毅
かわはらかずよし
河原　和好
こみやまさとL
小宮山智志
62
32
32
H6．4．1
H1王、4．1
H12．4．1
H6．4．1
H11．4．1
H12．4．1
情報システム学科
情報システム学科
情報システム学科
晴報文化
人間情報工学2
情報処理演習1
基礎演習1
情報システム演習1
専門演習
人間情報工学1
基礎演習2
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
コソピュータビジョソ
傍報処理演習2－2
晴報システム演習1
専門演習
アル．ゴリズム
プログラミソグ上級
清報処理演習2－1
情報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
計
情報杜会論
基礎演習1
情報システム演習1
専門演習
行動科学
杜会理論と調査法
基礎演習2
情報処理演習2（文）
卒業研究1
卒業研究
計
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
O．25
　1
2I25
　2
　1
0．5
0．8
　1
0，5
　2
　4
11．8
　2
0．5
0．5
　2
0I5
　2
　4
11．5
　1
　1
0．7
11，7
0．25
　1
　2
　1
0．5
0．8
　1
　1
0．5
　2
　4
14．05
14．5
14．7
神奈川大学工学都応用化学科卒業
工学士
信州犬学大学院工学系研究科システム開発工
学専攻博士後期課程修了
博士（工学）
中央大学大学院文学研究科杜会学専攻博士前
期課程修了
杜会学修士
中央大学大学院文学研究科杜会学専攻博ニヒ後
期課程単位取得満期退学
昌
⑩
講　師
特任教授
ささきとうこ
佐々木桐子
かりべつねのり
苅都　垣徳
女 30
65
H13．4，1
H14．4．1
H13．4，1
Hユ4．4．1
情報システム学科
晴報システム学科
情報検索
情報処理演習1
情報システム演習1
専門演習
生産企画と管理
生産清報システム
清報システム演習2
卒業研究1
卒業研究
英語I（Q2）
英語I（Q1）
英語m（X2）
英語m（X1）
英語㎜（X1）
英語DI（X2）
英語nI
英語II（P1）
英語II（P2）
英語IV（Y1）
英語1V（Y1）
英語IV（Y2）
英語IV（Y2）
英語IV
計
計
（前）
（前）
（前）
（前）
（後）
（後）
（後）
（後）
（通）
1
　2
　1
0．5
10，5
14
　1
　2
　1
0．5
　1
　1
　1
　2
　4
13．5
14
東洋大学大学院経営学研究科経営学専攻修士
課程修了
経営学修士
名古屋大学大学院人間情報学研究科博士後期
課程単位取得満期退学
東京都立大学大学院人文科学研究科修士課程
修了
文学修士
東京都立犬学大学院人文科学研究科英文学専
攻博士課程単位取得満期退学
表24情報文化学部専任教員の年齢構成
平成14年5月1日現在
区　　分
71歳
以上
66歳～
70歳
61歳～
65歳
56歳～
60歳
51歳～
55歳
46歳～
50歳
・41歳～
45歳
36歳～
40歳
31歳～
35歳
26歳～
30歳
合　　計
教　　授
0％
19％
37％
0％
19％
！9％
0％
1
6％
0％
O％
16
100％
助教授
0％
0％
ユ
6％
0％
0％
19％
31％
38％
1
6％
0％
16
100％
専任講師
0％
0％
1
12．5％
0％
0％
0％
0％
0％
75％
1
12．5％
100％
特任教員
0％
O％
1
100％
0％
0％
0％
0％
0％
0％
0％
1
100％
助　　手
0％
0％
0％
O％
0％
0％
0％
0％
0％
0％
0％
合　　計
O％
7％
22％
0％
7％
15％
12％
17％
17％
1
3％
41
100％
（注）　　本学の教員の定年は70歳である。
　　　　各欄の上段の数は該当人数を，下段の数は合計数に対する割合を示す。
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第6章管理運営
1　管理運営体制
　私立学校は，学校教育法（第2条）の定めにより学校法人が設置する学校であり，新
潟国際庸報大学は，学校法人新潟平成学院が設置する大学として平成5年12月21日に認
可され，平成6年4月1日に開学レた。
　更に，学校教育法（第5条）では，r学校の設置老は，その設置する学校を管理し，法
令に特別の定のある場合を除いては，その学校の経費を負担する。」とし，学校法人は，
その設置する私立大学の管理運営に責任を有することを定めている。したがって，管理
運営は学校法人に課された基本の業務であり，その業務の決定については，私立学校法
　（第36条）で，「学校法人の業務は，寄附行為に別段の定がないときは，理事の過半数を
もって決する。」と定めており，すべての学校法人は，理事会を組織し，合議制により業
務が決定されている。法体系上のすべての権限と責任の主体は，唯一議決機関と位置付
けた学校法人理事会にあることが明らかである。
　理事会のもつ学校管理の権限について，実際上の運営を円滑，速やかに進めるために，
寄附行為（細則）その他理事会で定める規定により，権限の一部を理事長，学長に委任
し，実質的には理事会決議事項とせず承認事項，報告事項として定めている。
　本法人の管理運営については，学校法人新潟平成学院寄附行為施行細則（平成12年12
月8日改正施行）により，理事会業務の委任に係る条文を定め，理事会は，下記に掲げ
る事項を除き，理事会の職務権限を理事長及び新潟国際庸報大学長に各々委任すること
を決議している。
　　①法人及びこの法人が設置する新潟国際庸報大学の管理・運営に関する基本方針
　　②理事会が行う理事，評議員及び理事長の選任，並びに専務理事の承認
　　③予算，借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）
　　　及び重要な資産の処分に関する事項
④　決算の承認
⑤寄附行為の変更
⑥　合併及び解散
⑦学則の制定及び変更
⑧その他理事会が重要と認めた諸規則の制定及び変更
⑨前各項に掲げるもののほか，重要又は異例にわたる事項
　併せて，理事長及び学長が，理事会から委任された事項の一部について，理事会の定
める諸規程及び理事会の決定に反しない範囲内で，所属職員にこれを委任することがで
きる旨を定めている。諸規程の制定，改廃についても，その重要性に鑑み，学校法人新
潟平成学院諸規程の区分及び制定に関する規程（平成12年12月8日制定施行）を定めて，
決定機関（老）及び付議機関を明らかにし，理事会が決定又は承認事項として上記①～⑨
に定める外に職務権限を行使する事項を明定した。
　新潟国際情報大学の管理運営については，理事会・評議員会での審議，決議を経て新
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潟国際情報大学運営規程（平成14年5月28日制定施行，一部平成15年4月1日施行）が
制定され，大学運営の基本方針が理事会により示されるところとなり，理事長及び学長
に管理運営が付託されるところとなった。
（1）理事・理事会
　　理事は，学校法人新潟平成学院寄附行為（以下「寄附行為」という。）第6条の定め
　により，9人以上11人以内を次の選任区分より選任する。
　　　①新潟国際情報大学の学長
　　　②評議員のうちから，評議員会において選任した者4人以上5人以内
　　　③学識経験老のうちから，理事会において選任した老4人以上5人以内
　　上記の選任区分は，私立学校法（第38条）の定めに準拠しており，上記①の学長は，
　同法の「当該学校法人の設置する私立学校の校長（学長及び園長を含む。）」に添った
　もので，職務上理事となり，学長職を辞したとき同時に理事の職を失うものとされて
　いる。特に要件としたのは，理事会運営に教学の最高責任者の意向が充分反映される
　ことを求めたものであるが，複数の設置校を持つ法人にあっては，1人以上任意に定
　めることができると解されている。また，理事の人数については，私立学校法（第35
　条）で5人以上置かなけれぱならないとしている。本法人は，任期を2年と定め，平
　成13年12月に第5期目の選任を行い，11人を選任，直ちに，理事長，専務理事を選任
　し今日に至っている。
　　理事会については，私立学校法に定めはみられないが，寄附行為第11条により前記
　の理事をもって理事会を組織し，合議の場を設けて審議を尽し業務の決定を行ってい
　る。理事会は，学校法人新潟平成学院寄附行為施行細則（以下施行細則という）第7
　条により定例及び臨時に開催することを定めており，例年5月，7月又は8月，12月
　及び3月の年4回開催している。この外，日常の業務を含む理事長の委任事項を審議・
　決定するために施行細則第5章第16条，第17条の定めにより理事長，専務理事，学長理事
　を含む4～5人の理事をもって常務理事会を構成し，業務の円滑た推進に努めている。
（2）評議員・評議員会
　　評議員は，寄附行為第21条の定めにより，19人以上23人以内を次の選任区分により
　選任する。
　　　①　新潟国際庸報大学の学長
　　　②　この法人の職員で理事会において推薦された老のうちから，評議員会におい
　　　　て選任した老3人
　　　③　この法人の設置する学校を卒業した者で年令25年以上の老のうちから，理事
　　　　会において選任した老2人
　　　④学識経験老のうちから，理事会において選任した老13人以上17人以内
　　評議員の選任について定めた私立学校法（第44条）には，上記①の学長は含まれて
　いないが，当該学校法人の職員及び年令25年以上とたる卒業生のうちから一定数を選
　任することが要件とされており，その外寄附行為の定めによる，となっていることを
　受げて規定整備を行っている。
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　また，評議員の人数尽ついては，私立学校法（第41条）で「評議員会は，理事の定
数の2倍をこえる数の評議員をもって組織する。」ことを定めていることから，本法人
の定数が定められている。任期を2年とし，理事と同時期に改選を行い，平成13年12
月に第5期目となる評議員23人の選任を行ったが，このときから本学卒業生が年令25
年以上に達していることから卒業生の中からも選任を行っている。
　なお，評議員は，常に理事現在数の2倍をこえる状態にあることが求められている
ことから，平成14年8月に1人辞退の申し出があった者については，直ちに後任を選
任し今日に至っている。評議員会は，理事会と違って必置の機関として私立学校法（第
41条）でr学校法人に評議員会を置く。」ことが定められており，本法人では，寄附行
為第17条により前記の評議員をもって評議員会を組織し，理事長による諮問事項につ
いても，私立学校法（第42条）に準拠し寄附行為第19条に定めている。評議員会は，
施行細則第12条により，基本的には理事会に係る規定を準用し同時に開催，運営して
おり，例年4回開催している。
（3）監　事
　　監事は，寄附行為第15条の定めにより，2人置くこととされており，選任及び職務
　については同第7条に定めている。私立学校法（第35条，37条，39条）に2人以上置
　くこと，職務権限について，及び，’監事の理事又は学校法人の職員との兼職禁止を定
　めており，本法人の寄附行為もこれらの条項に準拠した定めを置いている。任期を2
　年とし，理事，評議員と同時期に改選を行い，平成13年12月に第5期目となる監事2
　名を選任した。
（4）理事・評議員の選任
　　理事・評議員となる者の選任は，本法人の設立の経緯に配慮し，次の4つの区分枠
　を念頭に，調和のとれた構成となるような人選に努めてきている。
　　　①創設資金の3分の1を出損した新潟市及び新潟県の行政当局の意向を聴しな
　　　　がら人選を行った，現職又は幹部職員経歴を有する者
　　　②大学の設立計画時に，豊富な学識経験を有し指導，助言をいただいた者，ま
　　　　た，開設後も引き続いて指導，助言をいただいている学識経験老
　　　③個人，民問企業代表老で創設資金を寄付していただき，引き続いて大学の充
　　　　実，発展に支援をいただいている者
　　　④学校法人の管理運営に経験を有する者
　　こうした人選に当っての基本的な考え方は，設立当初から引き継がれており，私立
　大学として将来とも発展を図り，併せて多くの出揖者の浄財に託された期待に応えた
　運営がなされるための構成に配慮し，今後とも最大限に意向を反映した運営に努める
　必要がある。
（5）理事会・評議員会の開催
　　理事会・評議員会は，理事長が召集し，理事会は3分の2以上，評議員会は過半数
　の出席により成立する。本法人では，毎回全員の出席（一部委任状による出席者を含
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む。）により開催されており，議事案件は，寄附行為に別段の定めがある議事案件を除
き評議員会の議事にも付しており，理事会の議決は，充分評議員会の意向に添ったも
のとなっている。たお，一部の学校法人で評議員会を議決機関としているものがみら
れるが，本法人の寄附行為においては，評議員会は諮問機関として位置付けており，
最終の議決機関を理事会に一本化している。
（6）監事の職務執行
　　監事の職務として，①この法人の財産の状況を監査すること，②理事の業務執行状
　況を監査すること，の2つがあるが（私立学校法第37条第4項，寄附行為第7条第22
　項）本法人では，①については，決算監査の外，年問5回の公認会計士グループによ
　る監査に年1回以上の立会いをして詳細の説明を受けており，②については，毎回の
　理事会に出席すると共に，常に理事長，専務理事の説明を受けるよう努めている。
（7）10周年記念事業委員会
　　平成15年6月に，10年目となる新潟国際情報大学の開学記念日を迎えるにあたり10
　周年記念の事業を計画し，平成13年8月の理事会，評議員会の議を経て，理事長が委
　員長となり理事，本学教職員合計8人を委員とする10周年記念事業委員会を発足させ
　た。併せて，3つの部会を5人～8人の教職員により組織し，各々記念行事，施設整
　備，教育研究の改善，充実，市街地キャソパス計画について検討が進められている。
　　また，市街地キャソパス計画については，平成14年8月に旧新潟中央銀行本店跡の
　取得を決定したことを受けて，開校準備を円滑に進めるために，平成14年9月に専務
　理事が委員長となり，学長，教職員合計9人による市街地キャソパス開設準備委員会
　を発足させ，平成15年6月開校を目指して検討を行っている。また，同委員会の発足
　と同時に開設準備事務室を，事務局長を総括とし関係課・係の職員により構成し，準
　備に万全を期している。
（8）新潟国際情報大学の運営
　　新潟国際情報大学の運営については，管理，運営を円滑に進めるために理事会の議
　を経て新潟国際庸報大学運営規程（以下「運営規程」という。），新潟国際庸報大学教
　員人事手続規程（以下「人事手続規程」という。），及びその他の諸規程に所要の事項
　が定められている。
　　学長，学部長及びその他の役職員の職務については，運営規程第6条に，選任につ
　いては人事手続規程第2条に各々定められている。
（9）学長の選任（任期4年）
　　学長は，前掲の人事手続規程を受け，別に定められた新潟国際庸報大学学長選考規
　程により，理事会が組織する学長侯補老選考委員会の審議を経て理事会が決定した老
　を理事長が任命している。同委員会は，①学部長，②教授会の互選による老2人，③
　理事の互選による者2人，④理事会が評議員のうちから選任する者1人，及び⑤理事
　会が職員のうちから選任する者1人の合計7人の委員により構成し，教学の代表たる
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学長の選任に教学の意向が反映されるよう配慮している。今日，教学と経営のバラソ
スあるリーダーシップが強く求められる学長の職務の重大性に鑑み，適切な選任手続
とたっている。たお，学長の任期は4年とし，再任（ただし，任期2年）を妨げない
ものとしている。
α0）学部長の選任（任期2年）
　　学部長は，前掲の人事手続規程を受け，別に定められた新潟国際情報大学学部長選
　考規程により，当該学部の教授のうちから教授会の議を経て侯補老を学長に推薦し，
　学長が選任した老について理事会の議を経て決定した老を理事長が任命している。
（11）学科長の選任（任期2年）
　　学科長は，学部長が当該学科の教授のうちから学科会に諮ったうえで選任し，学長
　の承認を得た者を理事長が任命している。
（⑫　情報センター長，学生部長及び各種委員会委員長の選任（任期2年）
　　情報セソター長，学生部長及び学長が組織する各種委員会の委員長は，学長が学部
　長と協議のうえ選任し，また，学部長が組織する各種委員会の委員長は，学部長が選
　考して学長に推薦し，それを学長が選任し，各々協議会に諮って決定した者を理事長
　が任命している。原則として，各種委員会の委員長は，教授の職にある者のうちから
　選任されている。〔平成15年1月現在の各種委員会の設置状況は，本項末尾に添付のr管
　理運営組織図」を参照されたい。〕
（13）審議機関
　　学長，学部長，学科長及び情報セソター長，学生部長，各種委員会委員長は，各々
　職務の遂行にあたり，協議会，教授会，学科会及び委員会を組織してこれらを主宰し，
　所要の事項を審議に付している。
　　協議会は，①学長，②学部長，③情報セソター長，④学生部長，⑤学科から選出さ
　れた老各1名，⑥事務局長，及び⑦その他学長が必要と認めた教職員若干名で組織し，
　学長が主宰し，本学の重要事項について審議し，大学の円滑な運営を図ることを目的
　に定めている。現状では，学長が学部教員を兼務していないために教授会構成員となっ
　ていたい点からも重要な機関となっており，この協議会の場を通じて示される大学の
　運営方針等についての諮問，審議の結果については，学部長を通じて教授会に伝達さ
　れている。たお，協議会の構成員について，現在は⑤として両学科長，⑦として上記
　の構成員に含まれない10周年記念事業委員会の部会長1人を重要性に鑑み学長が指名
　した構成員に加えて運営している。（平成15年1月現在）
　　教授会は，教授，助教授，専任講師の全教員をもって構成している。（ただし，専任
　教員の昇格に係る教授会の構成員は，別に定める。）教授会は，学部長が主宰し，別
　に定める新潟国際1青報大学教授会規程により運営しており，夏季休業期問を除き毎月
　1回開催するほか，学都長が臨時に召集し開催されている。審議結果は，速やかに学
　長に報告がなされている。
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学科会は，学科長が主宰し，当該学科に所属する全教員をもって組織し，学科に係
る教育・研究について所要の審議が行われている。
　情報セソター，学生部及び各種委員会は，各々の長が主宰し，
て組織し，所管の業務について所要の審議が行われている。
所属の教職員をもっ
新潟国際情報大学の組織構成及び管理運営組織
［組織構成］
学校法人新潟平成学院
L事務局
新潟国際唐報大学
鮒11＋llllll1学科
情報セソター
スポーツ施設
事務局
［管理運當組織］（平成15年1月1目現在）
評議員会
監　事
10周年記念事業委員会
理事長
専務理事 学　長
（大学）協議会
常務理事会
教授会
就職指導委員会
国際交流委員会
スポーツ施設運営委員会
広報委員会
地域交流委員会
大学入試セソター試験
実施委員会
セクシュアルハラスメソト
対策委員会
学都長
人事委員会
入試実施委員会
学習指導委員会
紀要編集委員会
学科会
学科長
学科会
学科長
情報セソター長
情報セソター運営委員会
学生都長
学生部（委員会）
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2　事務組織
（1）事務組織の構成・任務及び意志決定・伝達方法等の状況
　　　事務局の任務は，教学活動への支援と管理運営を果たすことである。そのために，
　　組織の活性化・事務の高度化を進める必要がある。そして，事務局として所掌業務に
　　係る企画・立案を積極的に推進することはもちろん，教学からの諸要請に対する対応
　　と経営面からのチェックに関して所要の調整機能の役割を果さなけれぱならない。ま
　　た，学生へのサーピス向上を目的とした窓口機能の合理化や業務の改善を図っていか
　　なけれぱならない。
　　　本学の事務組織は，総務課，会計課，学務課，就職課，情報セソター課の5課で構
　　成されている。なお，総務課及び会計課にあっては，法人の事務局総務課・会計課を
　　兼務している。各課の所掌する事務内容については，新潟国際情報大学事務組織規程
　　に定められている。職制として，事務局長，課長，室長，課長補佐，係長，主任を置
　　いている。
　　　円滑な事務処理を図るため，事務局長召集による「事務局課長会議」を毎週1回定
　　期的に開催し，報告，連絡，そρ他所要事項の確認及び検討などを行っている。決定
　　及び確認された事項等については，必要に応じて各職員に文書又は口頭で伝達されて
　　いる。
　　　なお，平成15年6月に開校する市街地キャソパスの設置に対応し，事務分室の設置
　　などを含む新たな事務組織体制を構築する必要がある。
（2）教学組織と事務組織との状況
　　本学の教学組織及び事務組織の現状は，下図のとおりである。
【教学組織】
（大学）協議会 教授会
学科会
学科長
学　長
就職指導委員会
国際交流委員会
スポーツ施設運営委員会
広報委員会
地域交流委員会
大学入試セソター試験
実施委員会
セクシュアルハラスメソト
対策委員会
学部長
人事委員会
入試実施委員会
学習指導委員会
紀要編集委員会
情報セソター長
情報セソター運営委員会
学生部長
学科会
学科長
学生部（委員会）
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【事務組織】
学校法人新潟平成学院一新潟国際庸報大学事務局
事務局一［鴛
酉計課τ灘
学務課τ纂1流室
就職課■［慧瓢談室
馳タ噌■［鴛巴ス係
（3）事務職員の配置方針・配置状況及び資質向上への取り組み
　　事務職員の配置方針については特段の規定はたいが，職員の退職等に伴う補充など
　が行われた際に併せて配置換を行っている。全ての事務職員がどの部署においてもス
　ムーズに事務処理が可能となるよう，また，同一部署でのマソネリ化を防ぐためにも，
　適時に人事異動を行ってきたし，今後も行うこととしている。
　　各課職員は，私立大学協会主催の各種研修会等へ積極的に参加させるなど，資質の
　向上に努めている。
（4）事務合理化等の取り組み及び実施状況
　　限られた人的資源の有効活用と，人員の適正配置を行うことにより事務の機能強化
　を図ることが必要である。
　　現在の事務処理はPCによる作業を重点に行っており，文書処理及びデータ処理での
　利用並びにイソターネット利用はもちろんのこと，Eメールでの学内・学外への通信使
　用など多方面にわたっている。学務課における学生の成績管理，個人データ管理，就
　職課での就職情報管理など，PCによる業務処理体制を強化しており，今後も多くの分
　野で事務合理化を図ることとしている。
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第7章　施設・設備等
1　施設・設備等の整備
（1）校地及び校舎
　　　本学の校地・校舎は，新潟市南西部の郊外に位置するJR越後線「越後赤塚駅」前の
　　キャソバスにある。
　　　本学の校地面積については，表25に示すように校地面積は78，464m・で大学設置基準
　上必要な面積33，720㎡の2倍以上の広さを確保している。学生一人あたりの校地面積
　　は60．3m2になり，私立大学の平均値36．4m唯大幅に越え，国立大学の59．7m2に並ぶ高
　　い数値になっている。（いずれも平成13年度私立大学協会r大学施設に関する調査」に
　　よる。）ただし，校舎面積に関しては学生一人あたり12．7㎡であり，私立大学平均値
　　13．0m至に比べるとほぼ同等となっている。
　　　校地のうちの20，088㎡を陸上競技場（400mトラックを整備し，フィーノレドは芝生張
　　りでサッカー場に利用している。なお，同競技場は，非常時の貯水施設を兼ねている。）
　　として使用している。この他に運動施設としてテニスコートが3面あり，陸上競技場
　　とともに夜問照明装置を備えていることから夜問の使用が可能である，また，本学の
　　キャソパスが郊外にあるため通学に自家用車を利用する学生が多いことから，駐車場
　　の整備を図っており，学生駐車場として398台分（13，436ml）を，教職員駐車場として
　　30台分（1，152㎡）を用意している。
　　　校舎の面積は総計16，769㎡で，大学設置基準における必要面積（収容定員1，000人で
　　5，620㎡）に対し約3倍の面積を有している。校舎建物の棟別面積及び構造等は，表
　　26のとおりである。
　　　陸上競技場に隣接して体育館及びクラブハウス（面積合計2，337㎡）があり，体育館
　　には1階に907㎡のアリーナ，160m・のウエイトトレイニソグ室，教官室，倉庫，トイ
　　レ，シャワー室等を，2階に160㎡のエアロピックトレーニソグ室，研究室，倉庫など
　　の施設・設備を設げてある。また，体育館に渡り廊下で繋がる2階建てのクラブハウ
　　スには30m2の部室が各階にそれぞれ6室計12室あり，課外活動の拠点となっている。
　　　本学では，学生にできるだけ快適な教育環境を提供することを基本方針にしており，
　　安全性，機能性は勿論のこと，キャソバス全体が学園らしい雰囲気を保つことに配慮
　　し，校地・校舎の維持・管理に当たっている。校舎の周辺は樹木・芝生で緑化し，校
　　舎内にはゆったりとした学生ホール，ラウソジ等学生が自由に過ごせるスペースを多
　　く取っている。また，学生全員に個人ロッカーを用意し学内での利便性の向上に努め
　　ている。
（2）研究室等
　　教員の研究室等については，表27のとおり個人研究室が41室，共同研究室が8室，
　その他会議，ゼミ等に使用できるセミナー室が5室ある。
　　研究室は，専任教員，特任教員及びイソストラクターの教育スタッフ全員に個室が
　割り当てられている。教員一人当たりの研究室面積は32．62㎡になり，私立大学の平均
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値29．53m2よりやや広い面積である。
　しかし，現状では教員研究室の数に余裕がなく，研究生用の研究室や学外との研究
交流のための研究室などを割り当てることができない。開学10周年記念事業で増築さ
れる図書館・国際交流セソター内あるいは市街地キャソバス内での整備が求められる。
　たお，個人研究室の設備・備品については，毎年各教員に配賦される個人研究費で
維持管理される。
（3）講義室・演習室等
　　講義室・演習室及び実習室等の配置状況（室名・面積・規模）を表28及び表29に示す。
　　少人数教育を掲げた本学のカリキュラムを実施するに当たっては，小規模教室を多
　く必要とする。一方，基礎科目及び共通科目では両学科の学生が履修する科目が多く
　あり，こちらは200人を超える履修老数となるため，大規模教室が必要となる。従って，
　講義室等の面積・規模が適正かどうかについては面積値だけで評価できるものではな
　く，履修人数に適合した教室がどれだけ柔軟に割り当てられるかによる。本学ではさ
　らに授業に必要な情報機器などを備えた教室の割り当てを求められることも多く，教
　室割振りの自由度が非常に少なくなっている。
　　講義室・演習室等の使用状況は表30のとおりである。近年，一般授業でもバソコソ
　からデータをスクリーソに投影して授業を行うケースが増加し，マルチメディア設備
　のある大教室2室への利用希望が増加している。そのため中規模の教室にもマルチメ
　ディア設備を設置するよう要望が寄せられており，導入の方向で検討中である。
　　今後の課題として，既設の建物では各教室の収容人数の変更は困難であるので，市
　街地キャソバスでの4年次学生の履修に併せて教室割り当ての余裕度を増やすととも
　に，情報機器を配置した教室を増やす必要がある。
（4）パソコン機器の配置
　　本学では，平成6年4月開学以来，実習に使用するバソコソは一人1台を原則とし
　ており，実習室設備として414台のコソピュータを設置している（平成14年3月31日現
　在）。これら実習室のバソコソは，授業時問以外にも学生に自由に使用させている。
　　バソコソ及び周辺機器等は，開学時には全部買い取りでスタートしたが，これら情
　報機器類の進歩は著しく，5年間償却済みまで入れ替えを行うことが出来ないとなる
　と，機能的に陳腐化して教員・学生からの不満が殺到することになるので，平成11年
　度から主として実習室のパソコソ類はリース制に切り替えて配置することとした。毎
　年ほぽ1／3づつ新機種への入れ替えを行っている。
2　施設・設備等の維持・管理体制
　　本学の施設・設備の維持・管理業務は，本学事務組織規程第5条第3項に基づき会計
課管財係で所掌することになっている。しかし，管財係には1人しか職員を割けない事
情から，平成6年4月開学以来，可能な限り外部委託により処理することを基本方針と
してきた。従って，担当者の主たる業務は委託先との連絡調整になる。すなわち，建物
本体の維持管理は施行業者に，空調・衛生設備，エレベーター設備，電気関係設備，消
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防設備，芝及び樹木管理等はそれぞれ専門業者に委託し，各種関係法令に従った適切な
管理運営に当たっている。また，日常の清掃業務，警備業務，空調等の運転業務につい
ては，ピルメソテナソス会杜に一括して委託している。
　なお，本学施設・設備の更新・改修工事並びに故障時における緊急対応処置について
は，学長，事務局長の指揮に基づき会計課全体で対応している。
　機器・備品類については，授業関係は学務課，実習室関係は情報セソター課情報サー
ビス係，図書閲覧室関係は情報セソター課学術情報係，研究室関連は各専任教員がそれ
ぞれ日常の善良なる管理義務を担い，最終的には会計課管財係が全体的に把握・管理し
ている。
3　学園生活環境の維持・管理及び大学周辺環境への配慮
　　本学は，平成6年4月の開学のため，施設は比較的新しく，大幅な修理・改築などを
行う必要もなく，全館冷暖房完備で快適な学園環境を提供している。
　　本学学生に対するアソケート調査やオープソキャソバス等で訪れる高校生に対するア
　ソケート調査においても，r校舎がきれい」，r環境が良い」は常に上位に来ている。
　　なお，本学は新潟市南西部の郊外に位置し，JR越後線「越後赤塚駅」前に立地するが，
列車運行本数が少ないため，学生の自家用車通学が多い。車両通学希望老に対しては，
交通安全講習の受講を義務付けたうえで学生駐車場の利用許可書（約400台利用可能）を
発行している。しかし，近年無許可車両通学が増加し，大学周辺の空き地に無断乗り入
れ・駐車する学生が見受げられ，周辺住民からの苦情に関して，その対応に苦慮してい
　る。取り締まりを行えぱ，一時的には解消するが，根本的な解決にはならず，今後は学
生の交通マナーに関しての意識の高揚と無許可車両通学の解消を図るよう学生指導を徹
底する必要がある。
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表25校地，校舎，講義室・演習室等の面積
校　　　　地　　・　校　　　　舎
校地面積（㎡）
78，464㎡
設置基準上必要
校地面積　（㎡）
33，720㎡
講義室・演習室等
講義室・演習室・
学生自習室総数
37室
講義室・演習室・
学生自習室
　総面積（㎡）
3，399m’
校舎面積（m’）
16，769m2
設置基準上必要
校舎面積（m…）
5，620mヨ
体育館及びクラブハウス
体育館面積（㎡）
2，136m’
クラプハウス面積
　　　　　（㎡）
360m…
［注］校舎面積には，講義室，演習室，学生自習室，実習室，研究室，図書館（書庫，閲覧室，事務
　　室），管理関係施設（学長室，応接室，事務室，記録庫，会議室，受付，守衛室，休憩室，倉庫），
　　学生集会所，食堂，廊下，使所たどを入れてある。
表26新潟国際情報夫学建物一覧
建物　区　分
管理研究棟
情報セソター棟
教室棟
学生ホール棟
体育館等
クラブハウス棟
その他
合　　　　計
面　積（m・）
5，143
3，318
3，361
2，247
2，136
360
141
16，769
室　数
86
21
18
12
153
構　　造
RC6F
RC3F
RC2F
RC1F
RC2F
RC2F
RC1F
備　　　　考
一部鋼板葺き
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表27教員研究室
室数及び1室当たりの平均面積
個室（A）　共　同 計
総面積
（m・）
（B）
専任教員数
　（C）
個室率（％）
（A／C＊100）
教員1人当た
りの平均面積
（m干）　（B／C）
備　考
　　41　　　　　8
（20．5㎡）　（53．9m！）
49
［注］室数（個室・共同）欄の（
1，273
）内数字は，
39 100
1室当たりの平均面積を示す。
32．62
表28講義室，演習室等の面積・規模
講義室・演習室学
　　　　　　　　室　　数
　生自習室等
講　　義　　室
演　　習　　室
学生自習室
23
10
総面積
（m・）
2，562
462
375
収容人員
（総数）
1，990
200
160
学生総数
1，320
！，320
1，320
在籍学生1人当
たり面積（mヨ）
1．94
0．35
0．28
備　　考
表29学生用実習室の面積・規模
用途別室名
マルチメディア実習室
バソコソ実習室
ワークステーショソ実習室
人間情報工学実習室
室　数
1
！
1
総面積（m’）
683
97
97
195
収容人員
（総数）
280
40
40
40
収容人員1人
当たりの面積
　（㎡）
2．44
2，43
2．43
4．88
備　考
計 ユ0 1，072 400 2．68
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表30規模別講義室・演習室使用状況一覧表
学　部　名
情報文化学部
計
学　部　名
清報文化学部
計
学　部　名
情報文化学部
計
収容人員
1－24
21－35
36－50
51－！00
101～150
151－336
321～400
1～38
収容人員
1～24
2ユー35
36－50
51～100
！01－150
151～336
321－400
1～38
収容人員
1－24
21－35
36－50
51－！00
101一ユ50
151－336
321～400
1～38
使用
教室数
10
1
1
33
使用
教室数
10
33
使用
教室数
ユ0
1
33
平成11年度前期
総授業
時数
278
使用
度数
50
20
45
23
32
10
13
85
278
使用率
（％）
20．0
13．3
45．O
46，O
42．7
40．0
52．0
56．7
平成12年度前期
総授業
時数
3ユ4
使用
度数
45
64
40
20
21
ユ5
12
97
314
便用率
（％）
18．O
42．7
40．0
40．0
28．O
60，O
48．0
64．7
平成ユ3年度前期
総授業
時数
273
使用
度数
44
58
44
13’
19
17
14
64
273
使用率
（％）
17．6
38．7
44．0
26．0
25．3
68．O
56，O
42．7
平成ユ1年度前期
総授業
時数
299
使用
度数
69
43
49
16
30
14
12
66
299
使用率
（％）
27，6
28．7
49．O
32．O
40．0
56．0
48．O
44．0
平成12年度前期
総授業
時数
26ユ
使用
度数
46
68
28
15
23
17
14
50
261
便用率
（％）
18．4
45．3
28．0
30．O
30．7
68．0
56．0
33，3
平成13年度前期
総授業
時数
295
使用
度数
46
72
42
15
3ユ
19
12
58
295
使用率
（％）
18．4
48．0
42，0
30．O
41．3
76．0
48．0
38．7
備　　　　考
LL及びコソピュータ実習室
備　　　　考
LL及びコソピュータ実習室
備　　　　考
LL及びコソピュータ実習室
［注］使用教室数は，正規の授業として使用している教室数をいい，総授業時数は，1週間の総授業科目のうち，
　　講義室・演習室を使用する全ての授業科目数を示す。なお，使用率は，（使用度数／総授業時数）により算
　　出する。
一128一
　　　　　驚
　　　譲繋嚢議
???
『
．?
」????瞭
葡
，、
．???
’
?．????｝．
???
??????、
｝．?。
??
??曇??
?．?鍵
1
??
口
…｝?．｝??．?
??．?
?????」???????????? ． ???「 ?．「? ．?」????｝．?????．」???．．??｝?? ?
嘉
????? ?
　　　身螢
塞・．?
，
?．」
?．
??
????
第8章　スポーツ施設運當
1　はじめに
　本学の特色は「国際」や「情報」だけではたく，「体育・スポーツ」もその一つであろ
　う。正課体育では，従来のrスポーツ教育」ではなくrフィットネス教育」が行われて
いる。これは近い将来到来する世界一の超高齢杜会の中で，生活習慣病を患わずに元気
に生き抜かたけれぱならない学生たちに，健康体力を保持増進させるための知識を修得
させ，そのための運動トレーニソグを体験させるようた授業である。
　一方，課外活動では各スポーツ団体の競技力を向上させるために，大学は強化部の指
定やスポーツ推薦入試制度の導入など可能な限りバックアップしている。ちなみに平成
13年度には，全日本学生選手権大会への出場（バドミントソ部）や北信越大会での各種
　目の入賞（陸上競技部）などの成果がでてきており，地方の新設私立単科大学としては
極めて珍しいことであろう。
　　さらに，一般学生や学外の利用者にも幅広く施設を開放していることが大きな特徴で
もある。つまり，授業以外はいつでも誰もがどの施設でも利用できるように午前9時か
ら午後9時まで施設を全面開放しており，専門の職員を配置して施設や備品の管理はも
ちろんのこと，用具の貸出やトレーニソグ指導などを行っていることである。
　　このような体育教育やスポーツの競技力向上を可能にし，その他の利用老に対する
サーピスを向上させるためには，それ相応のハードウエアとしての施設や備品，並びに
　ソフトウエアとしての職員の充実が必要である。今回，スポーツ施設の自己点検・評価
を行い，この結果をもとに今後さらにスポーツ施設を発展させて，魅力のある大学づく
　りに貢献していきたい。
2　スポーツ施設・設備等の維持・管理体制及び組織
（1）スポーツ施設・設備
　　本学では，スポーツ施設として体育館，屋外競技場（陸上競技場及びテニスコート），
　及びクラプハウスを設置している。
　　　これらスポーツ施設の概要並びに施設に傭えられている設備・傭品は表31のとおり
　　である。
（2）維持・管理体制
　　スポーツ施設及び備品の維持・管理の業務は，主にスポーツ施設の臨時職員が担当
　している。通常の業務は，体育館の開館時には各施設のエアコソ及び照明点灯やトレー
　ニソグマシソの利用準備（コソセソト差し込みなど）から始まり，日中は体育の授業
　補助やスポーツ用具の貸出あるいはトレーニソグ指導たど一般利用老への対応を行
　い，閉館時にはフリーウエイトの整理整頓やト1■一ニソグ室の清掃などを行っている。
　　その他の業務としては，破損した施設や紛失した備品等の修復や補充，学外利用老
　への対応（利用相談，利用登録など），種々のデータ管理（体育授業の測定値，月間の
　利用老数及び用具貸出件数，学外利用関係等）などを行っている。
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（3）スポーツ施設運営委貝会
　　スポーツ施設の管理運営組織として，スポーツ施設運営委員会を設置している。同
　委員会は，学生部長，体育担当教員，学長が推薦する教員若干名，総務課長及び学務
　課長をもって組織しており，平成14年から15年度（任期2年）までの委員会委員は，
　藤瀬教授（委員長），ブラーソル教授，臼井助教授，佐々木（桐）講師，佐々木総務課
　長及び樋口学務課長の6名である。
　　なお，現状ではスポーツ施設に専任の職員がいないため，必要に応じてスポーツ施設
　の現状をよく把握している臨時職員に委員会に出席してもらい，意見等を求めている。
3　施設・設備等の維持・管理の現状
（1）施設の維持・管理の現状
　　　クラプ活動のための部室については，将来にわたって適切かつ確実に施設管理（施
　　設保全や盗難防止など）を行うため，平成14年10月にクラブハウス12室及び体育館部
　　室4室全ての部屋の入口の鍵をEC錠に付け替えた。この主な理由は，①合鍵の作成や
　　管理は各公認団体に任されているが，毎年卒業生が確実に返却しているか把握できて
　　いない。②各部室の使用については，各団体の効率的な利用方法等を考えて毎年見直
　　しをするので，状況によっては部室を移動することがあり得る。③最近，施設内外で
　　盗難やピッキソグなどが多発しており，これらを防止するためなどである。
　　　その他の主な補修については，体育館内廊下の張り替え，正面入ロドアの修理など
　　を行った。現在破損している場所は，Aトレーニソグ室の壁穴が2か所，テニスコート
　　の防球ネットなどであり，来年度以降にかげて補修していく予定である。
（2）設備の維持・管理の現状
　　エアロバイクは特に使用頻度が高く，そのうち1台は今日まで何回か修理してきた
　にもかかわらず，頻繁に故障している状況にある。平成6年の開学時に購入したエア
　ロバイク6台，パワーマックスV1台，エクサートラック1台などは，耐用年数を超え
　ており，これらの買い換え等について考えなけれぱたらない時期に来ている。
4　学園生活環境の維持・管理及び大学周辺環境への配慮
（1）学園生活環境の維持・管理
　　　体育館内には，栄養補助食品及び飲料の自動販売機，冷水器，製氷器を設置してい
　　る。スポーツ活動前後における欽食物の摂取は，健康管理上及び効果的なトレーニソ
　　グを考えるうえで重要なことである。学内の売店は午後5時に閉店すること，及び特
　　に部活動は午後6時ころから行われることが多いことから，学生及びその他の利用老
　　はこれらの機器をよく利用しているようである。
　　　スポーツ施設内は，喫煙場所（2か所）以外はすべて禁煙である。健康体力づくり，
　　競技力の向上，一般的なマナー教育を考えるうえでは，このノレールの厳守を徹底させ
　　ている。また，体育館内は土足厳禁であり，これらの利用マナーを守らない団体や個
　　人に対しては随時注意を行い，一年問で3回受けた場合には施設の使用を一定期問禁
　　止するというペナルティーを与えることがある。
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（2）大学周辺環境への配慮
　　現在，陸上競技場及びテニスコートのナイター照明は，午後9時までその使用を認
　めているが，それ以降の使用は原則として認めていない。
　　また，クラブハウスの軽音楽部の部室には周辺地域に音ができるだけ響かないよう
　に都室の窓に二重サッシを用い，夏期においても窓を開げずに活動できるように冷房
　装置を設置している。
　　なお，現在陸上競技場には粉や防球ネヅトがたく，野球やソフトボールなどの球技
　を行う場合，ボールが体育館やクラブハウスを直撃したり，また公道の歩行老や走行
　中の自動車に迷惑がかかることもあり得るので，早急に対応策を講ずべきであると考
　えている。’
5　施設・設備の利用状況
　　本学のスポーツ施設の運営方法の特徴は，①体育の授業以外は全面開放していること，
②専門の職員を配置して施設や備品の管理，用具の貸出やトレーニソグ指導などを行っ
ていること，③学生や教職員以外の学外者にも開放している（なお，平成13年度からは
使用料や登録料を徴収している。）ことである。
　　平成13年度の利用老数は，表32に示したように，体育館のアリーナが2，871名（授業・
部活動以外），Wトレーニソグ室が3，517名（授業以外），Aトレーニソグ室が1，035名（授
業以外），用具貸出数が1，412件（授業以外）であった。これらの実績は，まだ専門の職
員が配置されていなかった平成11年度と比較すると，利用老が2倍近くにまで増えてい
　る。ちなみに平成13年度の学外利用による収入は86，000円であったが，平成14年度はこ
れを大きく上回る見込みである。
　　また，平成12年度のトレーニソグ室の利用実績を，本学と同規模の新潟県内の私立単
科大学と比較してみたところ，学生総数に対する利用者数比率がA大学では1．28，B大学
ではO，31であったのに対して，本学は2．87であったことから，他大学と比較しても施設
の利用老が顕著に多いことが分かる。
6　終わりに
　　21世紀のスポーツ施設の役割は，スポーツを楽しんだり競技を行ったりするだけでは
なく，生活習慣病の予防改善，全身持久力や筋力等の維持向上，筋肉づくりや減量など
を目的とした運動，つまりフィットネス・トレーニソグを生涯にわたって実践できるよ
　うにすることであろう。
　　本学のスポーツ施設は，大学関係者のみならず，地域住民の方々の健康体力づくりに
　も役にたてるような施設にしていくべきであり，このことが地域に根ざした大学として
　さらなる発展につながっていくものと考えている。
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表31スポーツ施設・設備
体育館棟（フィットネスジム）
施　設　名
アリーナ
W（Weight）トレーニソグ室
A（Aerobic）トレーニソグ室
体育館研究室I
体育館研究室II
面積
893m・
169m・
169ml
26m王
24m空
用　　　　　途
バレーボール（2面）バスケットボール（1面）
バドミソトソ（4面），他
ウエイトトレーニソグ，体力測定，他
エアロピックトレーニソグ，エアロビックダソ
ス，ストレッチソグ，武道（合気道，空手道，
少林寺拳法）等
形態・体力測定，生理機能実験，他
体育学・スポーツ科学関連資料の閲覧，ゼミ，
ミーティソグ，他
屋外競技場
施　設　名
陸上競技場（400mセパレート，
　　　　　夜問照明設備有）
テニスコート
　　　　（夜間照明設備有）
面積
20，460m呈
2，109㎡
用　　　　　途
陸上競技，サッカー，ソフトボール，他
テニス（3面）
クラブハウス
施　設　名
部　　室
面積
30m2x12
用　　　　　途
スポーツ部を中心とした公認団体の部室
トレーニソグ機器
機　器　名
〈Wトレーニソグ室〉
セソチュリオソDVR10
スリーウェイレッグマシソ
DVRバーティカルチェスト
DVRレヅグカール
スミスマシソ
ラソナー
バワーマックスV
数量
！
1
1
1
1
1
2
用　　　　　途
全身10種目のウエイトトレーニソグ（チェスト
プレス，ショルダープレス，ラットプルダウソ，
ヒップフレクサー等）
大腿部筋肉群のウエイトトレーニソグ（パワー
スラスト，イソバーテッドレッグプレス，ハッ
クスクワット）
胸部のトレーニソグ
大腿後部のトレーニソグ
全身のトレーニソグ
ラソニソグ様式による脚パワートレーニソグ
ペダリソグ様式による脚バワートレーニソグ
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機　　器　　名
ブラットフォーム
アームレスリソグ台
ベルトバイブレーター
パワーラック
オリソピックバーベル
　トレーニソグバー（15kg）
　トレーニソグバー（10kg）
＜Aトレーニソグ室〉
エアロバイク400
エアロバイク75XL
フットウォーカー
エクサートラック7500
ステアマスター
ローイソグエルゴメーター
＜体育館研究室I〉
モナーク自転車エノレゴメーター
エクサートラック8800
数量
1
用　　　　　　途
フリーウエイトによるパワー系種目のウエイ
トトレーニソグ
アームレスリソグ
マッサージ
スクワット等のトレーニソグ
ウェイトトレーニソグ
ウエイトトレーニソグ
ウエイトトレーニソグ
エアロピックトレーニソグ
　1．一般トレーニソグ
　2．減量トレーニソグ
　3．マニュアルトレーニソグ
　4．オリジナルトレーニソグ
ェアロピックトレーニソグ及びエアロピック
バワーの測定
ウォーキソグ
ウォーキソグ，ラソニソグ
ステッブ・クライミソグ
ローイソグ
運動負荷テスト，生理機能実験
ウォーキソグ，ラソニソグ，生理機能実験
形態・体力測定機器
機　　器　　名
身長計
デジタル体重計
栄研式皮下脂肪計
オムロソ体脂肪計
ハートモニター（LifeScope8）
1要素心電計（FX－2111）
水銀血圧計
呼気ガス分析器（RespinaIH26）
乾式ガスメーター（DC・5A）
ルドルフマスク
ダグラスバッグ
ラクテートアナライザー
　　　　（YSI1500SPORT）
ラクテート・プロ
8mmHI8ピデオカメラ
数量
2
1
用　　　　　　途
身長の測定
体重の測定
皮下脂肪厚の測定
イソピーダソス法による体脂肪率の測定
心拍数，心電図，及び血圧の測定
安静時標準！2誘導心電図の測定
安静時血圧計の測定
エネルギー代謝の測定，最大酸素摂取量
及ぴ無酸索性作業閾値の測定
血中乳酸濃度の測定
血中乳酸濃度の測定
運動動作の撮影・分析
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表32スポーツ施設の利用状況
スポーツ施設使用者数
区　　分
平成13年度
アリーナ
287！
陸上競技場
1290
テニスコート
449
合　　計
4610
トレーニソグ室便用老数（体育授業を除く）
　　　　　　　　　Wトレーニソグ室（人）
区　　分　　　　　学　生　教職員　学外老　合　計
平成6年度　　1164
平成7年度　　1335
平成8年度　　1642
平成9年度　　1735
平成ユ0年度　　ユユ37
平成11年度　　1485
平　均＊
平成12年度　　2316
平成13年度　　2872
74
91
125
48
88
82
158
80
9　　1247
14　　1440
91　　1858
217　　2000
303　　！528
302　　1869
1799
377　　2851
565　　3517
増加率
58．5％
23．4％
学　生
528
819
867
Aトレーニソグ室（人）
教職員
30
48
42
学外老
22
36
126
合　計
580
580
903
1035
増加率
55．7％
14．6％
　＊平均は，平成9年度～11年度（完成年度）の平均を示す。
増加率は前年比であるが，平成12年度は完成年度の平均と比較した。
スポーツ用具貸出し件数（体育授業を除く）
　　　　　　　　　　スポーツ用具貸出し（件）区　　分　　　　　学生教職員クラブ学外老合計 増加率
平成6年度
平成7年度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成11年度
平　均＊
229
528
550
617
658
平成12年度　　1567
平成13年度　　1375
1
1
50
17
28
36
1
1
282
．534
568
622
676
622
1598
1412
156．9％
一13，2％
　＊平均は，平成9年度～11年度（完成年度）の平均を示す。
　増加率は前年比であるカミ，平成12年度は完成年度の平均と比較した。
学外登録老数
区　　分
平成12年度
平成13年度
卒業生
1
他大学生
1
高校生
15
中学生
40
合　計
68
学外登録老数及び施設使用料収入額
区　　分　　登録人数
平成13年度 68人
登録料
63，000
使用件数
13件
施設使用料
23，000
合　計
86，000
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第9章　情報センター及び図書等の資料・学術情報
1　情報センター設置の目的
　　本学唐報セソターの目的は，新潟国際情報大学情報セソター規程第2条に「情報セソ
ターは，本学の教育・研究の発展に寄与するため，教育・研究活動に必要な情報関連環
境を管理運用し，これを効果的に提供することを目的とする。」と規定されており，この
基本理念のもとに設置されている。
　　この設置目的に沿った業務を効率的に行うため，本情報セソターは，平成6年の開学
時からr教育研究セクター」とr図書情報セクター」の2部門を有する複合施設として
組織編成されている。
　　「教育研究セクター」はコソピュータなどの情報関連機器及びシステム・ネットワー
クを整備・運用・管理する部門であり，「図書庸報セクター」は大学図書館（本学では「情
報閲覧室」と称する。）に関する業務を担当する部門である。このように，コソピュータ
による電子情報と活字からなる図書情報という二つの情報メディアを取扱う部門を同一
組織内に置いていることは，情報技術の急速な発展により活字情報の電子化が進むにつ
れて，これら二つの情報メディア問の壁がなくなり，活字情報と電子情報が一体化する
方向にあることや，現代における媒体を間わない情報化の方向を開学時から見越し，そ
れらの管理・提供を効果的に遂行するため取られた方策であり，本情報セソターの大き
た特色となっている。
　　今後，教育・研究分野における更なる情報化・ネットワーク化の進展に対応し，積極
的にその改革を推進してゆくことが大学を構成する組織の一つとしての清報セソターが
果たすべき役割であると考える。
2　情報センタrの管理運當
（1）情報センター運営委員会
　　　情報セソターでは，その目的を達成し，業務を円滑に遂行するために，管理・運営
　　の統括者である情報セソター長の下に，膚報セソターの運営に関する基本方針及びそ
　　の他の重要事項を審議する「情報セソター運営委員会」を設けて，同セソターの管理
　　並びに運営に当っている。
　　　また，必要に応じて専門委員会を設けて，専門的事項に関することについて審議・
　　検討を行っている。
　　　清報セソター運営委員会は，情報セソター長，教育研究セクター長，図書膚報セク
　　ター長，各学科から選出された専任教員若干名及び情報セソター課長をもって組織し
　　ている。同委員会の委員長には，情報セソター長をもって充てている。
　　　清報セソター運営委員会は，教育研究セクター及び図書盾報セクター合同で，或い
　　はそれぞれのセクター単独で，必要に応じて開催されている。
　　　たお，下図のとおり情報セソター運営委員会の組織構成について示す。
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情報センター運営委貝会の組織構成
学長
情報セソター長
情報セソター運営委員会
教育研究セクター 図書情報セクター
教育研究セクター長
教育研究セクター委員
図書情報セクター長
図書情報セクター委員
（2）事務組織
　　情報セソターの管理運営及び所掌事務を処理するため，事務組織として事務局にr情
　報セソター課」を置いている。
　　情報セソター課は，学術情報係と情報サーピス係の2係から成り，学術情報係は図
　書情報セクターに関する業務を，情報サーピス係は教育研究セクターに関する業務を
　担当している。
　　たお，情報セソター課の組織構成及び平成6年度以降現在までの情報セソター課の
　職員数の状況を以下に示す。
情報センター課の組織構成
理事長　　　　　事務局長 鰍一タ嚇一L∴係
情報センター課の職員数
年　　度
平成6年度
平成7年度
情報セソター
課　　　　長
1
1
学術情報係 情報サービス係 合　　計
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
平成！4年度
1
1
1
1（兼任）
1（兼任）
1（兼任）
1
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3　情報センター教育研究セクター
（1）教育研究セクターの設置・整備の方針
　　　情報セソターの教育研究セクターは情報処理を中心とした教育及び学習を支援する
　　ために設置された組織である。主な役割は，コソピュータやLLを設置した実習室の管
　　理運営と大学全体のネットワーク管理の2つであり，基本的には従来の大学における
　　計算機セソターや情報処理セソターに類似した役割を果たしているといえる。
　　　しかし，本学が！学部2学科と小規模な大学である一方で，「情報」を主たる対象分
　　野としていることから，求められる機能は大規模な大学のrセソター」とはやや異なっ
　　ている。
　　　そこで情報セソターの教育研究セクターの設置及び整備については，以下のような
　　方針で当ってきた。
　　　①演習や自習での使用頻度がかなり高いため，一般の実習室において統一された
　　　　環境をでぎるだけ安定して提供することをまず優先する。特殊な用途向けの環境
　　　　は個々の研究室に設置していただくことを原則とするが，それには無理があるよ
　　　　うな規模のもの（例えぱAVスタジオなど）はセソターに置く。
　　　②少人数で効率よく管理できるようにシステムを整備する。
　　　③既存システムを単に導入したり外注したりするだげではなく，可能であれぱフ
　　　　リーソフトウェアなどを利用しつつ現状の利用に最善のシステムを自力で開発・
　　　　構築し，技術を内部に蓄積できるようにする。
　　　この基本方針に従い，新しい情報技術を出来る限り取り入れる形で開学以来努力を
　　重ねてきた。
　　　今後もこの基本方針に従い整備を進めるとともに，キャソパスの無線LAN化を含め
　　た一層のIT化を図り，学生及び教育の個人環境レベルでの利便性の向上を推進する。
　　また学生教育を効果的に実施するため，並びに学生実習室等の一層の利用率向上を図
　　るため，サーピスの質の改善に努める必要がある。
（2）教育研究セクターの組織構成と設備の整備状況
　　開学以来現在までの組織構成と整備の状況は以下のとおりである。
平成6（1994）年度
　1月　開学に向けて機器の整備を開始した。助教授に就任予定の宗澤拓郎氏が中心
　　となり準備作業を行った。Macintosh及びUNIXワークステーショソを中心とし
　　た実習に十分対応でき，また，そのサービスがほぼ安定して提供できるように情
　　報システムの構築を行った。
　4月　開学。学生受入れ。
　5月　専用線9600bpsにてSINET新潟大学ノードと接続した。
　6月　学外とのメール運用を開始した。
　8月　SINETとの接続回線速度を64Kbpsに変更した。
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平成7（1995）年度
　2月　WWWサーピスの試験運用を開始した。
　　　この年度にセソターの現状の運営形態が発足した。教育研究セクター長は宗澤
　　拓郎助教授となり永井武教授及び松井孝雄講師がセクター関連の委員として加
　　わった。なお，情報セソター課職員金東虎は4月に教育研究セクターから図書1青
　　報セクターに異動し9月に退職した。
　　　Macintoshを中心とした実習室のサーピスがほぽ安定して提供できるように
　　なった時期といえる。
　4月　マルチメディア実習室6教室のMacintoshの安定利用のためシステムファイ
　　ルをロックするソフトウェア（Fo1derBo1t）を導入した。
　11月　学内ローカルニュースシステムを運用開始した。
平成8（1996）年度
　　この年度より教育研究セクター長は永井武教授となった。セクター関連の他の委
　員は槻木公一教授及び松井孝雄講師であった。事務系職員としては関英基のほか4
　月から12月まで多賀一恵が勤務した。この年度から学内・学外の通信速度の向上及
　び新機種への置き換えの2点を中心とした将来計画を念頭においた運営を開始し
　た。新機種についてはセクター内で論議しシェアの大きさ・管理の容易さ・セキュ
　リティなどを考慮に入れてPC（OSはWindowsNT）を採用すべきであると教授会に
　提案することにたった（翌年度教授会で決定された）。この年度には主に回線速度の
　向上を図るための拡張がなされた。
　4月　100MbpsのLAN　Switchを導入して情報セソター棟内のLANを大幅に拡充
　　した。これにより最も多くのトラフィックが発生する実習室問での通信能力が向
　　上した。SINETとの接続回線速度を128Kbpsに変更した。セクター内の打合を原
　　則としてメーリソグリスト上で行うとの規則を作成し試験運用を開始した。結果
　　は順調であり，現在でも基本的に定期的な会議を行うことなく業務を進行できて
　　いる。
　5月　実習室の利用時問を9：00－18115から9：00－21130に延長した。
　7月　実習室の1教室増強に向けてPC－AT互換機12台をバソコソ実習室に導入し
　　た。OSとしてはWindows95及びLinuxをイソストールした。
　8月　ワークステーショソ実習室の全マシソに対してメモリ増設を行った。これに
　　より使用感がかなり良好になった。
　9月　教職員・学生に対し電話回線による学内LANへのPPP接続サーピスを開始し
　　た。同時に17回線までの接続が可能である。
平成9（！997）年度
　　運営体制は前年度と同じ。ただし，メディア準備室の事務処理を補うため一時的
　に補助スタッフが勤務した。この年度の最も大きな変化はサーバを移動して実習室
　を1室増やしたことである。演習に使われると学生が実習室で自習をすることがで
　きないとの指摘があったための必要な措置であった。
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4月　ネットワークサーバ等をメディア準備室に移動した。これまでのネットワー
クサーバ室（255）をバソコソ実習室と改称し，Macintosh約20台を設置した。また
　これまでのバソコソ実習室（254）にPC－AT互換機をさらに導入してLinuxを動作．
させマルチメディア実習室7と改称した。セクターから教職員・学生へのアナウ
　ソスをで行うサービスを開始した。
9月　SINETとの接続回線速度を256Kbpsに変更した。
3月　学内ネットワークに防火壁を構築しセキュリティの向上を図った。また，情
報セソター棟にLAN　Switchを追加導入してネットワーク構成の変更を行った。
平成10（1998）年度
　　教育研究セクターの委員は永井武教授（セクター長）・稲宮健一教授・松井孝雄助
　教授とたった。4月からセソター課職員として丑田直希が勤務した。新機種導入へ
　の準備（機種選定・システム設計・サーバの動作確認など）が中心課題となった。
　8月　ユーザ用ファイルサーバをこれまでのもの（OSはSo1aris）からPCサーバ（OS
　　はSCOUNIX及びVisionFS）に変更した。性能が向上するとともにUNIX／Win－
　　dows／Macでユーザファイルを統一して扱うための準備が整った。
　11月　各棟のネットワークにおいてノートバソコソ等を簡単に接続できるようIP
　　アドレスを自動割当するサーピス（DHCP）を開始した。
平成11（1999）年度
　　委員は永井武教授（セクター長）・松井孝雄助教授・河原和好講師。また，セソター
　課職員関英基は平成11（1999）年12月で退職した。
　4月　マルチメディア実習室4～6のMacintosh　LC520を廃棄して，ここに実習室
　　1～3のMacintoshを移動し，実習室1～3にはPC－AT互換機を導入した。これ
　　により全ての実習室でネヅトワークを実用的た速度で利用できるようになった。な
　　お，PCのOSとしてはMicrosoftWindowsNT4．Oを用いUNIXでユーザファイル
　　とバスワードを一元管理するシステムを構築した。さらに安定した運用を図るため
　　毎日夜中に自動再イソストールを行って常にシステムを一定状態に保つような設
　　定を行った。
　　　これまで映像配信のモニタにはテレピを使用しNTSCで配信していたが，新た
　　に導入したPCの実習室ではCRTを用いてRGB配信するように変更した。そのため
　　画面の解像度・鮮明度がはるかに向上した。AVスタジオの画像処理・音楽処理シ
　　ステムを大幅に更新した。また，画像処理用のワークステーショソとしてSi1icon
　　Graphics杜のsg540を導入した。
　6月　無駄な大量印刷を防ぐため，全てのプリソタをあわせてユーザごとに印刷可
　　能枚数をネットワークで統一管理・監視するシステムを構築して運営を開始した。
　平成10（1998）年度から平成11（1999）年度にかけてさらに以下のような新機種の
導入作業を行った。これでLLを除いてシステムの新機種への入れ替えはほぽ完了した
ことにたる。
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　マルチメディア実習室4～6のMacintoshをWindows　NT4．0を導入したPC－AT互
換機に入れ替えた。映像配信設備は実習室1～3と同様RGB配信である。ワークス
テーショソ実習室のマシソをほとんど廃棄（］部はバソコソ実習室に移動）し，マル
チメディア実習室にあったMacintoshと置き替えた。UNIXを使う場合には別室（計算
機準備室）に設置したPCサーバ7台に実習室からネットワーク経由で接続する。
平成12（2000）年度
　　この年度から情報セソター長は渡辺忠教授とたった。教育研究セクターの委員は
　プラーソル教授・松井孝雄助教授・山口助教授となった。4月からセソター課職員
　として高井英希が勤務した。
　　3階のマルチメディア実習室4，5，6のPC本体を更新し，OSを従来のMacから
WindowsNTに変更した。さらに同じ環境のマルチメディア実習室7を増設した。
　これにより全館同］の演習環境が実現した。更新されたMacの41台をマルチメディ
　ア実習室8に移設した。
平成13（2001）年度
　　教育研究セクターの委員はプラーソル教授が矢口裕子助教授に変わった。他のメ
　ソバーに変更はなかった。一般教室の223教室に無線LANでノートPC50台を使った
　講義ができる環境を構築した。マルチメディア実習室8のMacをWindowsNTが使
用可能なPCに更新した（MO装備）。これにより開学時に設置したMacが全てWin－
　dowsに更新された。
平成14（2002）年度
　　教育研究セクターの委員は高木義和教授（情報セソター長）・松井孝雄助教授（教
　育研究セクター長）・桑原悟助教授となった。情報管理を担当する職員は丑田直希，
　高井英希の2名である。開学10周年記念事業の一環とし学内IT化プロジェクトが発
　足し，桑原悟助教授及び高井英希がブロジェクトメソバーとして参加した。高井英
　希はそのブロジェクトの専従となったため窓口業務はアルバイトで対応した。
　　一般教室223教室のノートPCを80台に増強した。
（3）教育研究セクターの予算
　　平成10年度から平成13年度の情報セソター（教育研究セクター）の予算を以下に示
　す。平成1！年度に施設設備を買い取りからリースに切り替えたために施設設備維持費
　が増加した。また，平成12年度から施設設備の管理運営の一部を外注に切り替えたた
　め，施設設備維持費が増加し，管理・運営費は減少した。
　　平成13年度において予算総額76，745千円となり，そのうち施設設備維持費が37，981
　千円（49％），施設設備拡充費が30，663千円（40％）となり，両老で全体の89％を占め
　た。平成13年度に施設設備拡充費が増加したのは，一般教室の223教室に導入したノー
　トPCの買取費，バックボーソの増強に関連する機器等の施設設備拡充費が増加したこ
　とによるものである。
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教育研究セクターの予算額の推移
予算項目
管理・運営費
施設設備維持費
施設設備拡充費
ソフトウェア費
通信運搬費
合　　計
平成10年度
3，375
979
6，661
2，865
577
14，457
平成11年度
3，117
22，956
14，540
2，227
1，293
44，133
平成12年度
1，838
34，528
2，629
2，629
1，720
43，344
（千円）
平成13年度
1，609
37，981
30，663
4，121
2，371
76，745
（4）教育研究セクターの設備及びネットワーク環境の状況
　　平成13年度末におけるコソピュータ，周辺機器の設備の状況は下表のとおりである。
　また，開学以来，各年度ごとのコソピュータ及び周辺機器等の整備の状況を表33に示す。
　　平成13年度末におげる演習用のバソコソはマルチメディア実習室にIBM　PC／AT互
　換機328台，パソコソ実習室にIBMPC／AT互換機21台，App1eMacintosh21台，ワー
　クステーショソ3台，AVスタジオに2台，サーバ室に30台，計405台が設置され，全
　て学内LANで接続されている。他に，プリソタ19台等が利用可能となっている。
　　実習室設備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成14年3月31日現在
マルチメディア実習室　　コソピュータ
　　　　　　　　　8室　プリソタ
パソコソ実習室
1室
LL設備
コソピュータ
IBM
QMS
IBM
ApP1e
PC／AT互換機　　　　　328台
2060（F5）　　　　　　　16台
3室
PC／AT互換機　　　　　21台
Macintosh　　　　　　　18台
UMAX　　Macintosh互換機　　　　3台
ワークステーショソ　Toshiba　SPARCC1assic　　　　3台
AVスタジオ
サーバ・通信
サーバ
通　信
スキャナ
ブリソタ
コソピュータ
1室　プリソタ
スキャナ
CD－R／RW
DVD－RAM
ピデオ編集設備
音楽編集設備
録音スタジオ
De11PowerEdge等
モデムサーバ
Canon
EPSON
QMS
IBM
QMS
EPSON
14台
6台
2060（F5）　　2台
PC／AT互換機　　　　　2台
Magicolor330（F2）　　　1台
1台
2台
1台
1式
1式
1式
平成14年3月31日現在
イソターネット接続設備（ATM10Mbps）
30台
2台
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　ソフトウエア提供サーピスを下表に示す。通信関係では，電子メール，電子ニュー
ス，WWW，イソターネット接続サーピスを提供している。ファイノレサーピス関係で
は，NFS，Samba，Netata1kサーピスを提供している。データベース関係ではOrac1e7，
PostgreSQLのサーピスを提供している。統計分析では，SAS，Lindo，Witnessのサー
ピスを提供している。
　ソフトウエア提供サーピス　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成14年3月31日現在
通　　信
ファイルサービス
データベース
統計分析
電子メール
電子ニュース
WWW
イソターネット接続
PPP接続サービス
NFS（UNIX用）
Samba（WindowsNT用）
Netata1k（Macintosh用）
Orac1e　ORACLE7
PostgreSQL
SAS　SAS（base，graph）
Lindo
Witness
開学時からのイソターネット接続回線の通信速度の推移は下表のとおりである。イ
ソターネットヘはSINET経由で接続し9600bpsから開始した通信速度は現在44Mbps
となっている。
　イソターネット接続回線の通信速度の推移
年　　月
平成6年4月
平成6年8月
平成8年4月
平成9年9月
平成12年8月
平成14年8月
通信速度
9600bps
64Kbps
128Kbps
256Kbps
10Mbps
44Mbps
接続先
SINET
SINET
SINET
SINET
SINET
SINET
回線種別
高速専用線
高速専用線
高速専用線
高速専用線
ATM
ATM
学内の基幹ネットワーク構造の変遷の状況は下表のとおりである。学内の情報セソ
ター棟及び研究管理棟のバックボーソはGIGAbitEthernetとなっている。
　また，学内の情報ネットワークの配置図を別紙図で示す。
学内基幹ネットワーク構造の変遷
年　　月
平成6年4月
平成11年6月
平成14年6月
ネットワーク構造の変更
情報セソター棟，管理研究棟，教室棟，学生ホールを結ぶFDDI（100Mbps）。
FDDIを廃止し，レイヤー3スイッチを用いたFastEthemetに変更。
情報セソター棟のバックボーソをGIGAbitEthernetに変更。
管理研究棟のバックボーソをGIGA　Ethemetに変更。
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（5）教育研究セクター利用の方針及び利用状況
　　マルチメディア実習室，パソコソ実習室，AVスタジオは，原則として授業で使われ
　ていない限り自由に利用することができるが，IDとバスワードがなけれぱ利用できた
　い。各実習室の授業等での使用予定は実習室前面出入口に掲示されている。
　　設置された全てのコソピュータが学内LANによって結ばれており，情報セソターを
　経由してイソターネットに鞍続されているので，全てのコソピュータからイソター
　ネットが利用できる。また，全ての実習室において同じサーピスを個人毎に提供でき
　るよう，Sambaにより個人に100Mの使用領域を提供している。情報セソターの利用
　老のために「情報セソター利用ガイド」を毎年発行し利用の便を図っている。
　開学から平成14年度までの情報セソター（教育研究セクター）の利用時問等の状況
を表34に示す。平成14年度の大学開講中の平日利用時問は，マルチメディア実習室
1～3，7及び8は9：OO～2！：30で，他実習室は9：00～18：00であった。土曜日
はマルチメディア実習室1～3，7及び8カミ9　00～1630で，他実習室は閉室であっ
た。大学休講中の平日利用時問は，全コソピュ∵タ室9：OO～18：00で，土曜日は閉
室であった。日曜祝日は全て閉室とした。
　授業時間帯（9－100～18100）における利用状況を下表に示す。平成ユ3年度の週平
均稼働率の実績はマルチメディア実習室1～6が76％，マルチメディア実習室7が1％
未満，マルチメディア実習室が23％となっている。授業時問外においても授業で出さ
れた課題やレポートの作成のために使用されているので，実質稼働率は更に高くなっ
ている。
授業時間帯における設備利用状況
授業時問帯
授業科目
9＝00　～　18：00
平成14年3月31日現在
①　晴報処理演習1／2／2－1／2－2　⑦　データ解析2
②清報システム演習1／2／3／4
③英語1／2／3／4
④　清報論理
⑤清報技術特論A／B／C
⑥経営と情報2
実習室授業時間帯の　①　マルチメディア実習室1～6
稼働率　　　　　　　②　マルチメディア実習室7
　　　　　　　　　　③マルチメディア実習室8
⑧ブログラミソグ環境演習
⑨経営計算1／2
⑩　情報検索
⑪シミュレーショソ
⑫　基礎演習
週平均稼動率　76％
週平均稼働率　1％
週平均稼働率　23％未満
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表33情報センターのコンピュータ，
平成6年度～平成8年度
ソヒ　　タ室名称
マルチメディア実習室1
マルチメディア実習室2
マルチ’ディア実習室茗
マルチメディア実習室4
マルチメデーア実習室5
マルチメディア実習室6
パソコソ実習室
ワークステーシ亘ソ実習室
AVスタジオ
ネ廿トワークサーバ室
コソピ旦一タ数（台）
6年度
41
41
41
41
41
41
15
4工
2
平成9年度～平成11年度
ソヒ　　タ室名称
マルチメディア実習室1
マルチメデ4ア実習室2
マルチメディア実習室3
マルチメデ4ア実習室4
マルチメデーア実習室5
マルチメディア実習室6
マルチメディア実習室7
パソコソ実習室
ワータヌテーシ亘ソ実習室
AVスタジオ
メデーア準備室
計算機準備室
7年度
4ユ
41
41
41
4ユ
41
ユ5
41
2
8年度
41
41
41
41
41
41
27
4I
2
コソヒ’ユータ数（台）
9年度
4ユ
41
41
41
41
41
35
30
4ユ
2
平成12年度～平成14年度
ソヒ　　タ室名称
マルチメディア実習室1
マルチメデーア実習室2
マルチメディア実習室3
マルチメデ47実習室4
マルチメディァ実習室5
マルチメディア実習室6
マルチメデ4ア実習室7
マルチメディア実習室8
バソコソ実習室
AVスタジオ
メデイア準摘室
計算機準備室
ユo年度
　4工
41
41
4ユ
41
41
35
30
｛1
2
ユユ年度
　41
｛1
41
41
4ユ
4ユ
35
30
4ユ
2
10
コソピュータ数（台）
12年度
　41
41
41
41
41
41
4ユ
41
40
ユ2
1ユ
13年度
　41
41
41
41
41
41
4I
4ユ
43
15
ユ5
14年度
　41
41
41
41
41
4ユ
41
41
45
15
20
周辺機器の整備状況
プリソタ数（台）
6年度
4
2
4
0
7年度
4
2
4
0
8年度
プリソタ数（台）
9年度
　4
4
2
4
0
］o年度
　4
4
2
4
0
4
2
4
0
工1年度
　2
フ．リソタ数（台）
12年度
　2
13年度
　2
｛
2
4
0
ユ4年度
　2
6年度
その他設傭
7年度
LL設備／式
LL設備1式
LL設備ユ式
スキャナ5台
MOドライプ5台
映像編集設備1式
音声編集設備1式
9年度
その他設傭
ユo年度
LL設備1式
LL設備1式
LL設備1式
スキャナ5台
MOドライプ5台
映像編集設備1式
音声編集設傭1式
I2年度
その他設備
13年度
LL設傭1式
LL設備1式
LL設備1式
8年度
ユ］年度
14年度
スキャナ
1O台　　15台　　20台
MOドライプ
ユO台　　20台　　30台
DVD－RAMドライフ．
　一　　　一　　　6台
映像編集設備1式
音声編集設備1式
OS
各年度4月ユ日現在
6年度　　　　　7年度　　　　　8年度
漢字Ta1k7．1
漢字丁目1k7．1．2
漢字TaIk7．1．2
漢字Ta1k7．ユ
漢字丁目1k7．1
漢字丁刮1k7．1
漢字Talk7．工．2　　　　　　　　漢字Ta1k7．1．2
MS－DOS　　　　　　　　　　Window畠3．I
Solaris2．3
漢字丁目1k7．1，2
Solari昌2．3
OS
　　9年度　　　　　ユo年度
漢字Talk7．1
漢字丁旦1k7．1．2
漢字丁且Ik7．1．2
漢字丁目1k7．1
漢字Ta1k7．エ
漢字Talk7．1
Linux
漢字Talk7．1．2
MS・DOS／Win－
dows3．1
備　考
各種サーパ
各年度4月1日現在
　　ユユ年度
Window雪NT
4．O
WindowsNT
4．o
WindowsNT
4．O
漢字丁目1k7．1
漢字丁目1k7．1．2
漢字Ta1k7．I．2
WindowsNT
4．O
So】arjs2．3
　　　　　　　　　　　　　　　　Window畠NT
漢字丁齪1k7．1．2　　　　　　　　4．O
　　　　　　　　　　　　　　　　漢字Talk7．1．2
So1刮ri畠2．3，Linux
OS
Linux
備　考
平成1ユ年度PC
本体更新
平成u年度PC
本体移設
平成11年度OS
変更
平成11年度映像
編集設備更新
各種サーパ
各種サーバ
各年度4月1日現在
　　ユ2年度　　　　　13年度　　　　　14年度
Window昌NT
4．O
WindowsNT
4．O
Window冨NT
4．O
WindowsNT
4．O
Window昌NT
4．O
WindowsNT
4．O
WindowsNT
4．o
漢字丁目1k7．1．2
Window冒NT
4．O
漢字Talk7．5
SoI畠ri冨2．3
So』arjs2．3
WindowsNT
4．O
Window冒98SE
Window昌NT
4．O
Window昌NT
4．O
M且cOS9．x
漢字Talk7．5
漢字丁且1k7．5
Windows2000
Pro
Window昌98SE
Solari昌2．3，Linux
Linux
Window畠NT
4．O
Windows98SE
MacOS9．x
Solari昌2．3
備　考
平成工4年度PC
本体更新
平成12年度PC
本体更新
平成14年度PC
本体移設
平成11年度PC
本体移設
平成13年度PC
本体更新
平成12年度音声
編集設備更新
各種サーパ
各種サーパ
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表34情報センターのコンピュータ室等の利用時間
平成6年度～平成8年度
区　　分
開講中
休講中
平日
土曜
休日
平日
土休日
コソピュータ室名称
マルチメディア実習室1～6
バソコソ実習室
ワークステーショソ実習室
AVスタジオ
マルチメディア実習室1～6
パソコソ実習室
ワークステーショソ実習室
AVスタジオ
全コソピュータ室
全コソピュータ室
全コソピュータ室
利用時間
9：00～18：15
9：00～18＝15
9：00～18二15
9：00～18二00
9＝00～15：00
9＝00～15：00
9＝00～15：00
閉室
閉室
9二00～18：15
閉室
備　　　　　考
平成8年度から21130まで延長
平成9年度から21130まで延長
平成7年度から閉室
［注］1　休講中には長期休暇期問及び定期試験終了後の期間が含まれる。
　　2　平日の18：00以降，及び土曜日は管理者不在となる。
　　3　事前に利用申請をし，コソピュータ室の鍵の貸与を受けることで時間外利用が可能（平成6・7年度）
平成9年度～平成11年度
区　　分
開講中
休講中
平日
土曜
休日
平日
土休日
コソピュータ室名称
マルチメディア実習室1～7
バソコソ実習室
ワークステーショソ実習室
AVスタジオ
マルチメディア実習室1～7
バソコソ実習室
ワークステーショソ実習室
AVスタジオ
全コソピュータ室
全コソピュータ室
全コソピュータ室
利用時問
9：00～21　＝30
9：00～18二00
9：00～21　＝30
9：00～18二00
9＝00～15：00
閉室
9：00～15：00
閉室
閉室
9：00～18：15
閉室
備　　　　　考
平成10年度から18：15までに変更
平成11年度から18：00までに変更
［注］1休講中には長期休暇期間及び定期試験終了後の期間が含まれる。
　　2平日の18100以降，及び土曜日は管理者不在となる。
　　3後期から卒業研究のために，コソピュータ室を24時間開放。（平成9年度）
　　4後期から卒業研究のために，休日に一部のコソピュータ室を開放。（平成10年度から）
平成12年度～平成14年度
区　　分
開講中
休講中
平日
土曜
休日
平日
土休日
コソピュータ室名称
マルチメディア実習室1～8
パソコソ実習室
AVスタジオ
マルチメディア実習室1～8
バソコソ実習室
AVスタジオ
全コソピュータ室
全コソピュータ室
全コソピュータ室
利用時聞
9＝00～21：30
9二00～21：30
9＝00～18：00
9二00～16：30
閉室
閉室
閉室
9二00～18＝00
閉室
備　　　　　考
平成13年度から実習室4～6は18：00
までに変更
平成13年度から18：00までに変更
平成13年度から実習室4～6は閉室
［注コ1休講中には長期休暇期間及び定期試験終了後の期間が含まれる。
　　2平日の！8：OO以降，及び土曜日は管理者不在となる。
　　3後期から卒業研究のために，休日に一部の一部コソピュータ室を開放。
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崖o
榊＿工史・f・・1し」1
インターネット
｛ATM　10Mbps，
（マルチメデイア実習室4〕　　　4
　　　　　　　　　　　　　　41マルチメディア実習室5〕　　　　　　　　　　　　　　41マルチメディア実習窒6〕
（マルチメデイア実習室8〕　　　2
　　　　　　　　　　　　　　21パソコン実習室〕
1マルチメデノア実習室1〕　　4
　　　　　　　　　　　　　4（マルチメディア実習室2〕
1マルチメディア実習室31
1マルチメディア実習室7〕
（メディア準備窒〕
モデム
サーパWIX
サーパ
12
1計算機準備室〕
UN1X　　13
サーバ
図書用　　2
サーパ
llGbPs）
L3
llGbPs〕　S　　　　　w
Sw
毒4
llGbPs〕
1借報センター樹
lCX口1a皿atOrツllOlCS〕
Ethcrncユl1OOOBasc－SX〕
Elhemo川OOBase－TX／FX〕
Elhcmc川OBasc－T〕
肌hcr皿ctllOBase－5〕
Routcr
La｝lcr3Switchi皿gliuB
E＝］lcr皿ct　Switch
Ethernet　HUlヨ
INSネット64
○．
INSネット1500
223教室
無線L州
　2S
20回糠
徽室椥 1学生ホール椥
L　S
階理研究椥
4　情報閲覧室及び図書等の資料の整備・充実
（1）情報閲覧室及び図書等の資料の整備・充実の方針
　　　本学図書館の基本理念とは，いうまでもたく大学の教育・研究上に必要な資料を収
　　集・整理し，提供することであり，新潟国際庸報大学情報セソター規程第2条におい
　　て，「情報セソターは，本学の教育・研究の発展に寄与するため，教育・研究活動に必
　　要な情報関連環境を管理運営し，これを効果的に提供することを目的とする．」と規定
　　されている。
　　　本学の図書館（情報閲覧室）では，開学以来，学習図書館機能の充実を最優先事項
　　と認識し，学生用資料の拡充を図っているが，同時に，年々多様化している媒体の図
　　書館資料としての効果的な利用環境の整備と提供も主要な目的とたってきている。
　　　さらに，r情報杜会を先導し，国・地域・人間の文化を尊重しつつ，国や地域をこえ
　　て人類の福祉向上に貢献する。」という建学の理念を体現するため，平成12年度からは，
　　重点収集資料として「国際研究」分野と「情報研究」分野の資料を集中的に収集し，
　　学内外の利用に供している。
　　　今後も学習図書館機能の充実を最優先事項として，学生用資料の充実・拡充を図る
　　こととするが，拡充に当たっては重点収集方式を推進する。また学生の図書館利用率
　　の向上を図るためサーピスの質の改善に努める必要がある。
（2）情報閲覧室及び図書等の資料の整備状況
　　平成6年の開学以来の本学における図書及び資料の整備状況は下表のとおりである。
　　図書，資料の所蔵数の推移
年　度
　　　図書の冊数（冊）
　　　　　　　　　　　開架図書
和書洋書合計　の冊数
　　　　　　　　　　　　（内数）
定期刊行物の種類　　視聴覚資
　　　　　　　　　　　　　電　　子　　　　　　　　　料の所蔵　　　　　　　　　　　　　　ジャーナ和雑誌　　洋雑誌　　数（タイ
　　　　　　　　　　　　　　ルの種類　　　　　　　　　トル数）
開学時　！5．379　5．905　21．284　21．284　68種類　114種類
平成6年度　17．954　6．242　24．196　22．234　　94種類　　111種類
平成7年度　19．969　6．190　26．159　24．921　　102種類　　11ユ種類
＊438
弗571
非692
平成8年度　23．994　6．503　30．497　27．787　　109種類　　109種類　　222種類
平成9年度　29．400　6．774　36．174　31．539　277種類　　146種類　　240種類
平成10年度　33，9ユ4　6．966　40．880　35，ユ01　378種類　　170種類　　255種類
平成11年度　37．786　7．812　45．598　40．559　　419種類　　189種類　　268種類
○種類
0種類
○種類
○種類
0種類
○種類
0種類
平成12年度　43．727　8．613　52．340　46．990　　455種類　　189種類　　319種類　　15種類
平成！3年度　49．615　8．743　58．358　50．780　　508種類　　207種類　　366種類　　15種類
（注）「視聴覚資料の所蔵数」欄の「＊」印の数は「所蔵個数」を示す。
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　平成13年度末における図書の蔵書数は約58千冊である。和書と洋書の割合をみると，
和書約50千冊で85％，洋書約9千冊で15％である。
　平成13年度末における定期刊行物は雑誌715種類である。和雑誌508種類で71％，洋
雑誌207種類で29％である。
　平成6年の開学以来の本学におげる図書の受け入れ状況は下表のとおりである。平
成13年度に受け入れた図書を分類別にみると，人文・杜会科学（総記を含む。）82％，
自然科学／工学（産業を含む。）18％である。
年度別図書の受け入れ状況（冊数）
年度　分野　総記　　哲学　　歴史　　杜会科学　自然科学　工学　　産業　　芸術　　言語　　文学　　合計
開学時蔵書数　3298　1．282　1，404　　Z330　　2483　易103　　639　　415　　1．521　　809　　21，284
平成6年度　　443　　137　　346　　1．325　　216　　117
平成7年度　　362　　103　　279638
36
103　　　　　157　　　　　！！0
平成8年度　　58！　　357　　397　　1．308　　263　　237　　115
71
36
77
141
96
80　　2，912
79　　1，963
198　805　4，338
平成9年度　　450　　537　　903　　1．868　　307　　186　　147　　232　　233　　814　　5，677
平成10年度　　486　　168　　824　　1．475　　407　　352　　141　　！37　　172　　544　　4，706
平成11年度　　723　　190　　923　　1．102　　250　　333　　187　　239　　396　　375　　4，718
平成！2年度　1．063　221　1．277　2．292　　333　　454　　246　　246　　236　　374　　6，742
平成13年度　　426　　337　　829　　2．587　　256　　276　　199　　400　　184　　524　　6，018
総蔵書数　　乙832　3．332　7182　19925　4．618　4．215　1．820　1．853　3177　4．404　5＆358
（3）情報閲覧室の管理運當
　　平成6年の開学以来の図書庸報セクターの業務を担当する学術庸報係の職員数（情
　報セソター課長を含む。）の推移は以下のとおりである。平成13年度末においては専任
　職員3名で運営に当たっている。
学術庸報係職員数の推移
　　　　　平成6　平成7　平成8　平成9　平成10平成11平成12　平成13専任兼任別　　　　　年度年度年度年度年度年度年度年度
専　任 3（2）　3（2）　3（3）　3（3）　3（3）　3（3）　3（2）　3（3）
兼　任 1 1
（注）専任欄中の（）内数字は，司書の資格を有する職員数を示す。
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　平成6年の開学以来の図書情報セクターの予算の推移は以下のとおりである。平成
13年度末における予算合計は66，670千円で，そのうち資料費が19，623千円で29％，管
理運営費が47，047千円で71％であった。
図書庸報セクターの予算額の推移 （千円）
予算項目
資料費（図書費）
（雑誌費）
（その他）
資料費合計
管理・運営費
合　　計
平成6
年　度
9，560
4，788
2，797
17，145
13，484
30，629
平成7
年　度
7，119
5，002
1，420
13，541
19，375
32，916
平成8
年　度
11，715
6，638
1，393
19，746
20，742
40，488
平成9
年　度
10，733
6，509
2，022
19，264
23，920
43，184
平成10
年　度
8，486
6，435
1，960
16，881
27，046
43，927
平成！1
年　度
12，586
6，370
2，107
21，063
27，686
48，749
平成12
年　度
12，282
6，657
1，389
20，328
28，484
48，812
平成13
年　度
9，215
7，399
3，009
19，623
47，047
66，670
（4）図書等の資料の収集・管理
　　開学以来の蔵書計画の推移を次に示す。蔵書計画は，惜報セソター運営委員会で方
　針をきめており，現在は「国際研究」と「情報研究」を重点収集図書分野としている。
［蔵書計画の推移］
　　開　学　時……　情報セソター運営委員会で蔵書収集方針を策定。学習図書
　　　　　　　　　　館として機能を充実させる事を優先し，当面は研究図書館と
　　　　　　　　　　しての充実化は図らたいことを決定する。同時に委員が選書
　　　　　　　　　　委員を併任し，その方針に添った選書を行う。
　　平成6年度……　指定図書制度をスタートさせる。
　　平成7年度一・・　当面は，個人からのまとまった寄贈図書は受入れないこと
　　　　　　　　　　を決定する。
　　平成8年度……　学習教養図書と卒業研究用図書の購入を開始する。（以降継
　　　　　　　　　　続中）
　　平成9年度～平成10年度…
　　　　　　　　　　　基本的な学習・教養資料の拡充のため，「基本文献図書費」
　　　　　　　　　　を経常予算以外400万円（2年計画）を確保して拡充を図る。
　　平成10年度…・・学習・教養図書充実化の一環として，父母会費配分予算から
　　　　　　　　　　ファソタジー関係の図書を購入する。同時に参考図書（事典
　　　　　　　　　　など）の拡充を実施する。
　　平成12年度～　「国際研究」と「情報研究」を重点収集図書分野とすることを
　　　　　　　　　　決定する。（以降継続中）
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（5）情報閲覧室の規模及び施設設備の状況
　　情報閲覧室の規模及び施設設備の状況を次に示す。書架総延長は1，844m，図書収容
　能力は51，O00冊である。
　［情報閲覧室施設設備の状況］
（ユ）書架棚総延長
（2）図書収容能力
（3）閲覧座席
（4）入・退館管理システム
1，844m
51，000冊
144席
1式
（5）視聴覚機器
（6）視聴覚ブース
（7〕複写機（電子複写）
（8）　コソピュータ
（9）ネットワーク環境
（1〕書架棚総延長
テープ・レコーダー
ビデオ・レコーダー
CD・LD・DVDプレーヤー
合　計
台数
座席数
複写サーピス用
業務用
合　計
バソコソ　端末台数　7台
　図書館システム
　　a蔵書目録検索
　　b貸出・返却・予約
　　C図書館問相互貸借
a学内LAN
b国立晴報学研究所接続
Cイソターネット接続
1台
11台
11台
22台
45台
11台
14台
1台
1台
2台
バソコソ　12台
利用老用　7台
業務用　5台
情報閲覧室の閲覧座席は全部で144席で，学生閲覧席138席，教員用閲覧席6席であ
る。学生収容定員に対する座席数の割合は10．6％である。
情報閲覧室
学生用閲覧席
　　（A）
138
教員用閲覧席
学生収容定員
　　（B）
1，307
収容定員に対する座
　席数の割合（％）
　　A／B＊100
10．6
備　　　考
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（6）情報閲覧室及び図書等の資料の利用状況
　　開学以来の情報閲覧室及び図書等の利用状況の推移を表35に示す。
　　平成13年度の開館日数は261目，入館者数40，678人であった。’入館老数は平成9年の
　59，393人に比べ32％の減少となっている。学生に対する図書雑誌の総貸し出し冊数は
　6，891冊，学生1人当たりの貸し出し冊数は5．24冊である。学外登録老は36名，学外登
　録老に対する貸し出し冊数は126冊である。貸し出し冊数は平成9年より11％増加して
　いる。入館老数と貸し出し冊数の傾向が一致しないのは，図書館の利用形態が変化し
　ことが原因と思われる。平成13年度の学内文献複写枚数は6，879枚であった。
開学以来の開館時間の推移を次に示す。開館時問は現在9：00～20：00，土曜日
9　00～17100である。
平成6年度　　～平成7年度　平日開館時問　9：00～18：OO
　　　　　　　　　　　　　　　土曜開館時問　9100～15：30（閲覧・複写のみ）
平成7年度後期～平成8年度　試験期の平日の開館時問を延長（閲覧・複写のみ）
平成8年度　　～　現在　　　土曜開館時問を9100～17：00に変更
平成9年度　　～　現在　　　平常期の平日の開館時間を20：00まで延長
平成11年度　　～　現在　　　土曜日の貸出サーピスを開始
平成14年度　　～　現在　　　夜問開館時の貸出サーピスを開始
（7）情報閲覧室の地域社会への開放
　　本学図書館（情報閲覧室）では，開学時から「学外者の情報セソター図書情報セク
　ター利用に関する規程」に基づき，学外者への開放を実施している。
　　当初，利用老の条件として「学術研究・調査を行うことを目的とした満18歳以上の
　老」を対象に，館内閲覧，所蔵検索，文献複写のサーピス内容で地域杜会への開放を
　開始したが，平成10年度にはそのサービスを拡大し，図書資料の貸出も行うこととし
　た。図書資料の貸出の実施に伴い利用証を発行することとし，登録時に初回のみ500円
　の手数料を徴収し，登録条件としてr県内在住老」の条件を付加した。
　　年度ごとの利用状況は，表35の「学外登録老数」及び「学外者に対する図書・雑誌
　の館外貸出総冊数」とおりである。
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表35過去の図書館（情報閲覧室）利用状況一覧
事　　項
年　　度
在籍学生数
学生に対する図書・雑誌の
貸出冊数
学生1人当たりの図書・雑
誌の館外貸出冊数
教職員に対する図書・雑誌
の館外貸出冊
学外老登録数
学外老に対する図書・雑誌
の館外貸出総冊数
年間開館日数
入館者数（全体）
入館老数（学生）
入館者数（学外老）
学内文献複写数
1日の開館時間
休館日
平成6
年度
340
1，093
3．21
258
273
16，254
15，724
59
平成7
年度
657
4，579
6．97
312
274
30，190
29，715
49
通常19時～
　　18時
土曜19時～
　15時30分
平成8
年度
971
5，020
5．17
290
276
50，668
49，844
23
通常：
9時～
18時
土曜：
9時～
17時
平成9
年　度
1，227
5，780
4．71
269
277
59，393
58，617
25
平成10
年度
1，284
6，10！
4．75
35！
272
48，932
48，115
56
11，059
平成11
年度
1，295
6，806
5．26
389
18
20
268
46，229
45，421
50
12，690
平成12
年度
1，318
6，184
4．69
316
15
38
270
44，528
43，711
50
9，562
平成13
年度
1，316
6，891
5．24
543
36
126
261
40，678
39，609
55
6，879
通常：9時～20時
土曜19時～17時
日曜日，祝日，本学の創立記念日，年末年始，その他本学が特に休日
と認めた日，春季・夏期・冬季の学生休業中の一定期日，その他特に
図書庸報セクター長が必要と認めた場合
一156一
5　学術情報へのアクセス
（1）学術情報の処理・提供システムの整備状況
　　　学術清報の処理・提供システムは，現在（平成14年12月）伊藤忠テクノサイエソス
　　のNeoCILIUSシステムにより稼動している。このシステムにより学内LANによる学
　　内所蔵資料の蔵書検索サーピス，多言語による目録作成，イソターネット経由による
　　国立情報学研究所の新CAT／ILL業務を実施している。
　　　以下に，平成6年の開学以降現在に至るまでの学術情報の処理・提供システムの整
　　備状況を示す。
　本学図書館の業務用電算システムについては，開学当初の平成6年4月に導入した
日本電気のシステムである「LICSU－EX　ver1．O」により，収書・目録・閲覧サーピ
スめ業務全般について処理を開始した。
　また，オソライソで当時の学術情報セソター（現在は国立情報学研究所と改称した。
以下「国立情報学研究所」とする）と接続し，NACSIS－CAT（国立情報学研究所のオ
ソライソ共同分担目録システム）に参加し，NACSIS－ILL（国立情報学研究所の相互利
用システム）やNACSIS－IR（国立情報学研究所の情報検索システム）利用についても翌
年本稼動した。
　図書館システムのサーピス内容が向上されてきているが，情報化杜会が進むにつれ
て利用者の二一ズが高まる中，国立情報学研究所ではシステムの機能を向上させるた
め，近年本学の通信接続方式であるVTSS及び国立情報学研究所と本学との専用回線
であるr学術ネットワークパケット交換網」を廃止する予定となった。現状の電算シ
ステムにより運営していくには，ブログラムの大幅な変更と通信方式をDDX，または
INS－Pに変更する必要があり，多大な費用が発生するため，電算システムのリプレース
が検討された。リブレースに当たりシステム機能向上についても検討することになり，
図書館システム機種選定委員会を発足させ機種選定を検討した。
　システム機能向上に関する主な検討項目は以下のとおりである。
〈検討項目〉
①オフコソのため学内LANに接続することができず，研究室等からの24時間アク
　セスが不可能である。学内LANに接続でき研究室等からの24時問アクセスできる
　環境を整備する。
②イソターネット上にOPAC（オソライソ閲覧目録）を公開する等の外部に向けた
　情報発信ができない。OPACのイソターネット上公開ができるようにする。
③現状システムは多言語に対応していないため，中国語，コリア語の資料はデー
　タベース化されずカード目録で検索を行っている。多言語対応されたシステムを
　導入することによりOPACから検索できるようにする。
④近年における資料の受入数の急速な増加に伴い，システム容量不足が深刻化し
　ている。ディスクやCPUなど余裕を持ったシステムを導入する。
⑤システムに登録した書誌・所蔵データなどをテキスト出力でき，出力したテキ
　ストデータを加工できる。
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上記のとおり検討した結果，伊藤忠テクノサイエソスのNeoCILIUSシステムに決定
し現在に至っている。
　システムの新旧構成比較及び図書館システム整備状況の推移は以下の表A及び表B
に示す。
　表A　システムの新旧構成比較
　　　新旧システム
事　　項
処理形態
主記憶容量
ディスク容量
管理用端末
業務用端末
CAT／ILL端末
OPAC用端末
プリソタ
バーコードスキャナ
蔵書点検用ポータブル
ターミナル
磁気カード読取装置
学内ネットワーク（TCP／
IP）との接続形態
館外からの検索利用に
対する接続形態
館外からの検索利用に
対するサーピス時間
多言語対応
旧システム（平成6年4月～平成！3年3月）
数量
1
1
！
1
1
1
規格・性能
NECオフィスサーバ
7200モデル40
0S：A－VXII
中央処理型
10MB
2，ユ25MB
日本語ラィソプリソタ
（KLP－240C－BC）240行／分
日本語べ一ジプリソタ
（LCP8EIID
日本語シリアルプリソタ
トラクタ付（CLKSP80II）
なし
なし
なし
なし
現行システム（平成13年4月～）
数量 規格・性能
業務：Sun　Enterprise　Ultra1OS
OPAC1Sun　Enterprise　Ultra5S
OS：UNIX　So1aris7
分散処理型
768MB（合計値）
44，O00MB（合計値）
業務とCAT／ILL機能兼用
レーザブリソタ
（Docuprint210）
A4121．6枚／分
直接接続
イソターネット
原則とLて1日24時問通年運用
対応済み
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表B　図書館システム整備状況の推移
1994年3月
1994年4月
！994年5月
1994年7月
1994年8月
1995年2月
1995年8月
1999年6月
2000年6月
2000年7月
2000年8月
2001年4月
NECオフィスサーバ7200モデル40設置，データ入力及び試験運用
・利用老データの入力
・外部委託により作成Lた開学当初購入の書誌・所蔵データを磁気テープか
　らLICSUシステムに導入
LICSUシステム本稼動開始
・LICSUシステムによる閲覧業務（貸出，返却）開始
・学内所蔵資料の蔵書検索サーピス（OPAC）開始（オソライソ）
国立情報学研究所の学術情報ネットワーク加入及び接続開始
・加入網：バケット交換網　　　回線速度19600bps
VTSS接続開始
目録システム，ILLシステム接続により試験モードで受入業務開始
目録システム，ILLシステム接続を業務モードに切換えて本稼動開始
NACSIS－IR（国立情報学研究所の情報検索システム）の利用開始
2000年対応プログラムの入替
図書館システムリプレースによる機種選定委員会発足
伊藤忠テクノサイエソスのNeoCILIUSシステムに決定
要求仕様書を伊藤忠テクノサイエソスに提示
NeoCILIUSシステム本稼動
・NeoCILIUSシステムより学内LANによる学内所蔵資料の蔵書検索サービ
　ス（OPAC）開始
・NeoCILIUSシステムより多言語による目録作成開始
・国立清報学研究所にイソターネット経由で接続し，新CAT／ILL業務開始
　現行システムによりTCP／IPによる学内LANに接続することができ，研究室等から
24時問アクセスが可能となり，イソターネット上でもOPAC（オソライソ閲覧目録）を
公開する等の外部に向けた情報発信を実現することができた。
　また，深刻であったシステム容量不足も解消され，多言語対応に関して，導入当時
多言語対応しているメーカーが少ない中，中国語，コリア語の資料をいち早くデータ
ベース化できる環境を整え，独自のサーチエソジソによりOPACの検索を速く行うこ
とができるなど，利用者サーピスの向上に努めている。
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（2）学術情報に関する他大学との協力の状況
　　開学以来の図書貸借の貸出・借受，文献複写の受付及び依頼件数を下表に示す。平
　成13年度においては図書の貸出10件，借受24件，文献複写の受付29件，依頼347件で，
　文献複写の依頼が多くなっている。
図書館（情報閲覧室）相互利用の状況
年　　度
平成6年度
平成7年度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成！1年度
平成12年度
平成13年度
計
図書貸借
貸　出
11
16
10
49
借　受
ユ
1
25
24
60
文献複写
受　付
1
14
22
26
29
95
依　頼
14
32
133
531
236
260
195
347
1，748
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第10章　学生生活への支援
1　学生生活への支援
　新潟国際情報大学においては，学生生活を支援するために次のような支援実施組織・
体制・施設を整えている。以下各項目ごとに詳述する。
（1）奨学金制度・授業料減免制度等
　1）奨学金制度
　　　本学学生のための奨学金は，①本学が設ける奨学金及び②学外の奨学金に大別で
　　きる。
　　①本学が設ける奨学金は，表36及び表37のとおり，平成7年度に設けられた学業
　　　優秀者並びに課外活動功労老に授与する「表彰奨学金」に始まり，その後，平成
　　　12年度に海外留学制度が設けられたことによって「海外留学制度奨学金」が，さ
　　　らに，平成13年度には「学費臨時給付奨学金」と「資格取得奨励奨学金」（I種，
　　　II種）が，また平成14年度には「学費特別給付奨学金」が設けられ，年々制度の
　　　充実を図ってきた。
　　②学外の奨学金については，表36及び表37のとおり「日本育英会」「新潟県」「市
　　　町村」「交通遺児・あしなが育英会」などの奨学金が授与されている。
　　　　なお，市町村奨学金については，学生本人が直接各市町村に申請のうえ給付又
　　　は貸与されていることから，その実態については把握されていない。
　2）授業料減免制度等（表38）
　　①　学費負担者の死亡，失業，病気等により，経済的理由で納付が困難であり，か
　　　つ学業優秀た学生に対して，その状況によってr学費免除」またはr徴収猶予」
　　　を実施している。
　　②　経済的理由により，学生納付金を期目までに納入することが困難であるが，納付
　　　を延期することにより納入が可能となる場合を対象として「学生納付金の延納」制
　　　度を実施している。平成10年度以降毎年全学生の約10％が延納の許可を得ている。
　　③在学中に経済的な理由で学費の支払いが困難になった3年次・4年次学生で，
　　　地元銀行『第四銀行』から融資を受けて学業を継続し，卒業後に自分自身で返済
　　　するという意欲的な学生本人に対して，大学が保証のうえ推薦して，第四銀行か
　　　ら融資を受けられる制度を平成12年度から実施している。当初本制度を利用した学
　　　生は1人にすぎなかったが，平成13年度には12名の学生が利用するようになった。
　　　　昨今の経済状況の中でも，本学学生が学業を継続できるような経済的環境を整
　　　えていくことは，杜会的存在としての大学にとって喫緊の課題であり，学生がこ
　　　れら制度をより積極的に活用できるよう，さらに周知を図っていく必要があろう。
（2）健康管理等の状況
　1）保健室等施設の整備
　　　学内に保健室を設け，専任職員（看護師）を配置し，学内の疾病・身体不調及び
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事故等による負傷たどに対して初期の対応を行っている。
2）学生相談への対応（表39）
　　学内に生活相談室を設け，専任職員（看護師）及び非常勤職員（臨床心理士）を
配置し対応している。平成9年度開設以来，相談件数は毎年増加傾向にあり，さら
なる充実の必要があろう。
3）定期健康診断の実施（表40）
　　定期健康診断は，その実施を専門業者に依頼し，全学生を対象に毎年4月上旬に
本学校舎において実施している。平成7年度から平成14年度までの受診率はやや低
下傾向にあり，平均78．4％である。受診率100％を目指して学生への指導を徹底して
　いカ・なけれぱならない。
4）学生教育研究災害傷害保険等の加入（表41）
　　本学では，学生教育研究災害傷害保険については全員加入としており，したがっ
て加入率100％となっている。なお，本保険は保険期問が4年問であるので，入学後
　4年を超えた留年学生については個別に通知を行い加入の案内を行っている。
　　このほかにr学研災付帯賠償責任保険」及びr学生総合保障制度（傷害総合保険）」
　がある。
①学研災付帯賠償責任保険：平成12年から開始された保険で，学生教育研究災害
　　傷害保険に付帯されている保険である。本保険については，合格老へ入学者心得
　　を送付する際に本保険の案内を行っている。当初23人いた新入生加入老数は毎年
　　ほぽ半減状態で，平成14年度は加入老5人となっている。現在まで，保険金請求，
　　支払いの手続きはない。
②学生総合保障制度（傷害総合保険）：平成10年度には，新入生の半数近くが加入
　　していたが，その後減少傾向にあり，平成14年度においては，30％余になった。
　　　なお，保険金請求等の手続きは，加入老本人が行うため請求等の状況は不明で
　　ある。
（3）宿所の紹介及び通学の状況
　1）宿所の紹介（表42）
　　　毎年12月上旬，不動産業老に物件情報の提供を依頼し，それを取りまとめたうえ
　　で，アバート情報冊子を作成し，入学手続者の中で宿所が必要と思われる遠隔地の
　　者にアバート情報冊子を送付している。
　　　なお，本学学生は地元出身老が大半（約850％　過去5年問一以下同じ）を占め
　　ており，宿所を必要とする自宅外通学者は14．5％である（その他，親類宅に寄宿し
　　たり，届出がなく不明な老がO．6％いる。）。なお，自宅外通学老は毎年減少の傾向に
　　ある。
　2）通学の状況（表42）
　　本学への通学は，JR利用，または自家用車，バイク，自転車利用で行われている。
　　最寄りの駅（JR越後線・越後赤塚駅）から本学までは徒歩約10分と比較的恵まれて
　　いるが，同駅の上下線電車の運行状況は，おおよそ1時問に1本であり，そのうえ，
　　冬季問の風雪時の通学には困難を伴う。
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　また，新潟駅その他中心地から本学への直行バスなどの運行は行われていない。
そのため自家用車による通学が多くなっている。
　通学証明書の発行状況及び車両通学許可状況を見ると，近年，JRの通学証明書の
発行数が増加し，車両通学許可者数は横ぼいとなっているが，実際には，車両によ
る通学老の数は許可老数をはるかに超えている。本学では，車両通学許可に際して
は，交通安全講習の受講を義務付け，交通安全意識の徹底を図っているが，この観
点からも無許可通学老を解消すべく学生指導に万全を期す必要がある。
2　課外活動
（1）課外活動の実施組織・体制
　　　本学における課外活動の実施組織・体制は以下のとおりである（表43）。
　　1）学友会
　　　　学友会は，自立の精神のもとに，個性的で多様な学園生活を送ることを目指す学
　　　生の活動を促進するため，全学生及び教職員で組織する団体である。主たる活動と
　　　して，以下に述べるr紅翔祭」及びrスポーツ大会」を主催するほか，クラブ活動
　　　に対する助成たどを行っている。
　　　　なお，学内に学友会室を設置し，執行部活動の便を図っている。全学生が入学時
　　　に納入する学友会費並びに全教職員が支払う学友会費のほかに，毎年300万円の補助
　　　金が学校法人新潟平成学院から支出され，年問予算規模は前年度繰越金を含め約
　　　1100万円となっている。
　　　　学友会会長はじめ執行部役員は全学投票で決められるが，ほぼ毎年，立侯補老を
　　　募るのに苦慮している状況にある。今後，全学生の学友会活動に対する関心の程度
　　　を飛躍的に高めることが緊急の課題となっている。
　　2）学生クラブ
　　　　学生のクラブ活動は，公認団体と同好会に大別される。たお，平成14年度におい
　　　て，公認団体及び同好会に参加している学生は，全学生の40％余りである。
　　　①　公認団体
　　　　　本学における公認団体は，スポーツ部，文化部，学術研究部に分類される。各々
　　　　部長（教員）及び主将（学生）を置くことによって，また，毎年1年問の活動実
　　　　績を振り返り，学友会からの補助金を受けられる公認団体として継続するか，同
　　　　好会として活動を続けあらためて公認団体にするかを，各団体毎に審査すること
　　　　によって活発な活動が維持できるよう期待されている。
　　　　　平成14年度公認団体数は，スポーツ部10，文化部5，学術研究部6の合計21の
　　　　団体である。なお，スポーツ部のうち，陸上競技部，バドミソトソ部，バスケッ
　　　　トボール部は強化指定部となっている。
　　　　　公認団体には，クラブハウス及び体育館倉庫に設けられた部室が提供されるが，
　　　　その数は15室しかなく室数不足であること，また，部員数によっては部室面積の
　　　　狭さが問題となっている。
　　　②　同好会
　　　　　平成14年度において，同好会の数は10団体である。
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（2）学友会等の活動及び学園祭の実施
　1）学園祭（紅翔祭）
　　　開学以来，毎年10月下旬の2日間（土・日曜日）にわたって学園祭（紅翔祭）を
　　開催している。
　　　学友会執行部のもとに学生主体の紅翔祭実行委員会が組織され，紅翔祭の組織・
　　運営に当たっている。実行委員会主催イベソトのほか，各クラブ，ゼミ，自主的な
　　集まり単位の団体等によって様々なイベソトが繰り広げられるほか，地域住民団体
　　の参加も見られる。毎回父母会が主催する講演会も恒例の行事になった。
　　　全学生の参加が建前となっているものの，未だ不十分な状況にあり，今後の改善
　　が望まれる。
　2）スポーツ大会
　　　本学の開学記念日（6月8日）を前に，毎年5月中旬の1日を当てて，スポーツ
　　大会が学友会主催で開催される。
　　　全学生の参加が建前とたっているものの，未だ不十分た状況にあり，今後の改善
　　が望まれる。
（3）地域社会との交流状況
　　本学学生の地域杜会との交流に関して注目すべき活動は，ボラソティア活動にある
　と言える。
　　特筆すべきものとしては次の二つを挙げることができる。
　①平成9年1月に島根県沖で発生した，ロシア船ナホトカ号の事故によって引き起
　　こされた流出重油回収作業に，本学の20人の学生が，3人の教員とともにボラソティ
　　アとして参加した。この活動のために登録した学生は119人であったが，定期試験の
　　期問中であったこともあり，実際の参加老は，前述のとおり20人となった。
　②平成14年6月，本学が設置されている新潟市において，FIFAワールド・カップ・
　　サッカーが開催され，多数の外国人観戦者が新潟市を訪れることとなった。その際，
　　新潟市で行われた試合日に合わせ，計4日問，延べ144人の学生が，新潟駅構内に新
　　潟国際情報大学ボラソティア通訳コーナーを設けて接遇に当たった。この活動はマ
　　スコミにも大々的に取り上げられて報道されたほか，この活動に対して新潟駅長か
　　ら感謝状も授与された。
　　　このように各種ボラソティア活動に積極的に取り組み，参加する姿勢は高く評価
　　されよう。
3　セクシュアル・ハラスメント対策
　　本学では，セクシュアル・ハラスメソトに関しては，「セクシュアル・ハラスメソト対
策委員会」を設置して対応している。セクシュアル・ハラスメソトは，学生及び教職員
全てに係わる間題であるが，以下のとおり本項において同対策委員会の概要を述べる。
（1）委員会の発足
　　　本委員会は，開学8年目の平成13年4月1日に発足した。
　　　本委員会は，教員3人，事務職員2人の計5人の委員で構成されており，委員長以
一166一
下各委員はセクシュアル・ハラスメソト相談員を兼ねている。
　委員会は，発足以来，本学の全学生及び教職員に対し，セクシュアル・ハラスメソ
トのない，快適なキャソパス・ライフが送れるよう，セクシュアル・ノ・ラスメソト対
策委員会が本学に発足した意義をキャソペーソし，相談員の氏名，連絡先を周知し，
常時相談に応ずる体制を整えてきた。
　また，セクシュアル・ハラスメソトとはいかなるものかを理解させるために，バソ
フレットを作成し，全学生並びに教職員に配布した。
　この問，本学のホーム・ぺ一ジ上の表現について間題提起があり，検討の結果訂正
したほか，学生の相談に対し必要な措置を講じてきた。
（2）今後の課題
　　本委員会発足時，「セクシュアノレ・ハラスメソトは人権間題の一つであることから，
　セクシュアル・ハラスメソトの問題に限定することなく，人権問題全体を扱う委員会
　にすべき」との議論があったことを踏まえ，今後適当た時期にこの問題について議論
　を深め，解決していかねぱならないであろう。
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表36学生の奨学金
本学の奨学金
年度 奨　学　金　の　名　称
10　表彰奨学金
表彰奨学金
計
学内・学外
　の別
学内
学内
給付・貸与
　の別
給付
給付
支給対象
学生数
　（A）
12
12
在籍学生
総数（B）
1284
1295
在籍学生数
に対する比
A／B＊！00
O．935％
O．6ユ8％
支給総額
　（C）
千円
3，600
3，600
2．400
1件当たり
支給額
　C／A
千円
300
300
11
表彰奨学金
計
学業優秀老
課外活動功労老 学内 給付
6
6
O．456％
O．456％
2，400
600
600
ユO0
100
1316
12　海外留学制度奨
　　学金
13
表彰奨学金
計
学業優秀老
課外活動功労老
学費臨時給付奨学金
海外留学制度奨学金
資格取得奨励奨学金
計
I種
II種
学内
学内
学内
学内
学内
給付
給付
給付
給付
給付
30
20
62
6
5
33
31
1
47
132
1316
O．228％
O．152％
O．456％
O．380％
O．000％
2，508％
2，356％
O．076％
3．57ユ％
6，O00
3，000
10，200
600
500
6．600
4，650
50
940
13，340
200
150
100
ユOO
200
150
50
20
学外の奨学金
年度
ユO
11
12
！3
奨　学　金　の　名　称
日本育英会
新潟県
市町村
交通遺児・あしなが育英会
計
日本育英会
新潟県
市町村
交通遺児・あしなが育英会
計
日本育英会
新潟県
市町村
交通遺児・あしなが育英会
計
日本育英会
新潟県
市町村
交通遺児・あしなが育英会
計
学内・学外
　の別
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
学外
給付・貸与
　の別
貸与
貸与
不明
貸与
貸与
貸与
不明
貸与
貸与
貸与
不明
貸与
貸与
貸与
不明
貸与
支給対象
学生数
　（A）
109
不明
ユ21
170
不明
180
201
15
不明
1
2！7
212
17
不明
230
在籍学生
総数（B）
ユ284
1295
13ユ6
1316
在籍学生数
に対する比
A／B＊ユ00
8．49％
0．62％
O．31％
13．13％
0．62％
O．15％
15．27％
ユ、14％
O．08％
16，11％
1．29％
O，08％
支給総額
　　（C）
　千円
66，396
4，368
2，280
！08，540
4，032
ユ，080
132，720
7，404
480
140，820
8，424
480
1件当たり
支給額
　C／A
千円
609
485
570
638
504
540
660
494
480
664
496
480
※市町村の奨学金については，本人が直接申請するため受給件数等は不明である。
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表37学生の奨学金関係資料
1　学内奨学金
　（1）表彰奨学金
年　度
10
11
12
13
14
年　次
計
計
計
計
計
計
計
計
情報文化学科
1
1
！
1
1
1
1
1
1
女
1
1
1
1
！．5
1
1
3．5
情報システム学科
1
1
1
1
女
1
1
1
1
0．5
1
3．5
計
12
5
12
1
12
11
3，5
2．5
備　　　　　　考
1件当たり30万円の奨学金
1件当たり30万円の奨学金
1件当たり30万円の奨学金
1件当たり30万円の奨学金
1件当たり30万円の奨学金
！件当たり30万円の奨学金
1件当たり10万円の奨学金
1件当たり10万円の奨学金
※制度の概要
　2年次以上の学生で，前年度の学業成績，課外活動の部門において，特に優れた者を表彰し，奨学
金を授与する。
　学業成績部門　　前年度の学業成績が，学科で1位の老
　課外活動部門　　前年度課外活動が特に優れ，表彰に値すると判定された老
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　（2）海外留学奨学金
平成12年度
留学先
中　　国
カ　ナ　ダ
期　　　　　　　間
H12．9．19～H13．1．27
H12．8．21～H12．9．18
合　　　計
給付（留学）老数
男
11
女
25
14
39
給付額（円）×給付対象老（人）＝合計（円）
（留学老合計）
200，000×30＝6，000，000
150，000×20＝3，000，000
9，000，000
平成13年度
留学先
1コ　シ　ア
中　　国
韓　　国
アメリカ
カ　ナ　ダ
期　　　　　　　間
H13．9．16～H14．1．13
H13．9．4～H14．1．8
H13．8．30～H14．12．30
H13．8．6～H13．9．10
H13．8．13～H13．9．17
合　　　計
給付（留学）者数
1
16
女
13
11
14
48
給付額（円）X給付対象者（人）＝合計（円）
（留学老合計）
200，000×6：！，200，000
200，000×15＝3，000，000
200，000×12＝2，400，000
150，000×17：2，550，000
15C，000×14＝2，100，000
11，250，000
平成14年度
留学先
ロ　シ　ア
中　　国
韓　　国
アメリカ
カ　ナ　ダ
期　　　　　　　間
Hユ4．9．ユ2～Hユ5．ユ．ユ2
H！4．9．3～H15．1．7
H14，8．30～H14．12．29
H14．8．16～H14．9．20
H！4，8．4～H14．9．9
合　　　計
給付（留学）者数
男
22
女
11
11
36
給付額（円）X給付対象老（人）＝合計（円）
（留学老合計）
200，000×　3＝　　600，000
200，000×17＝3，400，000
200，000×9：1，800，000
150，000×ユ3：1，950，000
150，000×16：2，400，000
10，150，000
※制度の概要
　対　　象
給付額
　採用人数
給付条件
2年次学生
予算の範囲内で給付額を定める。現在までの支給額は15万円又は20万円
100人
大学が2年次後期に設定した海外派遣留学又は海外研修に参加する老
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（3）学費特別給付奨学金
入学年度
平成14年度
平成13年度
平成12年度
平成11年度
学　　　　科
情報文化学科
情報システム学科
情報文化学科
情報システム学科
情報文化学科
情報システム学科
情報文化学科
情報システム学科
計
奨学金給付額合計
平成14年度
全　額
1
半　額
14
6，500，000
計
全　額
1
半　額
1
14
6，500，000
※制度の概要（14年度より実施）
対象新入生（前期試験受験老）・在学生2年・3年・4年次生，当該年度のみ
　　　　　　次年度以降は一定の学力基準を満たせぱ継続採用
給付額　授業料の全額又は半額（14年度全額：65万円半額：32．5万円）
給付条件　　新入生（前期試験受験老）：入試成績が定める順位内で日本育英会の採用基準に該当
　　　　　　する経済状況の老
　　　　　　在学生（2，3，4年次生）：前年度の学業成績が定める順位内で日本育英会の採用基
　　　　　　準に該当する経済状況の考
（4）学資奨学融資制度
年　　　　度
平成！2年度
平成13年度
融資考数
1人
12人
融資推薦額
1，400，000
10，270，000
利子補給額
59，000
※制度の概要
対　　象
　融資限度
　資金使途
連帯保証人
　取扱銀行
満20才以上の3年次又は4年次在籍生で，大学の推薦を得られる老
10万円以上300万円以内在学中は利子を補給する。
大学へ納入する学納金に限る。
利用老の保護老等
第四銀行内野支店
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2　学外奨学金
（1）目本育英会
年　度　年　次
6年度
7年度
8年度
1
計
！
計
1
計
1
清報文化学科
男
6（1）
6（1）
3（1）
10（2）
19
4（1）
女
3（2）
3（2）
5（1）
3（2）
12
1ユ（3）
晴報システム学科
5（1）
5（1）
7（1）
13
8（1）
21
6（2）
女
7（1）
7（1）
5（1）
7
12
5（1）
18
9（2）
計
21（5）
21（5）
20（4）
23
43
26（6）
21
23
70
30（8）
備　　　　考
29
9年度 11 7 10 34
20
計
1
25 26
5（1）
35
11（1）
23 109
26（2）
29
10年度 11 10 34
20
11年度
12年度
13年度
14年度
計
1
計
1
計
！
計
1
計
25
9（1）
14
11
40
17（5）
12
14
48
10（2）
ユ9
10
11
50
12（3）
11
19
10
52
26
10
12
38
10（3）
14
7
10
41
8（3）
10
13
37
10（3）
12
ユ4
45
35
26
21
！0
66
27（3）
25
23
83
18（8）
29
25
23
95
19（5）
20
31
25
95
23
5（1）
11
26
8（1）
10
29
11（1）
30
8（1）
10
31
ユ09
50（2）
48
38
34
170
62（12）
55
51
33
201
47（14）
67
52
46
212
49（12）
50
71
53
223
※採用老数は年度末現在の数である。ただし，平成14年度は同年11月現在の数を示す。
※1年次の（）内の数は，高校からの予約奨学生を内数で示す。
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（2）その他の奨学金
年　　　度
平成6年度
平成7年度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成1ユ年度
平成！2年度
平成13年度　」
新　潟　県
15
17
交通遺児 あしなが育英会
0　　　　　　　　　0
2　　　　　　　　　0
2　　　　　　　　　0
2　　　　　　　　　0
3　　　　　　　　　1
1　　　　　　　　　1
0　　　　　　　　　1
0　　　　　　　　　1
計
10
11
13
ユ2
ユ0
16
18
※市町村の奨学金については，本人が直接申請するため採用老数は不明である。
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表38本学の学費免除，徴収猶予，延納及び学資奨学融資制度
学費免除及び徴収猶予
　学費負担者の死亡，失業，病気等により，経済的理由で学資の納付が困難であり，かつ学業
優秀な学生を対象とする。
免　　　　除 猶　　　　予
年　　　度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
件数 免除総額
650，000
件　数 猶予総額
775，000
1，760，000
4，620，000
学生納付金の延納
　経済的理由により，学生納付金を期日までに納入することが困難であるが，納付を延長する
ことにより納付が可能となる場合を対象とする。
延　　　　納
年　　　度
平成10年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
件数
131
121
130
144
延納総額
60，525，000
58，870，000
63，625，000
70，150，000
学資奨学融資制度
　在学中に経済的な理由で学費の納付が困難とたった3年次及び4年次学生で，第四銀行から
融資を受けて学業を継続し，卒業後に自分自身で返済するという意欲的た学生本人に対して，
大学が保証のうえ推薦して，第四銀行から融資を受けられるようにする制度である。
　在学中の利息相当分は，奨学金として支給する。
融資推薦 利　子補給年　　　度
平成12年度
平成13年度
件数
！
12
融資推薦額
1，400，000
10，270，000
件　数 利子補給額
59，000
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表39生活相談室利用状況
年　間　相　談　件　数
　　　　　専任ス　非常勤　週当た
施設の名称　タッフ　スタッ　り開室
　　　　　数　　フ数　　日　数
年問開
室日数
開　室
時　間 9年
度
10年
度
ユ1年
度
12年
度
13年
度
備　　　考
生活相談室　　1 O．5 15
！5：OO
18：OO
18 28 22 39 46 専任職貝1看護師
非常勤1臨床心理土
表40定期健康診断の突施状況
定期健康診断の実施時期
　　健康診断の実施は業老に依頼Lて行う。
　　受診対象　　全学年
　　実施時期　　4月上旬に実施
　　実施場所　　本学校舎
　　受診後の再検査・精密検査及び未受診者
　　　受診対象学生は，健康診断実施業老のセソターで受診する。
健康診断の実施項目
　　身長，体重，視力，聴力，尿検査，血圧，胸部X－p撮影，医師の問診
就職用健康診断証明書の発行
　　健康診断実施業者が発行，発行申請後3～5目で発行される。
健康診断受診率
区　　　分
対　象　数
受　診　数
受　診　率
平成10年度
1，279
1，087
84．9％
平成11年度
1，294
1，067
82．4％
平成12年度
1，316
965
73．0％
平成13年度
1，316
972
73．8％
健康診断書発行数
区　　　分
申　込　数
平成10年度
1，009
平成11年度
962
平成12年度
1，209
平成13年度
942
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表41学生教育研究災害傷害保険等の加入
学生教育研究災害傷害保険
　本学では全員加入としており，100％の加入とたっている。たお，この保険は保険期間が
4年間のため，入学後4年を超えた留年学生には個別に通知のうえ加入の案内を行っている。
　加入状況
区　　　分
入　学　時
（4年間分）
留年　時
（1年間分）
平成10年度
322
23
人
平成11年度
316
36
人
平成12年度
357
26
人
平成13年度
323
37
人
保険金支払実績
平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度
請求件数 3件 1件 1件 4件
支払金額
43，000
30，O00
50，000
50，000 6，000 50，000
15，000
110，000
1！4，000
計 123，000 50，O00 6，000 289，000
学研災付帯賠償責任保険（平成12年度から）
　（学生が他人に怪我をさせたり，他人の財産に損害を与えた場合に補償する制度）
　本学では加入は任意とL，合格者へ入学者心得を送付する際に案内を同封している。
区　　分
新入生
加入老数
平成12年度
23
人
平成13年度
11
人
現在まで，保険金請求・支払の手続はたい。
学生総合保障制度（傷害総合保険）
区　　分
新入生
加入者数
平成10年度
139
人
平成11年度
116
人
平成12年度
105
人
平成13年度
89
人
保険金請求等の手続は，加入老本人が行うため，保険金請求・支払状況は不明である。
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表42宿所の紹介及び通学の状況
宿所の紹介
　不動産業者に物件の情報提供を依頼し，それを取りまとめのうえアパート情報冊子を作成する。
　入学手続者で，宿所を必要と思われる遠隔地の者にアパート情報誌冊子を送付する。
　宿所状況
年度及び学年
1年
2年
平成10年度　3年
4年
計
1年
2年
平成11年度　3年
4年
計
1年
2年
平成12年度　3年
4年
計
1年
2年
平成13年度　3年
4年
計
265
252
240
251
1008
279
262
251
269
1061
330
272
267
302
1171
283
319
268
290
1160
宅
82．3％
79．O％
77，4％
80，7％
79．9％
88．3％
82．6％
79．2％
78．0％
81．9％
92．4％
86．9％
82．7％
81．4％
85．9％
87．6％
90．9％
89．9％
84．3％
88．1％
自　宅　外
53　16．4％
64　20．0％
67　21．6％
59　18．9％
243　19，3％
36　11．4％
52　　16．4％
63　19．9％
73　21．2％
224　17．3％
27　　7．6％
40　　13．1％
54　16．7％
66　　17．8％
187　13．7％
36　11．1％
32　　9．1％
29　　9．7％
51　14．8％
148　11．3％
そ　の　他
4　　1．2％
3　　0．9％
3　　1．0％
1　　0．3％
11　　0．9％
1　　0．3％
3　　0．9％
3　　0．9％
3　　0．9％
10　　0．8％
0　　0．O％
1　　0．3％
2　　0．6％
3　　0，8％
6　　0．4％
4　　1．2％
O　　O．0％
1　　0．3％
3　　0．9％
8　　0．6％
備　考
その他は，親類宅に居住又は届出がなく不明のものである。
通学状況
　学生は，JR又は自家用車，バイク，自転車で通学している。大学直接のバスの運行はたい。
　そのため，自家用車での通学が多く，車輌通学許可状況は下表のとおりである。
　通学証明書，車輌通学許可状況
年　　度
平成10年度
平成11年度
平成12年度
平成13年度
JR通学証
明書発行数
240
462
467
509
車輌通学許可者数
1　年
14
36
58
62
2　年
104
128
77
ユ41
3　年
132
124
110
108
4　年
70
120
77
88
計
320
408
322
399
備　　　考
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表43課外活動
1　学友会
　　自律の精神のもとに，個性的で多様な学園生活を送ることを目指す学生の活動を促進するため，全
学生及び教職員で組織する団体である。
　紅翔祭（学園祭　毎年ユ0月下旬開催），スポーツ大会（毎年5月中旬）を主催するほか，クラブ活動
への助成を行っている。
2　学生クラブ（公認団体）
部
名 団　体　名 H6年度
陸上競技都
バドミソトソ部
軟式野球部
サッカー部
バレーポール部
テニス部
卓球部
スキー部
バスケットボール部
空手道部
硬式野球部
ソフトテニス部
合気道部
ツ 剣道部
男子バレー部
女子バレー部
少林寺拳法部
アウトドア部
馬術部
硬式テニス部
水泳部
茶道部
文
化
部
吹奏楽部
軽音楽部
KeyWord
演劇部
NEED
RDXP→Deep
美術部
フィットネス研究会
マルチメディア・メソバーズ→MMM
学
術
研
究
部
マルチメディア・クリエーショソ→MMC
モータースポーツ研究会
アートクラフ
システムミュージッククラブ
イソターネット研究会
コリア語研究会
ESS
中国語研究会
推理小説研究会
THE　MOVIE
ロシア語研究会
国際交流会→国際交流会メコソ
H12
年度
H13
年度
H14
年度
H1ユ
年度
H10
年度
H9
年度
H8
年度
H7
年度
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（平成8年度入賞老）
　　　・陸上競技部　第70回北信越学生陸上競技対抗選手権大会・女子円盤投3位
　　　　　　　　　第27回北信越学生陸上競技選手権大会・女子円盤投優勝
　　・バドミソトソ部　第3回北信越学生バドミソトソ新人選手権大会・女子（W）優勝
　　・軟式野球部　全日本軟式野球大会新潟大会3位（東日本大会出場）
（平成9年度入賞老）
　　・軟式野球部　第14回全国軟式野球大会（香川）ベスト8（平成9年8月）
（平成ユ0年度入賞老）
　　・軟式野球部　第15回全国軟式野球大会（日光）出場（平成10年8月）
　　・フイットネス研究会　第10回新潟県ベソチプレス選手権大会・男子56kg級2位・女子48kg級3
　　　　　　　　　位・女子56kg級2位
（平成11年度入賞老）
　　・陸上競技部　第21回北日本学生陸上競技対抗選手権大会・男子走幅跳3位
　　・軟式野球部　第16回全国軟式野球大会（奈良）出場（平成11年8月）
　　・フイットネス研究会　第11回新潟県ベソチプレス選手権大会・女子56kg級3位・女子60kg級2
　　　　　　　　　位
（平成12年度入賞老）
　　・軟式野球部　第21回東日本大学軟式野球選手権大会（栃木）出場（平成12年11月）
　　・陸上競技部　第54回新潟県陸上競技選手権大会・男子400mリレー3位
（平成13年度入賞老）
　　・パドミソトソ部　第52回秩父宮・秩父宮妃杯争奪全日本学生バドミソトソ選手権大会ダブルス
　　　　　　　　　出場
　　　　　　　　　第8回北信越学生バドミソトソ新人選手権大会・ダプルス優勝
　　・陸上競技部　第75回北信越学生陸上競技対校選手権大会・女子砲丸投3位
　　　　　　　　　第32回北信越学生陸上競技選手権大会・女子砲丸投3位，女子槍投2位
　　　　　　　　　第55回新潟県陸上競技選手権大会・女子砲丸投3位
　　・軟式野球部　第24回全日本大学軟式野球選手権大会（北海道）出場（平成13年8月）
　　　　　　　　　第22回東日本大学軟式野球選手権大会（栃木）出場（平成13年11月）
　　・フイットネス研究会　第！3回新潟県ベソチブレス選手権大会・男子56kg級優勝・男子67．5kg級
　　　　　　　　　3位
　　　　　　　　　第26回新潟県バワーリフティソグ選手権大会・男子56kg級優勝
　　・ESS　　　オラトリカル・スピーチコソテスト・優勝
（平成14年度入賞老）
　　・ESS　　　オラトリカル・スピーチコソテスト・3位
　　・陸上競技部　第76回北信越学生陸上競技対抗選手権大会・女子槍投優勝・女子砲丸投3位
　　　　　　　　　新潟県陸上競技選手権大会・男子400mリレー優勝
　　　　　　　　　第24回北日本学生陸上競技対校選手権大会・男子1600mリレー3位
　　　　　　　　　第46回北陸陸上競技選手権大会・男子1600mリレー3位
　　　　　　　　　第33回北信越学生陸上競技選手権大会・男子400m3位，男子400mリレー3位
　　　　　　　　　女子砲丸投2位，女子槍投2位
　　・バドミソトソ部　第46回北信越大学バドミソトソ選手権大会・女子1部3位，男子2部昇格
　　　　　　　　　第155回新潟支部バドミソトソ大会・ペア優勝
　　　　　　　　　第47回北信越大学バドミソトソ選手権大会・女子1部2位，男子2部2位
　　　　　　　　　第9回北信越学生バドミソトソ新人選手権大会・ペア優勝
　　・フイットネス研究会　第27回新潟県北信越パワーリフティソグ選手権大会・男子90kg級3位
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第11章就職指導
1　就職指導活動のための理念と戦略
　経済産業環境の変化，深刻化する少子化に伴い，私立大学の経営環境は激変している。
今や学生の大学進学の目的は良い就職先を得るためであると言っても過言ではなく，就
職率の良し悪しが，大学選択の重要な要件であるとさえ言われている。
　公的機関や民間企業の採用数減少の影響は，年毎に一層の就職難を増大してきており，
新潟県においても例外ではたい。然るに新潟県内出身者が90％を超える本学学生は，両
親共々その多くが就職先を新潟県内企業に求めている。一方学生自身は，就職に対する
現状認識不足・意識不足が窺われるが，幸いたことに本学は創立後日が浅いにもかかわ
らず，杜会の情報化・国際化の進展により，新潟県内において本学学生の存在価値が徐々
に認められるようになってきている。新潟県内の中小企業も，今後に備えて新卒の能力
ある人材を雇用する良い機会と見て，熱意のある学生を積極的に採用しようとしている
ところである。本学の建学の理念は国際化と情報化にある。これらの分野への要請が新
潟においてもようやく根付いてきた感がある。そこで本学での教育の結果・効果により，
情報化・国際化に関し学生の差別化がはかれれぱ，就職についても有利に展開でき，結
果として地域へ大きく貢献できるものと考えられる。
　　本学においては，このような理念に基づき，次に示す方針により学生に対して就職指
導を行っている。
　　　①学生の就職意欲を増すよう指導する。
　　　②学生それぞれが自已をスキルアップできるよう指導し，そのための支援をする。
　　　③求人企業の二一ズを調査し，学生に紹介する。
　　　④学生の個性と適性を掌把し，希望に添った職業の選択を支援する。
2　就職指導体制
　　本学においては，学生に対する就職指導及び支援組織として，就職指導委員会を設置
し，事務局に就職課を置いている。就職指導委員会及び就職課の構成及び業務分担等は
次のとおりである。
（1）就職指導委員会
　　　就職指導委員会は，教員5人と就職課長の計6人で構成している。
　　　就職指導委員会は，原則として毎月1回委員会を開催し，就職指導活動の方針及び
　　年度計画を企画・決定し，実行するとともに，委員会開催の都度，就職課から就職状
　　況の報告を受け，状況に応じて指導方針の軌道修正を行うなど，より良い就職指導活
　　動を行うよう心がけている。また，就職支援のための新たな計画を立案・実行すると
　　ともに，積極的に企業訪問を行っている。
　　　平成14年度においては，次のような計画で就職指導活動を行った。これらの計画の
　　実施に係る具体的な活動は，表44r平成14年度就職指導活動実績」に掲げてあるとお
　　りである。
　　　①3年次学生を中心とした，全学生のための就職支援プログラムの策定と実行
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　　②就職指導委員，ゼミ担当教員等による企業訪問の継続と情報の蓄積
　　③就職指導委員による学生指導と情報提供
　　④各種講習会，資格試験等，就職支援活動の実施
（2）就職課
　　就職課には事務職員4人が配置されている。
　　就職課は就職指導委員会の事務活動を行うとともに，就職指導に係る年度計画及び
　就職指導委員会の方針を実行する。なお，就職課に就職相談室を設けており，学生の
　就職内定状況に応じて個別就職相談等を行うなど，きめ細かい就職指導活動を行って
　いる。また，状況に応じて企業訪間等を実施し，就職促進及び企業開拓活動を行って
　いる。
3　就職指導のための組織的活動
　　就職指導委員会においては，前述の就職指導理念に基づいて，次に示す就職指導活動
を行っている。これらの活動の概要等については，表45「就職指導活動実績」を参照さ
れたい。
（1）就職ガイダンスの実施
　　　実際に就職活動をはじめる前の3年次学生を対象として毎月1～2回，1年問にわ
　　たり就職ガイダソスを実施し，進路選択のための準備，就職への心構え等を指導して
　　いる。このガイダソスは，前述の基本的な就職指導方針のほかに，実際の企業トップ
　　や採用担当老による採用に関しての企業側の本音，OB・OGや就職内定学生等による
　　就職試験の体験談等を盛り込み，分かりやすい実践的なガイダソスとなるよう努力し
　　ている。
（2）模擬試験・模擬面接の実施
　　　就職コソサルタソトに依頼L，就職活動の始まる直前の1，2月に3年次学生を対
　　象に実際の就職活動に役立たせることを目的に実施している。
（3）ウェブ活用による就職指導サービスの実施
　　　学生向け求人情報の提供，就職指導活動の案内，タイムリーで個々の状況に合った
　　情報提供を行うなど，学生の就職活動に対してきめ細かい支援を行うため，ITを利用
　　した情報共有のための仕組みを企画し，その整備を図っている。現在までのところ，
　　企業求人清報，就職指導活動の案内，携帯電話による就職活動状況報告を実施してい
　　るが，さらにデータベースを整備して，就職支援活動の円滑化・効率化を考えている。
　　また，後輩のために役立つ有用情報の収集・蓄積機能の整備を計画している。
（4）就職未決定者に対する個別指導
　　　就職試験後も未だ就職先の決まらない4年次学生に対して，主として就職指導委員
　　及び就職課員が進路先の再検討等を含め個別の就職指導を行っている。また，毎月の
　　教授会に就職状況を報告し，各教員に対して，それぞれのゼミ所属学生の就職活動に
　　関して関心を持ち，積極的に相談に応じるなど，学生の就職活動をバックアッブする
　　よう依頼している。
（5）就職指導担当者による企業訪間の実施
　　　就職課に専任の就職相談員を置いて，毎日4～5杜・年問およそ1500回に及ぶ企業
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　訪問・企業開拓を行っており，採用担当者とのコミュニケーショソを保つと同時に，
　就職・採用に関する情報収集を行っている。また，可能な限り就職指導委員会委員が
　同伴し，企業トッブとの面談，本学からの就職老（OB・OG）との面会等を行い，企
　業側と緊密なコミュニケーショソを図っている。
（6）合同企業説明会の実施
　　毎年2月中旬，2日問にわたって百数十杜に及ぶ合同企業説明会を実施し，学生の
　就職に対する意識づけを図っている。
（7）企業懇談会の開催
　　毎年11月に本学関連企業トップ及び採用担当老を招き，本学の就職状況の説明及び
　時局講演等を行うとともに，懇親パーティーを行い，教員と企業とのコミュニケーショ
　ソを深めるよう心がげている。特に本学には企業出身の教員が多く，単に就職のため
　の意見交換・情報交換を行うだけでなく，広く企業経営，情報技術，海外事情などに
　ついて懇談し，本学が地域の企業に役立つ大学であることを認識してもらうきっかけ
　となるよう努力している。
（8）各種資格取得のための支援の実施
　　学生が就職活動に有利となるよう，次のとおり各種資格取得のための支援活動を
　行っている。
　①　各種資格試験の実施支援：英語，中国語，ハソグル語，ロシア語等の語学試験斡
　　旋のための事務対応，情報処理技術老試験の受験取りまとめ，本学でのTOEIC及び
　　中国語検定試験の実施。
　　　過去には日本生産性本部の行うHBA（ハイバーピジネスアピリティ）試験を実施
　　していたが，本年はNTTコミュニケーショソズのドットコム検定試験をモニター校
　　として実施した。
　　　なお，これらの資格試験の実施に当たっては，担当教職員にとどまらず，大学全
　　体で取り組んでいる。
　②資格取得講座の実施1日商簿記検定取得講座，情報処理技術老試験講座，公務員
　　（国家II種・地方上級）受験講座を2か月問ないし通年で実施しており，そのため
　　の支援を行っている。これら各講座を実施した成果として，各種資格試験の合格老
　　が増えてきていることは喜ばしいことである。
（9）3年次学生の父母就職説明会の実施
　　学生の就職活動は，少子化が著しく進みつつある現在，親子が共同して当たる］家
　の間題となっている。毎年夏期休業期問中に3年次学生の父母を対象に就職説明会を
　開催し，学生の就職内定状況等を説明のうえ，学生の今後の就職活動に父母の理解と
　協力を求めている。
（10）インターンシップの効果的実施
　　情報システム学科の3年次学生の希望者には，毎年夏に企業研修を実施してきた。
　これは就職活動とは直接関係ないことを前提としてきたが，企業側の考え方とは必ず
　しも一致しない状況にある。2週問にわたっての企業実習はお互いの理解に効果があ
　り，特に実習する学生にとっては，実杜会を体験することにより就職への動機づけと
　して良い方法であるのが実態である。したがって，今後はむしろ就職活動と一体的に
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考えるべきであると思われる。就職指導委員会としては，就職活動としてのイソター
ソシッブの効果的実施についてさらに検討したい。
4　進路選択・就職指導環境の整備及び関係資料の整備
　　本学の進路選択・就職指導環境の整備及び関係資料の整備は，就職指導委員会の方針
の下に，事務局就職課が以下に掲げる事項について実務を担当している。
①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑭
⑪
⑫
就職先企業の情報資料整備・提示
就職先企業の求人資料の掲示
小冊子r就職の手引」の発行・配付
企業合同説明会等企業動向情報の掲示案内
ウェブによる企業情報DBの整備・提示
携帯電話による就職活動状況の報告
各種資格取得のための支援
実習先情報・報告書の提示
就職関連図書の整備・提示
就職関連情報の報告
就職関連書類の整備発行
卒業生の就職フォローアップ
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表44平成14年度就職指導活動実績
実　施　期　日
平
成
！4
年
平
成
15
年
4月18日1木
4月26日1金
5月24日1金
5月24日1金
5月29日　水
6月9日　日
6月13日＝木
6月21日1金
6月23日1日
7月4日　木
7月ユ2日＝金
8月1日1木
8月2日1金
9月8日1日
9月15日1日
10月4日1金
10月12日≡土
ユO月13日1日
10月25日≡金
！1月8日1金
11月ユ0日≡日
11月12日≡火
ユユ月15日1金
ユ1月17日1日
11月22日≡金
12月1日　日
12月4日1水
ユ2月6日1金
12月10日1火
12月13日≡金
12月14日≡土
1月8日＝水
1月10日1金
1月20日1月
2月9日1日
2月10日1月
2月13日1木
2月14日1金
3月23日1日
3月一日＝
概　　　　　要
第1回就職指導委員会
3年次生第1回就職指導ガイダソス
3年次生第2回就職指導ガイダソス
4年次生第1回就職指導ガイダソス
第2回就職指導委員会
第18回ハソグル能力検定試験
第3回就職指導委員会
3年次生第3回就職指導ガイグソス
第47回中国語検定
第4回就職指導委員会
3年次生第4回就職指導ガイダソス
4年次生第2回就職指導ガイダソス
3年次生就職模擬試験
3年次生父母就職説明会
第6回韓国語能力試験
第5回就職指導委員会
第46回ロシア語能力検定試験
第46回ロシア語能力検定試験
3年次生第5回就職指導ガイダソス
3年次生第6回就職指導ガイダソス
第19回ハソグル能力検定試験
第6回就職指導委員会
流通業界勉強会①
第48日中国語検定
3年次生第7回就職指導ガイダソス
NTTコミュニケーショソズイソ
ターネット検定
流通業界勉強会②
就職セミナー
第7回就職指導委員会
3年次生第8回就職指導ガイダソス
TOEIC
流通業界勉強会③
3年次生第9回就職指導ガイダソス
3年次生就職希望老の個別面談
3年次生対象就職体験講座
3年次生対象就職体験講座
3年次生対象学内合同企業説明会
3年次生対象学内合同企業説明会
第49回中国語検定
4年次生個別対応開始
内　　　　　容
「今年戦略目標など」
「これからの就職活動について」
「新潟におげる現在の雇用情勢につ
いて」
「就職活動を成功させるために」
「現在までの就職状況など」
学外で実施
「3年次生のガイダソス出席状況な
ど」
r新潟の経済状況と企業が求める人
材について」
本学で実施
「未内定老のガイダソス日程など」
r就職活動の方法」r企業及び職種の
選び方について」
「情報提供及び個別面談」
r一般常識・職務適性試験」
r本学の就職指導・今年度の就職状
況について」
学外で実施
「平成14年度企業懇談会についてた
ど」
学外で実施
学外で実施
r卒業生及び現4年次生の就職活動
体験談」
r就職の手引の活用法について」
学外で実施
「平成15年度予算（案）について」
「業界説明についてなど」
本学で実施
r就職に役立つ新聞の読み方・見方
活用術」
本学で実施
「業界説明についてなど」
r就職活動体験談など」
「自已点検評価にっいてなど」
「企業カミ求める人材について」
本学で実施
「業界説明についてなど」
「ピジネスマナーについて」
2月末まで実施
「模擬面接」
「模擬面接」
本学で実施
学外で実施
講　　　　　師
就職指導委員長　宗澤拓郎
新潟職業安定所　近藤　淳
就職指導委員長　宗澤拓郎
新潟経済同友会　櫻井　晃
リクルート新潟支杜小池正徳
就職指導委員会
就職指導委員会
卒業生及び現4年次生
就職指導委員会
キューピット　石田慶太郎
新潟日報杜
キュ］ピット　石田慶太郎
アイピー企画　小島　隆司
ホテルオークラ新潟　石原　直
キユーピット　石田慶太郎
プライム・タイム　坂本敦子
株式会杜ディスコ
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表45就職指導活動実績
1　各種説明会等
年　度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成1ユ年度
平成12年度
平成ユ3年度
項　　目
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
企業説明会
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
企業説明会
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
企業説明会
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
就職体験講座
企業説明会
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
就職体験講座
企業説明会
就職ガイダソス
就職ガイダソス
就職説明会
就職懇談会
就職体験講座
企業説明会
内　　容
進路希望調査等
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
企業が学内で開催
進路希望調査等
各種ガイダソス
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
企業が学内で開催
進路希望調査等
各種ガイダソス
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
企業が学内で開催
各種ガイダソス
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
模擬面接
企業が学内で開催
各種ガイダソス
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
模擬面接
企業が学内で開催
各種ガイダソス
各種ガイダソス
大学が父母に説明
大学と企業が懇談
模擬面接
企業が学内で開催
対　　象
2年次生
3年次生
3年次生父母
企業
3年次生
2年次生
3年次生
4年次生
3年次生父母
企業
3年次生
2年次生
3年次生
4年次生
3年次生父母
企業
3年次生
3年次生
4年次生
3年次生父母
企業
3年次生
3年次生
3年次生
4年次生
3年次生父母
企業
3年次生
3年次生
3年次生
4年次生
3年次生父母
企業
3年次生
3年次生
回　数
1
10
1
1
4
8
1
1
1
1
2
8
1
1
1
1
2
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2　資格取得支援
年　度
平成7年度
平成8年度
平成9年度
平成10年度
平成11年度
項　　　　目
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
TOEIC
中国語
ハソグル能力
情報処理技術老
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
TOEIC
中国語
ハソグル能力
情報処理技術老
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
　　　4年次生コース
TOEIC
中国語
ハソグル能力
情報処理技術老
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
　　　4年次生コース
TOEIC
中国語
ハソグル能力
情報処理技術考
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
　　　4年次生コース
回　数
4か月
4か月
通年
4か月
通年
3か月
4か月
通年
3か月
2か月
通年
2か月
備　　　考
学内講習
学内試験場で実施
同上
同上
学内講習
同上
学内試験場で実施
同上
同上
学内講習
同上
学内試験場で実施
同上
学内で試験実施せず
学内講習
同上
学内試験場で実施
同上
学内で試験実施せず
学内講習
同上
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年度
平成12年度
平成13年度
項　　　　目
TOEIC
中国語
ハソグル能力
情報処理技術者（試験受験講座）
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
　　　4年次生コース
HBA（ハイパーピジネスアピリティ）
TOEIC
中国語
公務員（国家II種・地方上級）
　　　2年次生コース
　　　3年次生コース
　　　4年次生コース
簿記講座（3・2級コース）
回　数
2か月
通年
2か月
　1
2か月
通年
2か月
2か月
備　　　考
学内試験場で実施
同上
学内で試験実施せず
学内講習
同上
学内試験場で実施
学内試験場で実施
同上
学内講習
学内講習（2月～）
3　各種試験受験状況
（1）　TOEIC試験
年度
10
11
12
13
年度
！0
11
12
13
受験老
男
50
26
26
23
16
36
女
60
37
43
21
35
48
計
110
63
69
44
51
84
600点以上
男
1
女
1
計
1
1
350点以下
男
29
16
12
19
女
28
18
16
15
15
計
57
34
28
13
23
34
350～600点
男
21
10
14
12
17
女
30
16
26
17
20
33
計
51
26
40
29
27
50
平　均　点
342．5
360．7
366．4
393．4
361．4
371．1
（2） ハソグル能力検定試験
年度 験女
18
7
計
31
12
5級合格者
　女
　0
　　0
計
6
0
4級合格者
　女
　　7
　　2
※平成10年度は不明，平成11年度以降は学内で試験実施せず
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（3）中国語検定試験
　　　　　　受験年度　　　　男　　女
11
12
13
20
12
10
10
年度　　　　男
23
28
18
15
24
老
3級合格老
女
計
43
40
28
25
29
計
男
1
1
準4級合格考
女
準2級合格老
計
1
男
4級合格者
女
11
4
計
17
13
1
11
12
13
！
1
1
1
1
※平成10年度は不明
（4）情報処理技術者試験
年度
10
11
12
13
年度
男
27
41
27
72
46
90
受験
女
12
16
10
30
37
20
老
計
39
57
37
102
83
110
ソフトウェア開発合格者
男 女 計
初級シスアド合格老
男
1
女
1
1
1
計
1
ネットワーク合格者
男 女 計
基本情報技術合格老
1
女
1
1
1
計
1
1
10
11
12
1
1
1
1
！ 1
13
※平成13年から第一種はrソフトウェア開発技術者」に，第二種は「基本情報処理技術老」に
名称が変更になった。
（5） HBA（ハイバーピジネスアピリティ）試験
　　　　　　受験年度　　　　男　　女
12 20
老
計
29
男
合格老
女 計
※平成13年度は学内で試験実施せず
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（6）公務員試験合格者
年度 男
文部省
女
1
市役所郵政省
計男計男計
111
110
u
1112
11113
その他警察新潟県警察町村役場
計男計男年度
11
10
u
1112
1113
~~f~~ 
~~ 計男年度
1110
11u
12
13
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表46新潟国際情報大学年度別卒業生の就職結果
平成9年度卒業生（第1期生）就職結果
区　　　　分
学　部　合　計
うち清報文化学科
　　　　男子
　　　　女子
情報システム学科
　　男子
　　女子
卒業生
295
116
57
59
179
120
59
就職希望老
275
106
54
52
169
112
57
就職希望率
93．2％
91．4％
94．7％
88．1％
94．4％
93．3％
96．6％
就職老
266
106
54
52
160
104
56
就職率
96．7％
100．0％
100．0％
100．0％
94．7％
92．9％
98．2％
県　内
60％
63％
57％
県外
40％
37％
43％
平成10年度卒業生（第2期生）就職結果
区　　　　分
学　部　　合　計
うち清報文化学科
　　　　男子
　　　　女子
情報システム学科
　　男子
　　女子
卒業生
288
123
59
64
165
112
53
就職希望老
249
104
48
56
145
95
50
就職希望率
86．5％
84．6％
81．4％
87．5％
87．9％
84．8％
94．3％
就職老
210
78
40
38
132
85
47
就職率
84．3％
75．0％
83．3％
67．9％
91．0％
89．5％
94．0％
県内
69％
72％
67％
県外
31％
28％
33％
平成11年度卒業生（第3期生）就職結果
区　　　　分
学　　部　　合　　計
うち清報文化学科
　　　　男子
　　　　女子
晴報システム学科
　　男子
　　女子
卒業生
303
126
71
55
177
137
40
就職希望老
237
94
50
44
143
109
34
就職希望率
78．2％
74．6％
70．4％
80．0％
80．8％
79．6％
85，0％
就職老
200
73
38
35
127
95
32
就職率
84．4％
77．7％
76．0％
79．5％
88．8％
87．2％
94．1％
県　内
68％
60％
72％
県外
32％
40％
28％
平成12年度卒業生（第4期生）就職結果
区　　　　分
学　　部　合　計
うち情報文化学科
　　　　男子
　　　　女子
清報システム学科
　　男子
　　女子
卒業生
294
116
53
63
178
128
50
就職希望老
243
86
36
50
！57
1ユ3
44
就職希望率
82．7％
74．1％
67．9％
79．4％
88．2％
88．3％
88．O％
就職老
228
81
33
48
147
104
43
就職率
93．8％
94．2％
91．7％
96．0％
93．6％
92．0％
97．7％
県　内
64％
59％
67％
県外
36％
41％
33％
平成13年度卒業生（第5期生）就職結果
区　　　　分
学　　部　合　計
うち情報文化学科
　　　　男子
　　　　女子
清報システム学科
　　男子
　　女子
卒業生
291
118
68
50
173
！24
49
就職希望老
231
93
51
42
138
102
36
就職希望率
79．4％
78．8％
75．0％
84．0％
79，8％
82．3％
73．5％
就職者
201
82
48
34
119
90
29
就職率
87．0％
88．2％
94．1％
81．0％
86．2％
88．2％
80．6％
県内
71％
77％
67％
県外
33％
28％
36％
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表47卒業生の業種別就職者数
情報文化学部（全体）
職　業　分　野
国家公務員
地方公務員
建設業
製造業
電気・ガス業
運輸・通信業
卸・小売業
金融・保険業
情報・サーピス業
計
平成9年度
31
29
81
17
95
266
O．8％
2．3％
11．7％
10．9％
O．O％
1．9％
30．5％
6．4％
35，7％
100．O％
平成10年度
19
37
55
12
70
210
O．5％
4，3％
9．O％
17．6％
O．O％
3．3％
26．2％
5．7％
33．3％
100．O％
平成11年度
！1
20
64
13
86
200
O．5％
2．O％
5．5％
10．O％
O．O％
O．5％
32．O％
6．5％
43．O％
100．O％
平成12年度
ユ2
74
19
108
228
O．O％
1．8％
2，6％
5．3％
O．O％
2．2％
32．5％
8．3％
47．4％
100．O％
平成13年度
16
62
93
2C1
3．O％
2．O％
4．5％
8．0％
O．5％
1．5％
30，8％
3．5％
46．3％
100．O％
合　　計
10
27
76
114
21
336
68
452
1！05
O．9％
2．4％
6．9％
10．3％
O．1％
1．9％
30．4％
6．2％
40．9％
！00．O％
情報文化学科
職　業　分　野
国家公務員
地方公務員
建設業
製造業
電気・ガス業
運輸・通信業
卸・一・売業
金融・保険業
情報・サービス業
計
平成9年度
ユ3
32
40
106
O．9％
2．8％
12．3％
8，5％
O．O％
o．9％
30．2％
6，6％
37．7％
100．O％
平成10年度
12
13
26
14
78
o．o％
3，8％
15．4％
16．7％
0．O％
5．1％
33．3％
7．7％
17．9％
100．O％
平成11年度
11
29
19
73
O．O％
4．1％
4．1％
15．1％
O．O％
1．4％
39．7％
9．6％
26．O％
ユ00．O％
平成12年度
3！
11
29
81
O．O％
1．2％
1．2％
6．2％
0．O％
3．7％
38．3％
ユ3．6％
35．8％
100，0％
平成！3年度
3ユ
29
82
3．7％
1．2％
4．9％
9．8％
O，O％
2．4％
37．8％
4，9％
35．4％
100．O％
合　　計
1l
33
46
11
149
35
131
420
ユ．o％
2．6％
7．9％
11，O％
o．o％
2．6％
35．5％
8．3％
31．2％
100．0％
情報システム学科
職　業　分　野
国家公務員
地方公務員
建設業
製造業
電気・ガス業
運鞠・通信業
卸・小売業
金融・保険業
情報・サーピス業
計
平成9年度
18
20
49
10
55
160
O．6％
1．9％
11．3％
ユ2．5％
O．O％
2．5％
30，6％
6．3％
34．4％
100．O％
平成10年度
24
29
56
132
O．8％
4．5％
5．3％
18．2％
O．O％
2．3％
22．O％
4．5％
42．4％
！00．O％
平成11年度
35
67
127
O．8％
O．8％
6．3％
7．1％
O．O％
O，O％
27．6％
4．7％
52．8％
100，O％
平成12年度
43
79
147
O．O％
2－O％
3．4％
4．8％
O．O％
1．4％
29．3％
5．4％
53．7％
100，0％
平成13年度
3ユ
64
119
2．5％
2，5％
4．2％
6．7％
O．8％
O．8％
26．1％
2，5％
53．8％
100－O％
合　　計
16
43
68
10
187
33
321
685
O．9％
2．3％
6．3％
9．9％
O．1％
1．5％
27．3％
4．8％
46．9％
100．O％
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第12章国際交流
1　国際交流活動の位置付けと方針
（1）現状と経過の説明
　　　新潟国際唐報大学は，国際化と情報化の時代に対応した人材の育成を目指して設立
　　され，平成6年に開学して以来，この理念に基づき教育・研究を推進してきた。わが
　　大学の認識において，国際化と情報化とは，相対するものではなく，互いに刺激し合
　　い，相補い合って進むものである。そして，国際交流活動は国際化教育の一環として，
　　情報関係の教育活動とともに重要な位置を占めている。
　　　本学では，東北アジア諸国と緊密な交流関係を持つ新潟県にある本学の地域的特色
　　を活かして国際交流活動を行うことを基本的な方針に据え，具体的な活動については
　　検討を重ねて徐々に展開していくこととしている。この方針のもとに，現在はロシア・
　　中国・韓国及び太平洋対岸のアメリカを地域研究の対象国として相互交流を展開して
　　おり，同時に，情報学の分醇においてもカナダとの国際交流を行っている。また，こ
　　の5か国で派遣留学及び海外夏期セミナーのブログラムを実施している。
　　　本学は設立初年度から，国際交流委員会を設置し，国際交流活動を推し進めてきた。
　　以後9年問，国際交流活動は当初の海外研修という第一段階を経て，学部カリキュラ
　　ムの一環として学生を海外の大学に派遣する派遣留学制度・夏期セミナー制度という
　　次の段階へ発展を遂げたのである。
　　　国際交流活動の第一段階である海外研修については，平成7年度から平成10年度に
　　かけて毎年3月に，アメリカ・ロシア・中国・韓国へ4コースの研修団をそれぞれ約
　　2週間派遣した。いずれの研修コースも大学訪間を主に編成し，アメリカコースでは
　　スタソフォード大学やカルフォルニアサソタクルーズ大学などを，ロシアコースでは
　　ハバロフスク教育大学や極東国立総合大学などを，中国コースでは北京大学・復且大
　　学・蟹南大学・中山大学などを，韓国コースでは高麗大学・檀国大学を訪問した。ま
　　た，大学訪間とともに，それぞれの国の特徴ある企業・団体の訪間や史跡見学・杜会
　　見学を組み込み，訪問国の杜会や文化の一端に触れる機会を設けた。なお，本海外研
　　修の実施状況は，表48に示すとおりである。
　　　海外研修を4年問実施し一応の成果を得たので，今後は単たる研修旅行に止まらず，
　　留学生交流（派遺と受入れ）という新たな目標を設けて，国際交流活動の発展を考え
　　ることとした。本学のような規模の大学では経費も事務体制も限られているという実
　　態に鑑み，まずは留学生交流のうちの派遣留学の実現を目指し，直ちに提携大学の選
　　定や，単位認定方法の検討などの作業に取り組んだ。
　　　最初に選定した提携先は，中国・北京師範大学歴史学部である。平成11年！2月に本
　　学情報文化学部長，国際交流委員長及び中国関係の教員が北京師範大学歴史学部を訪
　　間した。この訪間において，本学学部長は東アジア諸国関係の回顧と展望というテー
　　マで講演を行い，日中両国の若い世代の相互交流を促進するための派遣留学構想を提
　　起した。この構想は北京師範大学の共感と賛同を得た。さらに，翌年の平成12年4月
　　に，北京師範大学の副学長・副学部長ら一行を本学に招いて，新潟国際庸報大学情報
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文化学部と北京師範大学歴史学部との間で提携交流協定を締結した。そして同年9月
には，パイロットケースとして本学学生を北京師範大学歴史学部に1セメスター派遣
した。この派遣留学は非常に良好な教育効果をもたらし，参加した学生の保護者から
も高い評価を得た。この経験を踏まえ，さらにロシア・極東国立総合大学，アメリカ・
ノースウェスト・ミズーリ州立大学，韓国・慶煕大学とも提携関係を結び，合わせて
4か国の大学で派遣留学を実施することにたった。また，この派遣留学制度の進展に
併せ，情報学の分野においても，英語と情報学の学習及び異文化交流を目的とした学
生交流プログラムを計画し，カナダ・アルバータ大学との問で教育協定を締結した。
この教育協定に基づき平成12年から5週間の海外夏期セミナーへ学生を派遣するよう
になった。
　上述のように，本学の国際交流活動は海外研修から実践を開始し，今日の派遣留学
及び海外夏期セミナーへの実施にまで発展したのである。そして，現在，本学創立10
周年を迎える来年に向けて，海外との交流，学内の国際化，学生及び地域住民の異文
化理解を促進するための施設として，国際セソター（仮称）の建設を進めている。
（2）点検・評価
　　本学は開学から9年来，少しずつ着実に国際交流活動を展開し発展させてきた。ま
　ず，海外研修の実施によって，参加学生は次の成果を得ることができた。
　　第一に，学生たちは初めての外国体験を通じて，ものの見方や考え方を振り返って
　見たり考えたりすることができたことであると同時に，これまでの生活，特に（外国
　の学生との交流を通じて）学習態度を反省する機会を得たことである。第二に，海外
　研修を通じて外国の友人に出会い，その後も友人と文通を続けることになり，異文化
　理解の第一歩を踏み出すことができたことである。また，大学の国際交流活動にとっ
　て，海外大学との提携協定の締結や派遣留学の実施に向けて多くの有益な事柄を経験
　し，参考にすることができたことである。
　　平成12年から開始した派遣留学及び海外夏期セミナーは，学生の語学力の向上はも
　とより，異文化理解及び国際交流経験を深めるなど教育上大きな効果を挙げることが
　できた。この点に関する点検・評価の詳細は，次項の海外大学との提携交流の項で述
　べることとするが，結論として，本学から海外へ学生を送り出すことについては少な
　からず実績をあげていると言える。
　　ただし，教育交流面における外国人留学生の受げ入れや海外研究者との共同研究の
　実施など学術交流面での活動については未だ進展がなく，本学内の国際交流活動はほ
　んの一部を実施しているのが現状であり，今後は均衡の取れた国際交流活動を展開し
　てゆくことが求められる。
（3）将来の改善及び改革に向けた方策
　　海外へ出て行くような国際交流ぱかりでなく，学内の国際化の推進，そして世界に
　開かれた地域杜会への貢献も，本学が今後検討していくべき課題である。
　　その事業の一環として，本学創立10年記念事業で新たに国際セソター（仮称）が設
　置されるが，同セソターについては，学生の異文化理解や国際協力活動，外国人留学
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生の受け入れ，海外研究者との共同研究や交流に対応した環境整備を念頭に置いて，
内部設備の仕様やその運営方法を検討している。
2　海外大学等との交流協定締結の方針及び締結状況と活動状況
（1）現状の説明
　　　海外大学との交流協定締結については，平成12年4月に中国・北京師範大学歴史学
　　部と，平成12年11月にロシア・極東国立総合大学と，平成13年1月にアメリカ・ノー
　　スウェスト・ミズーリ州立大学教養学部と，平成13年4月に韓国・慶煕大学国際教育
　　院との間で，交流に関する協定書を調印Lた。また，平成12年度から毎年度，カナダ・
　　アルバータ大学生涯教育学部との間で教育協定を締結している。
　　　各大学と締結した交流協定の名称及び締結年月日は下表に示すとおりである。また，
　　調印した協定書全文を参考資料として後掲する。
　　　　　　　　　　　　　　外国の大学との国際交流協定締結状況
国　　名　　協定締結大学等名
中　国
ロシア
協　　定　　の　　名　　称 協定締結年月日
　　　　　　　　　新潟国際情報大学情報文化学部と北京師範
北京師範大学歴史学部大学歴史学部との間における交流に関する　平成12年4月14日
　　　　　　　　　協定書
極東国立総合大学 新潟国際情報大学と極東国立総合大学との　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成12年I1月17日提携に関する協定書
　　　　　ノ＿スウェスト．ミズ新潟国際情報杢学情報茎化学部とノース
アメリカ　　　　　　　　　　　　ウェスト・ミスーリ州皿大学教養学部との　平成13年1月29日　　　　　一リ州立大学教養学部間における交流に関する協定書
韓　国
カナダ
　　　　　　　　　新潟国際情報大学情報文化学部と慶煕大学
慶煕大学国際教育院　国際教育院との間における交流に関する協　平成13年4月18日
　　　　　　　　　定書
アルバータ大学生涯教アルバータ大学生涯教育学部と新潟国際情　年度ごとに締結す
育学部　　　　　　　報大学との間における教育協定　　　　　　る
　現在，上記の5か国5大学との間の提携交流・教育協力交流の具体的内容は，主と
して毎年1セメスターの派遣留学と夏期セミナーを実施することである。先ず平成12
年度にパイロットケースとして，中国・北京師範大学に30名の学生を派遣し，1セメ
スターの留学特別プログラムを実施した。また，カナダには20名の学生を派遣し，6
週問の夏期セミナーを実施した。この経験を踏まえて，次年度の平成！3年度からはこ
の2か国2大学にロシア，韓国，アメリカを加えた5か国5大学への派遣留学・夏期
セミナーを本格的に実施した。
　現在行っている派遣留学及び夏期セミナーの概略は次のとおりである。また，参加
学生数及び実施期間は，表49及び表50に示すとおりである。
　派遣留学のロシアについては極東国立総合大学に，中国については北京師範大学歴
史学部に，韓国については慶煕大学国際教育院に，それぞれ2年次後期に1セメスター
留学する。アメリカについては，ノースウェスト・ミズーリ州立大学教養学部に2年
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次の夏期休業期間中に5週間留学する。また，夏期セミナーのカナダについては，ア
ルバータ大学生涯教育学部に夏期休業期問中に5週問留学する。これら派遣留学及び
夏期セミナーにおいては，語学学習，各国の文化・歴史の学習のほかに，現地の人々
との交流の機会を可能なかぎり設けており，各学生が実体験を伴う異文化理解を深め
ることができるよう配慮している。平成14年度までに合計173名の学生を派遣した。
　上述のような提携交流・教育協力交流を通じて，海外諸大学との相互信頼と友好関
係を深めてきたところであるが，平成15年には本学創立10周年を迎えることとなり，
それを記念して，これら提携・協力関係にある5か国5大学の研究老を招いて学術シ
ソポジウムを開催するよう準備を進めている。このようた試みによって，今後の提携・
協力関係や相互交流がさらに発展していくことが期待される。
（2）点検・評価
　　派遣留学と海外夏期セミナーの実施によって，国際教育の面で多くの成果を得た。
　参加学生は，一定期間の海外での生活を通じ，現地で外国語と杜会文化，専門知識な
　どを学習し，自ら異文化を実体験し，現地の人々と交流するという環境を得て，外国
　語能力を大きく上達させたぱかりでたく，世界の多様な杜会と文化に視野を広げ，国
　境を越えた友人関係を結ぶことができた。また，知識の習得や人格形成の面において
　も有益な影響が認められた。
　　派遣留学及び夏期セミナー制度が試験的に導入された平成12年度以降の参加学生数
　の推移について検討し，この制度の定着状況を見ると，中国については，平成12年度
　の参加学生数が30名と多くたっているが，これは旧カリキュラムにおける派遣であり，
　2年次生だけでたく，3年次生，4年次生も参加可能であったことによるものである。
　その後平成13年度及び14年度は15名，17名となっているが，平成14年度に関しては，
　中国語選択学生が若干減少しているのにも拘わらず留学生数が増加しているというこ
　とから，派遣留学制度が十分に浸透してきたことを示していると考えられる。
　　韓国については，平成14年度に参加学生が減少しているが，これは同コース初年度
　の平成13年度には，旧カリキュラムの学生（3年次生，4年次生）を参加可能とした
　ことによるものである。たお，新カリキュラムの学生においては，韓国語選択老数が
　増加しているが，これら韓国語選択学生をいかに派遣留学に参加させていくかという
　点に関して検討が必要となろう。
　　ロシアについても韓国と同様，初年度の平成13年度は旧カリキュラムの学生の参加
　を認めているため，新カリキュラムの学生のみ対象の平成14年度は参加学生数に減少
　をみせている。また，留学老数が低くなっているのは，ロシア語選択学生が少ないた
　めでもある。アメリカについても上記2か国と同様，平成13年度は旧カリキュラムの
　学生を含んでいたという理由で，新カリキュラムの学生のみ対象の平成14年度は留学
　参加学生数が減少している。
　　カナダについては，平成12年度は，4年次生も参加可能であったため，計算上は参加
　学生が多くなっている。その後，2年次生，3年次生と参加学生の範囲が狭まったが，
　そうした状況においても平成13年度に比べて平成14年度は若干の増加をみせている。
　　以上留学参加学生数及び外国語選択老数の推移に基づき制度の定着状況を見てきた
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が，参加学生の募集範囲などの条件の変化によって留学参加学生数に増減があるが，
全体として定着してきた観がある。
（3）将来の改善及び改革に向けた方策
　　学生の国際交流の深化を図るために，今後はより広範な広報を行ったり，留学生同
　士によるタテのネットワーク形成を図るなどして，この定着してきた派遣留学制度及
　び夏期セミナー制度をさらに深く浸透させることが求められる。と同時に，本制度の
　留学プログラムを常に見直し，点検を行い，内容の改善・充実に心がける必要がある。
　　また，これまで実施してきた派遣留学及び海外夏期セミナーの成果をしっかり保持
　し，継続させていくと同時に，学生交流や学術交流の面における提携・協力関係の充
　実と発展，並びに提携大学の増加・拡大について検討していきたい。
3　教員の学術交流
　　教育及び研究水準の向上のため，本学の教員の海外の大学や研究所等への派遣に関し
ては，開学以来教員からの強い要望があったが，平成12年度後期にようやく実現した。
下表に示すように，当初は短期派遣（英国・リーズ大学欧州法研究セソタに半年間研修）
であったが，平成13年4月に教員海外研修員規程が制定され，それ以降，1年間の長期
研修（平成13年度にタイ国・タマサート大学へ派遣，平成14年度は米国・ニューヨーク
大学へ派遣）が継続して行われている。
　　海外からの研究者受け入れについては，平成14年度末までは実施されていない。今後，
海外大学等との交流協定提携校及び本学の教員の海外研修先などからの研究老を積極的
　に受け入れていく必要があり，受け入れ設備の充実や制度などの整備を早急に図らたけ
　れぱならない。
　　　　　　　　　　　教員の海外派遣及び研究者の受げ入れ状況
派　　　　　遣 受　け　入　れ
学　　　科　　平成ユ2年度　平成13年度　平成！4年度　平成12年度　平成13年度　平成！4年度
短期　長期　短期　長期　短期　長期　短期　長期　短期　長期　短期　長期
情報文化学科 1
情報システム学科　　O
合　　計 1
！
1
1
1
0　　0
0　　0
0　　　0
［注コ研究老の派遣，受け入れとも！年未満のものを「短期」とし，それ以上を「長期」とする。
4　外国人留学生の受け入れ方針等
（1）現状の説明
　　　本学は平成6年の創立以来9年になるが，学内外の種々の事情から外国人留学生を
　　まったく受け入れてこたかった。
　　　ただし，AFS日本協会新潟県支部の行う高校生交換事業である「AFS留学生短期国
　　内交換プログラム」に協力し，平成6年度から平成ユ1年度までの6年間外国の高校生
　　の受入れを実施してきた。その内容は，ニュージーラソド，オーストラリア，タイ，
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カナダ，アメリカなど延べ19か国の交換学生を本学に迎え，授業やクラブ活動及びバ
ソコソ講習会に参加させ，また，学友会主催で交流会や送別パーティを実施した。
（2）点検・評価
　　学生交流の分野において，海外への派遣留学を実施しているが，前述のとおり外国
　から留学生の受入れは皆無という状態である。これは，国際化教育を重要な教育目標
　としている本学としては，均衡の取れたあり方とは言えない。
　　外国人留学生の受入れは，学内の国際化を進めるうえで重要な要素である。また，
　本学の学生にとって，国際感覚の酒養，異文化理解の推進，学習面での刺激，勉学意
　欲の向上など教育上有効な効果をもたらすこととなるので，積極的にその受入れを進
　めてゆく必要があると考える。
（3）将来の改善及び改革に向けた方策
　　外国人留学生の受入れに当たっては，外国人留学生本人及び本学の双方にとって良
　い成果をもたらすような受入れ方，並びに責任ある受入れ方をしなければならない。
　そのためにも，外国人留学生受入れの意義等に関して本学内のコソセソサスを図り，
　受入れ体制及び受入れ条件等の方策を十分に検討のうえ進めることが肝要である。
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表48海外研修実施状況
平成7年度
国　名
アメリカ
ロ　シ　ア
中　　国
韓　　国
実施期問
3月17日～25日
3月15日～24目
3月19日～27日
3月17日～25日
参加学生数
13人
7人
29人
14人
訪　問　大　学
スタンフォード大学，
UCLA
ハバロフスク教育大学，極
東国立総合大学
北京大学
高麗大学
訪　問　企　業　等
INTEL，NASA　AMES　RESEARCH
CENTER，THE　TECH　MUSEUM
OF　INOVATION
VOSTOKMETAL（日露合弁企業），
ウオッカエ場，極東船舶公団
北大方正集団（ハイテク），浦東開発
区保税区
大宇，現代自動車（その他：ホーム
ステイ）
平成8年度
国　名
アメリカ
1コ　シ　ア
中　　国
韓　　国
実施期間
3月18日～27目
3月14日～23目
3月14日～28日
3月15日～23目
参加学生数
17人
20人
15人
13人
訪　間　大　学
スタソフォード大学，メソ
ローカレヅジ
ハバロフスク教育大学，極
東国立総合大学
北京大学，復且大学
檀国大学
訪　間　企　業　等
サソマイクロシステム杜，デズニー
ラソド（情報処理システム），ヒュー
レットバッカード杜，レッドウヅド
図書館
VOSTOKMETAL（日露合弁企業），
ウオッカエ場，極東船舶公団
北大方正集団（ハイテク），浦東開発
区保税区
大宇，油公（その他：ホームニテイ）
平成9年度
国　名　　実施期問
中国3月3日～16目
参加学生数
3！人
訪　間　大　学
北京大学，概南大学，中山
大学
訪　間　企業　等
各大学での研修及び中国に返還さ
れた香港での研修を中心としたた
め，企業訪問は省いた。
平成10年度
国　名
アメリカ
1コ　シ　ア
実施期問
2月27日～3月
8日
3月7日～15目
参加学生数
14人
7人
訪　問　大　学
カルフォルニアサソタク
ルーズ大学，スタソフォー
ド大学
極東水産大学
訪　問　企　業　等
東芝アメリカソイソフォメーショソ
ソステムス，SPACE　SYSTEMS
LORAL杜（人工衛星の製造及び運
用）
VOSTOKMODA（縫製工場），水産
物加エセソター
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表49派遣留学及び海外夏期セミナー参加学生数
区　分
派　遣
留　学
夏期セ
ミナー
国　　名
中　国
1コシア
アメリカ
韓　国
カナダ
留学大学等名
北京師範大学歴史学部
極東国立総合大学
ノースウェスト・ミズーリ
州立大学教養学部
慶煕大学国際教育院
アルバータ大学生涯教育学
部
合 計
留学等参加学生数
平成ユ2年度
30
20
50
平成ユ3年度
15
！7
12
14
64
平成ユ4年度
17
13
17
59
合　計
62
30
21
51
173
備考
表50派遣留学及び海外夏期セミナー実施期間
区　分
派　遣
留　学
夏期セ
ミナー
国　　名
中　国
ロシア
アメリカ
韓　国
カナダ
留学大学等名
北京師範大学歴史学部
極東国立総合大学
ノースウェスト・ミズーリ
州立大学教養学部
慶煕大学国際教育院
アルバータ大学生涯教育学
部
実施年度
平成12年度
平成13年度
平成14年度
平成13年度
平成14年度
平成13年度
平成14年度
平成13年度
平成！4年度
平成！2年度
平成13年度
平成14年度
実　　施　　期　　間
平成12年9月19日～平成13年1月27日
平成13年9月4日～平成14年1月8日
平成14年9月3日一平成15年ユ月7日
平成13年9月16日～平成14年1月13日
平成14年9月12日一平成15年1月12日
平成13年8月6日～平成13年9月10日
平成14年8月16日～平成14年9月20日
平成13年8月30日～平成！3年ユ2月30日
平成14年8月30日～平成14年12月29日
平成12年8月21日一平成12年9月18日
平成13年8月！3日～平成13年9月17日
平成14年8月4日～平成14年9月9日
備考
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新潟国際1青報大学情報文化学部と北京師範大学歴史学部
との間における交流に関する協定書
舳　　　　新潟国際情報大掌憎報文化挙部と北京師範大学歴史学部（以下、両掌部とい
　　　　う）は、両学都問の教育上及ぴ学術上の交流を促進することを目的として、以
一　　下の条項を内容とする協定を締繕する。
　　　盟
??
マ　　；隷“
　≒、’燕
　　鰯
　　　　」
　　　融
1　両学部は、平等互恵及び相互刷益の原則に基づき、学生及ぴ学術研究
者の交流のために適切な学部内措置を講じる。
2　両学部は、相互に関心を有する領域において学術膚報二書籍及び論文
を交換する。
3．両学部は、日本と中国g文化交流や国際理解を中心とする学術の発展
を促進するために、教育上及び学術上有益と思われる共同事業を行う。
　本協定書は、日本語と中国語で作成し、雨学都代表者の署名を経た後、等し
く効力を有するものとし、両学部においてそれぞれ一部ずつ保有する。
　本協定は、2000年4月15目から効力を生ずる。両学部は、一年間の予皆期間
をおいて相手方にその旨を書面で通告することにより、本協定の効力を終了さ
せることができる。
2000年　¢月／μ日
楓末人一
新潟国際情報大学情報文化学部長
諮金鯵餓・、・一。串
　｛彗惑蟻碧髪・甘嘉二㌔’1、　　匡協　⊥’
2000年ヌ月’フ日
北京師範大学歴史掌部長
　　　　＿多 』　　縞珪・
と
刻
墨
）
｝
??
ヨ
＿⊃
，響
主婆
撒・姦
＝．　　〃誓・
　　’載
・鰹冬
　　』“
　　　＾
松　’　…
　蓼一
ぷ　　　　’．」’　　　　■＝ ’　　　　■　　　 ■　　　’　　■
　　義・、套．
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奈 湊
北京帰萢大学尻史系与新潟国院情撮大学情撮文化系
　　　　　　　　　交　流　祢　定　辛
q
q
》
　　北京姉萢大学尻史系勾新潟国賑情報犬学情撮文化系（以下筒称爾系），本着
促避爾系敬育及学木方面交流的目的，特鏑緒以下列条款均内容的協定；
　　1　丙系遵照平等互恵互利的原則，在系内建立起促避学生及学木研究人尻
　　　交流的遣当措施。
　　2・丙系在共同美心的領域内，相互交換学木信、壱、、辛籍及稔文。
　　3・爾系本着促迷中国与日本的文化交流及国院理解均中心的学木的友展送
　　　今目的，チF展教育及学木方面的各項有益的合作事並。
　　本協定辛用中文和日文写成，蛭丙系的代表笙字后，丙紳文本具有同等敬カ，
丙系各各一扮。
　　本祢定自2000年4月15日起生赦。爾系均可以一年光預告期同用争面形式通
知対方終止本協定，自通知起一年后，本協定的救力築止。
冒
り
智
≡．甘彊’・・’
“
2000年う月1つ目
此
北京肺萢大学尻史系主任
2000年　糸月ノ4日
級末’久・一
新潟国除情撮大学情撮文化学部長
卜
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奈　　　　　　　新潟国際晴報大学と
極東国立総合大学との提携に関する協定書
　新潟国際情報大学と極東国立総合大学（以下、両大学という）は、両大学閻
の教育上及び学術上の交流を促進することを目的として、以下の条項を内容と
する協定を締結する。
1　両大学は、平等互恵及び相互利益の原則に基づき、学生及び教員の交
流のために適切な学内措置を講じ乱
2．両大学は、相互に関心を有する領域において、学術情報、書籍及び論
文を交換する。
Φ
畢
漫
鍵
3　両大学は、日本とロシアの文化交流や国際理解を中心とする学術の発
展を促進するために、教育上及び学術上有益と思われる共同事業を行う。
4　両大学は、本協定の趣旨に基づく具体的事業を実施するにあたって、
今後双方の担当者聞で実施をめぐる諸問題について協議し、事業を実現
　させることとする。
　本協定書は、日本語とロシア語で作成し、両大学代表者の署名を経た後、等
しく効力を有するものとし、両大学においてそれぞれ一部ずつ保有する。
　本協定は、2000年11月17日から効力を生ずる。両大学は一年間の予告期間を
おいて相手方にその旨を書面で通知することにより、本協定の効力を終了させ
ることができる。
昌
蟻
P
　幸］
．蕎
｛籔
2000年11月17日 2000年11月17日
武　藤　輝　一
新潟国際情報夫学長
クリーロフウラジ　ミル・イワーノヴィチ
極東国立総合大学長
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~IOrOBOp O COTpy~I:HHIlecTBe 
Me~C~ l:y ~aJlbHeBOCTOqHblM rocyl~apcTBeHHblM yHHBepCHTeTOM 
(r. BJlaJl:HBOCTOK, PoccHH) H 
HHHraTCKHM yHHBepcnTeTOM Me,K~:yHapoIIHO~ KyJrbTypbl H 
HH~OpMaTHK11: r. H11:HraTa, ~InoHHH 
~~aJlbHeBocToHHbl~ rocy)~apcTBeHHblfi yHH:BepCHTeT H HHHraTcKE:~ yHHBepC~:TeT 
Me)~c)ryHapoJ!:Hofi lcy~lbTypbl l~: HH~opMaTHXH (B ;IaJFbHe~1neM HMeHyeMbre 
((yHn:BepcHTeTbl)>) B IJ:eJIHX pa3B11:THsl coTpy~HHqecTBa Me)~cll:y l~ByMs~: yHHBepCl~TeTaMH 
B 06JraeTH HayKH Ii 06pa30BaHH;1 3aKJIIOHax)T Il:oroBop o HHx(ecJlelrylon~eM. 
1. Hcxo;1:s~: H3 llpHHIJ;Hna paBHoro B3aHMHoro 6Jraronpl~;ITcTBoBaHHH H paBHo~ 
B3aHMHOH 3a~:HTepecoBaHHocTH, rrpe;InpHHHTb B 060Hx yHHBepCPITeTax 
He06xo;1:HMbre Mepbl Jl:JI;1 OcynJ:ecTBJreHl~:5~: KyJlbTypHhlx 06MeHOB Ha ypoBHe 
CTyJl;eHTOB I~ npenollaBaTeJle~. 
2. OcyuJ;ecTBJls~Tb 06MeH HayHHo~ JIla:TepaTypo~ H HH~opMan;He~ B 06JracTs~:x, 
npe~cTaBJl~:Ion~HX B3aHMHblH HHTepec. 
3. yHHBepcl~:TeTbl ocynJ:ecTBJI'~:IoT COBMecTHble Hayl{Hbre H 06pa30BaTeJlbHble 
npoeKTbl B ueJIHx HayT{Horo nporpecca Ha ocHoBe pacmHpeHI(H 
PoccnficK0-5~:noHcKHx KyJlbTypHblx cBs~:3e~ H B3aHMonoHHMaHHH Me)K!1:y PoccE:e~ E: 
;~noHHe~, a TaK)sce yrJly6JleHPIH Me)Kl~yHapo~Horo B3anMolroH~:MaHns~ B IleJroM. 
4. npH OcyIIlecTEJleHHH KOHKpeTHblX npoeKTOB Ha ocHoBe ,IaHHoro !1:oroBopa, 
OTBeTCTBeHHble ~1:cnoJIHHTeJIH B 060Hx yHHBepCHTeTax prcxo~;IT H3 He06XO;XHMOCTH 
COBMecTHoro 06cyx(~l:eHli:H Bcex BonpocoB, KacalonJ:nxc;1: pix peaJIH3al~HH. 
HacTosml;n:~ ;IoroBop COCTaBJleH B ;IByx 3K3eMnJIHPax, Ha pyccKoM H HIIOHCKOM 
H3blKax, KoTopble 06Jra;1:aloT o;II~HaKoBo~ lopn/1:nHecKo~ c~d:Jl:ofi, H nocJle no~macaHn;l 
pyKOBO~HTeJl51MH yHHBepCHTeTOB xpaH;~:Tca B ICOJIHHecTBe o~Horo 9K3eMnJ15~:pa y 
Ka~c;toH CTOpOHbl. 
HacTos~:II~Ii~ )XoroBop BcTyrraeT B cll:Jry c 1 7 Hos~:6p;1 2000 ro~a. 06a yHPIBepcll:TeTa 
HMeloT npaBo pacToprHyTb ll:oroBop, nHCbMeHHO yBe~OMHB napTHepa o cBoeM 
HaMepeHnl( He MeHee, HeM 3a ro;1: Jl:o 9Toro. 
17 HoH6psl 2000 rolla 17 HoH6P;~: 2000 ro,Ia 
PeKTop ~l:aJl:bHeBocT0~:Horo PeKTop HIIHraTclcoro yHE:BepcHTeTa 
rocyAapcTBeHHoro yHHBepCHTeTa Me~c~1;yHapoll:Ho~ KyJrbTypbl n 
HH~o pMaTn:KH 
KypH JIOB T. MyTO 
??
????
?
?
??
~, 
.) 
:~~' 
~: 
??
:* ~: 
?
?
?
?? ?
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　　　　　新潟国際情報大学情報文化学部と
ノースウエスト・ミズーリ州立大学教養学部との
　　　　　　間における交流に関する協定書
　新潟国際情報大学情報文化学部とノースウエスト・ミズーリ州立大学教養学
部（以下、両学部という。）は、2001年1月29日に、両学部相互問の教育上及
び学術上の交流を促進する目的のため、以下の条項を内容とする交流協定を締
結するものである。
1　両学部は、平等互恵及び相互利益の原則に基づき、学生及び教員の交
流のために適切な学部内措置を講じる。
畦
悼
9
鍵
2．両学部は、相互に関心を有する領域において、学術情報、書籍及び論
文の交換を通して、相互に協力する。
3．両学部は、日本とアメリカ合衆国との問の文化交流、国際交流の向上
及び両学部に有益な教育的、学術的事業の発展を促進させるために協力
する。
　この協定書は日本語及び英語で作成した上、両学部においてそれぞれ一部ず
つ保有し、両学部の学部長の署名を経た後、等しく効力を有するものとする。
　両学部は、その旨を書面で通告した後一年間の期聞をおいて、自由に本協定
の効力を終了させることができる。
り
讐
）
〕　　　　　　珊
言’．形
蟻
2001年1月29日 2001年1月29日
㍑必ユレ’
槻　木　公　一
新潟国際情報大学
情報文化学部長
ノースウエスト・ミズーリ州立大学
教養学部長
｛　　　　　　　弼
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べ 奈
曽　一　　　　　　　Agreement　for　Cooperation　　　　　　　冒　量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　between
The　Couege　of　Arts　and　Sciences，Northwest・Missouri　State　University
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　and
Department　of　Information　Cu1ture，Niigata　University　of　Intemationa1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Information　Studies
q
博
礒｝
・・予。’己
睡一
暑
et　it　be　recognized　that　on　J壬mu岬Twenty一㎡nth　in　the　YeaエTwo　Thous…md　One，血e　Co11ege　of
d　Sciences　of　N耐hwest　Misso㎜i　State　University，㎝d　the　Dep舳m㎝t　of　hEo㎜ation　Cult皿e　o
iigata　U㎞versity　of　Intemationaユa皿d　Info㎜ati㎝Studies，have　fomed　this　agreement　for　th
㎜pose　ofpromot㎞g　educatiom1…md　academic　exchange　p正o罫ams　between曲ese　two　institutions，m
ith血e　objective　of　accomp1ishing　the　fonowing：
1・The　two　insti血tions　sha1l　seek　to　m吐e　suitab1e　lm1㎜gements　for血e　exchange　of　students
　　　we11as　academic　scho1趾s，based　on　the　p㎞cip1es　of　mutu副equaユity　and　recipmcity
　　　benefits．
2，The　two　ins砒utions　sM1seekto　coope正ate肚ough血e　exchange　ofacademic雌omado
　　　pub1ications，and　theses　in　fields　of　interest　apP1＝opriate　to　both　institutions．
3．The　two　institutions　sh汕co1laborate　to　p正omote　g正eater　cu1tu正a1exchange　between　the
　　　U・it・dSt・t…fAm・㎡・・㎜dJ・pm・imp正…仙t・m・ti・・』正・1・此・・…d・h・d…1・pm・昌
　　　of　educadona1a工1d　academic　p工ogfan〕s　be皿eficia1to　botl〕insdtlユゼo皿s．
　　Th1sag正eementhasbeen血砒e〔1bo血mEngl1shandJap㎝ese，w1砒acopyofeachforbo血1nstitut1ons
：鍵・B・曲p・・・・…q・・1・舐・・t㎡t・・b・㎞g・ig・・dbyth・d・m・gf血・tw・㎞・d血d・…E肚・・h・舳・・m・y
　　　　ee1yteminatethisa距eementat㎝y㎞eafterprovidingoneye虹1snotice．
鵯
り
Januaエy29，200ユ Januafy29，200ユ
庄
←
ヒc
　Dr．C．Tay1o工　　　s
－Dea皿，Co11ege　of　Aれs　md　Sciences
　　　○舳westMisso㎜i　StateU㎞versity
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→
P正of．Koiclli　Tsukigi
Dea血，Depaエtment　ofI㎡o㎜ation　Cu1ture斗
Niigata　Unive正sity　ofl［ntemation刎…md
Informadon　Studies
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新潟国際情報大学情報文化学部と慶煕大学国際教育院
　　　　　　との問における交流に関する協定書
　新潟国際膚報大学晴報文化学部と慶煕大学国際教育院（以下、両者という）は、
2001年4月18日に、両者相互問の教育上及び学術上の交流を促進する目的のため、
以下の条項を内容とする交流協定を締結するものである。
1．両者は、平等互恵及び相互利益の原則に基づき、学生及び教員の交流
のために適切な内部措置を講じる。
2．両者は、相互に関心を有する領域において、学術情報、書籍及び論文
の交換を通して、相互に協力する。
讐
暑
3．両者は、目本と大韓民国との間の文化交流、国際交流の向上及び両者
に有益な教育的、学術的事業の発展を促進させるために協力する。
冒
鍛
　この協定書は日本語及び韓国語で作成した上、両者においてそれぞれ一部ず’
つ保宥し、商者の長の署名を緩た後、等しく効力を有するものとする。両者は、
その旨を書面で通告した後一年聞の期間をおいて、自由に本協定の効力を終了
させることができる。
難
2001年4月18日 2001年4月18日
純久人一
　　　一　　　槻　木　公　一
。　　　　　　新潟国際情報大学
　　　　　　　情報文化学部長
安　栄　沫
慶煕夫学
国際教育院長
‘
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2呂リ7｝叫号刈召皇司叫召旦是卦尋早斗註号
召司叫叫皿号刈皿号剖社皿早剛世包習召刈
　豊呈リ7牌号刈碧旦司尋碧皇是茸茸早斗載号碧司閉苛皿号刈皿号畠
（o1計醐印1叫ユ曾）暑200蛆個18幽1餉茸智宣祉qユ号製計舎
皿号暑香忍曾号智暑亨訓叫暑叫吾昌叫昌qユ早漕召暑苅召尋叫．
1．曾岬茸暑亘司碧号製智亘olqq剖魯剛叫叫茸倒製皿亀ユ昇暑♀
　司召智苗叫早至天1暑包叫．
q 2．酬尋暑沓亘普召曽宵剛剣句刈尋台・魯旦・刈智製暑是皿尋暑暮
　訓刈呈習宵智叫．
9
⑬
竃．　漫
3．醐叫暑望呂斗司包剋号社q暑斗皿昇斗号刷皿昇書智製酬尋剛
　則σi刈　→芋q至｝j1号魯・茸台尋　ス1．省　曽｛ヨ暑制ス1ヲ1フ1♀1訓　漕〒≡…1奄〕．1：斗．
　o1習召刈告2呂剛製苗号『呈母省さ旧，曾到計剛剣訓刈4書早判
旦世計申酬茸q叫亜ス旧至剋羊習号証亘宵o1則と須亘星苗叫．曾
司叫暑ユ叫暑暑刈喧亘呈暑ス1尋羊1喧到フ1社暑早ユス｝♀暑刈昌漕魯
’q宣宵暑香豆ス1君今蝕叫．
娑
曼
1’．縢
蟻
罫　、
2001、ヨ　4遭　18曾 2001セヨ　4碧　18望
’ 純オ、久一
……ヲ1フ1jユo1天1
リ7｝叫号刈魯皇叫叫
碧皇呈茸司・早智 号瑚皿鞘智
←
山　　　　　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
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1＝＾CU■一丁γ0I＝1≡X■1■1≡NSI：0N－UN－V1≡RS－TY0一＝＾■一8一≡Rf＾
I1NS’I’R∪CT－0N＾■一＾6R1≡一≡MI≡Nf
＾6R1≡1≡MENT　INl＝0RM＾TION＝
Agreement　between　the
　　　　　　　Facultソ◎f　Ex［ension
　　　　　　　　　　　　　and
Niigata　University　ofInternational　and
　　　　　　　Informatlon　Studles
C■』■≡Nf　UN－VI≡RS11TY
Namel
Address＝
Contact　Professor：
Phonel
Nl1gata　UnIvers1ty　of　Internat1onal　and　Inf◎rmat■on　Stud■es（NUIS）
3－1一川izukinoNiigata950－2292。］apan
Professor　YoshIkazu　Takag1．DepaI1＝ment　of　Informatlon
Systems．NuIS．Niigata．japan
81－025－239－3702　　　　　　　　　　　　　Fax＝　81－025－239－3828
COI．岨S■≡11NI＝0RM＾1’10N＝
Prog『am＝
Dates：
I≡nglis■1■・a■1guage＆一■1fol．ma衙oI1System　SemiI1aI‘2000
Arrlval＝　　　　　MonI．August21．2000
Depa■1；ure＝　　Sun。。September17．2000
English　Classes＝ 8a．m，to12noon．Monday　to　Friday　for4weeks
plus　conversation　dub　ad＝ivities．．
The　currlculum　of　the　Engllsh　component　wlll　be　developed　w1th
reference　to　the　result　of　a　needs　survey　conducted　with　the　NUIS
students．Thls　needs　su～ey　ls　a　self－assessed　questlonnalre　to　be
comp1eted　by　each　pa所Ic■pant　of　the　Eng11sh　Language＆Informatlon
Studies（ELIS）Seminar．
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IS Classes: 
Objectives of the English Component: 
Focus of Learning: The English classes will focus on conversation 
([istening and speaking) ski!Is, 
Goals 
･ Help students develop their language skills by learning how to make 
and respond to invitations, express fee!ings, participate in class 
discussions, give presentations and conduct social and business 
transactlons. 
･ He[p students improve their spoken English by learning the language 
and cultural conventions necessary to participate in conversations 
and discussions, comprehend news broadcasts and films, and give 
presentation on familiar topics. 
Tools 
･ Students will encounter a variety of texts, including short stories, 
newspaper articles and brochures. They will write letters and short 
compositions related to class readings and group discussion on 
familiar themes. Class activities will be supplemented with audio and 
visua[ teaching materials. 
24 hours of IS activities are comprised of: 
･ Lectures and on-site visits 20 hours 
･ 4 hours of unsupervised lab time: 4 hours 
at the state-of-the-art Web Lab. 
Suggested Topics: 
i. Large-scale Software Development 
A site visit to a local deve[oper of software. Visitors wiil have the 
opportunity to get a close up look at the deve!opment process 
used for a large scale software project. 
2. Developing Interactive Training 
A site visit to an Edmonton developer of on-line and interactive 
training materials. 
3. Creating the User Group 
Presentation by the local chapter of the Canadian Information 
Processing Society. CIPS will explain how they have made 
Edmonton the largest CIPS chapter in Canada and how local 
industry works together, 
4. Entertainment Software 
Site visit to a local developer of game sofiware. 
5. Creating an E-Commerce Service 
Presentation by a local company that is in the process of 
creating a national e-commerce service. 
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6. Creating Software for a Global Market 
Presentation by a local software developer that ships their products 
around the wor[d. Difference sin foreign markets including the 
United States. 
7. Electronic Assembly 
Site visit to a manufacturer of electronic assemblies. 
8. The :T Consulting Process in North America 
Presentation by a member of an IT consulting firm. 
Cultural Activities: 
Trans portation : 
Orientation supper upon arrival 
9-hole golf 
Field trip to Fort Edmonton Park 
Field trip to West Edmonton Mall 
Homestay with local Canadians 
l-day trip to Strathcona Wilderness Centre 
(with canoeing, horseback riding, nature walk, BBQ Dinner) 
- 3-day trip to the Canadian Rockies 
- Farewell dinnerldance 
- to and from airport in Edmonton 
- to all scheduled activities 
Accommodation: - Three week of double room at the university dormitory or 
other accommodations near campus. Meals are not included. 
- One week of homestay with Canadian families. Three meals 
per day will be included during this week. 
Fees (Canadian curreney): -$2,980 p r person. This fee includes all of the above items. 
OTHER ADMINISTRAT:VE DETAILS: See attached E CS Procedure for NUIS. 
If you concur with the above arrangement, please sign and return one copy to 
the Faculty of Extension, University of Alberta. 
L:-'~~ ¥ 
Signature 
Director 
English Language Program 
Facu[ty of Extension 
?CJ~c; t. 
~/~ ~:~ ' 
, , 
Date 
Signature 
Chairman, Department of Information Systems 
Niigata University of Information Studies 
4ec l' ~ege 
D  
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ATTAOHMENT 
English Language & 
Administrative 
Cultural Seminar 
Procedure 
Orientation Meeting in Japan 
It is helpful for us if you could arrange orientation meetings with all the seminar 
participants about their trip to Canada. Students should be briefed about the following 
items: 
??
Students must carry adequate medical insurance to cover health care expenses in case 
of emergency. Medical insurance packages for tourists are available through travel 
agencies and credit cards companies, e.g., VISA or MasterCard 
2) Saie~~~~~uri!; 
Students should oarry most of their money in the form of traveller's cheques in Canadian 
funds. It is not advisable to carry more than $200 in cash in their wa[lets or hang bags. 
Depending on individuai needs, students can decide on the total amount of Canadian 
funds to spend on shopping and other sundry items. 
3) L'vin n 
The cost of the seminar includes accommodation, tuition admission fees and transportatlon 
for all activities in the tentative schedule. There are many designated cafeterias on campus 
and restaurants near campus. Students can purchase their meals at the cafeteria located in 
the student residence 
Cha perones 
We welcome any staff from your university who wish to accompany students to Canada 
as chaperones. They will be charged the cost of room & board only if they do not 
participate in classes with the students. However, they are welcome to join the students 
in any cultural activities in town with no additional charge. If the chaperones want to join 
us for the trip to the Canadian Rockies, they will be charged the student rate. 
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The Seminar 
Academic Aspect - Our Expectations 
Classes are scheduled daily for four hours. Students are expected to be on time for classes 
and to compiete all required assignments. On the last day of classes, a final exam will be 
given and graded by the instructor. Students wil[ be presented with a Certificate of 
Achievement at the formal Farewell Banquet. A Statement Record whioh indicates 
the student's grade will be mailed to Japan after the seminar. 
Guests at the Farewell Banquet include senior university administrative staff and 
government officials. Students are required to dress semi-formally, e.g., dresses for 
females and suit & tie for males. 
Academic Awards 
Two awards will be presented at the Farewell Banquet to recognize outstanding 
achievements. The two recipients of academic awards are chosen by the instructors. 
The criteria for these awards are summarized as follows 
~ean~Awarcl 
- for the student who has exhibited the greatest overall improvement in English 
h l' - for the student who has made an outstanding contribution to the program as a whole. 
Oultural Actlvities 
From our experience, students enjoy a variety of activities for the students so that they 
can have a taste of Canadian culture first-hand during their stay in Alberta. Except in 
exceptional circumstances, students are expected to participate in the cultural activities. 
Home Stay Activities 
It is always helpful if students bring a:ong items such as pictures of their families, 
postcards of scenic areas in Japan, etc. to home stay hosts. These items help them 
initiate conversations with the home visit hosts. If students [ike to bring gifts for their 
hosts, we suggest inexpensive items like paper fans, decorative figures/shapes made out 
of origami papers, etc. 
Welcome Dinner 
Senior administrators on campus wi!1 be invited to this party to welcome the students 
Like the farewell banquet, the dress code is semi-formal. 
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At the end of the Seminar 
Seminar Evaluation 
Students will be asked to evaluate the seminar on the [ast day of class. Once the scores 
are tabulated, they will be included in a report to be presented to your university. 
Payment of the Seminar 
Once the final number of students and chaperones is confirmed, we will prepare an 
invoice to your university. The payment of invoice in Canadian funds is expected one 
week prior to the start date of the seminar. 
Report of the Seminar 
We wil] prepare an official report of the seminar to your university. This report, which 
includes feedback from both students and staff, will be presented to your office once all 
data is collected and analyzed. 
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第13章　社会との連携及び社会貢献
1　大学の公開
（1）大学の施設，設備の開放状況
　　　スポーツ施設及び図書館を極めて低い料金で開放している。スポーツ施設では，陸
　上競技場（フィールド，トラック），テニスコート，屋内体育館のアリーナ，ウエイト
　　トレーニソグ室及びエアロピックトレーニソグ室を休日に開放している。
　　　図書館（情報閲覧室）では，学外老に利用証を発行し，これを所持する人には図書
　館開館日に学生と共用する形で開放しており，館内閲覧，図書資料の貸出，所蔵検索
　及び文献複写のサーピスを提供している。
（2）公開講座，公開講演会などの開設方針及び実施状況
　　開学以来地域の人々に大学の持つ情報を公開するという方針で表51に示すような公
　開講座，公開講演会を多数開設している。講座の受講対象は，「映画の中の市民杜会」
　以外のほとんどの講座で，初級老・初心者となっている。平成14年度の本学地域交流
　委員会において，杜会の第一線で働いている人々に興味を持っていただける公開講座
　にすべきではないかとの意見が出され，その具体的内容について検討しているところ
　である。
（3）教育研究成果の社会（市民）への還元状況
　　情報システム産業界の第一線で活躍されている方を講師にお招きして，土曜日に学
　生と共にお聴きいただく講義がある。この講義には，毎年30人程度の杜会人が聴講し
　ているが，土曜日開講であるという理由で肝心の学生の参加が年々減少している状況
　にある。したがって，平日に開講する方向で検討を行っている。
　　また，表53のとおり各教員の専門分野等に関して，情報提供など様々た形で自身の
　教育研究成果を地域杜会（市民）へ還元している。
2　社会との連携及び社会貢献
（1）地域社会の委員会などへの参加状況
　　　情報文化学科の4人の教員と，情報システム学科の！0人の教員が表54のとおり様々
　　な分野の委員会，審議会，研究会等に参加し活動している。
（2）地域社会の計画などへの参加，寄与状況
　　地方自治体，産業界，地域杜会等が計画する種々の政策，施策の企画・立案・調査
　等に関しての委員会，審議会，懇談会，検討会等に参加し，本学教員の専門分野を活
　かした形で地域杜会に寄与貢献している。（表54）
（3）教育研究面における社会との共同，連携活動の実施状況（表55）
　　情報文化学科の教員は，にいがた市民大学においてrアジアは日本を必要としてい
一221一
るか」をコーディネートした。また，新潟県政史について共同して研究を行ったり，
高校生のための国際理解セミナーで講義を担当している。
　情報システム学科の教員は，新潟県教育委員会において生涯学習に関する県民の
二一ズ調査に協力している。また，新潟TLOの非常勤取締役として大学と産業界との
連携に関して寄与しているほか，三条地域内物流事業に参画し，地域内物流システム
の構築活動に従事している。
　その他，新潟県大学ガイダソスセミナーにおいて，高校教育と大学教育の接続を改
善する活動を行っている。
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表51公開講座実施状況
年度
10
主　催　老　名
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟市教育委員会
新潟国際情報大学
坂井輸地域学研究会
寺泊町教育委員会
新潟県教育委員会
にいがたマルチメディ
ア．フェスティパル
新潟地域実行委員会
新潟国際情報大学
　他　県内3大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
坂井輸地域学研究会
新潟県教育委員会
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際庸報大学
新潟国際情報大学
名　　　　称
開学記念講演会
後援1新潟市教育委員会
開学記念講演会
後援1新潟市教育委員会
イソターネット教室
情報システム公開講義
坂井輪地区講座
（新潟国際情報大学
　　　　　　　連携講座）
成人教養講座
（新潟国際情報大学連携講
座）「はまなすカレッジ」
「ウーマソ・カレッジin
西蒲・燕’97」
「にいがたマルチメディァ・
フェスティバル」
イソターカレッジ・ラ・ラ・
フェスタ
情報システム公開講義
第9回全国生涯学習フェス
ティバルまたびピア新潟’97
後援1新潟県教育委員会
　　　新潟市教育委員会
坂井輪地区講座
（新潟国際情報大学
　　　　　　　連携講座）
「ウーマソ・カレヅジin
西蒲・燕’98」
「にいがたマルチメディア
ワールドin新潟」
情報システム公開講義
新潟国際情報大学開学5周年
記念事業特別講演会
後援：新潟県教育委員会
　　　新潟市教育委員会
公開講座「情報文化入門」
後援：新潟県教育委員会
　　　新潟市教育委員会
開催日・期問
6月4日
6月11日
7月～8月
（4回）
9月～！2月
（4回）
9月一3月
（月1回）
6月～10月
（10回）
6月～11月
（lO回）
7月～8月
（4回）
9月27日
9月一12月
（4回）
！0月12日
6月～3月
（全7回）
6月一11月
（ユO回）
8月8，9日
（2回）
9月～12月
（4回）
10月30日
10月～11月
内　　　　容
「私」とは何か
生命科学の挑戦
自立都市r新潟」を
　　　　　　開く政治的条件
イソターネットを学ぶ
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
テーマ
「私たちもごみ問題
　　　　　　　を考えよう」
現代杜会の様カな間題について
スポットをあて理解と視野を広
める
女性の生涯学習促進総合事業
イソターネット教室
自己現実の旅一
　あるアメリカ家族のドラマ
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
シソポジュウム
　　「政治は甦るか」
テーマ
「ゴミ処理に関する
　　　　　　　アソケート」
女性の生涯学習促進総合事業
マルチメディァ教室
　イソターネヅト入門
　親子で楽しむイソターネット
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
「e一ピジネスと企業経営」
生活の中の情報技術
対　象
成人一般
成人一般
一般市民
本学学生
一般市民
企業関係老
坂井輸地区
住民・公民
館職員
寺泊町町民
成人一般
地域住民
イソター
ネット初心
者
下越地区住
民主催大学
の関係者
本学学生
一般市民
企業関係老
一般市民
坂井輸地区
住民・公民
館職員
地域住民
一般初心老
小学生以上
の　親　子
本学学生
一般市民
企業関係老
一般市民
高校生以上
一般市民
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年度
11
12
主　催　老　名
新潟県教育委員会
新潟国際庸報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
共催：新潟市民映画
　　　館シネ・ウイ
　　　ソド
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際清報大学
新潟国際情報大学
名　　　　称
「ウーマソ・カレッジin
西蒲・燕’99」
公開講座
「映画の中の市民杜会」
後援1新潟県教育委員会
　　新潟市教育委員会
公開講座
健康体力づくりのための
フィットネス・トレーニソグ
公開講座
パソコソ入門講座
情報システム公開講義
公開講座
「映画の中の市民杜会」
〈特別講座〉
公開講座
バソコソ教室
公開講座
「映画の中の市民杜会」
後援1新潟県教育委員会
　　　新潟市教育委員会
公開講座
健康体力づくりのための
フィットネス・トレーニソグ
情報システム公開講義
公開講座
イソターネットの新時代
開催日・期間
5月一ユO月
（10回）
5月～7月
（4回）
前期（3回）
5月～7月
後期（3回）
10月～12月
ユO月～11月
　（4回）
10月～12月
　（5回）
11月20日
　（土）
前期（4回）
5月～6月
後期（4回）
10月一ユ1月
6月
（4回）
6月～7月
（3回）
10月～12月
　（5回）
10月～11月
　（4回）
内　　　　容
女性の生涯学習促進総合事業
「市民」及び「市民杜会」につ
いて映画を使ってわかり易く解
説し，私達の杜会について考え
る
フィットネス理論の講義とフィヅ
トネス・トレーニソグを行う
バソコソ初心老対象。バソコソ
（Windows）の仕組み，イソ
ターネヅト，ワーブロ（Word），
表計算（Exce1）の初歩を最新の
パソコソを使って学習
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
5月一7月にかけて本学主催で
開講した公開講座r映画の中の
市民杜会」の番外編。前4回と
は異なった視点から市民杜会の
間題を捉えた作品を上映
パソコソ初心老対象。バソコソ
（Windows）の仕組み，イソ
ターネット，ワニブロ（Word），
表計算（Excel）の初歩を最新の
パソコソを便って学習
「市民」及び「市民杜会」につ
いて映画を使ってわかり易く解
説し，私達の杜会について考え
る
フィットネス理論の講義とフィッ
トネス・トレーニソグを行う
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
「イソターネットでなぜ世界中
が見られるの」・「イソターネヅ
トで探し当てよう」・「イソター
ネットが変わる，経営が変わ
る」・「オソライソ・ショッピソ
クの楽しさと問題点」を題目に，
本学教員が講師とたり講義を行
う
対　象
地域住民
一般市民
高校生以上
一般市民
高校生以上
一般市民
本学学生
一般市民
企業関係老
高校生以上
一般市民
高校生以上
一般市民
一般市民
高校生以上
一般市民
本学学生
一般市民
企業関係老
一般市民
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年度
13
主　催　老　名
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
信越情報通信懇談会
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
名　　　　称
公開講座
「映画の中の市民杜会」
後援：新潟県教育委員会
　　　新潟市教育委員会
公開講座
健康体力づくりのための
フィットネス・トレーニソグ
高齢老のためのイソターネヅ
ト教室
情報システム公開講義
公開講座
パソコソ教室
開催日・期間
6月一7月
（4回）
6月一7月
（3回）
7月7日
（土）
！0月一12月
　（5回）
10月～！1月
　（4回）
内　　　　容
「市民」及び「市民杜会」につ
いて映画を使ってわかり易く解
説し，私達の杜会について考え
る
フィットネス理論の講義とフィヅ
トネス・トレーニソグを行う
バソコソの操作方法からイソ
ターネットを活用できるように
なるまでやさしく楽しくゆっく
り学修する
実業界から講師を招き情報シス
テムの事例について学ぶ
バソコソ初心者対象。パソコソ
（Windows）の仕組み，イソ
ターネット，ワーブロ（Word），
表計算（Excel）の初歩を最新の
バソコソを使って学習
対　象
一般市民
高校生以上
一般市民
60歳以上の
バ　ソ　コ　ソ
初　心　老
本学学生
一般市民
企業関係老
高校生以上
一般市民
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表52－1公開講座・講演会等への参加等の状況
情報文化学科
教員氏名
市岡　政夫
厘　　建英
小澤　治子
原口　武彦
臼井　陽一郎
越智　敏夫
小林　元裕
澤口　晋一
申　　銀珠
講座・講演会の名称
平成13年度「にいが
た連携公開講座」
北信越市…義会議長会
第2回産業・経済対
策特別委員会総会記
念講演
新潟県町村議会議長
会第54回総会記念議
演
アジアの近代と現代
アジアの近代と現代
放送大学講座
国際シソポジウム
「東北アジア歴史像
の共宥を求めて」
国際シソポジウム
「東北アジア歴史像
の共有を求めて2」
任国事清
新潟県高校教員向け
講座
東京都勤労福祉協会
セミナー
寺泊町成人教養講座
講演会
記念講演会
ウーマソカレソジ
’98西蒲燕講演会
にいがた市民大学
生涯学習指導老研修
会
やさしい女性学：
ジェソタ㌧
男女共同参画塾
女性セミナー
にいがた市民大学
新潟市議会市政調査
会研修会
映画の中の市民社会
平成12年度「燕」大
学
高等学校地歴科移行
期研修講座
異文化を読む　日本
と韓国2
新潟市石山ふれあい
ひろぱ「身近な国を
知るっどい一韓国
一」
映画の中の市民杜会
アジア探訪
主　催　者
新潟渠立生涯学習セ
ソター
北信越市議会議長会
新潟県町村議会議長
会
新潟市民大学
新潟市民大学
放送大学
同シソポジウム実行
委員会
新潟国際清報大学
同シソポジウム実行
委員会
敬和学園大学・同人
文杜会科学研究所
国際協力事業団駒ヶ
根青年海外協力隊訓
練所
新潟県立教育セソ
ター
東京都勤労福祉協会
寺泊町成人教養講座
講演会
市民映画館シネ・ウ
イソド
新潟県立生涯学習推
進セソター
新潟市教育委員会
新潟県立生涯学習推
進セソター
新潟市女性セソター
三条市地域振興課
新潟市教育委員会
新潟市教育委員会
新潟市議会
新潟国際情報大学
燕市教育委員会
新潟県立教育セソ
ター
千葉工業大学
石山公民館
新潟県公立高等学校
教職員組合女性部学
習会
新潟国際情報大学
市議会議員田村清後
援政経同友会
新潟市関屋地区公民
館
担　　当　　講　　義　　題　　目　　名
「環日本海」時代における日本の国際理解
自治体外交の一翼を担う経済交流
環日本海における経済交流について
多民族の天下から近代国民国家へ
中国の歴史・天下から国民国家へ（ゼミ）
中国語中国文化入門
「口日関係の光と影」コメソテーター
「パネルデイスカソショソ」コーデイネーター
コートジポワーノレ
EU機構の特徴と拡大へ向けた課題
ヨーロソパ統合の現在
アメリカ人の生き方と歴史
アイルラソド国家とマイケル・コリソズ
7メリカにおける二つの反乱1人種と性
政治における弱者とは誰か
国際化の現状と地域での国際協力そしてポラソ
ティア
映函の中のジェソダー
人権を疑うことがなぜはやるのか
映画表現の政治性とジェソダー
政治文化の語られ方
これからの地方分権のあり方
「格差」に見る中国の現在
新潟平野の自然環境
北極圏の自然
日韓の大衆文化交流が意味するもの
歳時記から見た韓国の文化
日韓の教育事情，日本の学生についての印象など
制度の中の＜個〉，＜個〉の中の詣峻一映園「ペパ
ミソト・キャソディー」を観て
揺れる韓国，変わる韓国一教育・杜会問題を中心
に一
近代におげる韓国と日本
実　施　期　日
平成13年12月
平成14年7月
平成ユ4年7月
平成ユO年IO月
平成11年2月
平成11年8月
平成12年7月29日
平成13年ア月15目
平成10年度から毎年
1，2回
平成13年11月6日
平成10年6月
平成9年4月17，24日
平成9年4月27日
平成！0年11月14日
平成12年10月21日
平成13年2月8日
平成13年7月18日
平成13年9月8日
平成13年1ユ月9日
平成13年11月17日
平成13年12月17日
平成14年6月27日
平成12年ユ1月
平成12年9月29日
平成13年10月6目
平成14年2月26日
平成14年6月15日
平成14年6月20日
平成ユ4年8月23日
平成14年9月17日
実　施　場　所
県立生涯学習セソ
ター
ホテルイタリア軒
新潟県自治会館
新潟市公民館
新潟市公民館
放送大学新潟地域学
習セソター
新潟会館
敬和学園大学
国際協力事業団駒ヶ
根青年海外協力隊訓
練所
新潟県立教育セソ
ター
東京都勤労福祉協会
寺泊町文化セソター
市民映画館シネ・ウ
イソド
新潟国際情報大学
新潟市万代市民会館
新潟県立生涯学習推
進セソター
新潟市万代市民会館
ソレイユ三条
新潟市東地区公民館
新潟市万代市民会館
新潟市議会
市民映画館シネ・ウ
イソド
燕市総合文化セソ
ター
県立教育セソター
千葉工業大学
石山公民館
万代市民会館
シネウ4ンド（新潟
市）
ホテル新潟
関屋公民館
一226一
教員氏名
高橋　正樹
グレゴリー・ハ
ドリー
広瀬　貞三
矢口　裕子
熊谷　　卓
佐々木　寛
講座・講演会の名称
にいがた市民大学
現代の杜会問題「ア
ジアの近代と現代」
新潟県青年リーダー養
成海外研修の事前研修
（タイ事清の講演）
中学高校英語教員研
修
中学高校英語教員研
修
新潟大学職員研修
異文化理解
異文化理解
JR職員英会話講座
国際理解講座
21世紀のための友構
計画
転換期中国の内と外
2ユ世紀のための友情
計画
「アジアと日本を問
う」第29回
国際理解講座
燕市民大学
映画の中の市民杜会
韓国理解講座
異文化理解講座
環日本会懇談会幹事会
にいがた連携公開講座
韓国事徹2〕
新友会臨時総会
にいがた市民大学
映画のなかの市民社会
男女共同参画塾
女性と杜会システム
（女性学講座II）
坂井輸市女性学セミ
ナー
広島大学法学部公開
講座
市民講座「平和学」
映画に見る市民杜会
にいがた市民大学
「いのちの文化論」
にいがた市民大学
「政治を市民の手
に」
新潟連携公開講座
人権と国際関係
丁人権は主権を超
えるか
国際理解講座
原水爆禁止協議会
2002年記念講演
映画に見る市民杜会
市民生協にいがた市
民学習会
主　催　者
新潟市教育委員会
新潟県
新潟市
新潟市
新潟大学
新潟市立赤塚小学校
新潟市立赤塚小学校
JR東日本新潟支社
関屋公民館
国際協力事業団他
中央公民館
国際協力事業団他
「アジアと日本を問
う」連続講座実行委
員会
中央公民館
燕市役所
新潟国際情報大学
新潟市ワールドカソ
プ対策室
石山公民館
環目本会懇談会幹事会
新潟県教育委員会
柏崎高校
新友会
新潟市教育委員会
新潟国際情報大学
三条市
新潟市総務部男女共
同参画課
坂井輸
広島大学法学部
ユネスコ「国際文化
平和年」協カプログ
ラム
新潟国際情報大学・
市民映画館万代シネ
ウイソド
新潟市
新潟市
新潟県
国際学生シソポジウ
ム
新潟市中央公民館
新潟市原水禁協議会
新潟国際構報大学・
市民映画館万代シネ
ウイソド
市民生協にいがた
担　　当　　講　　義　　題　　目　　名
主任講師兼コーデ4ネーターのため多数
タイの歴史と現代
Assumpti㎝s　of　Westem　Communication：
Basic　Concepts
Putting　Theory　into　Practice＝A　Methodology
for　Preparing　and　Administering　Speaking
Tests
日本とわたし
1・2年生，3・4年生，5・6年生対象異文化
理解と英会話授業
1・2年生，3・4年生，5・6年生対象異文化
理解と英会話授業
ワールドカソプ英会話
激動する韓国の政治と経済
日本と韓国
朝鮮半島から見た中国
日本と韓国
植民地期朝鮮における支配と「開発」
朝鮮半島の50年一分断から統一へ
南北朝鮮の政治・経済・杜会
個人崇拝の技法一金日成神話を中心に
檀民地支配に対する日韓の歴史認識
韓国の政治と経済
韓霞におげる教科書問題
国際化の中の人間理解一日本と韓国
韓国を見る一3つの視点から
今後の日朝関係を考える
在日韓国・朝鮮人の過去と現在
さらすジェソダー，隠すセクシュアリティ
主婦論争を巡って
ジェソダーとセクシュアリティ
チェヅク！隠すジェソダー
国際杜会と法
映画『スベシャリスト』を観て一一全体主義と現
代
世界政治と市民
ポラソティア・NG0／NPOを考える
「国際社会」の現在
グローバルた「危険杜会」の時代に一市民の平
和と安全を考える
映画『カソダハール』を観て一構造的暴力と現
代
「有事法制」を考える
実　施　期　日
平成10年
平成10年から平成工3
年まで毎年7月
平成10年
平成王1年
平成11年4月
平成13年2月
平成14年2月
平成14年2月一5月
平成ユO年1月31日
平成10年7月21日
平成11年3月ユ5日
平成！！年7月18日
平成11年12月4日
平成12年2月14日
平成12年2月29日
平成12年6月15日
平成12年8月2日
平成ユ2年8月31日
平成13年5月9日
平成14年8月！9日
平成14年9月5日
平成14年10月2日
平成14年11月28日
平成13年6月14日
平成13年9月1日
平成13年9月18目
平成13年10月18日
平成9年10月
平成12年計5回
平成12年6月
平成13年計5回
平成13年ユO月
平成13年！！月
平成ユ3年12月
平成14年1月
平成14年6月
平成14年9月
実　施　場　所
新潟市総合教育セソ
ター
新潟市総合教育セソ
ター
新潟大学
新潟市立赤塚小学校
新潟市立赤塚小学校
JR東日本新潟支杜
関屋公民館
六日町国際ユースホ
スアノレ
中央公民館
草津国際二・一スホス
テル
万代市民会館
中央公民館
燕市民会館
市民映画館シネ・ウ
イソド
新潟市役所
石山公民館
万代シルバーホテル
十日町情報館
柏崎高校
ホテル新潟
万代市民会館
シネウィソド
三条市役所
万代市民会館
新潟市坂井輪地区公
民館
広島大学法学部東千
田校舎
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表52－2公開講座・講演会等への参加等の状況
情報システム学科
教員氏名
赤木　敏子
苅部　恒徳
近藤　　進
正田　達夫
高木　義和
槻木　公一
永井　　武
藤瀬　武彦
宗澤　拓郎
講座・講演会の名称
第13回全国折込み広
告新潟大会
なるほどThe英語
目本学術振興会結晶
加工と評価技術・将来
加工技術合同委員会
中堅職員講座
高齢老講座
町村議会事務研究会
新潟県高等学校教育
研究会図馨館部会総
会・研究会
新潟国際情報大学公
開講座「イソター
ネソトの新時代」
新潟国際情報大学公
開講座『情報文化入
門」　一生活の中の
情報技術一
特別議義
特別講演
新潟国際情報大学公
開講座
新潟国際情報大学パ
ソコソ講座
IT講座
平成ユO年度高齢者ス
ポーツ指導者議習会
健康づくり講習会
長岡技術科学大学健
康のためのスポーツ
科学特別講義
平成1］年度前期新潟国
際情報大学公開講座
平成11年度　新潟県
体育指導委員研修会
平成12年度前期新潟国
際情報大学公開講座
平成13年度前期新潟国
際清報大学公開講座
平成13年度にいがた
まちづくり学会公開
議座
平成14年度健康運動
指導士会研修会
平成14年度健康運動実
践指導老養成講習会
平成14年度健康運動実
践捲導老養成講習会
三条経営研究会講演会
情報化教育講演会
情報システム公開講
座
子供の読書週間講演会
北陸建設局幹部セミ
ナー
高齢老情報セミナー
新潟経済同友会Eビ
ジネスセミナー
主　催　老
新潟日報販売杜
新潟大学人文学部
日本学術振興会　結晶
加工と評価技術・将来
加工技術合同委員会
新潟県自治研修所
新潟市西公民館
新潟県町村議会議長
会
新潟県高等学校教育
研究会図書館部会
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟大学
北京師範大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟市教育委員会
新潟県教育庁中越教
育事務所杜会教育課
（財）柏崎市体育施
設管理公杜
長岡技術科学大学体
育・保健セソター
新潟国際情報犬学
文部省，（社）全国体
育指導委員連合、新
潟県教育委員会他
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
にいがたまちづくり
学会
新潟県健康運動指導
士会
新潟県健康づくりセ
ソター
新潟県健康づくりセ
ソター
三条経営研究会
青海町教育委員会
新潟国際情報大学
新潟市沼垂図書館
国土交通省
西新潟公民館
新潟商工会議所
担　　当　　講　　義　　題　　目　　名
アソケート調査から見た消費者と折込み広告
英語の語源に遊ぶ
InP基板上化合物半導体による通信用光素子集積
化技術
マーケティソグ
講演「21世紀のライフスタイルとイソターネヅト」
自治体における億報の管理と活周
情報収集のための情報検索　一教育現場におげる
構報の有効活用をめざして一
イソターネヅトで探そう
資源としての情報
信頼できるコソピュータシステムの構築
杜会と情報システムの調和
わかりやすい電子自治体
バソコソの基本操作，イソターネソト入門
パソコソの基本操作，イソターネット入門
高齢者のための健康体力づくりの方法
健康的に効果的に運動するには
大学体育における「フ→ソトネス教育」の必要性
健康体力づくりのためのフィサトネス．トレーこ
ソグ
青少年の身体づくりとフィソトネス教育の必要性
体力づくりのためのフィットネス・トレーニソグ
中高年考のためのフィットネス・トレーニソグ
新潟県のスポーツに期待する
健康づくりにおげるフィットネストレーニソグの
効果的肢方法とその理論
健康づくりと運動プログラム
補強運動の理論と実践
ピジネスにおけるイソターネリトの活用事例
学校教育におけるイソターネ田トの活用
イソターネソト杜会の光と影
コソピュータと子供の世界
構報化の将来
高齢考のためのイソターネヅト
ECのロジスチックスと決済
実　施　期　日
平成10年6月16目
平成13年7月一8月
平成14年1月25日
平成9年より平成13
年まで毎年6月
平成12年10月
平成13年11月7日
平成ユ2年6月23日
平成12年10月15目
平成10年10月8日
平成ユ1年12月
平成ユ3年11月
平成14年11月6日
平成14年7月20日
山8月10日
平成14年9月28日
一9月29日
平成10年5月
平成ユO年10月
平成ユO年工2月王6日
平成11年5月
平成ユ1年9月
平成ユ2年6月
平成13年6月
平成13年7月
平成14年4月
平成14年12月17日
平成15年1月8日
平成10年2月27目
平成10年3月27日
平成10年10月22日
平成10年5月！4日
平成12年6月10日
平成ユ2年10月17日
平成12年3月9日
実　施　場　所
ホテル新潟
新潟大学医療技術短
期大学部
弘斉会館（千代田区）
新潟県自治研修所
新潟市西公民館
鵜の浜ニューホテル
新潟国際情報大学
新潟ユニゾソブラザ
5階，中研修室
万代市民会館（2階）
新潟
北京
新潟国際清報大学
新潟国際情報犬学
新潟国際情報大学
山古志村民体育館
柏崎市総合体育館
長岡技術科学大学
新潟国際情報大学
六目町文化会館
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
長岡造形大学
新潟ふれ愛プラザ
新潟県健康づくりセ
ソター
新潟県健康づくりセ
ソター
三条商工会議所
青海町総合文化会館
万代市民会館
新潟市東地区公民館
北陸建設局
西新潟公民館
新潟商工会議所
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教員氏名
宗澤　拓郎
渡辺　　忠
安達　　巧
石井　忠夫
桑原　　悟
樋口　光明
山口　直人
大山　　毅
講座・講演会の名称
NUIS公開議座
新世代情報網研究委
員会報告会
原信会講演会
高齢老学級
高齢老イソターネッ
ト教室
創業・新事業開拓へ
の情報交換会
新世代情報通信網委
員会報告会
情報講演会
特別講義
大学等研究成果プレ
ゼソテーシ目ソ
情報文化入門
パソコソ入門
新潟市IT講習会
赤塚小イソターネヅ
ト体験教室
パソコ：ノ教室
新潟国際情報大學公
開講座
情報文化入門
進学議演会
都市計画へのGISの
適用国際会議
技術職員研修発表会
新潟県課長補佐研修
会
はまなすヵレソジ
はまたすカレツジ
新潟県課長補佐研修
会
新潟国際情報大学公
開講座
初心老パソコソ教室
燕大学
赤塚小学校親子でイ
ソターネソト体験
初心老パソコソ教室
赤塚小学校親子でイ
ソターネット体験
高齢老イソターネヅ
ト教室
新潟県IT教室
新潟県IT教室
新潟県IT教室
新潟県IT教室
初心老パソコソ教室
新潟県IT教室
新潟県IT教室
主　催　者
新潟国際情報大学
新世代情報網研究委
員会
（株）原信
新潟市高齢老福祉課
新潟国際情報大学・
信越情報通信懇談会
信濃川テクノポリス
開発機構
新世代情報通信網委
員会
信越情報通信網懇談
会
新潟大学工学部
信濃川テクノポリス
開発機構
新潟国際情報犬学
新潟国際情報大学
文部科学省・新潟市
赤塚小PTA・本学地
域交流委員会
本学地域交流委員会
新潟国際清報大学
新潟国際清報大学
湯沢高校
中華人民共和国政
府・国連地域研究セ
ソター
慶鷹義塾大学理工学部
技術職員研修委員会
新潟県
寺泊町
寺泊町
新潟県
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
燕市
赤塚小学校PTA
新潟国際情報大学
赤塚小学校PTA
新潟国際情報大学
新潟県
新潟県
新潟県
新潟県
新潟国際情報大学
新潟県
新潟県
担　　当　　講　　義　　題　　目　　名
イソターネソトが変わる経営が変わる
毛バイルイソターネヅトの利活用に関する研究調
査一心のパリアフリーを目指Lて一
IT経営で何ができるか
心のバリアフリーを目指して一イ：／ターネソトで
楽しい老後を一
研究開発向上のための研究開発マネジメソトの提
案
モバイルイソターネヅトの利用に関する現状調査
一高齢老のめざすIT情報（委託研究報告）
高齢者のためのモパイルイソターネソト
1Tによる経営革命
経営革命とEC
仮想世界のルーツ
バソコソ入門
バソコソ入門
イ1ノターネソト体験
バソコソ入門，ワード入門，エクセル入門，イソ
ターネット入門
わかりやすい情報セキュリティ
身近な人工知能
なぜ大學に行くのか
地方政府におけるGISの現状
技術職員の組織化
人間工学の話
人間：進化の歴史と特性
人間：エソジニヤリソグの立場から考える
人間工学の話
人に優しい情報機器
高齢杜会とテクノロジー
実　施　期　日
平成12年11月1日
平成13年3月16日
平成13年5月25日
平成13年6月22目
平成13年7月7目
乎成13年12月15目
平成14年3月15日
平成14年4月25日
平成ユ4年11月27目
平成14年12月3日
平成ユO年10月
平成！！年6月
平成13年10月13目・
！4日
平成／4年7月6日
平成14年7月6日，
7月27日，8月3日，
8月IO目
平成14年10月30目
平成10年n月
平成10年7月
平成u年11月22日
一24日
平成8年9月1日
平成8年9月12日
平成9年9月18日
平成9年9月26日
平成9年10月8日
平成10年ユ1月5日
平成ユ1年ユO月一u月
平成12年3月
平成12年9月9日
平成！2年10月一11月
平成13年6月30日
平成13年7月7日
平成13年7月ユ4，15日
平成13年8月里，5日
平成ユ3年ユO月ユ3，ユ4日
平成13年10月20，2ユ日
平成13年10－11月
平成13年12月1，2目
平成14年2月23，24日
実　施　場　所
新潟ユニゾソプラザ
ホテルサソルート長
野
ホテルオークラ長岡
新潟市関屋公民館
新潟国際情報大学
村上市公民館
ホテルサソルート長
野
ホテルサソルート長
野
新潟大学工学部
小千谷市公会堂
万代市民会館
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際清報大学
万代市民会館
湯沢高校
中華人民共和国広州
市
慶鷹義塾大学理工学
部大会議室
新潟県自治研修所
寺泊町文化セソター
寺泊町文化セソター
新潟県自治研修所
万代市民会館
新潟国際情報大学情
報セソター
燕市文化会館
新潟国際情毅大学清
報セソター
新潟国際情報犬学繕
報セソター
新潟国際情報大学清
報セソター
新潟国際清報大学情
報セソター
新潟国際清報大学情
報セソター
新潟国際情報大学情
報セソター
新潟霞際情報大学情
報セソター
新潟国際情報大学情
報セ1ノター
新潟国際情報大学情
報セソター
新潟国際情報大学椿
報セソター
新潟国際情報大学億
報セソター
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教員氏名
河原　和好
小宮山　智志
佐々木　桐子
講座・講演会の名称
赤塚小イソターネッ
ト体験教室
IT講習会
バソコソ教室
パソコソ講習会
赤塚小学校親子パソ
コソ教室
木山小学校親子パソ
コソ教室
映画のなかの市民杜
会
パソコソ講習会
1丁講習
能力開発セミナー
能力開発セミナー
eピジネス研究会
主　催　者
新潟国際情報大学
新潟市
新潟国際情報大学
新潟国際清報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際構報大学
新潟国際情報大学
新潟市
雇用促進事業団　高
度職業能力開発促進
セソター
雇用促進事業団　関
西職業能カ開発促進
セソター
三条工業会青年部
担　　当　　講　　義　　題　　目　　名
バソコソ実習
パソコソ実習
パソコソ実習
ワーブロ・イソターネヅト入門（2回）
親子でイソターネット体験
親子でイソターネット体験
「ひと」のまなざし一性同一性障害をめぐって
バソコソ・ワープロ・イソターネット・エクセル
入門（4回）
IT入門
生産・物流シミュレーシ畳ソ
生産システムのシミュレーショソエ・n
生産とジスティクスシステムのシミュレーショソ
モデリソグと解析
実　施　期　日
平成14年7月6日
平成14年9月
平成14年10月から11月
平成ユ2年10月ユ日・
！1月4日
平成12年ユO月7日
平成ユ2年2月
平成13年6月21日
平成13年10月・11月
平成14年3月
平成10年8月，平成
ユ1年6月
平成！0年9月，平成
11年7月
平成14年7月6日
実　施場所
新潟国際清報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際情報大学
新潟国際1青報大学
新潟国際情報大学
新潟・市民映画館
新潟国際清報大学
新潟国際情報大学
高度ポリテクセソ
ター（千葉，幕張）
ポリテクセソター関
西
三条・燕リサーチコ
ア
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表53教育研究成果の社会（市民）への還元状況
情報文化学科
教員氏名
市岡　政夫
原口　武彦
越智　敏夫
小林　元裕
澤口　晋一
広瀬　貞三
佐々木　寛
事　項　　　活　動　状　況
（株）新潟テレピ21『NT21小野沢裕子のいき
いきワイド』毎週月曜目担当コメソテイター
にいがた市民大学〈現代の杜会コース〉コーディ
ネーター
選挙解説
選挙解説
選挙解説
マスメデイアヘの寄稿，コメソトなど
新潟環日本海研究ネットワーク
岩手県葛巻町における風力発電施設建設に伴う
環境影響についての助言
噺潟日報』
『新潟日報』
『新潟日報』
新聞（『新潟日報』）イソタピュー・コメソト
期　　間
平成7年9月一14年3
月
平成14年9月一平成15
年8月
平成12年6月25日
平成12年10月子2日
平成13年7月30日
平成14年6月27日
平成12年6月
平成12年6月15日（朝刊）
平成13年5月31目（朝刊）
平成14年8月31目（朝刊）
平成13年10月
活　　　動　　　の　　　概　　　要
主として国際間題に関するニュースのコメソト
「異文化を理解するために」という主題のもとに，10回にわたる
講義をコーディネイトし．15回にわたるゼミを主宰する。
衆議院議員選挙特集番組コメソテーター（NT21）
新潟県知事選特集番組コメソテーター（BSN）
参議院議員選挙特集番組コメソテーター（NT21）
その他，新潟日報，朝日新聞，毎日新聞などへの寄稿，コメソト。
またテレピ局からのピデオ取材たど。
長岡大学でシソポジウム「東北アジア新時代一ライバルかパート
ナーか」を開催
岩手県葛巻町におげる風力発電施設建設に伴う環境影響について
の助言
南北首脳会談についてのコメソト
「シ1ノポジュウムを聞いて」（記事）
小泉首相の訪朝についてのコメソト
9月11日アメリカ同時多発テロ事件に関して，分析のコメソトを
行った。
情報システム学科
教員氏名
観木　公一
藤瀬　武彦
宗澤　拓郎
桑原　　悟
松井　孝雄
佐々木　桐子
事　項　・　活　動　状　況
新マルスシステム構築にかかわるコソサルテー
ショソ
旅行予約システムの将来像に関する受託研究
「新潟日報」
新潟地域ネットワーク協議会・理事
新潟市・（株）新潟TL0技術移転産学交流会
「目経サイエソス」誌対談
（共同研究）地域情報化貢献のためのポータル
サイトの実施と活用
期　　問
平成13年1月一
平成I4年5月一15年3月
平成11年10月27日（朝刊）
平成7年4月一平成10
年3月
平成15年！月31日
平成ユ3年8月
2001年度および2002年
度　共同研究参加
活　　　動　　　の　　　概　　　要
新しいJR座席予約システム開発の技術相談指導
旅行予約システム全般にかかわる将来像と研究動向
21世紀は筋肉づくりがキーワードだ！
高齢でも鍛えれぽ成果
日常動作を支える筋力
新潟県のイソターネヅトの普及と情報化の向上を図る。
地域産業における構報セキュリティの実現に関する講演とパネル
展示（個別相談）
対談記事で空聞認知研究について解説した。
燕・三条地域の中小企業のlT化の実態調査およびポータルサイト
の運用
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表54－1地域社会の委員会への参加状況
情報文化学科
教員氏名
市岡　政夫
原口　武彦
越智　敏夫
広瀬　貞三
委員会，団体．機関等の名称
（財）新潟市国際交流協会
（財）新潟市国際交流協会
（株）新潟テレピ21放送番組審議会
（株）新潟テレピ21放送番組審議会
（財）池田記念財団
（杜）目本港湾溺会　新潟港長期計画検
討委員会
（杜）東北経済連合会　北東7ジア交流
検討専門委員会
国際協力事業団西アフリカ地域別支援
委員会
新潟県ウーマソカレッジ運営委員会
新潟市教育委員会「にいカ…た市民大学」
運営委員会
新潟市教育委員会「にいがた市民大学」
新潟市病院事業運営審議会
新潟県「にいがた連携大学」
第1回韓霞・朝鮮語スピーチコソテス
ト実行委員会
第2，3回韓国朝鮮語スピーチコソテ
スト実行委員会
新潟環日本会研究会ネソトワーク・国
際シソポジュウム実行委員会
「環日本会懇談会」幹事会
地位・役職
理　事
副理事長
委　員
副委員長
監　事
委　員
委　員
委員長
運営委員
運営委員
議座コーデ’ネーター
審議委員
副幹事
実行委員
実行委員長
実行委員
幹　事
担　当　期　間
平成6年4月一平成14年8月
平成14年8月一現在
平成6年6月一平成14年1月
平成14年2月一現在
平成7年4月一現在
平成11年3月一平成12年3月
平成12年11月一平成13年6月
平成12年度一平成14年度
平成9年一平成12年
平成！0年一平成14年
平成11年一平成14年
平成13年一平成14年
平成13年一平成14年
平成10年
平成11年一平成12年
平成ユ2年4月一現在
平成ユ3年4月一現在
活　　動　　の　　概　　要
新潟市民の国際交流活動支援
新潟市民の国際交流活動支援並びに同財団運
営補助
同局番組内容に対する意見具申
同局番組内容に対する意見具申並びに同審議
会運営補助
故池田垣雄氏を記念して設立された同財団監
事
新潟港発展長期計画作成
東北7県の対北東アジア経済交流発展戦略を
各分野の専門家とともに検討
JICAのr西アフリカ地域」支援活動について
評価の提案を行う。
生涯教育講座企画
生涯教育講座運営
生涯教育講座企画
公立病院運営審議
生涯教育講座企画
年1回コソテストを開催
年1回コソテストを開催
年1回国際シソポジュウムを開催
年ユo回幹事会を開催
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表54－2地域社会の委員会への参加状況
情報システム学科
教員氏名
赤木　敏子
苅部　恒徳
正田　達夫
竹並　輝之
槻木　公一
藤瀬　武彦
宗澤　拓郎
渡辺　　忠
桑原　　悟
山口　直人
委員会，団体，機関等の名称
新潟県卸売り市場審議会
西川町情報公開及び個人情報保護審査会
（財）新潟イソダストリアルプロモー
ショソセソター企画検討委員会
新潟市産業活性化推進会議
新潟県人材高度化研究会
（財）笹村工学奨励会
新潟市新事業創出支援施設利用者審査委
員会
（財）会津八一記念館
新潟陸上競技協会
新潟県パワーリフティソグ協会
巻町生涯スポーツ振興計画策定委員会
新潟県健康づくり総合セソター（仮称）の
実銭指導プログラムに係わる意見交換会
巻町総合体育館（仮称）建設検討委員会
新潟県健康づくり総合セソター（仮称）の
実践指導プログラムに係わる意見交換会
新潟県健康運動実践指導老認定試験委員
信越情報通信懇談会・情報リテラシーに
関する検討委員会
信越情報通信懇談会・新世代情報通信網
委員会
新潟市地域産業振興セソター企画検討委
員会
産業情報化捲進セソター・ユーザー問題
等検討委員会
産業情報化推進セソター・TC0研究委員
会
新潟市商工会議所政令都市推進ピジ目ソ
策定会議
新潟県電子県庁システム基本設計プロ
ポーザル競技審査委員会
新潟市IT活用推進懇談会
宇都宮市地域情報化専門会議
新潟県IS＆ITS推進協議会
地位　・役職
委　員
委　員
委　員
委　員
委　員
評議員
審査委員
評議員及び運営委員
新潟陸上競技協会専
門部医科学部委員
新潟県バワーリフ
ティソグ協会理事
巻町生涯スポーツ振
興計画策定委員会委
員
新潟県健康づくり総
合セソター（仮称）の
実践指導ブログラム
に係わる意見交換会
の構成員
巻町総合体育館（仮
称）建設検討委員会
委員
新潟県健康づくり総
合セソター（仮称）の
実践指導ブログラム
に係わる意見交換会
の構成員
委　員
副委員長
副委員長
委　員
委員長
委　員
学術委員
委員長
委　員
委　員
座　長
担　当　期　間
平成11年4月一
平成12年4月一現在
平成10年6月一平成12年9
月
平成13年度
平成14年度
平成12年4月一ユ3年3月
平成13年4月一
平成14年6月一
平成9年6月1日一現在に
至る
平成10年4月1日一現在に
至る
平成12年4月1日一平成ユ3
年3月31日
平成ユ2年10月16日一平成13
年3月3ユ目
平成！3年4月1目一現在に
至る
平成13年10月9日一平成14
年3月31日
平成15年1月15日一平成16
年1月！4目
平成9年4月一平成10年3
月
平成10年4月一
平成10年4月一平成13年3
月
平成11年4月一平成12年3
月
平成！1年7月一平成12年3
月
平成1！年4月一平成12年3
月
平成14年10月一平成14年12
月
平成13年7月一
平成14年2月一
平成13年4月一
活　　動　　の　　概　　要
卸売市場の整備計画について検討
委員会への出席，提言
新潟地域内で企業間連携を図りながら開発・
生産のためのシステムの構築に向けた調査・
検討
委員会への出席，提言
委員会への出席，提言
工学研究調査に関する奨励補助の審査
市e企業館入居老の審査
記念館の運営支援
日本陸連医科学委員会との対応，アソチドー
ピソグの普及活動競技老の体力測定，施設設
傭や用具などの考察及び開発
日本バワーリフティソグ協会との対応，競技
の普及活動，年間行事予定の計画及び実施
巻町生涯スポーツ振興計画の策定
健康づくりセソターの実践指導プログラムに
係わる意見交換
巻町総合体育館建設に係わる意見交換
健康づくりセソターの実践指導プログラムに
係わる意見交換
健康運動実践指導老の資格試験の採点・合否
判定
信越地域でのイソターネットの普及及び情報
化の向上を図る
高速・広帯域僑報通信網の利用法を研究し，
信越地域での構報化推進に貢猷する
新潟市のベソチャーピジネスについての審議
及び提案
産業界における情報化推進のためEDI問題を
中心に検討する
EDI実施の伴うTCO間題を研究する委員会
新潟市を政令都市とするための提案
応札各杜のプロポーザルを審議
計画策定
市政顧間
調査研究
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表55教育研究面における社会との共同・連携活動の状況
情報文化学科
教員氏名
市岡　政夫
原口　武彦
越智　敏夫
佐々木寛
箏　項・活　動　状　況
にいがた市民大学　3期　講座「アジアは日本
を必要としているか」　コーディネーター
にいカ…た市民大学　運営委員会委員
『月刊アフリカ』コラムCoup　dIoeil，連載執筆
共同研究1新潟県政史の研究
高校生のための国際理解セミナー
期　　問
平成6年9月一9年
7月
平成14年4月一現在
平成7年6月号から
毎月号
平成9年一平成！1年
平成14年6月一8月
活　　　動　　　の　　　概　　　要
担当講座前期講義（1O回）と後期ゼミナール（15回）の企画並ぴに
講師選定，依頼
にいがた市民大学企画運営全般に関する検討並びに市民大学（第ユo
期）の講座企画
アフリカに関する時事問題を取り上げて解説する。
新潟県の戦後政治史に関する新潟日報杜報道部との共同研究
高校生留学の財団法人AFS日本協会の依頼で平和学入門の講座を
行つた。
情報システム学科
教員氏名
赤木　敏子
近藤　　進
竹並　輝之
宗澤　拓郎
桑原　　悟
佐々木　桐子
事　項・活　動　状　況
新潟県教育委員会
新潟県大学ガイダソスセミナー
（株）新潟ティーエルオー取締役（非常勤）
E一ピジネス，i一ピジネスに関する日米合同研究
燕市商工会議所への協力（燕地域産業活性化の
ためのベソチャーピジネス提案）
新潟市主催パソコソ講習会
三条地域内物流事業参函
期　　間
平成12年6月一平成
13年3月
平成14年8月3目
平成14年度から15年
度
平成14年8月28日
一30日
平成I4年11月9日
平成13年7月28日，
29目
平成14年
活　　　動　　　の　　　概　　　要
生涯学習に関する県民の二一ズ調査に協力し，アソケート内容の検
討，結果の考察を行い，報告書をまとめた。
高校教育と大学教育の接続の改善
取締役会への出席，セミナー議師の紹介等
日本学術振興会と米NSFの支援により新潟・ホテルオークラでrE一
ピジネス，i・ピジネスに関する合同研究会」を主催し，アメリカから
10名，及び新潟市民の参加者数名を含め全部で約30名の参加者を得
た。目本の得意とするi一ピジネスの将来性をアソピールできた。
燕市商工会議所に協力して地域活性化のためのベソチ十一ピジネス
企画を行い，学生に燕・三条金属加工市の構想を発表させた。
地域住民に対するパソコソ講習2日間
地域内物流システムの構築
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第14章　広報活動
1　はじめに
　本学の広報活動は，本学が平成6年4月に開校する前から始まっているが，本項では，
最近の状況を中心に説明し，さらに，大学の将来構想に基づいて，今後の課題を検討し
たい。
　広報活動の目的1　広報活動の目的は，広く杜会の関係老（学生，卒業生，父母，高
　校生，高校教員，地域杜会，行政）に大学に対する好意を獲得するための諸活動であ
　　る。その中でも，高校生に本学を認知してもらう活動は重要事項である。
　広報活動の対象1　広報活動の対象は，本来ステークホルダーといわれる，本学の利
　　害関係者全員を広く含むべきである。しかし，本学の場合，限られた予算，人員の枠
　　のたかで，主として，将来の入学老である高校生及び高校教員を対象とした広告・広
　報活動が大部分を占め，一部，卒業生，父母を対象としている。
　広報活動の主体1　広報活動は，本学の場合，広報委員会を組織し，企画・運営に当
　　たっている。広報委員会は教員5人と職員4人で構成されている。広報活動の担当課
　　は，総務課である。
　　広報委員会の業務1　広報委員会が企画・運営に当たっている業務は，大学案内の発
　　行，大学広報紙の発行，公開講座等の広報がある。さらに，オープソキャソパス，大
　　学説明会，キャソバスウィーク（現NUIS－LIVE　2001～）等のイベソトの実施・広報，
　　ウェブサイト（ホームペーシ）の管理・運営，高校訪問計画，各種説明会への参加・企
　　画，大学見学老対応，各種調査などである。これらのうち，主な事項については，後
　　述する。
　　広報委員会の運営方法．　広報委員会は，原則として毎月1回開催し，問題の検討と
　　諸業務の進行状況の報告を行っている。また，10月には，翌年の年問計画・予算を検
　　討し，提案している。広報委員は，後述の業務分野ごとに担当責任を持ち，それぞれ
　　の業務を推進している。
2　広報活動の現状
　広告活動の現状について，平成13年度を中心に具体的に説明する。
（1）広報のコンセプト
　　　本学のキャッチフレーズとして「国際化に生きる，情報化を活かす」を数年前から
　　使用している。これは，本学の学科が情報文化学科と情報システム学科であり，その
　　教育内容からこのキャッチフレーズを採用した。付言すれぱ，情報文化学科について
　　は学科名よりも，教育内容からr国際化」を用いた。
（2）広報・広告の対象
　　　主として高校生及び高校教員とし，そのほか卒業生・父母・地域杜会を対象として
　　いる。
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（3）実施している広報・広告活動
　①大学案内の発行
　　　大学案内は，広報予算の中でもっとも大きな比率を占めておリ，その編集・作成
　　には6か月も要する。本学では，開学以来毎年更新している。大学案内の内容は，
　　大学の特色からはじ重り，両学科の教育内容，教員の紹介，就職支援活動，課外活
　　動などである。年間約3万部発行している。
　②夫学広報紙の発行
　　　大学の広報紙r国際・情報」を平成9年1月から発行している。この広報紙は年
　　3回（5月，11月，3月）発行し，父母，卒業生，高校，高校生，関係先企業へ配
　　布している。内容は，大学の行事，学生の活動，留学，教員の活動などである。こ
　　の広報紙は，本学の歴史的な記録をも兼ねている。
　③公開講座等の広報
　　　地域交流委員会が計画・実施する公開講座について，DM・JR車内吊りによる広
　　報を行うほか，新聞，新潟市報などへの掲載を依頼している。毎年実施している公
　　開講座については，地元紙の新潟日報が大きく報道している。
　④パブリシティ活動．
　　　上記の広報活動と一部重複するが，本学が行う行事，新しい出来事について，新
　　潟県内のマスコミに対してプレスリリースを行っている。ときには，ブレスリリー
　　スだけでなく，各報道機関に対して番組・記事としての掲載を依頼している。平成
　　12年度には，中国，ロシアの提携大学との交流協定締結が大きな記事となった。
　　　また，平成14年6月に行われたワールドカッブ開催時に，本学学生が行った新潟
　　駅における通訳ボラソティア活動についてはテレピ局3局，新聞杜3杜が本学学生
　　の活動を報道した。
　⑤オープンキャンパス
　　　高校生に本学をより深く理解してもらうことを目的に，毎年オーブソキャソバス
　　を開催している。平成11年度までは，年1回開催であったが，平成12年度からは，
　　年2回開催している。その参加者数は，下表のとおり年々増加している。平成13年
　　度までの参加老について調査したところ，オーブソキャソバスの参加老の約7割が
　　実際に本学を受験している。
　　　　　オープンキャンパス開催回数，参加人数
　　　　　　年度　開催回数　参加人数
平成6年度　　　　1
平成7年度　　　　1
平成8年度　　　　1
平成9年度　　　1
平成10年度　　　1
平成11年度　　　　1
平成！2年度　　　　2
平成13年度　　　　2
114
130
130
105
98
157
276
291
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⑥キャンパスウィーク（現NUlS・LlVE）
　　高校生に，大学の講義を実際に体験してもらうことを目的に，平成11年からキャ
　ソパスウィークと称して，通常行われている授業を1週間にわたり公開していたが，
　平成13年度からNUIS－LIVEと名称を変更して，参加しやすい土曜日を利用し，4週
　間にわたり12講義を公開した。しかし，この企画も参加老は全体で20人以下にとど
　まった。（なお，平成14年度には，夏休みの土曜日にNUIS－LIVEを行ったところ約
　50人の参加があった。）
⑦　大学説明会
　　高校の進学指導担当の教員を対象に，年1回6月に開催している。学部・学科の
　内容，教育活動等における本学の取り組み，入試結果などについて説明し，本学へ
　の理解を深めていただいている。説明の後，高校の教員と個別の懇談も実施してい
　る。（この行事は，平成12年度までは，入試実施委員会の担当であったが，現在は入
　試実施委員会の協力を得て広報委員会が担当している。）
　　その他，新しい企画として，平成14年5月に「進路研究セミナー」を開催した。
　この行事は，専門学校進学率が非常に高い新潟県の状況に鑑み，「専門学校か4年制
　の大学か」をテーマにシソポジウムを開き，高校生に聞いてもらう企画である。講
　師には，新潟県教育委員会担当官，高校進路指導教諭，進学誌編集責任老，企業代
　表老，本学教員が当たった。高校生，高校の教員，保護老を含めて36人の参加老が
　あり，高校の教員からは是非来年度も実施して欲しい旨の要望が出された。
⑧　各種入試説明会への参加
　　入試説明会としては，高校内説明会と会場説明会の2種類に参加している。平成
　13年度の参加実績として，高校内説明会には21高校に，ホテルなどの会場説明会に
　は新潟県内8会場に参加した。この会場説明会には，事務局職員及び入試実施委員
　が参加している。
⑨　夫学見学対応
　　行事ではないが，高校からの本学見学対応がある。平成13年度には，25校748人の
　見学者があった。なお，これらの見学者には，まず広報委員の教員が大学の内容及
　び入試状況などについて説明し，その後に，大学の施設・設備の案内を行っている。
　施設・設備の案内は，平成13年度から大学から委嘱された「キャソパスプレゼソター」
　の学生が行っている。
⑭　高校訪問
　　新潟県，山形県，長野県，富山県，石川県，福島県の高等学校を対象に，本学職
　員及び大学から委嘱された各県在住の参与が訪間し説明している。本学受験者の多
　い新潟県内高校については，事務局職員が中心とたって手分けして訪問している。
⑭媒体広告
　　新聞，テレピ，雑誌，交通機関への広告については，その効果・効率を考慮して，
　選択的に展開している。
　　新聞広告：　新聞広告は，地元紙r新潟日報」を中心に，大学連合広告のほか，
　　　入試日程やオープソキャソバスなどのイベソトついて本学単独の広告を実施し
　　　ている。
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　　テレビ1　地元テレピ局制作の新潟県内私立大学の連合番組に参加（有料）して
　　　いる。
　　雑誌広告一　本学を全国に広く認知してもらうために，開学時から平成10年度ま
　　　でリクルート，進研を含む8誌に広告を掲載してきた。しかし，平成12年度か
　　　ら新潟県内への広報を強化するため全国誌への広告を削減し，平成13年度は1
　　　誌のみとした。
　　DM1　平成12年度から県内の高校生を中心とLて実施し，平成13年度は年3回
　　　実施した。
　　交通機関への広告1　県内JR線にオープソキャソパス（2回）及び入学試験の時
　　　期にあわせて車内中吊り広告を掲出している。平成13年度には，延べ4か月問
　　　掲出した。JR駅構内等では，越後線赤塚駅，新潟駅及び自山駅の3駅に看板広
　　　告を掲出している。
　　道路看板：　誘導看板を，大学周辺に5か所設置している。
⑫　ウェブサイトの管理・運営
　　本学のウェブサイトは，当初，本学情報セソター課職員が作成・管理を行ってき
　たが，平成！2年度から広報委員会が管理・運営することになった。現在の運営形態
　は，各担当部署が原稿を作成し，ウェブサイトヘ掲載するシステムになっている。
　　各種イベソトについては，学生のWebレポーターが記事を作成し，ウェブの
　rNUISニュース」欄に掲載している。
⑬各種調査
　　広報活動をより効率的・効果的に進めるために各種調査を実施している。その概
　要は下表のとおりである。
アソケート名 対　　象 内　　　　　　　容
入学生アソケート　　　　1年生・入学時　本学の知名ルート，進学決定の時期など
卒業生アソケート　　　　4年生・卒業時　本学で学んだことなど
イベソト時のアソケート’参加高校生　　　イベソトの評価
電話調査（外部委託）　　高校生の父母　　進学意向，本学の知名度たど
3　今後の課題
　現在の広報活動は，ここ数年毎年効果を確認し改善してきているので，大勢としては
現在の諸活動の継続が望ましいと考えている。しかし，杜会の変化や，将来，高校から
の入学学生の減少傾向は激化すると予想されるので，以下の点についての検討と改善が
必要であろう。
　①　キャッチフレーズの再検討1現在は「国際化に生きる，情報化を活かす」を
　　　キャッチフレーズとして使用している。しかし，キャッチフレーズは，杜会の二一
　　　ズと大学の提供する教育内容に対応する必要がある。杜会の二一ズは少しづつ変化
　　　をしている。この点，本学として，杜会の二一ズにどのように対応するかを検討し，
　　　その上で，カリキュラムの改訂や新しいキャッチフレーズを検討すべきであろう。
　②また，現在は，特色ポイソトの一つに，コソピュータの設置台数を強調している
一240一
　が，高校でコソピュータの初歩を学び，自宅にコソピュータがあるような状況にた
　れぱ，コソピュータの設置台数は，特色ポイソトにはならなくなる。設備ではなく，
　最先端のIT教育（例：ネットワーク技術）をカリキュラムに含め，その新しいカリ
　キュラムを重点に特色ポイソトとして使うべきではないか，検討が必要である。ま
　た，「情報化」という一般的な言葉は，イソパクトが弱くなっているのではないかと
　思われるので，検討を要する。
③社会人への広報・広告1上記のように，高校からの入学学生の減少は不可避で
　ある以上，広報・広告の訴求対象として，杜会人へのウエイトを増加する必要があ
　る。勿論，これには，杜会人への教育プログラムを大学が提供することが前提であ
　り，杜会人を対象とした新しいカリキュラムの編成に早急にとりかかる必要がある。
④ウェブサイトの充実1本学のウェブサイトは，残念たがら，必ずしも満足すべ
　き状態にない。原因は種々あるが，先ず専任の担当老がいないことである。ウェブ
　サイトの長所は，リアルタイムで新しい情報を掲出できることであるが，現在はそ
　の体制が出来ていたい。今後専任の担当者を置き，その担当老を中心に，もっと役
　に立つ，楽しいウェブサイトの制作，運営を行うことが必要である。
⑤広報マインドの養成1広報・PR活動は，決して一部教職員の仕事ではない。教
　職員全員が学生を顧客と考え，顧客満足を追求する必要がある。（顧客満足は，決し
　て学生にこびることではなく，本物の教育の提供である。）
　　「広報は全教職員の仕事である」との教育が必要である。
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第15章　自已点検・自已評価体制
1　自已点検・自已評価体制の構築
　大学における自已点検・自已評価（以下r自已点検・評価」という。）については，平
成3年（1991年）7月に大学設置基準の改正により大学の努力義務として新たな規定が
設けられ，その実施が法令上はじめて規定された。その後平成11年（1999年）には同規
定の改正が行われ，大学の必須要件として規定されるとともに，実施結果を公表するこ
とが義務付けられた。
　　これらの状況を踏まえて，本学では平成6年の開学後間もない平成7年に自已点検運
営委員会及び基本事項検討委員会の2委員会を設置し，自已点検・評価の基本事項につ
いて検討を開始したところであるが，開設当初の繁忙さに追われ，十分な活動を行うこ
とが出来なかった。その後，自已点検・評価の実施体制等を抜本的に改編のうえ実施す
ることで検討が進み，平成14年5月に開催の第28回理事会において，自已点検・自已評
価の実施方針等を規定した「新潟国際情報大学自已点検・自已評価実施規程」及びその
実施機関として設置された自已点検・評価委員会の任務・運営等について規定したr新
潟国際庸報大学自已点検・評価委員会規程」を承認し，本学におげる自已点検・評価体
制の構築を図った。
2　自已点検・評価の目的・必要性
　本学における教育研究の全般について実施する自已点検・評価は，本学の一層の充実
発展向上に資することを目的として，本学が自ら行うものである。
　大学に限らずどのような組織でも，継続的に発展を図ろうとするとき，その運営の実
際についての点検・評価を通じて現在の状況を明確に把握し，今後向かうべき方向を確
認しておくことが，まず一番に必要とされる。
　　本学が，杜会的要請と学術研究の必要性に応じて，常に活力を保ち，教育研究の改善
　とその水準の維持向上を図るよう努めることは，本学に課せられた責任であり，それを
全うするため自己点検・評価を行うことは本学の当然の責務である。
　　さらに，近年大学の教育研究の実施に関する法令上の基準が緩和され或いは緩和の方
向にあることから，大学が自らの責任で教育研究を行う自由度はより拡大されることと
なるが，そのためにもその成果を常に自らが確かめておく必要性は，より一層大きくなっ
たものと考えられる。
　　本学が，これらの情勢に適切に対応し，教育研究活動等がより一層活性化し，充実発
展していくためにも，本学の教育研究と運営の全般について，組織的・体系的な自已点
検・自已評価を継続的に実施していくことが必要である。
3　自己点検・評価の実施
（1）自已点検・評価の実施の基本
　　　本学において実施する自已点検・評価は，大学の理念・目標にのっとり，本学が自
　　ら組織的・体系的に行うのである。
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　なお，自已点検・評価を実効あるよう実施するためには，長期的た視点から設定さ
れた理念・目標を判断基準とするだけではたく，中期的・短期的なものによることも
必要である。
（2）自已点検・評価の具体的方法
　　r自已点検」は，本学が定めるr自己点検・評価実施事項及び項目」について，本学
　の教育研究上の理念・目標に照らし，現状を分析して明らかにし，実情を正確に把握・
　確認等をして行うものであり，「自已評価」は，前述の自己点検の実施結果に基づき，
　現在の到達点や積極的に評価すべき特色，改善を要する間題点等を明らかにし，それ
　らの理由の考察，今後推進すべき方向や改善のための方策等についての見解を取りま
　とめるなどをして行うものである
（3）自己点検・評価の実施事項及び項目
　　本学において実施する自已点検・評価事項は，「新潟国際情報大学自已点検・自已評
　価実施規程」第4条第1項に，次のとおり規定されている。
　　また，自已点検・評価の実施に当たり必要ある場合は，実施規程に定められている
　事項のほかに新たな事項を加えて，又はその事項の一部を省略して実施できることと
　している。
本学の理念・目的及び教育目標に関すること。
学生の受入れに関すること。
教育課程及び教育活動に関すること。
研究活動及び研究体制に関すること。
教員組織に関すること。
管理運営に関すること。
施設・設備等に関すること。
情報セソター及び図書等の資料・学術情報に関すること。
学生生活への支援及び就職活動に関すること。
国際交流に関すること。
杜会との連携及び杜会貢献に関すること。
自已点検・自已評価体制に関すること。
その他必要な事項に関すること。
　たお，自已点検・評価の具体の実施に際しては，自已点検・評価委員会において，
下表の「自已点検・自己評価実施事項及び項目」のとおり，自已点検・自已評価実施
規程に定められている事項ごとにその具体的実施内容を示す中事項及び更に具体的な
実施項目を定めて実施したところである。
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自已点検・評価実施事項及び項目
事　　　　　　　項
1　本学の理念・目的及び教育目標
（1）大学・学部の理念・目的及び
　教育目標
（2）大学・学部の理念・目的及び
　教育目標等と人材養成
（3）大学・学部の将来構想
2　学生の受入れ
（1）学生募集の方法及び入学考選
　抜方法
（2）入学老受入れ方針等
（3）入学者選抜の仕組み
（4）学生定員管理
（5）推薦入学・杜会人・外国人留
　学生等の特別選抜
（6）編入学及び転入学
（7）研究生・科目等履修生等の受
　入れ
3　教育課程及び教育活動
（1）学部・学科の教育課程
（2）教育指導の在り方・実施体制
項　　　　　　　　　　　目
○　理念・目的及び教育目標
○　理念・目的及び教育目標等と人材養成
○　将来構想
○　学生募集方法及び入試広報の体制と実施状況
○　入学老選抜方法の種別及び実施状況
○　入学志願老の応募状況，合格老の入学状況等
○　入学者受入れ方針と大学の理念・目的及び教
　育目漂との関係
○　入学老選抜の実施体制及び入学老選抜の透明
性
○　学生定員の充足状況及び在籍学生数比率との
　関係
○　特別選抜実施の方針及び種別と実施状況
○　編入学・転入学実施の方針・実施方法及び実
　施状況
○　研究生・科目等履修生等の受入れの方針・実
　施方法及び実施状況
○　教育理念・目標と教育課程の編成方針
○　履修科目の区分及び授業形態と単位等
○　教育課程見直しの方法及び体制
○　カリキュラムガイダソスの実施方針と実施状
　況
○　履修指導・学習支援の体制及び実施状況
○　授業計画及び講義概要（シラバス）等授業細
　目の作成
○　授業科目担当者問での授業内容調整等の方針
　及び実施状況
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事　　　　　　　項
（3）国際化教育
（4）情報教育
（5）イソターソシップ
（6）単位互換及び既修得単位の認
　定等
（7）成績評価・単位認定
（8）教育改善への取り組み
4　研究活動及び研究体制
（1）教員の研究業績
（2）共同研究等
（3）学会等における活動状況
　　　　項　　　　　　　　　　　目
○　演習・実験・実習等の実施方針及び実施状況
○　授業担当方針及び教員1人当たりの授業担当
　時問数の状況
○　授業科目開設の方針及び開設授業科目の専任
　教員・兼任教員の担当状況
○　クラス編成の方針及び実施状況
○　学生の在籍及び進級等の状況（在籍状況，進
　級状況，留年・休学・退学等の状況）
○　転学科の認定の方針及び実施状況
○　国際化教育実施の方針，実施体制及び実施状
　況
○　学生の海外派遣留学・研修の実施方針，実施
　体制及び実施状況
○　情報教育実施の方針，実施体制及び実施状況
○　イソターソシップ導入の方針，実施体制及び
　実施状況
○　他大学等との単位互換の実施方針，実施方法
　及び実施状況
○　大学以外の教育施設での学修及び入学前の既
　修得単位の認定の方針及び実施状況
○　成績評価・単位認定の基準，実施方法及び実
　施状況
○　教授方法・教育指導方法等の改善の取り組み
　及び方策
○　教員の教育活動に対する評価の方針及び実施
　状況
○　教員の研究業績（論文・学術講演等）及び主
　要研究テーマ
○　研究成果の発表方法及び発表状況
○　共同研究の実施方針・受託研究等の受入れ方
　針・実施体制及び実施状況
○　学会への参加・活動状況及び学会の組織運営
　への参加状況
○　本学におげる学会・研究会等の開催状況
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事　　　　　　　項
（4）研究体制
5　教員組織
（1）教員の任用・人事計画
（2）教員の募集・任免・昇任
（3）教員組織の構成奪
6　管理運営
（1）管理運営体制
（2）事務組織
7　施設・設備等
（1）施設・設備等の整備
（2）施設・設備等の維持・管理
項　　　　　　　　　　　目
○　研究上の諸条件の整備方針及び整備状況
○　研究費（予算）の配分及び執行状況
○　科学研究費補助金・その他研究助成金等の外
　都資金の申請・採択及び導入状況
○　研究誌等の干聰行方針及び発行状況
○　本学の理念・目的・教育目標及び教育課程と
　の関係における教員組織の状況
○　専任教員の任用状況及び人事計画
○　主要な授業科目への専任教員の配置状況
○　教員の募集方法，選考基準，選考手続及び審
　査方法
○　教員の昇任の基準，審査手続及び審査方法
○　専任教員，兼任教員，教育研究支援職員の配
　置方針及び配置状況
○　教員の兼職についての方針及び兼職状況
○　教員の研修方針及び状況
○　大学の意志決定のプロセス及び体制
○　教授会及び各種委員会の構成・機能・運営方
　法等
○　学部長等の選考方法・権限及び機能
○　教学組織と学校法人理事会との連携協力関係
　及び機能分担
○　管理運営に対する学外有識老の関与の状況
○　事務組織の構成・任務及び意志決定・伝達方
　法等の状況
○　教学組織と事務組織との状況
○　事務職員の配置方針・配置状況及び資質向上
　への取り組み
○　事務合理化等の取り組み及び実施状況
○　教育研究のための施設・設備等の整備方針
○　教育環境，研究環境及び学園生活環境の整備
　状況
○　施設・設備等の維持・管理体制及び組織
○　施設・設備の維持・管理の状況
○　学園生活環境の維持・管理及び大学周辺環境
　への配慮の状況
○　施設・設備の利用状況
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事　　　　　　　項
8　情報セソター及び図書等の資
料・学術情報
（1）清報セソターの整備・充実
（2）情報閲覧室及び図書等の資料
　の整備・充実
（3）学術情報へのアクセス
9　学生生活への支援及び就職指導
（1）学生生活の支援
（2）課外活動
（3）就職指導
10　国際交流
　（工）国際交流協定
（2）教員の学術交流
（3）学生交流
項　　　　　　　　　　　　目
○　晴報セソターの設置・整備の方針及び情報セ
　ソターの組織構成と設備の状況
○　情報セソターの管理運営の状況
○　情報セソターの利用の方針及び利用状況
○　情報閲覧室及び図書等の資料の整備・充実の
　方針及び整備状況
○　情報閲覧室の管理運営及び図書等の資料の収
　集・管理
○　情報閲覧室及び図書等の資料の利用環境及び
　利用状況
○　学術情報の処理・提供システムの整備状況
○　他大学との協力の状況
○　学生生活支援実施組織・体制及び施設の状況
○　奨学金制度・授業料減免制度等の状況
○　健康管理の状況（保健室等施設の整備，学生
　相談への対応，定期健康診断の実施状況，学生
　教育研究災害傷害保険の加入・実施など）
○　宿所の紹介及び通学の状況
○　課外活動の実施組織・体制及び課外活動施設
　設備の整備状況
○　学友会及びサークル等の活動状況
○　学園祭の実施状況
○　地域杜会との交流状況
○　進路選択に関わる指導組織及び体制の状況
○　進路・就職指導の実施状況及び就職状況
○　進路選択・就職指導環境の整備及び関係資料
　の整備と利用の状況
○　国際交流活動の位置付げと方針
○　海外大学等との交流協定締結の方針及び締結
　状況と活用状況
○　教員の海外研究・研修の方針及び実施状況
○　海外からの研究者の受入れ方針及び実施状況
○　外国人留学生の受入れ方針，受入れ体制，実
　施状況及び教育効果
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事　　　　　　項
11杜会との連携及び杜会貢献
　（1）大学の公開
（2）杜会との連携及び杜会貢献
12　自己点検・自己評価体制
　（1）自已点検・自已評価体制
（2）自已点検・評価結果の利活用
項　　　　　　　　　　目
○　大学の施設・設備の開放状況
○　公開講座・公開講演会等の開設方針及び実施
　状況
○　教育研究成果の杜会（市民）への還元状況
○　大学広報の活動体制及び実施状況
○　地域杜会の委員会等への参加状況
○　地域杜会の計画等への参加・寄与状況
○　教育研究面におげる杜会との共同・連携活動
　の実施状況
○　自已点検・自已評価のための組織及びシステ
　ムの状況
○　自已点検・評価結果の公表及び利活用の状況
○　自已点検・評価結果に基づく，改善・改革の
　ための実施体制
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（4）自己点検・評価の組織体制
　　本学における自已点検・評価の組織は，「新潟国際膚報大学自已点検・自已評価実施
　規程」などに基づき，自已点検・評価委員会及び自已点検・評価実施委員会の二つの
　委員会で組織されている。
　　自已点検・評価委員会は，本学の自已点検・評価の基幹的推進機関としての役割を
　担っており，自已点検・評価実施委員会は自已点検・評価委員会の実施任務に関して
　具体的な自已点検・評価作業を行うこととしている。
　　各組織の任務及び委員構成等は次のとおりである。
　［自已点検・評価委員会］
　　①　任務
　　　・自已点検・評価の実施体制及び実施計画の策定に関すること。
　　　・自已点検・評価の実施に関すること。
　　　・自已点検・評価の結果の報告に関すること。
　　　・自已点検・評価の結果の利用に関すること。
　　　・その他自已点検・評価の実施に関すること。
　　②　委員長
　　　　学長
　　③　委員構成
　　　　学長，学部長，情報セソター長，学生部長，情報文化学科長，情報システム学’
　　　　科長，事務局長　（計7人）
　［自己点検・評価実施委貝会］
　　①　任務
　　　　自已点検・評価の実施に関すること。
　　②　委員長
　　　　学部長
　　③　委員構成
　　　　学部長，情報文化学科長，情報システム学科長，情報セソター長，学生部長，
　　　　就職指導委員会委員長，国際交流委員会委員長，スポーツ施設運営委員会委員
　　　　長，広報委員会委員長，地域交流委員会委員長，セクシュアル・ハラスメソト
　　　　対策委員会委員長，人事委員会委員長，入試実施委員会委員長，学習指導委員
　　　　会委員長，紀要編集委員会委員長，総務課長，会計課長，学務課長，就職課長，
　　　　情報セソター課長（計20人）
4　自已点検・評価の実施結果の公表
　　自已点検・評価の結果は，学内外に対し公表する必要がある。それは，この自已点検・
評価の結果が，大学の学外に対する自已主張・自已表現あるいは情報の提供という重要
な役割を担うものであるからである。また，本学自身が実施するものであるので，それ
が客観性を保持し，杜会一般の評価にも耐え得る信頼性を備えていることを示すために
　も積極的に公表する必要があると考えるものである。
　　公表に当たっては，公表の対象，公表の目的・用途等に応じ，点検・評価の結果を適
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切にまとめ，編集し，杜会一般が容易に理解できるよう十分に工夫する必要があること
は当然である。
　以上のような考えのもとで，本学では，自已点検・評価の実施結果については，自已
点検・評価委員会において取りまとめを行い，その結果を「自己点検・評価報告書」と
して作成し，学内外に広く公表することとLている。（自已点検・自已評価実施規程第6
条第2項）
　自已点検・評価報告書については，次の分野の諸機関に送付することとしている。
　　行政機関（文部科学省，中央省庁新潟県内出先機関，特殊法人等），地方自治体（新
　　潟県内市町村・教育委員会など），高等教育機関（全国私立大学，新潟県内高等教育
　　機関，大学共同利用機関），新潟県内外の高等学校，新潟県内報道機関及び経済・杜
　　会・文化関係の諸団体など
5　自已点検・評価の結果の利用
　　自已点検・評価は，本学の一層の充実発展に資することを目的として実施するもので
ある。従って，それをどのように実施するかということよりも，その実施結果をどう活
かし，今後改善，発展向上のためにどのように有効に利用していくかがより重要であり，
本学の自己点検・自已評価実施規程第7条第1項にその旨規定されている。
　　また，自已点検・評価の結果，改善が必要と認められるものについては，学長及び学
部長等は，自らその改善に努めることが求められており，必要によっては学内の関係委
員会等に改善策の検討を付託することとしている。
　　そして，自已点検・評価の結果を学内外に公表することとしているが，このことは本
学の学外に対する自已主張及び本学が行っている教育研究活動状況の周知・広報という
重要な役割をも持つものである。
6　将来の改善に向けた方策
　　自已点検・評価は，点検評価を行ったことで完結するものではなく，前述のとおり実
施結果の利用が有効に行われ，きちんとした改善等の取り組みが行われて，はじめてそ
の成果が評価されるのである。
　　今回はじめて行われた自已点検・評価の結果が学内の教育研究活動等の諸活動に十分
に反映させることができるよう検証していくことが必要であると同時に，実施結果の利
活用に関して検討の手順や体制を整えておくことも必要である。
　　また，自已点検・評価実施事項については，今回の点検評価の実施結果を十分に検討
　し，不十分た分野について重点的に実施するなど点検評価の実施方法，実施時期及び実
施項目について常に見直しを行うことが必要である。
【資料】
1　新潟国際情報大学自已点検・自已評価実施規程
2　新潟国際1青報大学自已点検・評価委員会規程
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　　新潟国際情報大学自己点検・自己評価実施規程
　（目的）
第1条この規程は，新潟国際庸報大学（以下r本学」という。）の教育研究活動等につい
　て，本学が自ら行う点検及び評価（以下「自已点検・評価」という。）の実施に関し必要
　な事項を定めることを目的とする。
　（自已点検・評価の目的）
第2条　自已点検・評価は，本学の教育研究水準の向上を図り，もって本学の目的及び杜
　会的使命を達成するために行うものとする。
　（自已点検・評価委員会）
第3条自已点検・評価を実施するため，自已点検・評価委員会を設ける。
2　自已点検・評価委員会に関し必要な事項は，別に定める。
　（自已点検・評価事項）
第4条自已点検・評価は，次に掲げる事項について行うものとする。
　（1）本学の理念・目的及び教育目標に関すること
　（2）学生の受入れに関すること
　（3）教育課程及び教育活動に関すること
　（4）研究活動及び研究体制に関すること
　（5）教員組織に関すること
　（6）管理運営に関すること
　（7）施設・設備等に関すること
　（8）情報セソター及び図書等の資料・学術清報に関すること
　（9）学生生活への支援及び就職指導に関すること
　GO）国際交流に関すること
　（ll）杜会との連携及び杜会貢献に関すること
　（1劾　自已点検・自已評価体制に関すること
　（13　その他必要な事項に関すること
2　自已点検・評価の実施に当たり必要ある場合は，前項に定める事項に新たな事項を加
　えて，又は前項に定める事項の一部を省いて実施することができる。
　（実施の時期）
第5条　自己点検・評価の実施は，年度を単位とし，適切なサイクルによって行うものと
　する。
2　自已点検・評価を行う時期は，年度の末とし，その取りまとめは，翌年度の当初に行
　うものとする。
　（自已点検・評価結果の報告及び公表）
第6条　自已点検・評価委員会は，自已点検・評価の実施の結果を報告書にとりまとめ，
　理事長に提出するものとする。
2　学長は，理事長の承認を得て，自已点検・評価委員会から提出された自已点検・評価
　に関する報告書を学内及び学外に公表するものとする。
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　（自已点検・評価結果の利用）
第7条自已点検・評価の実施の結果は，本学の教育研究等の改善及び充実発展のために
　有効に利用するものとする。
2　学長及び学部長等は，自已点検・評価の結果，改善が必要と認められるものについて
　は，自らその改善に努めるとともに，関係の委員会等に改善策の検討を付託するものと
　する。
　（事務）
第8条自已点検・評価に関する事務は，総務課において処理する。
　　　附　則
　この規程は，平成14年5月28日から施行する。
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　　新潟国際情報大学自己点検・評価委員会規程
　（目的）
第1条　この規程は，新潟国際情報大学自已点検・自已評価実施規程第3条第2項の規定
　に基づき，新潟国際庸報大学自已点検・評価委員会（以下r点検・評価委員会」という。）
　の任務等に関し必要な事項を定めることを目的とする。
　（点検・評価委員会の任務）
第2条点検・評価委員会は，次に掲げる事項を審議し，及び処理する。
　（1）自已点検・評価の実施体制及び実施計画の策定に関すること
　（2）自已点検・評価の実施に関すること
　（3）自已点検・評価の結果の報告に関すること
　（4）自已点検・評価の結果の利用に関すること
　（5）その他自已点検・評価の実施に関すること
　（点検・評価委員会の組織等）
第3条点検・評価委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。
　（1）学長
　（2）学部長
　（3）情報セソター長
　（4）学生部長
　（5）学科から選出された老各1人
　（6）事務局長
　（7）その他委員長が必要と認めた教職員若干人
2　点検・評価委員会に委員長を置き，学長をもって充てる。
3　委員長に事故あるときは，委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。
4　第1項第5号及び第7号に規定する委員は，委員長の推薦に基づき理事長が委嘱する。
5　第1項第5号及び第7号に規定する委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げ
　ない。
　（実施委員会）
第4条点検・評価委員会は，第2条第2号に規定する任務を実施するために，自已点検・
　評価実施委員会（以下「実施委員会」という。）を置く。
　（実施委員会の組織等）
第5条実施委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。
（1）学部長
（2）学科長
（3）情報セソター長
（4）学生部長
（5）就職指導委員会委員長
（6）国際交流委員会委員長
（7）スポーツ施設運営委員会委員長
（8）広報委員会委員長
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　　　地域交流委員会委員長
　　　セクシュアル・ハラスメソト対策委員会委員長
　　　人事委員会委員長
　　　入試実施委員会委員長
　　　学習指導委員会委員長
　　　紀要編集委員会委員長
　　　総務課長
　　　会計課長
　　　学務課長
　　　就職課長
　　　情報セソター課長
　　　その他委員長が必要と認めた教職員若干人
　　実施委員会に委員長を置き，学部長をもって充てる。
　　委員長に事故あるときは，委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代行する。
　　第1項第20号に規定する委員は，委員長の推薦に基づき学長が委嘱する。
　　第1項第20号に規定する委員の任期は，2年とする。ただし，再任を妨げない。
　（会議）
第6条点検・評価委員会及び実施委員会（以下r点検・評価関係委員会」という。）は，
　委員長が召集し，その議長とたる。
2　点検・評価関係委員会は，委員の過半数の出席により成立する。
3　点検・評価関係委員会の議事は，出席委員の過半数の賛成をもって決し，可否同数の
　ときは，議長の決するところによる。
　（委員以外の老の出席）
第7条委員長が必要と認めた場合は，点検・評価関係委員会に委員以外の者を出席させ，
　説明又は意見を聴くことができる。
　（事務）
第8条　点検・評価関係委員会の事務は，総務課において処理する。
　（雑則）
第9条この規程に定めるもののほか，点検・評価関係委員会の運営に関し必要な事項は，
　別に定める。
　　　附　則
！　この規程は，平成14年5月28日から施行する。
2　この規程の施行後最初に委嘱される第3条第1項第5号及び第7号並びに第5条第1
　項第20号に規定する委員の任期は，第3条第5項及び第5条第5項の規定にかかわらず，
　平成16年3月31日までとする。
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